
通信日付印の年月日 整 理 番 号 番号確認 身元確認 確認書類 

 個人番号カード ／ 通知カード・運転免許証

 その他（                ）

一連番号

04.03
年  月 日

□ 済
□ 未済

０ 

 年分所得税及び復興特別所得税について次のとおり更正の請求をします。 

請求の目的となった
申告又は処分の種類 

申告書を提出した日、処分の 
通知を受けた日又は請求の 
目的となった事実が生じた日 

    年   月   日

更正の請求をする
理由、請求をするに
至った事情の詳細等 

添 付 し た 書 類 

請求額の計算書（記載に当たっては、所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引きなどを参照してください。） 

※ ②、③の各欄は、「分離短期譲渡所得」、「分離長期譲渡所得」、「一般株式等の譲渡所得等」、「上場株式等の譲渡所得等」、 

「上場株式等の分離配当所得等」、「先物取引の分離雑所得等」、「山林所得」、「退職所得」を記載してください。 

還 付 さ れ る
税 金 の
受 取 場 所

( 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 )

銀   行         本店・支店 

金庫・組合         出 張 所 

農協・漁協         本所・支所

(ゆうちょ銀行の口座に振込みを希望する場合)
貯金口座の
記 号 番 号 －

( 郵便局等の窓口受取りを希望する場 合 )

             預金 口座番号   

請 求 額

⑭ に 対 す る 金 額
円

⑮ に 対 す る 金 額  

⑯ に 対 す る 金 額

計 

配 当 控 除
投 資 税 額 等 の 控 除

住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除
（ 特 定 増 改 築 等 ）

政 党 等 寄 附 金 等 特 別 控 除

住 宅 耐 震 改 修 特 別 控 除 等

差 引 所 得 税 額

災 害 減 免 額

申 告 納 税 額

復 興 特 別 所 得 税 額

再 差 引 所 得 税 額

所得税及び復興特別所得税の額

外　国　税　額　控　除　等

源 泉 徴 収 税 額

予 定 納 税 額
（ 第 １ 期 分 ・ 第 ２ 期 分 ）

第３期分の
税　　　額

納 め る 税 金

還 付 さ れ る
税 金

この請求前の第３期分の税額
（還付の場合は頭に△を記載）
第 ３ 期 分 の 税 額 の 差 額
（ 減 少 額（ Ｃ － Ａ ＋ Ｂ ））

　　  年分所得税及び復興特別所得税の更正の請求書

請 求 額

円

合 計 

合 計

※ ② 

① 

※ ③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ Ａ

Ｂ

Ｃ

⑭

⑮ 

⑯ 

雑 損  
医 療 費 （ 特 例 ）  

控除 

控除 

控除 

控除 

社 会 保 険 料  
小規模企業共済等掛金

生 命 保 険 料
地 震 保 険 料  

寄 附 金 控 除

寡婦・ひとり親、 
勤労学生、障害者 

配偶者（特別）控除 

④ か ら ⑨ ま で の 計

人 
扶 養 控 除

基 礎 控 除  

① に 対 す る 金 額  

② に 対 す る 金 額   

③ に 対 す る 金 額   

(
）

税務署受付印

（〒   －    ）

税務署長 
納税地

（住所等）

年 月 日提出
フリガナ 

氏名 職業
電話 

番号 

確 認

個人番号（マイナンバー）
（
令
和
四
年
分
以
降
用
）

,000

,000

,000

公金受取口座への登録に同意する　□
（公金受取口座への振込みを希望する場合）

公金受取口座を利用する　□

※　個人番号（マイナンバー）の記載がない場合は、公金受取口座を登録・利用することができません。

（ 基 準 所 得 税 額 ）
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（別紙２）



書  き  方 
 
１ この請求書は、国税通則法第23条のほか所得税法第152条

から第 153 条の６までに規定する更正の請求をする場合（東

日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法第 21 条において、所得税法

第 152 条から第 153 条の６までを準用する場合を含みます。

以下同じです。）に提出するものです。  

２ 更正の請求ができる期間は法定申告期限から原則として５

年です。

 

３ 更正の請求の理由が、①一定期間の取引に関する事実に基

　づくものである場合は、その取引の記録等に基づいてその理

　由の基礎となる事実を証する書類を、②①以外のものである

　場合は、その事実を証する書類を添付しなければなりません。

 
４ この請求書の各欄は、次により記載してください。 

  なお、⑷及び⑸の記載については、下の記載例を参照して

ください。 

 ⑴ 「個人番号」欄には、更正の請求をする方の個人番号（マ

イナンバー）を記載します。 

   なお、請求書の控えを保管する場合においては、その

控えには個人番号を記載しない（複写により控えを作

成し保管する場合は、個人番号部分が複写されない措

置を講ずる。）など、個人番号の取扱いには十分ご注意

ください。 

 ⑵ 「請求の目的となった申告又は処分の種類」欄には、請

求の目的となった申告又は処分の種類を、例えば、 

  「令和○○年分確定申告」、「令和○○年分決定通知」 

  などと記載します。 

 ⑶ 「申告書を提出した日、処分の通知を受けた日又は請求

の目的となった事実が生じた日」欄には、「請求の目的とな

った申告又は処分の種類」欄に記載した申告の申告年月日

又は処分の通知を受けた日を記載しますが、請求の理由が

国税通則法第23条第２項又は所得税法第152条から第 153

条の６までに規定する事実に基づく場合には、その請求の

理由となった事実の生じた日を記載します。 

 

⑷ 「更正の請求をする理由、請求をするに至った事情の詳

細等」欄には、更正の請求をする理由、請求をするに至っ
た事情の詳細その他参考事項をできるだけ詳しく記載しま

すが、記載しきれない場合には、適宜別紙に記載して添付

してください。 
⑸ 「添付した書類」欄には、更正の請求書に添付した書類

名を記載します。 

 ⑹ 「請求額の計算書」の各欄の記載は、請求の目的となっ

た年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き

（以下「確定申告の手引き」という。）などを参照して
ください。

 

 ⑺ 「還付される税金の受取場所」欄には、還付される税金

 ⑻ 「公金受取口座への登録に同意する」欄には、記載した
　　預貯金口座を公金受取口座として登録する場合に□にチェ
　　ックを入れます。
　　　公金受取口座の利用に当たっては、確定申告の手引きを
　　ご覧ください。

の受取りに当たって、 
  ① 銀行等の預金口座に振込みを希望される場合は、銀行

等の名称、預金の種類及び口座番号を、 
  ② ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望される場合

は、貯金総合通帳の記号番号を、 
  ③　登録されている公金受取口座への振込みを希望される
　　　場合は、「公金受取口座を利用する」欄の□にチェック
　　　を、
　　記載してください。

 

   なお、還付される税金の受取りには、預貯金口座（納税

管理人を指定している場合等を除き、ご本人名義の口座に

限ります。）への振込みをご利用ください。 
  （注１）ゆうちょ銀行の各店舗又は郵便局窓口での受取りを

  （注２）「公金受取口座を利用する」欄にチェックした
　　　　　場合、銀行等の名称、預金の種類、口座番号及び
　　　　　貯金総合通帳の記号番号の記載は不要です。
　　　　　　なお、預貯金口座が記載されている場合は、記
　　　　　載された内容に基づき振込みの手続を行います。

 
希望される場合は、受取りを希望する郵便局名等を

記載してください。 
 

 

 

５ 変動所得若しくは臨時所得のある方、分離課税とされる土

地建物等の譲渡所得のある方、分離課税とされる株式等の譲

渡所得等のある方又は分離課税とされる先物取引の雑所得等

のある方は、それぞれ次の計算書用紙などを「請求額の計算

書」の付表として使用し、更正の請求書に添付してください。 
 ⑴ 変動所得・臨時所得の平均課税の計算書

 ⑵ 譲渡所得の内訳書（確定申告書付表兼計算明細書）【土

地・建物用】 
 ⑶ 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書

 ⑷ 先物取引に係る雑所得等の金額の計算明細書 

 

 
６ 更正の請求書の提出に当たっては、請求をするご本人の本

人確認書類の提示又は写しの添付が必要となります。

 
【「更正の請求をする理由、請求をするに至った事情の詳細等」欄及び「添付した書類」欄の記載例】 

  ○ 事業所得の金額について誤りがあった場合 
 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 
事業所得の必要経費（地代家賃：事務所の賃借料）について12月分（200,000円）の経費計上漏れがあり、

事業所得の金額が過大となっていたため。 

 添 付 し た 書 類 決算書（又は収支内訳書）、帳簿書類（地代家賃部分）、事務所の賃借料（12月分）を支払った領収書 

 ○ 医療費控除について控除額に誤りがあった場合 
 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 
令和×年×月×日に長男が虫歯の治療を行った際に、□□病院（△△市×－×－×）へ支払った医療費（○

○○円）について記載漏れがあり、医療費控除額が過少となっていたため。 
 添 付 し た 書 類 令和×年×月×日に□□病院へ支払った医療費の領収書（○○○円）  
 ○ 社会保険料控除について控除額に誤りがあった場合 
 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 
令和×年中に支払った国民年金保険料について記載漏れがあり、社会保険料控除額が過少となっていたた

め。 
 添 付 し た 書 類 令和×年分の社会保険料（国民年金保険料）控除証明書 
 ○ 扶養控除について控除額に誤りがあった場合 
 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 
特定扶養親族に該当する子（国税太郎、平成×年×月×日生）について一般の控除対象扶養親族としており、

扶養控除額が過少となっていたため。 
  ※ 控除対象扶養親族の個人番号を記載する必要はありません。 
 ○ 住宅借入金等特別控除について控除額に誤りがあった場合 
 更正の請求をする理由、請求

をするに至った事情の詳細等 
□□銀行からの借入金について控除額の計算に含めておらず、住宅借入金等特別控除額が過少となっていた

ため。 
 

添 付 し た 書 類 （特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書、□□銀行から交付を受けた住宅取得資金に係る借

入金の年末残高等証明書  
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税

理

士 

署

名 
(

電
話
番
号) 

   

税務署受付印 

純損失の金額の繰戻しによる所得税の還付請求書 
(復興特別所得税の還付の請求はできません。) 

還 付 請 求 金 額
(下の還付請求金額の計算書の㉒の金額) 

円 

 

○
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い

 

千

円
未
満
の

端
数
は 

切
り
捨
て
て
く
だ
さ
い

 
 

(

(

還 付 請 求 金 額 の 計 算 書（ ）
 

 金 額  金 額 

純
損
失
の
金
額 

 
 

 

年
分
の 

Ａ 

純
損
失
の
金
額 

総

所

得 

変 動 所 得 ① 
円 Ｂ 

総
所
得 

変 動 所 得 ④ 
円 

に

繰

り

戻

す

金

額 

Ａ

の

う

ち

前

年

分 

そ の 他 ②  そ の 他 ⑤  

 山 林 所 得 ③   山 林 所 得 ⑥  

純
損
失
の
金
額
の
繰
戻
し
に
よ
る
所
得
税
の
還
付
金
額
の
計
算 

前 

年 

分 

の 

税 

額 
Ｃ 総 所 得 ⑦  繰

戻

し

控

除

後

の

税

額 

Ｅ 総 所 得 ⑮  
所

得

金

額 

課

税

さ

れ

る 

さ

れ

る

所

得

金

額 

繰

戻

し

後

の

課

税 

山 林 所 得 ⑧  山 林 所 得 ⑯  

退 職 所 得 ⑨  退 職 所 得 ⑰  

Ｄ

 

Ｃ

に

対

す

る

税

額 

⑦に対する税額 ⑩  Ｆ 

Ｅ

に

対

す

る

税

額 

⑮に対する税額 ⑱  

⑧に対する税額 ⑪  ⑯に対する税額 ⑲  

⑨に対する税額 ⑫  ⑰に対する税額 ⑳  

計 
100 円未満の端数は 
切り捨ててください。 

⑬ 
 計 

100 円未満の端数は 
切り捨ててください。 

㉑ 
 

源 泉 徴 収 税 額 を 

差し引く前の所得税額 
⑭  

純 損 失 の 金 額 の 繰 戻 し 
に よ る 還 付 金 額 
(「⑬－㉑」)と⑭のいずれか少ない方の金額) 

㉒  

 

還付される税金

の 受 取 場 所 

(銀行等の預金口座に振込みを希望する場合) 

銀   行         本店・支店 

金庫・組合         出 張 所 

         農協・漁協         本所・支所 

                      

(ゆうちょ銀行の口座に振込みを希望する場合) 

貯金口座の 

記 号 番 号 

 
 ―  

                  

(郵便局等の窓口受取りを希望する場合) 

 

                                                            預金 口座番号                                      

 

 

還 付 請

求 金 額

の 計  

（〒   －    ） 

               
 

税
務
署
整
理
欄 

通信日付印の年月日 確 認 整 理 番 号   一 連 番 号 

年  月  日      
０               番号確認 身元確認 確 認 書 類  

 □ 済 
□ 未済 

個人番号カード／通知カード・運転免許証 

その他（              ） 
               

   

 

純損失の金額の生じた年分 年分 
還付の請求が、事業の廃

止、相当期間の休止、事

業の全部又は重要部分の

譲渡、相続によるもので

ある場合は右の欄に記入

してください。 

請求の事由（該当する文字

を○で囲んでください。） 
     廃 止 
事業の  休 止 
     譲 渡 
相 続 

左 の 事 実 の 
生じた年月日 

・ ・ 
休 止 期 間 

・ ・ 
・ ・ 

この純損失の金
額について、既
に繰戻しによる
還付を受けた事
実の有無 

有・無 
純損失の金額を繰り戻す年分 
(純損失の金額の生じた年の前年分を書きます。)

年分 

 

         税務署長 

納 税 地 
住 所 等  

    

 
職 業 

       

   年   月    日提出 

フ リ ガ ナ 

氏 名   

電 話 
番 号  

 
個人番号 

 

純損失の金額の繰戻しによる所得税の還付について次のとおり請求します。 
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書 き 方

１ この請求書は、本年において生じた純損失の金額の繰戻

しによる所得税の還付の請求をする場合に提出するもので

す。 

 （注）復興特別所得税の還付の請求はできません。 

 

２ この請求書は、繰戻しを行う純損失の金額が生じた年分

の確定申告書とともに確定申告期限までに提出してくださ

い。 

 ※ 請求書を提出する際には、①個人番号（マイナンバー）

の記入及び②請求をする方の本人確認書類の提示又は写

しの添付が必要となります。 

    なお、請求書の控えを保管する場合においては、その

控えには個人番号を記入しない（複写により控えを作成

し保管する場合は、個人番号部分が複写されない措置を

講ずる）など、個人番号の取扱いには十分ご注意くださ

い。

 

３ この請求書の各欄は、次のように書いてください。 

 ⑴ 「 年分の純損失の金額」①～⑥欄の各欄は、次の

ように書いてください。 

  イ 「 年分の純損失の金額」欄 

    空欄には、純損失の金額が生じた年分の年を書きま

す。 

  ロ 「Ａ 純損失の金額」①～③欄の各欄 

    純損失の金額の内訳を書きます。 

    この場合、事業の廃止などの特別な事由により、そ

の前年分に生じた純損失の金額を前々年分に繰戻しを

しようとする方で、既にその一部を繰り戻した金額が

あるとき、又は廃止などした年分の所得金額から控除

した金額があるときは、これらの金額を差し引いた残

りの純損失の金額を書きます。 

  ハ 「Ｂ Ａのうち前年分に繰り戻す金額」④～⑥欄の

各欄 

「Ａ 純損失の金額」①～③欄の純損失の金額のう

ち前年分に繰り戻す金額をそれぞれ書きます。 

    なお、純損失の金額は、その全部を繰り戻さないで、

一部を繰り戻し、残りを翌年以降３年間に繰り越して

翌年以後の所得金額から差し引くこともできます。 

 ⑵ 「前年分の税額」⑦～⑭欄の各欄は、次のように書い

てください。 

  イ 「Ｃ 課税される所得金額」⑦～⑨欄及び「Ｄ Ｃ

に対する税額」⑩～⑬欄の各欄 

純損失の金額が生じた年の前年分の課税される所

得金額（分離課税の上場株式等の配当所得等、分離課

税の土地建物等の譲渡所得、一般株式等の譲渡所得

等、上場株式等の譲渡所得等、分離課税の先物取引の

雑所得等を除きます。また、既に純損失の一部につい

て繰戻しをしている場合は、その繰り戻した金額を差

し引いた金額）及びそれに対する算出税額の内訳を前 

 年分の確定申告書の控えなどから転記します。 

  ロ 「源泉徴収税額を差し引く前の所得税額」⑭欄 

純損失の金額が生じた年の前年分の源泉徴収税額を

差し引く前の所得税額（※）を前年分の確定申告書の控

えなどから転記します。 

※ 分離課税の上場株式等の配当所得等、分離課税の土

地建物等の譲渡所得、一般株式等の譲渡所得等、上場

株式等の譲渡所得等、分離課税の先物取引の雑所得等

に対する税額を除きます。 

  また、既に純損失の金額の一部について繰戻しによ

る所得税額の還付を受けている場合には、その還付金

額を差し引いた金額になります。 

      なお、税額控除額のうちに、外国税額控除額又は分

配時調整外国税相当額控除額が含まれている場合は、

外国税額控除額又は分配時調整外国税相当額控除額及

び源泉徴収税額を差し引く前の所得税額から所得税に

係る外国税額控除額又は分配時調整外国税相当額控除

額（復興特別所得税の額から控除される金額は含みま

せん。）を差し引いた金額になります。 

⑶ 「繰戻し額控除後の税額」⑮～㉑欄の各欄は、次のよう

に書いてください。 

イ 「Ｅ 繰戻し後の課税される所得金額」⑮～⑰欄の各

欄 

     「Ｃ 課税される所得金額」⑦～⑨から「Ｂ Ａのう

ち前年分に繰り戻す金額」④～⑥を差し引いた金額を

書きます。 

     なお、その差し引き方については、一定の順序があ

りますから、詳しくは税務署にお尋ねください。 

   ロ 「Ｆ Ｅに対する税額」⑱～㉑欄の各欄 

     「⑮」～「⑰」までの各欄の金額について、それぞ

れ純損失の生じた年の前年分の税額表などを適用して

求めた算出税額を書きます。 

なお、前年分の所得税について変動所得及び臨時所

得の平均課税を受けている方は、税額の計算が複雑で

すから、税務署にお尋ねください。 

⑷ 「還付される税金の受取場所」欄には、還付される税金

の受取りに当たって、 

① 銀行等の預金口座に振込みを希望される場合は、銀

行などの名称、預金の種類及び口座番号を、 

② ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望される場合

は、貯金総合通帳の記号番号を、書いてください。 

なお、還付される税金の受取りには預貯金口座（ご本

人名義の口座に限ります。）への振込みをご利用くださ

い。 

   （注）ゆうちょ銀行の各店舗又は郵便局窓口での受取り

を希望される場合は、受取りを希望する郵便局名等

を記入してください。 
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所得税・消費税の納税管理人の解任届出書 

１ ０ ８ ０ 

 
   年   月   日に届け出た納税管理人を解任したので届けます。 

 

１ 解任した納税管理人 

        〒 

    住  所 

    (居 所)                                            

    ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

    氏  名                   

 

２ 納税者の納税地 

  現在の納税地                                            

  選任していた 
  ときの納税地                                            
 

３ 納税管理人を解任した理由 

 

４ その他参考事項 

  

 

税務署受付印 

       税 務 署 長 

 

   年    月    日 提 出 

納 税 地 

住所地・居所地・事業所等（該当するものを○で囲んでください。） 

（〒   －    ） 
 

（TEL       -       -       ） 

上 記 以 外 の 

住 所 地 ・ 

事 業 所 等 

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。 

（〒   －    ） 
 

（TEL       -       -       ） 

フ リ ガ ナ  
生
年
月
日 

 
氏 名 

 

個 人 番 号  

            

職 業 
 フリガナ  

屋 号  

 

 

関与税理士 
 

 

(TEL    -    -    ) 

 税

務

署

整

理

欄 

整 理 番 号 関係部門 
連 絡 

Ａ Ｂ Ｃ 番号確認 身元確認 

 
     

□ 済 
□ 未済 

             確認書類 
個人番号カード／通知カード・運転免許証 
その他（              ）             

 

０ 

年    月   日生 
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書 き 方 

１ この届出書は、先に選任していた納税管理人を解任した場合に提出するものです。 

２ 届け出る税目に応じて、標題の「所得税・消費税の……」の「所得税・」又は「・消費税」の不要

の文言を抹消してください。 

３ この届出書は、次により記載し、次の税務署長に提出してください。 

  「１ 解任した納税管理人」欄には、解任した納税管理人が法人の場合は、「住所」欄には、本店又

は主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には、法人名及び代表者等氏名を、それぞれ記載します。 

「２ 納税者の納税地」欄は、納税地が納税管理人を選任していたときの納税地と同一のときは、「現

在の納税地」欄にその納税地を書いてその所轄税務署長に提出してください。 

また、納税地が納税管理人を選任していたときの納税地と異なるときは、「選任していたときの納

税地」欄及び「現在の納税地」欄にそれぞれの納税地を記載してそれぞれの納税地の所轄税務署長に

提出してください。 

※ 届出書を提出する際には、①個人番号（12 桁）の記載及び②届出をする方の本人確認書類の提示又

は写しの添付が必要となります。  

なお、届出書の控えを保管する場合においては、その控えには個人番号を記載しない（複写により

控えを作成し保管する場合は、個人番号部分が複写されない措置を講ずる）など、個人番号の取扱い

には十分ご注意ください。 
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04.11

所得金額等

申告書第一表 収入金額等 所得金額等

所得金額等

肉用牛及び売却価額（税抜）が100万円未満（その売却した肉用牛が交雑種に該当する場合には80万円未
満、ホルスタイン種、ジャージー種又は乳用種に該当する場合には50万円未満）の肉用牛をいいます。

この計算書を使った方は、申告書第一表の「税金の計算」欄の㊶の金額の頭部に「　」と書いてください。
また、申告書第二表の「特例適用条文等」欄に「措法25」と書いてください。
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04.11

収入金額等 所得金額等

所得金額等

申告書第一表

肉用牛及び売却価額（税抜）が100万円未満（その売却した肉用牛が交雑種に該当する場合には80万円未
満、ホルスタイン種、ジャージー種又は乳用種に該当する場合には50万円未満）の肉用牛をいいます。

この計算書を使った方は、申告書第一表の「税金の計算」欄の㊶の金額の頭部に「　」と書いてください。
また、申告書第二表の「特例適用条文等」欄に「措法25」と書いてください。

　申告書第一表の「収入金額等」欄及び「所得金額等」欄の農業の金額を「１ 　 申告書に 記載する 農業
所得」欄で計算し、申告書第一表の「税金の計算」欄の㊵までの記入が終わったら、「２ 　 課税総所得金
額に 対する 税額の計算」欄で、申告書第一表の「税金の計算」欄の㊶に記入する金額を求めます。
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29.11

お尋ねく ださ い。）。

申告書第一表 所得金額等

　この計算書は、各種の所得の損失額（赤字）を他の各種の所得の黒字から差し引く（以下「損益の通算」といいます。）際に、

赤字の所得が数多くある方が損益の通算をする場合に使用します（申告書第四表（ 損失申告用） を使用して申告する方は、この計

算書は使用しません。）。

書き方については、
裏面を読んでください。

 　「山林」の⑦及び「退職」の⑧は、山林所得（赤字の場合には金額の頭部に△を付します。）及び退職所得（赤字のときは0）を書

きます。
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所得金額等

申告書第三表（ 分離課税用） 所得金額

所得金額

所得金額等

収入金額等 所得金額等

2　 譲渡・ 一時所得の損益の通算

申告書第一表 収入金額等

収入金額等

所得金額等

収入金額等 所得金額等

申告書第一表 収入金額等

所得金額等

申告書第一表

㋘ ㋙

㋙

㋘

㋚

㋚

7

（ 2）

ハ

申告書第三表（ 分離課税用）

7

7

7

　 申告書第一表の「所得金額等」欄の①から⑥及び⑩には、

損益の通算前の金額を書きます（『所得税及び復興特別所得

税の確定申告の手引き』参照）。

　③の金額を申告書第一表の「収入金額等」欄の㋘に、⑤

の金額を「収入金額等」欄の㋙に、③と⑤の金額の合計額

を「所得金額等」欄の⑪にそれぞれ転記します。
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円

氏　 名

   

年分　 医療費控除の明細書【 内訳書】（ 次　 葉）

円

小　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計

２ 医療費（ 上記１ 以外） の明細（ つづき）

「 ２ 医療費（ 上記１ 以外） の明細」 欄に記入し きれない場合に、こ の次葉に記入し ます。

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

□ 診療・ 治療　 □介護保険サービス

□ 医薬品購入　 □そ の他の医療費

⑸ ⑷のう ち生命保険や社会
保険（ 高額療養費など ）
など で補てんさ れる 金額

⑷ 支払っ た医療費
の額

⑶ 医 療 費 の 区 分
⑵ 病院・ 薬局などの

支払先の名称
⑴ 医療を受けた方の

氏名

0 4 .1 1
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C

３ 控除額の計算

支払っ た金額

保険金などで
補てんさ れる金額

差引金額
（ A － B ）

（ 合計）

（ マイ ナスのと き は０ 円）

合　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計
A B

医療費控除額
（ C －1 2 ,0 0 0 円）

⑵ 医薬品の名称

（ 最高8 万8 千円、 赤字のと きは0 円）

D

A

B

　⑴ 取 組 内 容

年分　 セルフメ ディ ケーショ ン税制の明細書

氏　 名住　 所

※こ の控除を 受ける方は、 通常の医療費控除は受けら れません。

□健康診査　 　 　 　 □予防接種　 　 □定期健康診断

□特定健康診査　 　 □がん検診　 　 □（ ）

※取組に要し た費用（ 人間ド ッ ク など） は、 控除対象と なり ません。

２ 特定一般用医薬品等購入費の明細

円

申告書第一表の「 所得から 差し 引かれる金額」の医療費控

除欄に転記し 、「 区分」の□に「 １ 」と 記入し ます。

「 薬局などの支払先の名称」ごと にまと めて記入する こ と ができ ます。

１ 申告する方の健康の保持増進及び疾病の予防への取組

円円

⑶ 支払っ た金額

（ 保険者、勤務先、市区町村、
医療機関名など）

⑵ 発 行 者 名

⑴ 薬局などの支払先の名称

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

⑷ ⑶のう ち 生命保険
や社会保険など で
補てんさ れる金額

0 4 .1 1
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合　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計
A B

⑵ 医薬品の名称

　⑴ 取 組 内 容

年分　 セルフメ ディ ケーショ ン 税制の明細書

氏　 名住　 所

※こ の控除を受ける方は、 通常の医療費控除は受けら れません。

□健康診査　 　 　 　 □予防接種　 　 □定期健康診断

□特定健康診査　 　 □がん検診　 　 □（ ）

※取組に要し た費用（ 人間ド ッ ク など） は、 控除対象と なり ません。

２ 特定一般用医薬品等購入費の明細 「 薬局などの支払先の名称」ごと にまと めて記入するこ と ができ ます。

１ 申告する方の健康の保持増進及び疾病の予防への取組

円円

⑶ 支払っ た金額

（ 保険者、勤務先、市区町村、

医療機関名など）

⑵ 発 行 者 名

⑴ 薬局などの支払先の名称

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

⑷ ⑶のう ち 生命保険
や社会保険な ど で
補てんさ れる 金額

重 要 な お 知 ら せ

◎ インフ ルエン ザの予防接種又は定期予防接種（ 高齢者の肺炎球菌感染症等）の領収書又は予防接種済証

◎ 市区町村のがん検診の領収書又は結果通知表

◎ 職場で受けた定期健康診断の結果通知表（「 定期健康診断」と いう 名称又は「 勤務先（ 会社等）名称」が記載さ れている 必要があり ます。）

◎ 特定健康診査の領収書又は結果通知表
（「 特定健康診査」と いう 名称又は「 保険者名（ ご 加入の健保組合等の名称）」が記載さ れている 必要があり ます。）

◎ 人間ド ッ ク やがん検診をはじ めと する各種健診（ 検診）の領収書又は結果通知表
（「 勤務先（ 会社等）名称」又は「 保険者名（ ご 加入の健保組合等の名称）」が記載さ れている 必要があり ます。）　

領収書の表示例

■ セルフメ ディ ケーショ ン 税制の明細書の記載要領

■ ５ 年間保管が必要な書類

こ の明細書は、 租税特別措置法第4 1 条の1 7 （ セルフ メ ディ ケーショ ン 税制によ る 医療費控除の特例） の適用を 受ける 場合に使用し ます。

こ の控除を受ける 方は、 通常の医療費控除を受けるこ と ができ ませんので、 ご留意く ださ い。

健康の保持増進及び疾病の予防と し て一定の取組を行う 方が、 自己又は自己と 生計を 一にする 配偶者その他の親族に係る 特定一般用医薬品等

購入費（ ※）を支払っ た場合は、 通常の医療費控除と の選択によ り 、 セルフ メ ディ ケーショ ン 税制による医療費控除の特例の適用を受けるこ と

ができ ます。

※　 特定一般用医薬品等購入費と は、 医師によっ て処方さ れる医薬品（ 医療用医薬品） から 薬局などで購入でき るOTC医薬品に転用さ れた医薬品（ スイ ッ

チOTC医薬品） の購入費及び令和4 年以降に購入さ れた医薬品でスイ ッ チOTC医薬品と 同種の効能又は効果を有する一定の医薬品の購入費をいいます。

※　 上記の書類に必要な事項が記載さ れていない場合は、 勤務先や保険者などに一定の取組を行っ たこ と の証明を依頼し 、 証明書の交付を受 ける必要が

あり ます。 詳し く は、 厚生労働省のホームページをご確認く ださ い。

● 特定一般用医薬品等の領収書

● 適用を 受ける年分において一定の取組を 行っ たこ と を 明ら かにする 書類

①氏名　 ②取組を 行っ た年　 ③事業を 行っ た保険者、 事業者若し く は市区町村の名称又は取組に係る 診察を 行っ た医療機関の名称若し く

は医師の氏名の記載があるも のに限り ます。 例えば次の書類です。

国税薬局

□□ド ラッ グスト ア

〃

2,16 4

13 ,75 3

ゼイムE X、カ ク テイ 胃腸薬M N

○○○○、○○○、○○○○○、○○○

○○○、○○○、○○○○、○○○○

令和３ 年分の確定申告から 「 健康の保持増進及び疾病の予防と し て一定の取組を 行っ たこ と を 明ら かにする 書類」 の添付又

は提示は必要なく なり 、「 セルフ メ ディ ケーショ ン 税制の明細書」 の添付のみが必要と なり まし た。

ただし 、 明細書の記入内容の確認のため、 確定申告期限等から ５ 年間、 税務署から 当該書類の提示又は提出を 求める 場合が

あり ますので、 当該書類はご自宅等で保管し てく ださ い。

  申告する方の健康の保持増進及び疾病の予防への取組１

  特定一般用医薬品等購入費の明細2

⑴「 取組内容」 欄

取組を行っ たこ と を 明ら かにする 書類（ ※）を 確認し 、 該当する 取組内容を いずれか

一つチェ ッ ク し ます。

※　 下記の「 ５ 年間保管が必要な書類」 をご確認く ださ い。

⑵「 発行者名」 欄

取組を行っ たこ と を明ら かにする書類の発行者の名称を記入し ます。

⑴「 薬局などの支払先の名称」 欄

医薬品を 購入し た薬局などの支払先の名称を記入し ます。

領収書が複数ある場合は、 購入先ごと にまと めて記入するこ と ができ ます。

⑵「 医薬品の名称」 欄

購入し た医薬品の名称を記入し ます。

複数の医薬品を購入し た場合は、 名称を並べて記入し ます。

⑶「 支払っ た金額」 欄

医薬品の購入金額を記入し ます。

複数の医薬品を購入し た場合は、 購入金額の合計を記入し ます。

⑷「 ⑶のう ち生命保険や社会保険などで補てんさ れる金額」 欄

生命保険契約、 損害保険契約又は健康保険法の規定等に基づき 受け取っ た保険金や

給付金がある場合に、 その金額を記入し ます。

記入例

同一の薬局で複数の医薬品を購入し た場

合は、 医薬品名を並べて記入すると と も

に購入金額の合計を記入し ます。

領収書に控除の対象であるこ と が記載さ れています。

医薬品の名称が枠内に記入し き れな

い場合は、 こ のよう に記入し ます。

××××

2 9 3

24



の「所得金額等」欄の営業等・
農業には、青色申告決算書の青
色申告特別控除後の所得金額を
転記しますが、その際、金額の
頭部に 　と書いてください。

一
表の「所得金 額 等」欄の 営業
等・ 農業には、収支内訳書の所
得金額を転記しますが、その
際、金額の頭部に　 と書いて
ください。

業務に係る雑所得の総収入金額
から⑨の金額を控除した残額を
申告書第一表の「所得金額等」
欄の業務に書いてください。そ
の際、金額の頭部に 　と書い
てください。

（　　　　　年分）

　事業所得の中に、営業等所得のほかに農業所得がある場合には、①及び②は、そ
の合計額によって記載してください。この場合、⑦又は⑧の金額は、各所得の特例適
用前の所得金額の比などによりあん分して、それぞれの事業所得の金額の計算上必
要経費に算入してください。

雑所得の中に、業務に係る雑所得のほかにその他の雑所得がある場合には、⑨の
金額を業務に係る雑所得の収入金額から控除し、控除しきれなかったときは、その他
の雑所得の収入金額から控除します。その他の雑所得が赤字の場合は0円になります。
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　　の　に当てはまる場合は、業務に係る雑所得の総収入金額から　の　により計算した金額を控除した

残額を申告書第一表の「所得金額等」欄の業務に書いてください。その際、金額の頭部に　と書いてくだ

さい。

者

所得金額等

表面

所得金額等

　事業所得がある場合で、業務に係る雑所得の総収入金額及び給与所得の収入金額がないとき……事業所得

の総収入金額（各種引当金・準備金等の繰戻額等の金額を含みます。以下同じ。）と55万円のいずれか少ない

方の金額

　業務に係る雑所得がある場合で、事業所得の総収入金額及び給与所得の収入金額がないとき……業務に係

る雑所得の総収入金額と55万円のいずれか少ない方の金額

　事業所得と業務に係る雑所得のいずれもある場合、又は給与所得の収入金額がある場合……

により計算した金額

表面の計算書
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１ 住所及び氏名

住 所

氏 名

フ リ ガナ

郵便番号 －

電話番号 （ ）

フ リ ガナ

氏 名

フ リ ガナ

氏 名

（ 共有者の氏名）

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

３ 増改築等をし た部分に係る事項
２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家 屋 に 関 す る 事 項 土地等に関する 事項

漓●ア

漓●イ

漓●ウ

漓●エ

漓●オ

漓●カ

漓●キ

漓●ク

漓●ケ

漓●コ

漓●サ

漓●シ

漓●ス

漓●セ

漓●ソ

漓●タ

漓●チ

漓●ツ

漓●テ

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

漓

滷

狠 土 地 等狢 家 屋 狡 合 計 狹 増 改 築 等

（ , , ） × 漓漓●オ 漓●コ 漓●チ

・・
居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてく ださ い｡

※小数点以下第２ 位ま で書き ます｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

令和

増 改 築 等 の 費 用 の 額

のう ち居住用部分の金額漓●ソ

÷漓●ツ 漓●ソ

潭

狷 住 宅 の み 倏 土 地 等 の み 猗 住 宅及 び 土 地等 猊 増 改 築 等

÷漓●キ 漓●カ

潸

澁

澀

潯

潛

濳

÷漓●シ 漓●サ

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

※連帯債務がない場合には、 潸の金額を書き ます｡

新築、 購入及び増改築等に係る
住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

潺 と 澀 の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高
（ 潯 × 潛 ）

住宅借入金等の年末残高の合計額（ 狷の濳＋倏の濳＋猗の濳＋猊の濳）

※ 潭の金額を二面の「 住宅借入金等の年末残高の合計額潭」 欄に転記し ます。

居 住 用 割 合
※90％以上である場合には、 100. 0％と 書きます｡

（（ 付表）の澑の金額）

※連帯債務がない場合には､100. 00% と 書き ます｡
（（ 付表）の潘の割合）

連帯債務に係るあなたの負担割合

整 理
番 号

※共有の場合のみ書いてく ださ い。

（ － （ － ））漓●ウ 漓●エ 漓●ク 漓●ケ （ － ）漓●ソ 漓●タ

（ × 狢 の 漓 ）漓●オ 漓●オ （ × 狠 の 漓 ）漓●コ 漓●コ （ × 狹 の 漓 ）漓●チ 漓●チ（ 狢の滷＋狠の滷）又は（ 狠の滷＋狹の滷）

澆

潺

住 宅 取 得 等 資 金 の 贈 与 の
特 例 を 受 け た 金 額 等

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ 滷 － 澆 ）

円

円

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する事項

なし 又は５ ％ ８ ％ ％10
税率が10％の場合に ､ に含まれる漓●ウ 漓●ソ
消費税額及び地方消費税額の合計額
（ 契約書等に記載さ れた消費税額）

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増 改 築 等 の 費 用 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

〔 平成
令和 〕 平成

令和
平成
令和

重複適用（ の特例） を受ける
場合は、 右の該当する文字に
○をし た上で、 二面の澹の金
額を転記し てく ださ い。

円

澹

※共有でない場合は､ , , を 書いてく ださ い｡漓●オ 漓●コ 漓●チ

９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額
円

澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を 転記し ます。
番
号

８ 特定の増改築等に係る事項 （ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を 受ける場合のみ書いてく ださ い｡）

澂 高 齢 者 等 居 住 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額 潼 断熱改修工事等の費用の額 潘 澎

澳
（ 潭と 潦のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
た だし 、 住宅の増改築等（ 特定多世帯同居改修
工 事等 に 係る も の を 除 き ま す｡）が 特定 取得

（ ※二面参照）に該当し ない場合は、 最高200万円｡）

特定増改築等住宅借入金等、 特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

次の澂欄から 澑欄に補助金等控除後の金額
を 書いてく ださ い。 こ れら の金額が50万円
を 超える と き に特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を 受ける こ と ができ ます。
詳し く は、 控用の裏面を参照し てく ださ い。

円

円
（ 濂又は濂×Ｄ の漓）

あな た の持分に 係る 特定の
増 改 築 等 工 事 の 費 用 の 額潦濂 （ 澂＋潘＋澎＋澑）

特定の増改築等工事の費用の合計額澑 特 定 耐 久 性 向 上 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 多 世 帯 同 居 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 断 熱 改 修 工 事
等 の 費 用 の 額

家 屋: 1
: 2増改築等 澡

澤

８ ％･10％
同一年中

取得

翌年分以後に年末調整でこ の控除を受けるための、 控除証明書の
交付を要し ない方は､右の「 要し ない」の文字を○で囲んでく ださ い｡

10 控除証明書の交付を要し ない場合

要し ない

重複適用 重複適用の特例
同一年中に８ ％及び10％の消費税
率が含ま れる 家屋の取得等又は
増改築等を し た場合は、 右の欄に
○を し た上で、 10％に係る 部分の
金額等を 書いてく ださ い｡

円

円

又は の金額漓●ウ 漓●ソ
（ 10％に係る部分のみ）

狢 の 潺 又 は
狹の潺の金額

（ 10％に係る部分のみ）

・・
平成
令和

区
分

契 約 日
契 約 区 分

円

契 約 日
・・

平成
令和

※次に該当する 場合に、 書いてく ださ い。

不 動 産 番 号 家 屋 土 地

こ の明細書の書き 方については、 控用の裏面を 参照し てく ださ い。 住宅借入金等に連帯債務がある 場合には、 併せて付表を 使用し ます。○ ○

６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延

あり

増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

㎡

○

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

一
面

提
出
用

年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書

整理欄

登
家

登
土

契
家

契
土

残 確 証
認
定

仮付 Ａ Ｂ Ｃ

台帳番号
一連番号

住民
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次の該当する 算式のう ち 、 いずれか一の算式により 計算し ます。

令和04年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算
氏名

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

１

住宅借入金等特別控除の

適用を 受ける 場合（ ３ か

ら 12のいずれかを 選択す

る 場合を 除き ます｡）

（ 最高40万円）

（ 最高21万円）

（ 最高14万円）

（ 最高40万円）

（ 最高20万円）

（ 最高20万円）

（ 最高８ 万円）

（ 最高50万円）

（ 最高35万円）

（ 最高21万円）

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高31万５ 千円）

（ 最高21万円）

（ 最高28万円）

（ 最高21万円）

３

４

番

号

６

８

住宅の増改築等が特定取得に該当する と き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

住宅借入金等の年末残高の合計額 ※ 一面の潭の金額を 転記し ます。 潭
円

円

二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 住宅借入金等の金額がある 場合（ こ れら の住宅の取得等又は住宅の増改築等が同一の

年に属する も ので、 上記の表で同一の欄を 使用し て計算する 場合を 除き ま す｡） には、 その住宅の取得等又は住宅の増改築等ごと に（ 特

定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書を 作成し 、 その作成し た各明細書の澣欄の金額の合計額を 最も 新し い住宅の取得等又

は住宅の増改築等に係る 明細書の澹欄に記載し ます。

※ 澹欄の金額を 一面の澹欄に転記し ます。

澹

澹

重複適用を 受ける場合

震災特例法の重複適用
の特例 を 受 け る 場 合

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額（ 住宅の取得等又は住宅の増改築等に

係る控除限度額のう ち最も 高い控除限度額が限度と なり ます｡） を記載し ます。

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額を 記載し ます。
円

※１ 澣欄の金額を 一面の澣欄に転記し ます。

※２ 澣欄の括弧内の金額は、 居住の用に供し た日の属する年における

住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る控除限度額と なり ます。

※３ （ 特例） 特別特例取得及び（ 特別） 特定取得については、 控用の裏面の「 用語の説明」 を 参照し てく ださ い。

※４ 「 ZE H 水準省エネ住宅」 又は「 省エネ基準適合住宅」 に該当し 、（ 特例） 特別特例取得に該当する 場合は、 番号「 １ 」 の「 住宅の

取得等が（ 特例） 特別特例取得に該当する と き 」 欄にて計算し てく ださ い。

※５ 「（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）」 欄は､ 再居住の特例の適用を 受ける 方が､ 転居年月日や再居住開始年月日などを 記載し ます｡

（ １ ）

不動産番号が第一面に書ききれない場合○

（ ２ ）

重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受ける場合○

（ ３ ）

（ ４ ）

※（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の

対象と なる 家屋や土地が複数ある場合で、

第一面の「 不動産番号」 欄に書き き れない

家屋や土地の不動産番号を 記載し ます。

（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）

転 居 年 月 日

居住の用に供し ていない

期 間の家 屋の 用途

その家屋に係る（ 特定

増改築等） 住宅借入金

等 特別 控除 の適用

再居住開始年月日

【 再び居住の用に供し た場合の再適用】
再び居住の用に供し たこ と によ
り ､（ 特定増改築等） 住宅借入
金等特別控除の再適用を 受ける

【 再び居住の用に供し た場合の適用】
再び居住の用に 供し た こ と に よ り 、
初めてその家屋に係る（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除の適用を 受ける

賃貸の用 年 月 日～ 年 月 日

空家 その他（ ）

年 月 日 年 月 日

０ ０

円

０ ０

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 004

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

中古住宅又は増

改築に該当する

と き

住宅の取得等が

（ 特例）特別特例取得

に該当する と き

平 成26年1
月1日 か ら
令和３ 年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当する と き

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当し ないと き

平成25年中に居住の用に供
し た場合

平成20年中に居住の用に供
し た場合

住宅借入金等特別控除の
控除額の特例を 選択し た
場合

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

中古住宅に該当

する と き

住宅の取得等が

（ 特例）特別特例取得

に該当する と き

平 成26年1
月1日 か ら
令和３ 年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当する と き

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当し ないと き

平成25年中に居住の用に供
し た場合

認定住宅等

の新築等に

係る 住宅借

入金等特別

控除の特例

を 選択し た

場合

認定住宅等

が認定長期

優良住宅又

は認定低炭

素住宅に該

当する と き

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該
当する と き

中古住宅に該当

する と き

認定住宅等

が 水準ZE H

省エネ住宅

に該当する

と き（ ※4）

７
令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

中古住宅に該当

する と き

認定住宅等

が省エネ基

準適合住宅

に該当する

と き（ ※4）

居住の用に供し た日等 算式等
（ 特定増改築等）

住宅借入金等特別控除額
（ 100円未満の端数切捨て）

高齢者等居

住改修工事

等に係る 特

定増改築等

住宅借入金

等特別控除

を 選択し た

場合

平成30年１

月１ 日から

令和３ 年12

月31日まで

の間に居住

の用に供し

た場合

（ 最高12万５ 千円）

０ ０

住宅の増改築等が特定取得に該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円（ 最高12万円）

０ ０

９

住宅の増改築等が特定取得に該当する と き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円
断熱改修工

事等に係る

特定増改築

等住宅借入

金等特別控

除を 選択し

た場合

平成30年１

月１ 日から

令和３ 年12

月31日まで

の間に居住

の用に供し

た場合

（ 最高12万５ 千円）

０ ０

住宅の増改築等が特定取得に該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円（ 最高12万円）

０ ０

10

平成30年１ 月１ 日から 令和３ 年12月31日までの間に居住

の用に供し た場合

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝

澣

澣

澣

澣

澣

澣

円

円

円

円

円

円

多世帯同居
改修工事等
に係る 特定
増改築等住
宅借入金等
特別控除を
選択し た場合

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高60万円）

（ 最高45万円）

（ 最高27万円）

（ 最高60万円）

（ 最高36万円）

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

11

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買取再販住宅に

該当すると き

中古住宅又は増改築に該当する

と き

震災特例法

の住宅の再

取得等に係

る 住宅借入

金等特別控

除の控除額

の特例を 選

択し た場合

住宅の取得等が（ 特例）特別特例
取得に該当すると き

平成26年４ 月１ 日から 令和３ 年12月31日
までの間に居住の用に供し た場合

平成25年１ 月１ 日から 平成26年３ 月31日
までの間に居住の用に供し た場合

潭 =×0. 012

潭 =×0. 009

潭 =×0. 009

潭 =×0. 012

潭 =×0. 012

２

５

12

提
出
用

○

二
面

は

一
面

と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

二
面
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１ 住所及び氏名

住 所

氏 名

フ リ ガナ

郵便番号 －

電話番号 （ ）

フ リ ガナ

氏 名

フ リ ガナ

氏 名

（ 共有者の氏名）

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

３ 増改築等をし た部分に係る事項
２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家 屋 に 関 す る 事 項 土地等に関する 事項

漓●ア

漓●イ

漓●ウ

漓●エ

漓●オ

漓●カ

漓●キ

漓●ク

漓●ケ

漓●コ

漓●サ

漓●シ

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

漓

滷

狠 土 地 等狢 家 屋 狡 合 計 狹 増 改 築 等

（ , , ） × 漓漓●オ 漓●コ 漓●チ

・・
居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてく ださ い｡

※小数点以下第２ 位ま で書き ます｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

令和

増 改 築 等 の 費 用 の 額

のう ち居住用部分の金額漓●ソ

÷漓●ツ 漓●ソ

潭

狷 住 宅 の み 倏 土 地 等 の み 猗 住 宅及 び 土 地等 猊 増 改 築 等

÷漓●キ 漓●カ

潸

澁

澀

潯

潛

濳

÷漓●シ 漓●サ

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

※連帯債務がない場合には、 潸の金額を書き ます｡

新築、 購入及び増改築等に係る
住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

潺 と 澀 の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高
（ 潯 × 潛 ）

住宅借入金等の年末残高の合計額（ 狷の濳＋倏の濳＋猗の濳＋猊の濳）

※ 潭の金額を二面の「 住宅借入金等の年末残高の合計額潭」 欄に転記し ます。

居 住 用 割 合
※90％以上である場合には、 100. 0％と 書きます｡

（（ 付表）の澑の金額）

※連帯債務がない場合には､100. 00% と 書き ます｡
（（ 付表）の潘の割合）

連帯債務に係るあなたの負担割合

（ － （ － ））漓●ウ 漓●エ 漓●ク 漓●ケ （ － ）漓●ソ 漓●タ

（ × 狢 の 漓 ）漓●オ 漓●オ （ × 狠 の 漓 ）漓●コ 漓●コ （ × 狹 の 漓 ）漓●チ 漓●チ（ 狢の滷＋狠の滷）又は（ 狠の滷＋狹の滷）

澆

潺

住 宅 取 得 等 資 金 の 贈 与 の
特 例 を 受 け た 金 額 等

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ 滷 － 澆 ）

円

円

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する事項

なし 又は５ ％ ８ ％ ％10
税率が10％の場合に ､ に含まれる漓●ウ 漓●ソ
消費税額及び地方消費税額の合計額
（ 契約書等に記載さ れた消費税額）

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増 改 築 等 の 費 用 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

〔 平成
令和 〕 平成

令和
平成
令和

重複適用（ の特例） を受ける
場合は、 右の該当する文字に
○をし た上で、 二面の澹の金
額を転記し てく ださ い。

円

澹

※共有でない場合は､ , , を 書いてく ださ い｡漓●オ 漓●コ 漓●チ

９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額
円

澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を 転記し ます。

８ 特定の増改築等に係る事項 （ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を 受ける場合のみ書いてく ださ い｡）

澂 高 齢 者 等 居 住 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額 潼 断熱改修工事等の費用の額 潘 澎

澳
（ 潭と 潦のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
た だし 、 住宅の増改築等（ 特定多世帯同居改修
工 事等 に 係る も の を 除 き ま す｡）が 特定 取得

（ ※二面参照）に該当し ない場合は、 最高200万円｡）

特定増改築等住宅借入金等、 特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

次の澂欄から 澑欄に補助金等控除後の金額
を 書いてく ださ い。 こ れら の金額が50万円
を 超える と き に特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を 受ける こ と ができ ます。
詳し く は、 控用の裏面を参照し てく ださ い。

円

円
（ 濂又は濂×Ｄ の漓）

あな た の持分に 係る 特定の
増 改 築 等 工 事 の 費 用 の 額潦濂 （ 澂＋潘＋澎＋澑）

特定の増改築等工事の費用の合計額澑 特 定 耐 久 性 向 上 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 多 世 帯 同 居 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 断 熱 改 修 工 事
等 の 費 用 の 額

家 屋: 1
: 2増改築等 澡

澤

８ ％･10％
同一年中

取得
重複適用 重複適用の特例

同一年中に８ ％及び10％の消費税
率が含ま れる 家屋の取得等又は
増改築等を し た場合は、 右の欄に
○を し た上で、 10％に係る 部分の
金額等を 書いてく ださ い｡

円

円

又は の金額漓●ウ 漓●ソ
（ 10％に係る部分のみ）

狢 の 潺 又 は
狹の潺の金額

（ 10％に係る部分のみ）

・・
平成
令和

区
分

契 約 日
契 約 区 分

円

・・
平成
令和

※次に該当する 場合に、 書いてく ださ い。

不 動 産 番 号 家 屋 土 地

６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延

あり

漓●ス

漓●セ

漓●ソ

漓●タ

漓●チ

漓●ツ

漓●テ

契 約 日

㎡増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

番
号

一
面

年分

○住

29



次の該当する 算式のう ち 、 いずれか一の算式により 計算し ます。

令和04年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算
氏名

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

１

住宅借入金等特別控除の

適用を 受ける 場合（ ３ か

ら 12のいずれかを 選択す

る 場合を 除き ます｡）

（ 最高40万円）

（ 最高21万円）

（ 最高14万円）

（ 最高40万円）

（ 最高20万円）

（ 最高20万円）

（ 最高８ 万円）

（ 最高50万円）

（ 最高35万円）

（ 最高21万円）

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高31万５ 千円）

（ 最高21万円）

（ 最高28万円）

（ 最高21万円）

３

４

番

号

６

８

住宅の増改築等が特定取得に該当する と き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

住宅借入金等の年末残高の合計額 ※ 一面の潭の金額を 転記し ます。 潭
円

円

二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 住宅借入金等の金額がある 場合（ こ れら の住宅の取得等又は住宅の増改築等が同一の

年に属する も ので、 上記の表で同一の欄を 使用し て計算する 場合を 除き ま す｡） には、 その住宅の取得等又は住宅の増改築等ごと に（ 特

定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書を 作成し 、 その作成し た各明細書の澣欄の金額の合計額を 最も 新し い住宅の取得等又

は住宅の増改築等に係る 明細書の澹欄に記載し ます。

※ 澹欄の金額を 一面の澹欄に転記し ます。

澹

澹

重複適用を 受ける場合

震災特例法の重複適用
の特例 を 受 け る 場 合

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額（ 住宅の取得等又は住宅の増改築等に

係る控除限度額のう ち最も 高い控除限度額が限度と なり ます｡） を記載し ます。

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額を 記載し ます。
円

※１ 澣欄の金額を 一面の澣欄に転記し ます。

※２ 澣欄の括弧内の金額は、 居住の用に供し た日の属する年における

住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る控除限度額と なり ます。

※３ （ 特例） 特別特例取得及び（ 特別） 特定取得については、 控用の裏面の「 用語の説明」 を 参照し てく ださ い。

※４ 「 ZE H 水準省エネ住宅」 又は「 省エネ基準適合住宅」 に該当し 、（ 特例） 特別特例取得に該当する 場合は、 番号「 １ 」 の「 住宅の

取得等が（ 特例） 特別特例取得に該当する と き 」 欄にて計算し てく ださ い。

※５ 「（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）」 欄は､ 再居住の特例の適用を 受ける 方が､ 転居年月日や再居住開始年月日などを 記載し ます｡

（ １ ）

不動産番号が第一面に書ききれない場合○

（ ２ ）

重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受ける場合○

（ ３ ）

（ ４ ）

※（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の

対象と なる 家屋や土地が複数ある場合で、

第一面の「 不動産番号」 欄に書き き れない

家屋や土地の不動産番号を 記載し ます。

（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）

転 居 年 月 日

居住の用に供し ていない

期 間の家 屋の 用途

その家屋に係る（ 特定

増改築等） 住宅借入金

等 特別 控除 の適用

再居住開始年月日

【 再び居住の用に供し た場合の再適用】
再び居住の用に供し たこ と によ
り ､（ 特定増改築等） 住宅借入
金等特別控除の再適用を 受ける

【 再び居住の用に供し た場合の適用】
再び居住の用に 供し た こ と に よ り 、
初めてその家屋に係る（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除の適用を 受ける

賃貸の用 年 月 日～ 年 月 日

空家 その他（ ）

年 月 日 年 月 日

０ ０

円

０ ０

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 004

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

中古住宅又は増

改築に該当する

と き

住宅の取得等が

（ 特例）特別特例取得

に該当する と き

平 成26年1
月1日 か ら
令和３ 年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当する と き

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当し ないと き

平成25年中に居住の用に供
し た場合

平成20年中に居住の用に供
し た場合

住宅借入金等特別控除の
控除額の特例を 選択し た
場合

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

中古住宅に該当

する と き

住宅の取得等が

（ 特例）特別特例取得

に該当する と き

平 成26年1
月1日 か ら
令和３ 年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当する と き

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当し ないと き

平成25年中に居住の用に供
し た場合

認定住宅等

の新築等に

係る 住宅借

入金等特別

控除の特例

を 選択し た

場合

認定住宅等

が認定長期

優良住宅又

は認定低炭

素住宅に該

当する と き

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該
当する と き

中古住宅に該当

する と き

認定住宅等

が 水準ZE H

省エネ住宅

に該当する

と き（ ※4）

７
令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

中古住宅に該当

する と き

認定住宅等

が省エネ基

準適合住宅

に該当する

と き（ ※4）

居住の用に供し た日等 算式等
（ 特定増改築等）

住宅借入金等特別控除額
（ 100円未満の端数切捨て）

高齢者等居

住改修工事

等に係る 特

定増改築等

住宅借入金

等特別控除

を 選択し た

場合

平成30年１

月１ 日から

令和３ 年12

月31日まで

の間に居住

の用に供し

た場合

（ 最高12万５ 千円）

０ ０

住宅の増改築等が特定取得に該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円（ 最高12万円）

０ ０

９

住宅の増改築等が特定取得に該当する と き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円
断熱改修工

事等に係る

特定増改築

等住宅借入

金等特別控

除を 選択し

た場合

平成30年１

月１ 日から

令和３ 年12

月31日まで

の間に居住

の用に供し

た場合

（ 最高12万５ 千円）

０ ０

住宅の増改築等が特定取得に該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円（ 最高12万円）

０ ０

10

平成30年１ 月１ 日から 令和３ 年12月31日までの間に居住

の用に供し た場合

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝

澣

澣

澣

澣

澣

澣

円

円

円

円

円

円

多世帯同居
改修工事等
に係る 特定
増改築等住
宅借入金等
特別控除を
選択し た場合

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高60万円）

（ 最高45万円）

（ 最高27万円）

（ 最高60万円）

（ 最高36万円）

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

11

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買取再販住宅に

該当すると き

中古住宅又は増改築に該当する

と き

震災特例法

の住宅の再

取得等に係

る 住宅借入

金等特別控

除の控除額

の特例を 選

択し た場合

住宅の取得等が（ 特例）特別特例
取得に該当すると き

平成26年４ 月１ 日から 令和３ 年12月31日
までの間に居住の用に供し た場合

平成25年１ 月１ 日から 平成26年３ 月31日
までの間に居住の用に供し た場合

潭 =×0. 012

潭 =×0. 009

潭 =×0. 009

潭 =×0. 012

潭 =×0. 012

２

５

12

二
面

○住

30



１ 住所及び氏名

住 所

氏 名

フ リ ガナ

郵便番号 －

電話番号 （ ）

フ リ ガナ

氏 名

フ リ ガナ

氏 名

（ 共有者の氏名）

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

３ 増改築等をし た部分に係る事項
２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家 屋 に 関 す る 事 項 土地等に関する 事項

漓●ア

漓●イ

漓●ウ

漓●エ

漓●オ

漓●カ

漓●キ

漓●ク

漓●ケ

漓●コ

漓●サ

漓●シ

漓●ス

漓●セ

漓●ソ

漓●タ

漓●チ

漓●ツ

漓●テ

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

漓

滷

狠 土 地 等狢 家 屋 狡 合 計 狹 増 改 築 等

（ , , ） × 漓漓●オ 漓●コ 漓●チ

・・
居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてく ださ い｡

※小数点以下第２ 位ま で書き ます｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

令和

増 改 築 等 の 費 用 の 額

のう ち居住用部分の金額漓●ソ

÷漓●ツ 漓●ソ

潭

狷 住 宅 の み 倏 土 地 等 の み 猗 住 宅及 び 土 地等 猊 増 改 築 等

÷漓●キ 漓●カ

潸

澁

澀

潯

潛

濳

÷漓●シ 漓●サ

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

※連帯債務がない場合には、 潸の金額を書き ます｡

新築、 購入及び増改築等に係る
住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

潺 と 澀 の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高
（ 潯 × 潛 ）

住宅借入金等の年末残高の合計額（ 狷の濳＋倏の濳＋猗の濳＋猊の濳）

※ 潭の金額を二面の「 住宅借入金等の年末残高の合計額潭」 欄に転記し ます。

居 住 用 割 合
※90％以上である場合には、 100. 0％と 書きます｡

（（ 付表）の澑の金額）

※連帯債務がない場合には､100. 00% と 書き ます｡
（（ 付表）の潘の割合）

連帯債務に係るあなたの負担割合

整 理
番 号

※共有の場合のみ書いてく ださ い。

（ － （ － ））漓●ウ 漓●エ 漓●ク 漓●ケ （ － ）漓●ソ 漓●タ

（ × 狢 の 漓 ）漓●オ 漓●オ （ × 狠 の 漓 ）漓●コ 漓●コ （ × 狹 の 漓 ）漓●チ 漓●チ（ 狢の滷＋狠の滷）又は（ 狠の滷＋狹の滷）

澆

潺

住 宅 取 得 等 資 金 の 贈 与 の
特 例 を 受 け た 金 額 等

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ 滷 － 澆 ）

円

円

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する事項

なし 又は５ ％ ８ ％ ％10
税率が10％の場合に ､ に含まれる漓●ウ 漓●ソ
消費税額及び地方消費税額の合計額
（ 契約書等に記載さ れた消費税額）

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増 改 築 等 の 費 用 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

〔 平成
令和 〕 平成

令和
平成
令和

重複適用（ の特例） を受ける
場合は、 右の該当する文字に
○をし た上で、 二面の澹の金
額を転記し てく ださ い。

円

澹

※共有でない場合は､ , , を 書いてく ださ い｡漓●オ 漓●コ 漓●チ

９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額
円

澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を 転記し ます。
番
号

８ 特定の増改築等に係る事項 （ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を 受ける場合のみ書いてく ださ い｡）

澂 高 齢 者 等 居 住 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額 潼 断熱改修工事等の費用の額 潘 澎

澳
（ 潭と 潦のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
た だし 、 住宅の増改築等（ 特定多世帯同居改修
工 事等 に 係る も の を 除 き ま す｡）が 特定 取得

（ ※二面参照）に該当し ない場合は、 最高200万円｡）

特定増改築等住宅借入金等、 特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

次の澂欄から 澑欄に補助金等控除後の金額
を 書いてく ださ い。 こ れら の金額が50万円
を 超える と き に特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を 受ける こ と ができ ます。
詳し く は、 控用の裏面を参照し てく ださ い。

円

円
（ 濂又は濂×Ｄ の漓）

あな た の持分に 係る 特定の
増 改 築 等 工 事 の 費 用 の 額潦濂 （ 澂＋潘＋澎＋澑）

特定の増改築等工事の費用の合計額澑 特 定 耐 久 性 向 上 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 多 世 帯 同 居 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 断 熱 改 修 工 事
等 の 費 用 の 額

家 屋: 1
: 2増改築等 澡

澤

８ ％･10％
同一年中

取得

翌年分以後に年末調整でこ の控除を受けるための、 控除証明書の
交付を要し ない方は､右の「 要し ない」の文字を○で囲んでく ださ い｡

10 控除証明書の交付を要し ない場合

要し ない

重複適用 重複適用の特例
同一年中に８ ％及び10％の消費税
率が含ま れる 家屋の取得等又は
増改築等を し た場合は、 右の欄に
○を し た上で、 10％に係る 部分の
金額等を 書いてく ださ い｡

円

円

又は の金額漓●ウ 漓●ソ
（ 10％に係る部分のみ）

狢 の 潺 又 は
狹の潺の金額

（ 10％に係る部分のみ）

・・
平成
令和

区
分

契 約 日
契 約 区 分

円

契 約 日
・・

平成
令和

※次に該当する 場合に、 書いてく ださ い。

不 動 産 番 号 家 屋 土 地

こ の明細書の書き 方については、 控用の裏面を 参照し てく ださ い。 住宅借入金等に連帯債務がある 場合には、 併せて付表を 使用し ます。○ ○

６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延

あり

増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

㎡

控

用

○

こ
の
用
紙
は

控
用

で
す
。
申
告
に
は
、
必
ず

提
出
用

を
使
っ
て
く
だ
さ
い
。

一
面

年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書
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次の該当する 算式のう ち 、 いずれか一の算式により 計算し ます。

令和04年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算
氏名

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

１

住宅借入金等特別控除の

適用を 受ける 場合（ ３ か

ら 12のいずれかを 選択す

る 場合を 除き ます｡）

（ 最高40万円）

（ 最高21万円）

（ 最高14万円）

（ 最高40万円）

（ 最高20万円）

（ 最高20万円）

（ 最高８ 万円）

（ 最高50万円）

（ 最高35万円）

（ 最高21万円）

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高31万５ 千円）

（ 最高21万円）

（ 最高28万円）

（ 最高21万円）

３

４

番

号

６

８

住宅の増改築等が特定取得に該当する と き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

住宅借入金等の年末残高の合計額 ※ 一面の潭の金額を 転記し ます。 潭
円

円

二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 住宅借入金等の金額がある 場合（ こ れら の住宅の取得等又は住宅の増改築等が同一の

年に属する も ので、 上記の表で同一の欄を 使用し て計算する 場合を 除き ま す｡） には、 その住宅の取得等又は住宅の増改築等ごと に（ 特

定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書を 作成し 、 その作成し た各明細書の澣欄の金額の合計額を 最も 新し い住宅の取得等又

は住宅の増改築等に係る 明細書の澹欄に記載し ます。

※ 澹欄の金額を 一面の澹欄に転記し ます。

澹

澹

重複適用を 受ける場合

震災特例法の重複適用
の特例 を 受 け る 場 合

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額（ 住宅の取得等又は住宅の増改築等に

係る控除限度額のう ち最も 高い控除限度額が限度と なり ます｡） を記載し ます。

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額を 記載し ます。
円

※１ 澣欄の金額を 一面の澣欄に転記し ます。

※２ 澣欄の括弧内の金額は、 居住の用に供し た日の属する年における

住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る控除限度額と なり ます。

※３ （ 特例） 特別特例取得及び（ 特別） 特定取得については、 控用の裏面の「 用語の説明」 を 参照し てく ださ い。

※４ 「 ZE H 水準省エネ住宅」 又は「 省エネ基準適合住宅」 に該当し 、（ 特例） 特別特例取得に該当する 場合は、 番号「 １ 」 の「 住宅の

取得等が（ 特例） 特別特例取得に該当する と き 」 欄にて計算し てく ださ い。

※５ 「（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）」 欄は､ 再居住の特例の適用を 受ける 方が､ 転居年月日や再居住開始年月日などを 記載し ます｡

（ １ ）

不動産番号が第一面に書ききれない場合○

（ ２ ）

重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受ける場合○

（ ３ ）

（ ４ ）

※（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の

対象と なる 家屋や土地が複数ある場合で、

第一面の「 不動産番号」 欄に書き き れない

家屋や土地の不動産番号を 記載し ます。

（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）

転 居 年 月 日

居住の用に供し ていない

期 間の家 屋の 用途

その家屋に係る（ 特定

増改築等） 住宅借入金

等 特別 控除 の適用

再居住開始年月日

【 再び居住の用に供し た場合の再適用】
再び居住の用に供し たこ と によ
り ､（ 特定増改築等） 住宅借入
金等特別控除の再適用を 受ける

【 再び居住の用に供し た場合の適用】
再び居住の用に 供し た こ と に よ り 、
初めてその家屋に係る（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除の適用を 受ける

賃貸の用 年 月 日～ 年 月 日

空家 その他（ ）

年 月 日 年 月 日

０ ０

円

０ ０

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 004

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 01

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

潭 =×0. 007

中古住宅又は増

改築に該当する

と き

住宅の取得等が

（ 特例）特別特例取得

に該当する と き

平 成26年1
月1日 か ら
令和３ 年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当する と き

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当し ないと き

平成25年中に居住の用に供
し た場合

平成20年中に居住の用に供
し た場合

住宅借入金等特別控除の
控除額の特例を 選択し た
場合

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

中古住宅に該当

する と き

住宅の取得等が

（ 特例）特別特例取得

に該当する と き

平 成26年1
月1日 か ら
令和３ 年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当する と き

住宅の取得等が

（ 特別）特定取得

に該当し ないと き

平成25年中に居住の用に供
し た場合

認定住宅等

の新築等に

係る 住宅借

入金等特別

控除の特例

を 選択し た

場合

認定住宅等

が認定長期

優良住宅又

は認定低炭

素住宅に該

当する と き

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該
当する と き

中古住宅に該当

する と き

認定住宅等

が 水準ZE H

省エネ住宅

に該当する

と き（ ※4）

７
令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買

取再販住宅に該

当する と き

中古住宅に該当

する と き

認定住宅等

が省エネ基

準適合住宅

に該当する

と き（ ※4）

居住の用に供し た日等 算式等
（ 特定増改築等）

住宅借入金等特別控除額
（ 100円未満の端数切捨て）

高齢者等居

住改修工事

等に係る 特

定増改築等

住宅借入金

等特別控除

を 選択し た

場合

平成30年１

月１ 日から

令和３ 年12

月31日まで

の間に居住

の用に供し

た場合

（ 最高12万５ 千円）

０ ０

住宅の増改築等が特定取得に該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円（ 最高12万円）

０ ０

９

住宅の増改築等が特定取得に該当する と き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円
断熱改修工

事等に係る

特定増改築

等住宅借入

金等特別控

除を 選択し

た場合

平成30年１

月１ 日から

令和３ 年12

月31日まで

の間に居住

の用に供し

た場合

（ 最高12万５ 千円）

０ ０

住宅の増改築等が特定取得に該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝
澣

円（ 最高12万円）

０ ０

10

平成30年１ 月１ 日から 令和３ 年12月31日までの間に居住

の用に供し た場合

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝

澣

澣

澣

澣

澣

澣

円

円

円

円

円

円

多世帯同居
改修工事等
に係る 特定
増改築等住
宅借入金等
特別控除を
選択し た場合

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高60万円）

（ 最高45万円）

（ 最高27万円）

（ 最高60万円）

（ 最高36万円）

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

11

令和４ 年中に

居住の用に

供し た場合

新築住宅又は買取再販住宅に

該当すると き

中古住宅又は増改築に該当する

と き

震災特例法

の住宅の再

取得等に係

る 住宅借入

金等特別控

除の控除額

の特例を 選

択し た場合

住宅の取得等が（ 特例）特別特例
取得に該当すると き

平成26年４ 月１ 日から 令和３ 年12月31日
までの間に居住の用に供し た場合

平成25年１ 月１ 日から 平成26年３ 月31日
までの間に居住の用に供し た場合

潭 =×0. 012

潭 =×0. 009

潭 =×0. 009

潭 =×0. 012

潭 =×0. 012

２

５

12

控

用

○

こ
の
用
紙
は

控
用

で
す
。
申
告
に
は
、
必
ず

提
出
用

を
使
っ
て
く
だ
さ
い
。

二
面
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１ 「 ２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項」 欄及び「 ３ 増改築等をし た部分に係る 事項」 欄

２ 「 ４ 家屋や土地等の取得対価の額」 欄
澆欄は、 住宅取得等資金の贈与税の非課税又は住宅取得等資金の贈与を 受けた場合の相続時精算課税選択の特例（ 以下こ

れら を「 住宅取得等資金の贈与の特例」 と いいます｡） の適用を受けた場合に書いてく ださ い。
なお、 住宅取得等資金の贈与の特例を 受けた場合で、 住宅取得等資金を 「 家屋及び土地等」 の取得等に充てたと き や家屋

と 土地等のいずれの取得等に充てたか明ら かでなく 、 かつ、 共有でないと き は、 次の算式によ り 計算し た額を 「 家屋」 又は
「 土地等」 に充てたも のと し て差し 支えあり ません。 こ の場合､「 家屋」 に係る 住宅取得等資金の贈与の特例の適用を 受け
た金額と ､「 土地等」 に係る 住宅取得等資金の贈与の特例の適用を 受けた金額と に区分し た金額を それぞれ狢の澆欄又は狠
の澆欄に転記し てく ださ い。

○ （ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書（ 以下「 計算明細書」 と いいます｡） の作成に当たっ ては、 次の１ ～８
に留意し て記載し てく ださ い。 併せて､（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の控除額の計算・ 手続の詳細や令和３ 年以前
に入居し た方については、 居住し た年分の「 住宅借入金等特別控除を 受けら れる 方へ」 を ご確認く ださ い。

なお、 連帯債務による住宅借入金等を 有する場合は、 「（ 付表）連帯債務がある場合の住宅借入金等の年末残高の計算明細書」
を併せて使用し ます。

〕
・・

３ 「 ５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する 事項」 欄
家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に含まれる 消費税額等について、 該当する 文字を○で囲んでく ださ い。
なお、 同一年中に、 二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等を 行っ た場合で、 当該住宅の取得対価の額又は増改築等の

費用の額に含まれる 消費税額等に係る 消費税率が８ ％と 10％である と き には､「 ８ ％」 及び「 10％」 の両方の文字を ○で囲
んでく ださ い。

衢 「 家屋」 に係る補助金等の額の計算

「 家屋」 の補助金等の額

（ 円）

「 家屋及び土地等」

の 補 助 金 等 の 額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒ 欄へ転記漓●エ
＋

欄の金額（ 円）漓●ウ

＋
× ＝

衫 「 土地等」 に係る 補助金等の額の計算

「 土地等」 の補助金等の額

（ 円）

「 家屋及び土地等」

の 補 助 金 等 の 額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒ 欄へ転記漓●ケ
＋

欄の金額（ 円）漓●ク

＋
× ＝

（ 3） 住宅の取得等又は住宅の増改築等に関し 補助金等の交付を受ける場合､ 欄､ 欄又は 欄にその金額を書いてく ださ い｡漓●エ 漓●ケ 漓●タ
※ 補助金等と は、 平成23年６ 月30日以後に住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 契約を 締結し た場合におけるその住

宅の取得等又は住宅の増改築等に関し 、 国又は地方公共団体から 交付さ れる補助金又は給付金その他こ れら に準ずるも
のを いいます。
なお、 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける 場合で、 高齢者等居住改修工事等を 含む増改築等、 （ 特定）

断熱改修工事等を含む増改築等又は特定多世帯同居改修工事等を 含む増改築等に要し た費用に関し 補助金等の交付を 受け
る 場合には、 欄にはこ れら の補助金等の額の合計額を 記入し ます。漓●タ

また､「 家屋及び土地等」 の取得等に関し 補助金等の交付を受ける 場合や家屋と 土地等のいずれの取得等に関し 補助金
等の交付を 受けたか明ら かでない場合には、 次の算式により ､「 家屋」 に係る 補助金等の額と ､「 土地等」 に係る 補助金等
の額と に区分し た金額を それぞれ 欄又は 欄に転記し てく ださ い。漓●エ 漓●ケ

（ 1） 「 土地等に関する 事項」 欄は、 土地等に係る 住宅借入金等の年末残高がある場合に書いてく ださ い。

また､「 土地等に関する事項」 欄の「 」 は、 土地等を先行取得し た場合に、 その先行取得の日

を 書いてく ださ い。

平成
〔

令和

衢 「 家屋」 に係る住宅取得等資金の贈与の特例の適用を 受けた金額の計算

「 家屋」 に 関し 特例

の適用を 受け た 金額

（ 円）

「 家屋及び土地等」 に関し

特例の適用を 受けた金額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒狢の③欄へ転記

＋
欄の金額（ 円）漓●ウ

＋
× ＝

衫 「 土地等」 に係る 住宅取得等資金の贈与の特例の適用を受けた金額の計算

「 土地等」 に関し 特例

の適用を 受け た 金額

（ 円）

「 家屋及び土地等」 に関し

特例の適用を 受けた金額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒狠の③欄へ転記

＋
欄の金額（ 円）漓●ク

＋
× ＝

（ 2） 「 契約日・ 契約区分」 の区分 は、 住宅の新築に係る契約の場合は「 １ 」 を 、 新築住宅の購入に係る 契約の場合は漓●イ

「 ２ 」 を、 買取再販住宅の購入に係る 契約の場合は「 ３ 」 を 、 中古住宅の購入に係る 契約の場合は「 ４ 」 を記入し ます。

（ 4） 「 不動産番号」 欄には、 登記事項証明書の不動産番号を記入し てく ださ い。

４ 「 ６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延」 欄
令和２ 年９ 月30日までに住宅の新築に係る契約をし た方、 又は、 令和２ 年11月30日までに新築住宅や中古住宅の購入に係

る 契約若し く は増改築等に係る契約を し た方が、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症等の影響により 令和２ 年12月31日までに当該家
屋を 居住の用に供する こ と ができ ず、 令和３ 年中に居住の用に供し た場合は､「 あり 」 に〇をし てく ださ い｡

（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書の書き 方

５ 「 ７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高」 欄

（ 1） 潸欄には、 金融機関等から 交付を 受けた「 住宅取得資金に係る 借入金の年末残高等証明書」（ 以下「 証明書」 と いいま
す｡） に記載さ れている 住宅借入金等の年末残高を その証明書の「 住宅借入金等の内訳」 欄の区分に応じ て書き ます（ ２
か所以上から 証明書の交付を受けている 場合には、 全ての証明書に基づいて書き ます｡）。

なお、（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用を 受けている 方が、 住宅借入金等の借換えをし た場合において、 借
換えによ る 新たな住宅借入金等（ 一定の要件を 満たすも のに限り ます｡）の当初金額が借換え直前の当初住宅借入金等残高
を 上回っ ている 場合には、 次により 計算し た金額が（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除の対象と なる 住宅借入金等の年
末残高と なり ますので、 ご注意く ださ い。

本年の住宅借入金等の年末残高 ×
借換え直前の当初住宅借入金等残高

借換えによる 新たな住宅借入金等の当初金額
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（ 4） 潭欄は、 それぞれ次の金額が最高限度額と なり ます。

※１ 認定長期優良住宅又は認定低炭素住宅に該当する場合（ 二面番号４ ） 及び住宅の再取得等に係る 控除額の
特例に該当する 場合（ 二面番号11）

※２ 括弧内は住宅の取得等又は住宅の増改築等が（ 特別）特定取得に該当し ない場合
※３ 括弧内は平成26年１ 月１ 日から 同年３ 月31日までの間に居住の用に供し た場合

６ 二面への転記
一面澳欄の金額は、 以下の区分に応じ て二面へ転記し てく ださ い。

（ 1） 澂欄の金額がある 場合は、 二面番号８ の澳欄へ転記

（ 2） 澂欄の金額がなく 、 潼欄又は潘欄の金額がある場合は、 二面番号９ の澳欄へ転記

（ 3） 澂欄から 潘欄の金額がなく 、 澎欄の金額がある場合は、 二面番号10の澳欄へ転記

７ 「 ９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額」 欄
二面の該当する算式のう ち､ いずれか一の算式により（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を計算し ､ 澣欄に転記し ます｡
なお、 重複適用などを受ける場合はそれぞれ次によ り ます。

（ 1） 同一年中に、 二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等を 行っ た場合で、 当該住宅の取得対価の額又は増改築等の費用
の額に含まれる 消費税額等に係る消費税率が８ ％と 10％である場合

「 ８ ％・ 10％同一年中取得」 の欄に○をし た上で、 該当する番号を記載し ます。 また、 澡欄には 欄又は 欄の金額の漓●ウ 漓●ソ
う ち、 消費税率が10％である部分の金額について、 澤欄には潺の狢欄又は潺の狹欄の金額のう ち、 消費税率が10％である
部分の金額についてそれぞれ記載し ます。

（ 2） 震災特例法の重複適用の特例を受ける 場合
「 重複適用の特例」 の文字を ○で囲んだ上、 控除額を 澹欄に記載し ます。

（ 3）（ 2）以外の重複適用を 受ける場合
「 重複適用」 の文字を○で囲んだ上、 控除額を澹欄に記載し ます。

８ 申告書への転記等

（ 1） 重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を 受けない方
澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を 申告書第一表の「 税金の計算」 欄の「（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控

除」 に転記し ます。
また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に居住開始年月日等（ 詳し く は､「 所得税及び復興特別所得税の確定申告の

手引き 」 を ご確認く ださ い｡） を 書き ます。

（ 2） 重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を 受ける方
澹（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を 申告書第一表の「 税金の計算」 欄の「（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控

除」 に転記し ます。
また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄には、 先の取得等を し た家屋又は増改築等を し た部分に係る 居住開始年月

日等と 後の取得等を し た家屋又は増改築等を し た部分に係る 居住開始年月日等のいずれも 記載し ます。

衢 （ 円） ×猗の潯欄の金額
（ 円）狢の潺欄又は狹の潺欄の金額

（ 円）狡 の 潺 欄 の 金 額
（ ％） ＝（ 円）

狷の潛欄又は
猊の潛欄の割合

×

（ 円）狠 の 潺 欄 の 金 額

（ 円）狡 の 潺 欄 の 金 額
× （ ％） ＝（ 円）倏の潛欄の割合衫 （ 円） ×猗の潯欄の金額

（ 2） 潛欄は、 小数点以下第２ 位を 切り 上げて記入し ます。
なお、 狷の潛欄と 倏の潛欄の割合又は倏の潛欄と 猊の潛欄の割合の差が10％以内（ 潛欄が90％以上のため100％と 記載

し た場合であっ ても 、 それぞれ正確な割合（ 例えば、 92. 5％など） によ り 比較し ます｡） である 場合には、 それぞれ 欄漓●シ
の面積は「 ×狷の潛」 又は「 ×猊の潛」 と し 、 倏の潛欄は、 それぞれ狷の潛欄の割合又は猊の潛欄の割合を 書いても漓●サ 漓●サ
差し 支えあり ません。

居住の用に供し た日

平成26年１ 月１ 日から
令和３ 年12月31日まで

平成25年中
平成20年中

4, 000万円
（ 2, 000万円）（ ※２ ）

2, 000万円

二面番号２ ･３
二面番号５

（ 認定住宅の特例）
二面番号12二面番号８ ～10

（ 特定増改築等）

潭欄の最高限度額

（ 住宅の再取得等に
係る 控除額の特例）

令和４ 年中
新築･買取再販
中古住宅･増改築

2, 000万円

3, 000万円
2, 000万円

二面番号７
（ 省エネ基準適合住宅）

二面番号６
（ ZEH水準省エネ住宅）

二面番号１ ･４ ･11
（ 令和４ 年入居で（ 特例）
特別特例取得に該当）

4, 000万円
（ 5, 000万円）（ ※１ ）

4, 500万円
3, 000万円

4, 000万円
3, 000万円

5, 000万円
3, 000万円

5, 000万円
（ 3, 000万円）（ ※２ ）

3, 000万円

1, 000万円
5, 000万円

（ 3, 000万円）（ ※３ ）

5, 000万円
3, 000万円

3, 000万円

（ 3） 猗の潛欄の記入に当たっ て、 狷の潛欄と 倏の潛欄の割合又は倏の潛欄と 猊の潛欄の割合が同じ 場合には、 それぞれ狷の
潛欄の割合又は猊の潛欄の割合を書き 、 異なる 場合は記入を 省略し て、 猗の濳欄に次の衢の金額と 衫の金額の合計額を 書
き ます。

用
語
の
説
明

◆（ 特別） 特定取得

▼特定取得と は、 家屋の取得対価の額又は増改築

等の費用の額に含まれる消費税額等が、 ８ ％又

は10％の税率によ り 課さ れる べき も のである

場合の住宅の取得等をいいます。

▼特別特定取得と は、 家屋の取得対価の額又は増

改築等の費用の額に含ま れる 消費税額等が、

10％の税率によ り 課さ れる べき も のである 場

合の住宅の取得等をいいます。

◆（ 特例） 特別特例取得

▼特別特例取得と は、 特別特定取得のう ち、 特別特定取得に係る契約が

次の区分に応じ それぞれ次の期間内に締結さ れているも のをいいます。

新築（ 認定住宅を含む｡） の場合●

…令和２ 年10月１ 日から 令和３ 年９ 月30日までの期間

新築住宅（ 認定住宅を含む｡）・ 中古住宅の購入、 増改築の場合●

…令和２ 年12月１ 日から 令和３ 年11月30日までの期間

▼ 特例特別特例取得と は、 特別特例取得に該当する 場合で、 床面積が

40㎡以上50㎡未満の住宅の取得等をいいます。
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⑧欄の割合が 90％以上である場合は、
100.0％と書きます。

等の

　この明細書は、認定住宅等の新築又は建築後使用されたことのない認定住宅等の取得をして居住の用に供
した方が、認定住宅等新築等特別税額控除を受ける場合に、認定住宅等新築等特別税額控除額を計算するた
めに使用します。

　詳しくは、「認定住宅等新築等特別税額控除を受けられる方へ」を読んでください。

４５，３００

650 万円認 　 定 　 住 　 宅 　 等 　 限 　 度 　 額

⑨と⑩のいずれか少ない方の金額

認 定 住 宅 等 新 築 等 特 別 税 額 控 除 額

㉓

㉛

（　　　　　年分）

認定住宅等新築等特別税額控除額の計算明細書
（ 令和４ 年分以降用）

認定住宅等に係る事項

本年分で差し引く認定住宅等新築等特別税額控除額の計算等

不 動 産 番 号
家屋の「登記事項証明書」の 不動産番号
を転記してください。
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⑧欄の割合が 90％以上である場合は、
100.0％と書きます。

等の

　詳しくは、「認定住宅等新築等特別税額控除を受けられる方へ」を読んでください。

４５，３００

⑨と⑩のいずれか少ない方の金額

㉓

（　　　　　年分）

認定住宅等新築等特別税額控除額の計算明細書
（ 令和４ 年分以降用）

　この明細書は、認定住宅等の新築又は建築後使用されたことのない認定住宅等の取得をして居住の用に供
した方が、認定住宅等新築等特別税額控除を受ける場合に、認定住宅等新築等特別税額控除額を計算するた
めに使用します。

認定住宅等に係る事項

650 万円認 　 定 　 住 　 宅 　 等 　 限 　 度 　 額

㉛

本年分で差し引く認定住宅等新築等特別税額控除額の計算等

認 定 住 宅 等 新 築 等 特 別 税 額 控 除 額

不 動 産 番 号
家屋の「登記事項証明書」の 不動産番号
を転記してください。
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特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額の寄附金控除額の計算明細書 

 
 この明細書は、特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額について寄附金控除を受ける場合（復興指定会社が発行した株式

を取得した場合の課税の特例により復興指定会社及び復興株式がそれぞれ特定新規中小会社及び特定新規株式とみなされる場合を含みま

す。以下同じです。）に、寄附金控除額を計算するために使用します（詳しくは、裏面の「特定新規中小会社が発行した株式の取得に要し

た金額の寄附金控除を受けられる方へ」を読んでください。）。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⓐ Ⓑ Ⓒ 合 計 

（○Ａ＋○Ｂ＋○Ｃ）    

適 用 対 象 額 （ 注 １ ） ⑪     

取
得
費
の
調
整
対
象
額
の
計
算 

各控除対象特定新規株式の 
適用対象額の合計に占める割合 ⑫    100.00 

⑨ × ⑫ ⑬     

２千円控除の内訳（注２）  ⑭    2,000 

 ⑮    ― 

 

 

 

 

 

寄

附

金

控

除

額

の

計

算

 

寄

附

金

の

区

分

等 

適 用 対 象 額 

( 最 高 ８ 百 万 円 ※ ) 
① 

円 

 

①以外の寄附金の額 ②  

① ＋ ② ③  

所得金額の合計額  ④  

④  ×  4 0 ％ ⑤  

③と⑤のいずれか  

少 な い 方 の 金 額 
⑥  

寄 附 金 控 除 額  

（⑥ － ２千円） 
⑦ 

(赤字のときは０) 

 

取
得
費
の
調
整
対
象
額
の
計
算 

⑤ － ② ⑧ 
(赤字のときは０) 

 

①と⑧のいずれか  

少 な い 方 の 金 額 
⑨ 

 

取得費の調整対象額 

（⑨ － ２千円） 
⑩ 

(赤字のときは０) 

 

税務署整理欄 

資産課税部門 
 

（     ） 
１ 寄附金控除額の計算 

申告書第一表の「所得から差し引かれる金額」欄の寄附金控除に転

記してください。 

(注)申告書第二表の「寄附金控除に関する事項」欄の寄附金の額と

同額になります。 

申告書第二表の「寄附金控除に関する事項」欄の寄附金の額から①

の金額を除いたものを記入してください。 

申告書第一表の「所得金額等」欄の合計を転記してください。 

(注)次の場合には、それぞれ次の金額を加算してください。 

 ・退職所得及び山林所得がある場合･･･その所得金額 

 ・ほかに申告分離課税の所得がある場合･･･その所得金額（特別

控除前の金額） 

なお、損失申告の場合には、申告書第四表（損失申告用）の「４

繰越損失を差し引く計算」欄の 92 の金額を転記してください。 

控除対象特定新規株式と同一銘柄の株式の取得価額から控除され

ます。控除対象特定新規株式の銘柄が複数ある方は、下の「２ 控

除対象特定新規株式の取得費の調整対象額等の明細」により、銘

柄ごとに取得費の調整対象額を計算してください。 

 

 氏 名              

「特定(新規)中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除の

明細書」の「３ 控除対象特定（新規）株式の取得に要した金額の計

算」欄の⑤の適用対象額を転記してください。 

なお、控除対象特定新規株式の銘柄が複数ある方は、まず、下の「２ 

 控除対象特定新規株式の取得費の調整対象額等の明細」欄により適

用対象額の合計を計算し、その金額を転記してください。 
※適用対象額は、最高８百万円（令和２年 12 月 31 日までは、１千

万円）です。なお、裏面の１の④に掲げる株式のうち令和３年３

月 31 日までの間に指定を受けた指定会社により発行される株式

又は復興株式を払込みにより取得した場合は、１千万円を限度と

します。 

控 除 対 象 特 定 
新規株式の銘柄 

取 得 費 の 調 整 対 象 額 
（⑬ － ⑭） 

(赤字のときは０) 

(○Ｂの⑪／合計の⑪)    ％ (○Ｃの⑪／合計の⑪)   ％ 

(⑨×○Ａの⑫)       円 

(○Ａの⑪／合計の⑪)     ％ 

(⑨×○Ｂの⑫)       円 (⑨×○Ｃの⑫)      円 

(赤字のときは０) 
(赤字のときは０) 

(⑨)           円 

円 円 円 円 

(注)１ ⑪欄には、「特定(新規)中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除の明細書」の「３ 控除対象特定(新規)株式の取得に要した金額の

計算」欄の⑤の適用対象額を、控除対象特定新規株式の銘柄ごとに転記してください。 

２ ⑭欄は、○Ａから○Ｃの合計額が 2,000 円となるように記入してください。 

○
こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

% 
 

２ 控除対象特定新規株式の取得費の調整対象額等の明細 

年分 
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特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額の寄附金控除を受けられる方へ 

 

 一定の個人が、次の１の①から⑥に掲げる特定新規中小会社の区分に応じそれぞれに掲げる株式（以下「特定新規株式」

といいます。）又は令和３年改正前の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第 13 条の３⦅復

興指定会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例⦆の規定により特定新規中小会社により発行される特定新規株式

とみなされる⑦に掲げる復興指定会社により発行される株式(以下「復興株式」といいます。)を払込み（その発行に際し

てするものに限ります。以下同じです。）により取得をした場合において、その年中にその払込みにより取得をした特定新

規株式又は復興株式（その年 12 月 31 日において有するとされるものに限ります。以下「控除対象特定新規株式」といい

ます。）の取得に要した金額（800 万円（令和２年 12 月 31 日までは 1,000 万円）を限度とします。なお、１の④に掲げる

株式のうち令和３年３月 31 日までの間に指定を受けた指定会社により発行される株式又は復興株式を払込みにより取得し

た場合は、1,000 万円を限度とします。）については、寄附金控除を受けることができます。 

 なお、この特例の適用を受けた控除対象特定新規株式及びその株式と同一銘柄の株式で、その適用を受けた年中に払込

みにより取得をしたものについては、租税特別措置法第 37 条の 13⦅特定投資株式の取得に要した金額の控除等の特例⦆は適

用されません。 

 

１ 特定新規中小会社と特定新規株式 
  特定新規中小会社とは、次の①から⑥の株式会社をいい、特定新規株式とは①から⑥の区分に応じそれぞれ次の株式

をいいます。 
  また、⑦の復興指定会社及び復興株式についてはそれぞれ特定新規中小会社及び特定新規株式とみなします。 

① 中小企業等経営強化法第６条に規定する特定新規中小企業者に該当する株式会社（その設立の日以後の期間が１年
未満のもの等、一定の株式会社に限ります。）・・・その株式会社により発行される株式 

② 総合特別区域法第 55 条第 1 項に規定する指定会社で平成 30 年３月 31 日までに同項の規定による指定を受けたも
の・・・その株式会社により発行される株式で、その指定の日から３年を経過する日までに発行されるもの 

③ 内国法人のうち設立の日以後５年を経過していない株式会社（中小企業基本法第２条第１項各号に掲げる中小事業
者に該当する会社であること等、一定の株式会社に限ります。）・・・その株式会社により発行される株式で、一定の
投資事業有限責任組合に係る投資事業有限責任組合契約に従って取得されるもの又は一定の第一種少額電子募集取扱
業務者が行う電磁募集取扱業務により取得されるもの 

④ 内国法人のうち、沖縄振興特別措置法第 57 条の２第１項に規定する指定会社で平成 26 年４月１日から令和７年３
月 31 日までの間に同項の規定による指定を受けたもの・・・その指定会社により発行される株式 

⑤ 国家戦略特別区域法第 27 条の５に規定する株式会社・・・その株式会社により平成 27 年７月 15 日から令和６年３
月 31 日までの間に発行されるもの 

⑥ 内国法人のうち地域再生法第 16 条に規定する事業を行う株式会社・・・その株式会社により発行される株式で平成
30 年６月１日から令和６年３月 31 日までの間に発行されるもの 

  なお、同会社のうち、平成 28 年４月１日から平成 30 年５月 31 日までの間に認定地方公共団体の確認を受けた株式
会社により、当該確認を受けた日から同日以後３年を経過する日までの間に発行される株式についても対象となります。  

⑦ 令和３年改正前の東日本大震災復興特別区域法第 42 条第１項に規定する指定会社（復興特別区域において地域の課
題の解決のため一定の事業を行う等の一定の株式会社に限ります。以下「復興指定会社」といいます。）で令和３年３
月 31 日までに指定を受けたもの・・・その復興指定会社により発行される株式で、その指定の日から５年を経過する
日までに発行されるもの 

 

２ 寄附金控除額の計算 
控除額の計算に当たっては、まず、「特定(新規)中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除の明細書」（国税

庁ホームページからダウンロードできます。）により、適用対象額を計算します。 
なお、控除対象特定新規株式の銘柄が複数ある方は、銘柄ごとに「特定(新規)中小会社が発行した株式の取得に要し

た金額の控除の明細書」を作成し、各適用対象額を裏面の「特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額の寄
附金控除額の計算明細書」（以下「計算明細書」といいます。）の「２ 控除対象特定新規株式の取得費の調整対象額等
の明細」欄に記入してください。 

具体的な控除額の計算は、計算明細書の「１ 寄附金控除額の計算」欄により行ってください。 

 

３ 取得価額等の調整対象額の計算 
控除対象特定新規株式の取得に要した金額のうち、寄附金控除を受けた金額は、その株式と同一銘柄の株式の取得価

額から控除されます。計算明細書の「１ 寄附金控除額の計算」欄の⑧から⑩で取得費の調整対象額を計算してください。 
なお、控除対象特定新規株式の銘柄が複数ある方は、「２ 控除対象特定新規株式の取得費の調整対象額等の明細」欄

の⑫から⑮で銘柄ごとに取得費の調整対象額を計算してください。詳しくは、「株式等の譲渡所得等の申告のしかた（記
載例）」（国税庁ホームページからダウンロードできます。）を参照してください。 

 

４ 特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額の寄附金控除を受けるための手続と必要な書類 
特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額の寄附金控除を受ける方は、①計算明細書と②特定(新規)中小

会社が発行した株式の取得に要した金額の控除の明細書及び次に掲げる書類を確定申告書に添付して税務署に提出する
ことになっています。 
③ １の①から⑥の株式会社又は⑦の復興指定会社が特定新規中小会社に該当するものであること等の一定の事実の確

認書 
(注) １の①については都道府県知事が、②、⑥及び⑦については認定地方公共団体の長が、④については沖縄県知事

が、⑤については国家戦略特別区域担当大臣がそれぞれの会社に発行します。 
④ 特定新規中小会社が発行した個人投資家が一定の同族株主等に該当しない旨の確認書 
⑤ 特定新規中小会社から交付を受けた株式異動状況明細書 
⑥ 投資契約書の写し 
 

※ 特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金額の寄附金控除に関する詳しいことは、税務署にお尋ねください。 
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                               氏 名               

    １ 外国所得税額の内訳 
      ○ 本年中に納付する外国所得税額 

 

国 名 所得の種類 税 種 目 納付確定日 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

相 手 国 で の 

課 税 標 準 

左 に 係 る 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

計 
      円 Ⓐ 円 

 

           ○ 本年中に減額された外国所得税額 

国 名 所得の種類 税 種 目 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

外国税額控除の計算 

の基礎となった年分 

減額されるこ 

ととなった日 

減 額 さ れ た 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

計 
       Ⓑ 円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より多い場合（同じ金額の場合を含む。） 

Ⓐ 
円 

－ 
Ⓑ 

円 
＝ 

Ⓒ 
円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より少ない場合 

Ⓑ 
円 

－ 
Ⓐ 

円 
＝ 

Ⓓ 
円 

 

    ２ 本年の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算 

前 ３ 年 以 内 の 控 除 限 度 超 過 額 

年 分 
㋑ 

前年繰越額 
㋺  ㋑から控除す 

べきⒹの金額 

㋩ 
㋑ － ㋺ 

 

年分（３年前） 

円 円 Ⓖ 円 

 

年分（２年前） 
  

Ⓗ 

 

年分（前 年） 
  

Ⓘ 

計  
Ⓔ 

 

本年中に納付する外国所得税額を超える減額外国所得税額 

本 年 発 生 額 
Ⓓに充当された前３年 

以内の控除限度超過額 

雑所得の総収入金額に算入 

す る 金 額 （ Ⓓ － Ⓔ ） 

Ⓓ 円 Ⓔ 円 Ⓕ 円 

（令和２年分以降用） 

外国税額控除に関する明細書（居住者用） 

５の「⑬」欄に転記します。

２の「Ⓓ」欄に転記します。

Ⓖ、Ⓗ、Ⓘの金額を４の 

「㋞前年繰越額及び本年 

発生額」欄に転記します。 

雑所得の金額の計算上、

総収入金額に算入します。

提
出
用 

○
こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

年分  
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３ 所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算 

所 得 税 額 ① 円 

復 興 特 別 所 得 税 額 ②  

所 得 総 額 ③  

調 整 国 外 所 得 金 額 ④  

     (①×   ) ⑤  

     (②×   ) ⑥  

４ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細 

本 年 分 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算 

控 

除 

限 

度 

額 

所 得 税 
（３の⑤の金額） ㋥ 

円 

控 

除 

余 

裕 

額 

所 得 税 
（ ㋥ － ㋷ ） ㋦ 

円 

復 興 特 別 所 得 税 
（３の⑥の金額） ㋭ 

 
 

道 府 県 民 税 
（（㋥＋㋭＋㋬－㋷）と㋬のいずれか少ない方の金額） 

㋸ 
 

道 府 県 民 税 
（㋥×12％又は６％） ㋬ 

  

市 町 村 民 税 
（（㋠－㋷）と㋣のいずれか少ない方の金額） ㋾ 

 

市 町 村 民 税 
（㋥×18％又は 24％） ㋣ 

  

計 
（㋦＋㋸＋㋾） ㋻ 

 

計 
（㋥＋㋭＋㋬＋㋣） ㋠ 

  

控 除 限 度 超 過 額 
（㋷－㋠） ㋕ 

 

外 国 所 得 税 額 
（１のⒸの金額） ㋷ 

  

前 ３ 年 以 内 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 明 細 等 

年 分 区 分 
控 除 余 裕 額 控 除 限 度 超 過 額 

所 得 税 の  

控除限度額等 ㋵前年繰越額 
及び本年発生額 

㋟ 
本年使用額 

㋹翌年繰越額
（㋵－㋟） 

㋞前年繰越額 
及び本年発生額 

㋡ 
本年使用額 

㋧翌年繰越額 
（㋞－㋡） 

 

年分 

（３年前） 

所 得 税 円 円  Ⓖ 円 円  円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（２年前） 

所 得 税   円 Ⓗ  円 円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（前 年） 

所 得 税    Ⓘ   円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

合 計 

所 得 税  Ⓙ   Ⓜ   

道府県民税    

市町村民税    

計  Ⓚ  

本 年 分 

所 得 税 ㋦ Ⓛ  ㋕ Ⓚ  

道府県民税 ㋸   

市町村民税 ㋾   

計 ㋻ Ⓜ  

５ 外国税額控除額等の計算 

所 得 税 の 控 除 限 度 額 
（ ３ の ⑤ の 金 額 ） 

⑦ 
円 所法第 95 条第１項による控除税額 

（⑪と⑬とのいずれか少ない方の金額） ⑭ 
円 

復興特別所得税の控除限度額 
（ ３ の ⑥ の 金 額 ） 

⑧ 
 復興財確法第 14 条第１項による控除税額 

（⑪が⑬より小さい場合に(⑬－⑪)と⑫とのいずれか少ない方の金額） ⑮ 
 

分配時調整外国税相当額控除後の 
所 得 税 額 (※) ⑨ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第95条第２項による控除税額 
（ ４ の Ⓙ の 金 額 ） ⑯ 

 

分配時調整外国税相当額控除後の 
復 興 特 別 所 得 税 額 (※) ⑩ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第95条第３項による控除税額 
（ ４ の Ⓛ の 金 額 ） ⑰ 

 

所 得 税 の 控 除 可 能 額 
（⑦の金額又は⑦と⑨とのいずれか少ない方の金額）  

⑪  
外 国 税 額 控 除 の 金 額 
（ ⑭ ＋ ⑮ ＋ （ ⑯ 又 は ⑰ ）） 

⑱  

復興特別所得税の控除可能額 
（⑧の金額又は⑧と⑩とのいずれか少ない方の金額）  

⑫  
分配時調整外国税相当額控除可能額 

(※) 
⑲ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 

外 国 所 得 税 額 
（ １ の Ⓒ の 金 額 ） 

⑬  
外 国 税 額 控 除 等 の 金 額 

（⑱＋⑲） 
⑳  

 (※)分配時調整外国税相当額控除の適用がない方は 

記載する必要はありません。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して申告書により計算した税額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して計算した所得金額の合計額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 
２のⒻの金額がある場合には、その金額を含めて計算した調整国外所
得金額の合計額を書きます。 

４の「㋥」欄及び５の「⑦」欄に転記します。 
 

４の「㋭」欄及び５の「⑧」欄に転記します。 
 

「①」欄の金額に2.1％の税率を乗じて計算した金額を書きます。 
 

④

③

④

③

所 得 税 の 
控除限度額 

復興特別所得税の 
控除限度額 

申告書第一表「税金の計算」欄の「外国税額控除等」欄（㊻～㊼
欄）に転記します。同欄の「区分」の□の記入については、控用の
裏面を読んでください。 
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                               氏 名               

    １ 外国所得税額の内訳 
      ○ 本年中に納付する外国所得税額 

 

国 名 所得の種類 税 種 目 納付確定日 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

相 手 国 で の 

課 税 標 準 

左 に 係 る 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

計 
      円 Ⓐ 円 

 

           ○ 本年中に減額された外国所得税額 

国 名 所得の種類 税 種 目 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

外国税額控除の計算 

の基礎となった年分 

減額されるこ 

ととなった日 

減 額 さ れ た 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

計 
       Ⓑ 円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より多い場合（同じ金額の場合を含む。） 

Ⓐ 
円 

－ 
Ⓑ 

円 
＝ 

Ⓒ 
円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より少ない場合 

Ⓑ 
円 

－ 
Ⓐ 

円 
＝ 

Ⓓ 
円 

 

    ２ 本年の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算 

前 ３ 年 以 内 の 控 除 限 度 超 過 額 

年 分 
㋑ 

前年繰越額 
㋺  ㋑から控除す 

べきⒹの金額 

㋩ 
㋑ － ㋺ 

 

年分（３年前） 

円 円 Ⓖ 円 

 

年分（２年前） 
  

Ⓗ 

 

年分（前 年） 
  

Ⓘ 

計  
Ⓔ 

 

本年中に納付する外国所得税額を超える減額外国所得税額 

本 年 発 生 額 
Ⓓに充当された前３年 

以内の控除限度超過額 

雑所得の総収入金額に算入 

す る 金 額 （ Ⓓ － Ⓔ ） 

Ⓓ 円 Ⓔ 円 Ⓕ 円 

（令和２年分以降用） 

外国税額控除に関する明細書（居住者用） 

５の「⑬」欄に転記します。

２の「Ⓓ」欄に転記します。

Ⓖ、Ⓗ、Ⓘの金額を４の 

「㋞前年繰越額及び本年 

発生額」欄に転記します。 

雑所得の金額の計算上、

総収入金額に算入します。

年分  

○
こ
の
用
紙
は 

 

で
す
。
申
告
に
は
、
必
ず 

 

を
使
っ
て
く
だ
さ
い
。

 控 

用 

 提
出
用 

控 

用 
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３ 所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算 

所 得 税 額 ① 円 

復 興 特 別 所 得 税 額 ②  

所 得 総 額 ③  

調 整 国 外 所 得 金 額 ④  

     (①×   ) ⑤  

     (②×   ) ⑥  

４ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細 

本 年 分 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算 

控 

除 

限 

度 

額 

所 得 税 
（３の⑤の金額） ㋥ 

円 

控 

除 

余 

裕 

額 

所 得 税 
（ ㋥ － ㋷ ） ㋦ 

円 

復 興 特 別 所 得 税 
（３の⑥の金額） ㋭ 

 
 

道 府 県 民 税 
（（㋥＋㋭＋㋬－㋷）と㋬のいずれか少ない方の金額） 

㋸ 
 

道 府 県 民 税 
（㋥×12％又は６％） ㋬ 

  

市 町 村 民 税 
（（㋠－㋷）と㋣のいずれか少ない方の金額） ㋾ 

 

市 町 村 民 税 
（㋥×18％又は 24％） ㋣ 

  

計 
（㋦＋㋸＋㋾） ㋻ 

 

計 
（㋥＋㋭＋㋬＋㋣） ㋠ 

  

控 除 限 度 超 過 額 
（㋷－㋠） ㋕ 

 

外 国 所 得 税 額 
（１のⒸの金額） ㋷ 

  

前 ３ 年 以 内 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 明 細 等 

年 分 区 分 
控 除 余 裕 額 控 除 限 度 超 過 額 

所 得 税 の  

控除限度額等 ㋵前年繰越額 
及び本年発生額 

㋟ 
本年使用額 

㋹翌年繰越額
（㋵－㋟） 

㋞前年繰越額 
及び本年発生額 

㋡ 
本年使用額 

㋧翌年繰越額 
（㋞－㋡） 

 

年分 

（３年前） 

所 得 税 円 円  Ⓖ 円 円  円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（２年前） 

所 得 税   円 Ⓗ  円 円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（前 年） 

所 得 税    Ⓘ   円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

合 計 

所 得 税  Ⓙ   Ⓜ   

道府県民税    

市町村民税    

計  Ⓚ  

本 年 分 

所 得 税 ㋦ Ⓛ  ㋕ Ⓚ  

道府県民税 ㋸   

市町村民税 ㋾   

計 ㋻ Ⓜ  

５ 外国税額控除額等の計算 

所 得 税 の 控 除 限 度 額 
（ ３ の ⑤ の 金 額 ） 

⑦ 
円 所法第 95 条第１項による控除税額 

（⑪と⑬とのいずれか少ない方の金額） ⑭ 
円 

復興特別所得税の控除限度額 
（ ３ の ⑥ の 金 額 ） 

⑧ 
 復興財確法第 14 条第１項による控除税額 

（⑪が⑬より小さい場合に(⑬－⑪)と⑫とのいずれか少ない方の金額） ⑮ 
 

分配時調整外国税相当額控除後の 
所 得 税 額 (※) ⑨ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第95条第２項による控除税額 
（ ４ の Ⓙ の 金 額 ） ⑯ 

 

分配時調整外国税相当額控除後の 
復 興 特 別 所 得 税 額 (※) ⑩ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第95条第３項による控除税額 
（ ４ の Ⓛ の 金 額 ） ⑰ 

 

所 得 税 の 控 除 可 能 額 
（⑦の金額又は⑦と⑨とのいずれか少ない方の金額）  

⑪  
外 国 税 額 控 除 の 金 額 
（ ⑭ ＋ ⑮ ＋ （ ⑯ 又 は ⑰ ）） 

⑱  

復興特別所得税の控除可能額 
（⑧の金額又は⑧と⑩とのいずれか少ない方の金額）  

⑫  
分配時調整外国税相当額控除可能額 

(※) 
⑲ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 

外 国 所 得 税 額 
（ １ の Ⓒ の 金 額 ） 

⑬  
外 国 税 額 控 除 等 の 金 額 

（⑱＋⑲） 
⑳  

 (※)分配時調整外国税相当額控除の適用がない方は 

記載する必要はありません。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して申告書により計算した税額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して計算した所得金額の合計額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 
２のⒻの金額がある場合には、その金額を含めて計算した調整国外所
得金額の合計額を書きます。 

４の「㋥」欄及び５の「⑦」欄に転記します。 
 

４の「㋭」欄及び５の「⑧」欄に転記します。 
 

「①」欄の金額に2.1％の税率を乗じて計算した金額を書きます。 
 

④

③

④

③

所 得 税 の 
控除限度額 

復興特別所得税の 
控除限度額 

申告書第一表「税金の計算」欄の「外国税額控除等」欄（㊻～㊼
欄）に転記します。同欄の「区分」の□の記入については、控用の
裏面を読んでください。 
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書 き 方 

 

１ この明細書は、居住者又は恒久的施設を有する非居住者が確定申告において所得税法第 95 条又は所得税

法第 165 条の６及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特

別措置法（この明細書において「復興財確法」といいます。）第 14 条に規定する外国税額控除の適用を受

ける場合に使用します。 

この場合には、外国所得税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当すること

についての説明を記載した書類等、所得税法施行規則（以下「所規」といいます。）第 41 条又は第 42 条に掲

げる書類を添付してください。 

  外国税額控除の概要は、「外国税額控除を受けられる方へ（居住者用）」、「外国税額控除を受けられる方へ

（非居住者用）」（国税庁ホームページからダウンロードできます。）をご覧ください。 

なお、国外転出時課税に係る外国税額控除の適用を受ける方は、「書き方（国外転出時課税に係る外国税額

控除を受けられる方用）」をご覧ください。 

 

２ この明細書の次の欄は、次により記載してください。 

 (1) 「１ 外国所得税額の内訳」欄 

  イ 「本年中に納付する外国所得税額」の各欄は、本年において納付すべきことが確定した外国所得税額

（非居住者にあっては、恒久的施設帰属所得につき課される外国所得税額に限られます。以下同じです。）

について、外国所得税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当することに

ついての説明を記載した書類等、所規第 41 条第１項第１号及び第３号に掲げる書類を基礎として記載し

ます。 

    なお、「相手国での課税標準」及び「左に係る外国所得税額」の各欄には、上段（   ）内に外貨に

よる金額を記載し、下段に邦貨に換算した金額を記載します。 

  ロ 「本年中に減額された外国所得税額」の各欄は、前年以前に適用を受けた外国税額控除の計算の基礎

となった外国所得税額が減額された場合に、その減額された外国所得税額について、外国所得税額が減

額されたことを証する書類等を基礎として記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

(ｲ) 「外国税額控除の計算の基礎となった年分」欄には、減額された外国所得税額について、前年以前

の確定申告において外国税額控除を適用した場合におけるその確定申告をした年分を記載します。 

(ﾛ) 「減額されることとなった日」欄には、その減額されることとなった金額が確定した日（減額され

ることとなった外国所得税に係る還付金の支払通知書等を受領した日）を記載しますが、実際に還付

金を受領した日を記載しても差し支えありません。 

(ﾊ) 「減額された外国所得税額」欄には、上段（   ）内に外貨による金額を記載し、下段に邦貨に

換算した金額を記載します。 

 (2) 「２ 本年の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算」欄 

  イ この欄は、減額された外国所得税額が本年において納付した外国所得税額を超える場合（１のⒹの金

額がある場合）に記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

  ロ 「㋺ ㋑から控除すべきⒹの金額」欄は、「㋑ 前年繰越額」から控除する「Ⓓ」欄の金額（最も古い

年分の㋑の金額から順次控除するものとし、それぞれの年分の㋑の金額を限度とします。）を書き、その

控除後の残額（㋩の金額）を繰り越された控除限度超過額として、４の「Ⓖ」、「Ⓗ」、「Ⓘ」欄にそれぞれ

転記します。 

ハ 「Ⓓ」欄の金額のうち、「Ⓔ」欄の金額を超える部分の金額は、その年分の雑所得の総収入金額に算入

します。 
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 (3) 「３ 所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「①」欄には、申告書第一表の「税金の計算」欄の「再差引所得税額（基準所得税額）」欄の金額を転

記します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

ロ 「②」欄には、３の「①」欄の金額に 2.1％の税率を乗じて計算した金額を記載します。 

  ハ 「③」欄への記載については、以下のとおりです。 

（イ） 居住者は、次のⓐとⓑの合計額に退職所得金額、山林所得金額を加算した金額（申告分離課税の所

得がある場合には、それらの所得金額（長（短）期譲渡所得の金額については特別控除前の金額）の合

計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。）を加算した金額）を記載します。 

   ⓐ 事業所得、不動産所得、給与所得（所得金額調整控除の適用がある場合には、その控除後の残額）、

総合課税の利子所得・配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合計額（これらの金額は、損益の通算

後の金額になります。） 

   ⓑ 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。）

の２分の１の金額 

    ただし、純損失や雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除、特定居

住用財産の譲渡損失の繰越控除、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除、特定中小会社が発行した株

式に係る譲渡損失の繰越控除又は先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用を受けている場

合には、その適用前の金額を記載します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算

します。 

（ロ） 非居住者は、所得税法 165 条第１項の規定により準じて計算する所得税法第 70 条第１項若しくは

第２項（純損失の繰越控除）又は所得税法第 71 条（雑損失の繰越控除）の規定を適用しないで計算

した場合、其年分の所得税法第 161 条第１項第１号及び第４号に掲げる国内源泉所得に係る所得金額

を記載します。 

なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算

します。 

  ニ 「④」欄への記載については、以下のとおりです。 

（イ） 居住者は、純損失若しくは雑損失の繰越控除又は上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除、特定中小

会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除若しくは先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控

除の規定を適用しないで計算した場合の、その年分の国外所得金額（非永住者（年の中途において非

居住者から非永住者となった場合を含みます。）については、非永住者期間内に生じた国外所得金額

のうち国内において支払われ、又は国外から送金された国外源泉所得に係る部分に限ります。）を記

載します。ただし、その国外所得金額がロの「所得総額③」を超えるときは、「所得総額③」の金額を

限度とします。 

    なお、国外所得金額とは次の所得の金額の合計額（その合計額が０を下回る場合には、０）をいい、

２のⒻの金額がある場合には、その金額も含まれます。それぞれの国外源泉所得について、その所得

の金額の計算に関する明細を適宜の様式に記載してこの明細書に添付してください。 

ⓐ  所得税法第 95 条第４項第１号に規定する国外源泉所得 

※ 国外事業所等（国外にある恒久的施設に相当するもので一定のものをいいます。）を通じて行

う事業に係る負債の利子がある場合で、所得税法施行令第 221 条の４第１項の規定の適用がある

ときは、この適用後の金額となります。この場合、『国外事業所等に帰せられるべき純資産に対

応する負債の利子の必要経費不算入額の計算及び国外事業所等帰属純資産相当額の計算に関する

明細書』をこの明細書に添付してください。 

ⓑ 所得税法第 95 条第４項第２号から第 17 号までに規定する国外源泉所得（同項第２号から第 14 号

まで、第 16 号及び第 17 号に掲げる国外源泉所得については、同項第１号に掲げる国外源泉所得に

該当するものを除きます。） 
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（ロ） 非居住者は、所得税法第 165 条第１項の規定により準じて計算する所得税法第 70 条第１項若しく

は第２項（純損失の繰越控除）又は所得税法第 71 条（雑損失の繰越控除）の規定を適用石内で計算

した場合の、その年分の国外所得金額を記載します。ただし、その国外所得金額がロの「恒久的施設

帰属所得金額②」を超えるときは、「恒久的施設帰属所得金額②」の金額を限度とします。 

なお、国外所得金額とは、恒久的施設帰属所得に係る所得金額のうち国外源泉所得に係る金額をい

い、２のⒻの金額がある場合には、その金額も含まれます。国外所得金額の計算に関する明細を適宜

の様式に記載して、この明細書に添付してください。 

  ホ 「⑤」欄には、「所得税額①」に「所得総額③」のうちに占める「調整国外所得金額④」の割合を乗じ

て計算した金額を記載します。 

ヘ 「⑥」欄には、「復興特別所得税額②」に「所得総額③」のうちに占める「調整国外所得金額④」の割

合を乗じて計算した金額を記載します。 

 (4) 「４ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細」欄 

この欄は、本年において所得税法第 95 条第２項又は同法第 165 条の６第２項の規定による繰越控除余裕

額の控除若しくは所得税法第 95 条第３項又は同法第 165 条の６第３項の規定による繰越控除限度超過額

の控除を受けようとする場合、又は翌年以後に繰り越す控除余裕額若しくは控除限度超過額を計算する場

合に、次により記載します。 

イ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除限度額」の「道府県民税（㋥×12％又は

６％）」又は「市町村民税（㋥×18％又は 24％）」は、申告年分の翌年の１月１日における住所に応じて

該当する率に○を付して、その割合を㋥の金額に乗じて計算します。 

 道府県民税 市町村民税 

指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する方 12％ 18％ 

指定都市の区域内に住所を有する方 ６％ 24％ 

※ 指定都市とは、地方自治法第 252 条の 19 第１項の「政令で指定する人口五十万以上の市」（いわゆ

る政令指定都市）をいいます。 

※ 申告年分の翌年の１月１日において日本国内に住所を有しない場合は、０と記載します。 

  ロ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除余裕額」の各欄（㋦～㋻）には、「外国所

得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額に満たないときに記載し、「控除限度超過額㋕」欄

には、「外国所得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額を超えるときに記載します。 

  ハ 「前３年以内の控除余裕額又は控除限度超過額の明細」の各欄を記載する場合において、前３年以内

に納付すべきことが確定した外国所得税額を必要経費に算入した年分があるときは、その算入した年分

以前の各年分の控除余裕額又は控除限度超過額は、切り捨てられますので、注意してください。 

  ニ 「地方税計」には、「道府県民税」の金額と「市町村民税」の金額の合計額を記載します。 

  ホ 「控除余裕額」の「㋟本年使用額」欄には、本年において「控除限度超過額㋕」の金額がある場合に、

所得税、道府県民税及び市町村民税のそれぞれの控除余裕額の前年繰越額を、最も古い年分のものから

順次、かつ、同一年分のものについては所得税の前年繰越額、道府県民税の前年繰越額、市町村民税の

前年繰越額の順に控除限度超過額に充当するものとして計算した場合に計算される金額を記載します。 

また、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除余裕額のうち、次のヘの本書により前年から

繰り越された控除限度超過額に充当された金額（充当の順序は、所得税、道府県民税、市町村民税の順

とします。）を記載します。 

  へ 「控除限度超過額」の「㋡本年使用額」欄は、本年において「控除余裕額」の「計㋻」の金額がある場

合に、控除限度超過額の前年繰越額を最も古い年分のものから順次控除余裕額に充当するものとして計

算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除限度超過額のうち上記ホの本書により前年か

ら繰り越された控除余裕額に充当された金額を記載します。 

ト 「所得税の控除限度額等」の欄には、控除余裕額及び控除限度超過額が発生した年分について、その

年分の控除限度額及びその年分の翌年１月１日時点の住所の区分について記載します。なお、控除限度

額の記載に当たっては、その発生した年分の「外国税額控除に関する明細書」の「所得税の控除限度額」
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欄の金額を転記します。 

 (5) 「５ 外国税額控除額等の計算」欄 

申告書第一表「税金の計算」欄の「外国税額控除等」欄の「区分」の□には、次の区分に応じそれぞ

れ次の数字を記入します。 

イ 外国税額控除のみ適用があり、かつ、「外国税額控除に関する明細書」の「復興財確法第 14 条第１

項による控除税額⑮」欄に金額がある場合は「１」を記載します。 

ロ 外国税額控除及び分配時調整外国税相当額控除の両方の適用があり、かつ、「外国税額控除に関する

明細書」の「復興財確法第 14 条第１項による控除税額⑮」欄に金額がある場合又は「分配時調整外国

税相当額控除に関する明細書」の「(8) 復興財確法第 13 条の２の規定による控除額」欄に金額がある

場合は「３」を記載します。 
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１ この明細書は、所得税法（以下「所法」といいます。）第 95 条の２の規定（以下「国外転出時課税に係

る外国税額控除」といいます。）の適用を受ける方（所法第 153 条の６の規定による更正の請求を行う方を

含みます。）が、所法第 95 条第 10 項の規定により確定申告書、修正申告書又は更正請求書に添付すべきも

のです。 

  このほか、国外転出時課税に係る外国税額控除の適用を受ける方は、その適用に係る外国所得税が課さ

れたことを証する書類及びその課された税が所法第 95 条の２第１項に規定する外国所得税に該当するこ

とについての説明を記載した書類等、所得税法施行規則（以下「所規」といいます。）第 41 条又は第 42 条

（同令第 43 条の規定により読み替えて適用される場合を含みます。）に掲げる書類を添付してください。 

 (1) 国外転出時課税に係る外国税額控除を受けられる方 

   次のイ又はロに該当する方が適用を受けることができます。 

  イ 国外転出（国内に住所及び居所を有しないこととなることをいいます。以下同じです。）をした日の

属する年分の所得税につき所法第 60 条の２第１項から第３項までの規定の適用を受けた方で、所法

137 条の２第１項（第２項の規定により適用する場合を含みます。）の規定による納税の猶予を受けて

いる方 

  ロ 国外転出をした日の属する年分の所得税につき所法第 60 条の２第１項から第３項までの規定の適

用を受けるべき方で、その国外転出の時までに国税通則法第 117 条第２項の規定による納税管理人の

届出をしている方 

 (2) 適用要件 

   次のイ及びロの要件を満たす場合に適用を受けることができます。 

  イ 納税猶予に係る期限まで（上記(1)イの方の場合）又は国外転出の日の属する年分の所得税に係る確

定申告期限まで（上記(1)ロの方の場合）に、所得税法施行令第 226 条の２第１項に規定する対象資産

（以下「対象資産」といいます。）の同項に規定する譲渡等（以下「譲渡等」といいます。）をした場合

において、当該譲渡等により生じる所得（所法第 164 条第１項各号に定める国内源泉所得に該当する

ものを除きます。２の(1)において同じです。）に対して課される外国所得税（日本以外の国又は地域

の居住者等として課されるものに限ります。２の(1)において同じです。）を納付することとなること。 

  ロ イの外国所得税に関する法令において、その外国所得税額の計算に当たって所法第 60 条の２の規定

の適用を受けたことを考慮しないものとされていること。 

 

２ この明細書の次の欄は、それぞれ次により記載してください。 

 (1) 「１ 外国所得税額の内訳」欄 

  イ 「本年中に納付する外国所得税額」の各欄は、本年において納付すべきことが確定した外国所得税額

について記載するほか、国外転出をした後に納付すべきことが確定した外国所得税額のうち対象資産

の譲渡等により生じる所得に対して課されるものについて記載します。 

 具体的には、当該外国所得税の課税期間の所得に対して課される外国所得税額から、当該対象資産

の譲渡等により生じる所得がないものとした場合における当該課税期間の所得に対して課される外国

所得税額を控除した金額（以下「対象資産外国所得税額」といいます。）について、外国所得税が課さ

れたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当することについての説明を記載した書類

等、所規第 41 条第１項第１号及び第３号に掲げる書類を基礎として記載します。 

ただし、次の場合には、それぞれ次に定める金額を「左に係る外国所得税額」の各欄に記載するこ

ととし、対象資産外国所得税額をその記載した金額の上段に括弧書きで記載してください。 

   (ｲ) 当該外国所得税が当該対象資産の相続（限定承認に係るものに限ります。）又は遺贈（包括遺贈の

うち限定承認に係るものに限ります。）により生じる所得に課されるものである場合で、「左に係る

外国所得税額」の各欄に記載した対象資産外国所得税額が所法第 137 条の２第１項に規定する納税

猶予分の所得税額（当初の納税猶予分の所得税額。ただし、既に同条第５項の規定の適用があった

書 き 方 
（国外転出時課税に係る外国税額控除を受けられる方用） 
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金額の合計額を除きます。）を超えるとき 当該納税猶予分の所得税額 

   (ﾛ) 当該外国所得税が当該対象資産の譲渡等（所法第 60 条の２第４項に規定する譲渡若しくは決済又

は贈与による移転をいいます。）により課されるものである場合で、「左に係る外国所得税額」の各

欄に記載した対象資産外国所得税額が所法第 137 条の２第５項に規定する政令で定めるところによ

り計算した金額（※「納税猶予期限の一部確定する所得税等の金額に関する計算書」に従って計算

した場合の⑦の金額）を超えるとき 当該計算した金額 

     なお、「相手国での課税標準」及び「左に係る外国所得税額」の各欄には、上段（   ）内に外貨

による金額を記載し、下段に邦貨に換算した金額を記載します。 

  ロ 「本年中に減額された外国所得税額」の各欄は、前年以前に適用を受けた外国税額控除の計算の基礎

となった外国所得税額が減額された場合に、その減額された外国所得税額について、外国所得税額が減

額されたことを証する書類等を基礎として記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

   (ｲ) 「外国税額控除の計算の基礎となった年分」欄には、減額された外国所得税額について、前年以前

の確定申告において外国税額控除を適用した場合におけるその確定申告をした年分を記載します。 

   (ﾛ) 「減額されることとなった日」欄には、その減額されることとなった金額が確定した日（減額され

ることとなった外国所得税に係る還付金の支払通知書等を受領した日）を記載しますが、実際に還付

金を受領した日を記載しても差し支えありません。 

   (ﾊ) 「減額された外国所得税額」欄には、上段（   ）内に外貨による金額を記載し、下段に邦貨に

換算した金額を記載します。 

 (2) 「２ 本年分の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算」欄 

  イ この欄は、減額された外国所得税額が本年において納付した外国所得税額を超える場合（１のⒹの金

額がある場合）に記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

  ロ 「㋺ ㋑から控除すべきⒹの金額」欄は、「㋑ 前年繰越額」から控除する「Ⓓ」欄の金額（最も古い

年分の㋑の金額から順次控除するものとし、それぞれの年分の㋑の金額を限度とします。）を書き、その

控除後の残額（㋩の金額）を繰り越された控除限度超過額として、５の「Ⓖ」、「Ⓗ」、「Ⓘ」欄にそれぞれ

転記します。 

ハ 「Ⓓ」欄の金額のうち、「Ⓔ」欄の金額を超える部分の金額は、その年分の雑所得の総収入金額に算入

します。 

 (3) 「３ 所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「①」欄には、申告書第一表又は更正請求書の「再差引所得税額（基準所得税額）」欄の金額を転記し

ます。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

ロ 「②」欄には、３の「①」欄の金額に 2.1％の税率を乗じて計算した金額を記載します。 

  ハ 「③」欄には、次のⓐとⓑの合計額に退職所得金額、山林所得金額を加算した金額（申告分離課税の

所得がある場合には、それらの所得金額（長（短）期譲渡所得の金額については特別控除前の金額）の

合計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。）を加算した金額）を記載します。 

   ⓐ 事業所得、不動産所得、給与所得（所得金額調整控除の適用がある場合には、その控除後の残額）、

総合課税の利子所得・配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合計額（これらの金額は、損益の通算後

の金額になります。） 

   ⓑ 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（これらの金額は、損益の通算後の金額になります。）

の２分の１の金額 

    ただし、純損失や雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除、特定居住

用財産の譲渡損失の繰越控除、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除、特定中小会社が発行した株式に
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係る譲渡損失の繰越控除又は先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用を受けている場合には、

その適用前の金額を記載します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

ニ 「④」欄には、純損失若しくは雑損失の繰越控除又は上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除、特定中

小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除若しくは先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除

の規定を適用しないで計算した場合の本年分の国外所得金額（非永住者（年の中途において非居住者か

ら非永住者となった場合を含みます。）については、非永住者期間内に生じた国外所得金額のうち国内に

おいて支払われ、又は国外から送金された国外源泉所得に係る部分に限ります。）を記載します。ただし、

国外所得金額が上記の「所得総額③」の金額を超えるときは、「所得総額③」の金額を限度とします。 

    なお、国外所得金額とは次の所得の金額の合計額（合計額が０を下回る場合には、０となります。）を

いい、２のⒻの金額がある場合には、その金額も含まれます。それぞれの国外源泉所得について、その

所得の金額の計算に関する明細を適宜の様式に記載して、この明細書に添付してください。 

ⓐ  所法第 95 条第４項第１号に規定する国外源泉所得 

※ 国外事業所等（国外にある恒久的施設に相当するもので一定のものをいいます。）を通じて行う

事業に係る負債の利子がある場合で、所得税法施行令第 221 条の４第１項の規定の適用があるとき

は、この適用後の金額となります。この場合、『国外事業所等に帰せられるべき純資産に対応する

負債の利子の必要経費不算入額の計算及び国外事業所等帰属純資産相当額の計算に関する明細書』

をこの明細書に添付してください。 

ⓑ 所法第 95 条第４項第２号から第 17 号までに規定する国外源泉所得（同項第２号から第 14 号まで、

第 16 号及び第 17 号に掲げる国外源泉所得については、同項第１号に掲げる国外源泉所得に該当する

ものを除きます。） 

ⓒ  対象資産外国所得税額を課されることとなった対象資産の譲渡等に係る所法第 60 条の２第１項か

ら第３項までの規定の適用により生じたものとみなされた所得 

  ホ 「⑤」欄には、「所得税額①」に「所得総額③」のうちに占める「調整国外所得金額④」の割合を乗じ

て計算した金額を記載します。 

ヘ 「⑥」欄には、「復興特別所得税額②」に「所得総額③」のうちに占める「調整国外所得金額④」の割

合を乗じて計算した金額を記載します。 

 (4) 「４ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細」欄 

この欄は、本年において所法第 95 条第２項の規定による繰越控除余裕額の控除若しくは同条第３項の規

定による繰越控除限度超過額の控除を受けようとする場合、又は翌年以後に繰り越す控除余裕額若しくは

控除限度超過額を計算する場合に、次により記載します。 

イ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除限度額」の「道府県民税（㋥×12％又は

６％）」又は「市町村民税（㋥×18％又は 24％）」は、申告年分の翌年の１月１日における住所に応じて

該当する率に○を付して、その割合を㋥の金額に乗じて計算します。 

 道府県民税 市町村民税 

指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する方 12％ 18％ 

指定都市の区域内に住所を有する方 ６％ 24％ 

※ 指定都市とは、地方自治法第 252 条の 19 第１項の「政令で指定する人口五十万以上の市」（いわゆ

る政令指定都市）をいいます。 

※ 申告年分の翌年の１月１日において、日本国内に住所を有しない場合は、０と記載してください。 

ロ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除余裕額」の各欄（㋦～㋻）には、「外国所

得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額に満たないときに記載し、「控除限度超過額㋕」欄

には、「外国所得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額を超えるときに記載します。 

  ハ 「前３年以内の控除余裕額又は控除限度超過額の明細」の各欄を記載する場合において、前３年以内

に納付すべきことが確定した外国所得税額を必要経費に算入した年分があるときは、その算入した年分

以前の各年分の控除余裕額又は控除限度超過額は、切り捨てられますので、注意してください。 
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  ニ 「地方税計」には、「道府県民税」の金額と「市町村民税」の金額の合計額を記載します。 

ホ 「控除余裕額」の「㋟本年使用額」欄には、本年において「控除限度超過額㋕」の金額がある場合に、

所得税、道府県民税及び市町村民税のそれぞれの控除余裕額の前年繰越額を、最も古い年分のものから

順次、かつ、同一年分のものについては所得税の前年繰越額、道府県民税の前年繰越額、市町村民税の

前年繰越額の順に控除限度超過額に充当するものとして計算した場合に計算される金額を記載します。 

また、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除余裕額のうち、次のヘの本書により前年から

繰り越された控除限度超過額に充当された金額（充当の順序は、所得税、道府県民税、市町村民税の順

とします。）を記載します。 

  ヘ 「控除限度超過額」の「㋡本年使用額」欄は、本年において「控除余裕額」の「計㋻」の金額がある場

合に、控除限度超過額の前年繰越額を最も古い年分のものから順次控除余裕額に充当するものとして計

算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除限度超過額のうち上記ホの本書により前年か

ら繰り越された控除余裕額に充当された金額を記載します。 

ト 「所得税の控除限度額等」の欄には、控除余裕額及び控除限度超過額が発生した年分について、その

年分の控除限度額及びその年分の翌年１月１日時点の住所の区分について記載します。なお、控除限度

額の記載に当たっては、その発生した年分の「外国税額控除に関する明細書」の「所得税の控除限度額」

欄の金額を転記します。 

(5) 「５ 外国税額控除額等の計算」欄 

申告書第一表「税金の計算」欄の「外国税額控除等」欄の「区分」の□には、次の区分に応じそれぞれ

次の数字を記載します。 

イ 外国税額控除のみ適用があり、かつ、「外国税額控除に関する明細書」の「復興財確法第 14 条第１

項による控除税額⑮」欄に金額がある場合は「１」を記載します。 

ロ 外国税額控除及び分配時調整外国税相当額控除の両方の適用があり、かつ、「外国税額控除に関する

明細書」の「復興財確法第 14 条第１項による控除税額⑮」欄に金額がある場合又は「分配時調整外国

税相当額控除に関する明細書」の「(8) 復興財確法第 13 条の２の規定による控除額」欄に金額がある

場合は「３」を記載します。 
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                               氏 名               

    １ 恒久的施設に係る外国所得税額の内訳 
      ○ 本年中に納付する外国所得税額 

 

国 名 所得の種類 税 種 目 納付確定日 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

相 手 国 で の 

課 税 標 準 

左 に 係 る 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

計 
      円 Ⓐ 円 

 

           ○ 本年中に減額された外国所得税額 

国 名 所得の種類 税 種 目 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

外国税額控除の計算 

の基礎となった年分 

減額されるこ 

ととなった日 

減 額 さ れ た 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

計 
       Ⓑ 円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より多い場合（同じ金額の場合を含む。） 

Ⓐ 
円 

－ 
Ⓑ 

円 
＝ 

Ⓒ 
円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より少ない場合 

Ⓑ 
円 

－ 
Ⓐ 

円 
＝ 

Ⓓ 
円 

 

    ２ 本年の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算 

前 ３ 年 以 内 の 控 除 限 度 超 過 額 

年 分 
㋑ 

前年繰越額 
㋺  ㋑から控除す 

べきⒹの金額 

㋩ 
㋑ － ㋺ 

 

年分（３年前） 

円 円 Ⓖ 円 

 

年分（２年前） 
  

Ⓗ 

 

年分（前 年） 
  

Ⓘ 

計  
Ⓔ 

 

本年中に納付する外国所得税額を超える減額外国所得税額 

本 年 発 生 額 
Ⓓに充当された前３年 

以内の控除限度超過額 

雑所得の総収入金額に算入 

す る 金 額 （ Ⓓ － Ⓔ ） 

Ⓓ 円 Ⓔ 円 Ⓕ 円 

（令和２年分以降用） 

外国税額控除に関する明細書（非居住者用） 

５の「⑬」欄に転記します。

２の「Ⓓ」欄に転記します。

Ⓖ、Ⓗ、Ⓘの金額を４の 

「㋞前年繰越額及び本年 

発生額」欄に転記します。 

雑所得の金額の計算上、

総収入金額に算入します。

提
出
用 

○
こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

年分  
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３ 所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算 

所 得 税 額 ① 円 

復 興 特 別 所 得 税 額 ②  

所 得 総 額 ③  

調 整 国 外 所 得 金 額 ④  

     (①×   ) ⑤  

     (②×   ) ⑥  

４ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細 

本 年 分 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算 

控 

除 

限 

度 

額 

所 得 税 
（３の⑤の金額） ㋥ 

円 

控 

除 

余 

裕 

額 

所 得 税 
（ ㋥ － ㋷ ） ㋦ 

円 

復 興 特 別 所 得 税 
（３の⑥の金額） ㋭ 

 
 

道 府 県 民 税 
（（㋥＋㋭＋㋬－㋷）と㋬のいずれか少ない方の金額） 

㋸ 
 

道 府 県 民 税 
（㋥×12％又は６％） ㋬ 

  

市 町 村 民 税 
（（㋠－㋷）と㋣のいずれか少ない方の金額） ㋾ 

 

市 町 村 民 税 
（㋥×18％又は 24％） ㋣ 

  

計 
（㋦＋㋸＋㋾） ㋻ 

 

計 
（㋥＋㋭＋㋬＋㋣） ㋠ 

  

控 除 限 度 超 過 額 
（㋷－㋠） ㋕ 

 

外 国 所 得 税 額 
（１のⒸの金額） ㋷ 

  

前 ３ 年 以 内 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 明 細 等 

年 分 区 分 
控 除 余 裕 額 控 除 限 度 超 過 額 

所 得 税 の  

控除限度額等 ㋵前年繰越額 
及び本年発生額 

㋟ 
本年使用額 

㋹翌年繰越額
（㋵－㋟） 

㋞前年繰越額 
及び本年発生額 

㋡ 
本年使用額 

㋧翌年繰越額 
（㋞－㋡） 

 

年分 

（３年前） 

所 得 税 円 円  Ⓖ 円 円  円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（２年前） 

所 得 税   円 Ⓗ  円 円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（前 年） 

所 得 税    Ⓘ   円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

合 計 

所 得 税  Ⓙ   Ⓜ   

道府県民税    

市町村民税    

計  Ⓚ  

本 年 分 

所 得 税 ㋦ Ⓛ  ㋕ Ⓚ  

道府県民税 ㋸   

市町村民税 ㋾   

計 ㋻ Ⓜ  

５ 外国税額控除額等の計算 

所 得 税 の 控 除 限 度 額 
（ ３ の ⑤ の 金 額 ） 

⑦ 
円 所法第 165 条の６第１項による控除税額 

（⑪と⑬とのいずれか少ない方の金額） ⑭ 
円 

復興特別所得税の控除限度額 
（ ３ の ⑥ の 金 額 ） 

⑧ 
 復興財確法第 14 条第２項による控除税額 

（⑪が⑬より小さい場合に(⑬－⑪)と⑫とのいずれか少ない方の金額） ⑮ 
 

分配時調整外国税相当額控除後の 
所 得 税 額 (※) ⑨ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第 165 条の６第２項による控除税額 
（ ４ の Ⓙ の 金 額 ） ⑯ 

 

分配時調整外国税相当額控除後の 
復 興 特 別 所 得 税 額 (※) ⑩ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第 165 条の６第３項による控除税額 
（ ４ の Ⓛ の 金 額 ） ⑰ 

 

所 得 税 の 控 除 可 能 額 
（⑦の金額又は⑦と⑨とのいずれか少ない方の金額）  

⑪  
外 国 税 額 控 除 の 金 額 
（ ⑭ ＋ ⑮ ＋ （ ⑯ 又 は ⑰ ）） 

⑱  

復興特別所得税の控除可能額 
（⑧の金額又は⑧と⑩とのいずれか少ない方の金額）  

⑫  
分配時調整外国税相当額控除可能額 

(※) 
⑲ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 

外 国 所 得 税 額 
（ １ の Ⓒ の 金 額 ） 

⑬  
外 国 税 額 控 除 等 の 金 額 

（⑱＋⑲） 
⑳  

(※)分配時調整外国税相当額控除の適用がない方は 

記載する必要はありません。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して申告書により計算した税額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して計算した所得金額の合計額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 
２のⒻの金額がある場合には、その金額を含めて計算した調整国外所
得金額の合計額を書きます。 

４の「㋥」欄及び５の「⑦」欄に転記します。 
 

４の「㋭」欄及び５の「⑧」欄に転記します。 
 

「①」欄の金額に2.1％の税率を乗じて計算した金額を書きます。 
 

申告書第一表「税金の計算」欄の「外国税額控除等」欄（㊻～㊼
欄）に転記します。同欄の「区分」の□の記入については、控用
の裏面を読んでください。 

④

③

④

③

所 得 税 の 
控除限度額 

復興特別所得税の 
控除限度額 
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                               氏 名               

    １ 恒久的施設に係る外国所得税額の内訳 
      ○ 本年中に納付する外国所得税額 

 

国 名 所得の種類 税 種 目 納付確定日 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

相 手 国 で の 

課 税 標 準 

左 に 係 る 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ ・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

（外貨       ） 

 

円 

計 
      円 Ⓐ 円 

 

           ○ 本年中に減額された外国所得税額 

国 名 所得の種類 税 種 目 納 付 日 
源泉・申告

(賦課)の区分 

所 得 の 

計 算 期 間 

外国税額控除の計算 

の基礎となった年分 

減額されるこ 

ととなった日 

減 額 さ れ た 

外 国 所 得 税 額 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

   

・  ・ 

 ・  ・ 

・  ・ 
    年分 

・  ・ 

（外貨       ） 

 

円 

計 
       Ⓑ 円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より多い場合（同じ金額の場合を含む。） 

Ⓐ 
円 

－ 
Ⓑ 

円 
＝ 

Ⓒ 
円 

 

      Ⓐの金額がⒷの金額より少ない場合 

Ⓑ 
円 

－ 
Ⓐ 

円 
＝ 

Ⓓ 
円 

 

    ２ 本年の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算 

前 ３ 年 以 内 の 控 除 限 度 超 過 額 

年 分 
㋑ 

前年繰越額 
㋺  ㋑から控除す 

べきⒹの金額 

㋩ 
㋑ － ㋺ 

 

年分（３年前） 

円 円 Ⓖ 円 

 

年分（２年前） 
  

Ⓗ 

 

年分（前 年） 
  

Ⓘ 

計  
Ⓔ 

 

本年中に納付する外国所得税額を超える減額外国所得税額 

本 年 発 生 額 
Ⓓに充当された前３年 

以内の控除限度超過額 

雑所得の総収入金額に算入 

す る 金 額 （ Ⓓ － Ⓔ ） 

Ⓓ 円 Ⓔ 円 Ⓕ 円 

（令和２年分以降用） 

外国税額控除に関する明細書（非居住者用） 

５の「⑬」欄に転記します。

２の「Ⓓ」欄に転記します。

Ⓖ、Ⓗ、Ⓘの金額を４の 

「㋞前年繰越額及び本年 

発生額」欄に転記します。 

雑所得の金額の計算上、

総収入金額に算入します。

年分  

控 

用 

○
こ
の
用
紙
は 

 

で
す
。
申
告
に
は
、
必
ず 

 

を
使
っ
て
く
だ
さ
い
。

 控 

用 

 提
出
用 

65



３ 所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算 

所 得 税 額 ① 円 

復 興 特 別 所 得 税 額 ②  

所 得 総 額 ③  

調 整 国 外 所 得 金 額 ④  

     (①×   ) ⑤  

     (②×   ) ⑥  

４ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細 

本 年 分 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算 

控 

除 

限 

度 

額 

所 得 税 
（３の⑤の金額） ㋥ 

円 

控 

除 

余 

裕 

額 

所 得 税 
（ ㋥ － ㋷ ） ㋦ 

円 

復 興 特 別 所 得 税 
（３の⑥の金額） ㋭ 

 
 

道 府 県 民 税 
（（㋥＋㋭＋㋬－㋷）と㋬のいずれか少ない方の金額） 

㋸ 
 

道 府 県 民 税 
（㋥×12％又は６％） ㋬ 

  

市 町 村 民 税 
（（㋠－㋷）と㋣のいずれか少ない方の金額） ㋾ 

 

市 町 村 民 税 
（㋥×18％又は 24％） ㋣ 

  

計 
（㋦＋㋸＋㋾） ㋻ 

 

計 
（㋥＋㋭＋㋬＋㋣） ㋠ 

  

控 除 限 度 超 過 額 
（㋷－㋠） ㋕ 

 

外 国 所 得 税 額 
（１のⒸの金額） ㋷ 

  

前 ３ 年 以 内 の 控 除 余 裕 額 又 は 控 除 限 度 超 過 額 の 明 細 等 

年 分 区 分 
控 除 余 裕 額 控 除 限 度 超 過 額 

所 得 税 の  

控除限度額等 ㋵前年繰越額 
及び本年発生額 

㋟ 
本年使用額 

㋹翌年繰越額
（㋵－㋟） 

㋞前年繰越額 
及び本年発生額 

㋡ 
本年使用額 

㋧翌年繰越額 
（㋞－㋡） 

 

年分 

（３年前） 

所 得 税 円 円  Ⓖ 円 円  円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（２年前） 

所 得 税   円 Ⓗ  円 円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

 

年分 

（前 年） 

所 得 税    Ⓘ   円 

道府県民税    翌年１月１日
時 点 の 住 所 
□指定都市 
□一般市 

市町村民税    

地 方 税 計    

合 計 

所 得 税  Ⓙ   Ⓜ   

道府県民税    

市町村民税    

計  Ⓚ  

本 年 分 

所 得 税 ㋦ Ⓛ  ㋕ Ⓚ  

道府県民税 ㋸   

市町村民税 ㋾   

計 ㋻ Ⓜ  

５ 外国税額控除額等の計算 

所 得 税 の 控 除 限 度 額 
（ ３ の ⑤ の 金 額 ） 

⑦ 
円 所法第 165 条の６第１項による控除税額 

（⑪と⑬とのいずれか少ない方の金額） ⑭ 
円 

復興特別所得税の控除限度額 
（ ３ の ⑥ の 金 額 ） 

⑧ 
 復興財確法第 14 条第２項による控除税額 

（⑪が⑬より小さい場合に(⑬－⑪)と⑫とのいずれか少ない方の金額） ⑮ 
 

分配時調整外国税相当額控除後の 
所 得 税 額 (※) ⑨ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第 165 条の６第２項による控除税額 
（ ４ の Ⓙ の 金 額 ） ⑯ 

 

分配時調整外国税相当額控除後の 
復 興 特 別 所 得 税 額 (※) ⑩ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 所法第 165 条の６第３項による控除税額 
（ ４ の Ⓛ の 金 額 ） ⑰ 

 

所 得 税 の 控 除 可 能 額 
（⑦の金額又は⑦と⑨とのいずれか少ない方の金額）  

⑪  
外 国 税 額 控 除 の 金 額 
（ ⑭ ＋ ⑮ ＋ （ ⑯ 又 は ⑰ ）） 

⑱  

復興特別所得税の控除可能額 
（⑧の金額又は⑧と⑩とのいずれか少ない方の金額）  

⑫  
分配時調整外国税相当額控除可能額 

(※) 
⑲ 

「分配時調整外国税相当額控除に関する明細書」

の３の の金額 

外 国 所 得 税 額 
（ １ の Ⓒ の 金 額 ） 

⑬  
外 国 税 額 控 除 等 の 金 額 

（⑱＋⑲） 
⑳  

(※)分配時調整外国税相当額控除の適用がない方は 

記載する必要はありません。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して申告書により計算した税額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 

２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入
して計算した所得金額の合計額を書きます（詳しくは、控用の裏面を
読んでください。）。 
２のⒻの金額がある場合には、その金額を含めて計算した調整国外所
得金額の合計額を書きます。 

４の「㋥」欄及び５の「⑦」欄に転記します。 
 

４の「㋭」欄及び５の「⑧」欄に転記します。 
 

「①」欄の金額に2.1％の税率を乗じて計算した金額を書きます。 
 

申告書第一表「税金の計算」欄の「外国税額控除等」欄（㊻～㊼
欄）に転記します。同欄の「区分」の□の記入については、控用の
裏面を読んでください。 

④

③

④

③

所 得 税 の 
控除限度額 

復興特別所得税の 
控除限度額 
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書 き 方 

 

１ この明細書は、恒久的施設を有する非居住者が確定申告において所得税法第 165 条の６及び東日本大震

災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法（この明細書において

「復興財確法」といいます。）第 14 条に規定する外国税額控除の適用を受ける場合に使用します。 

この場合には、外国所得税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当すること

についての説明を記載した書類等、所得税法施行規則（以下「所規」といいます。）第 41 条又は第 42 条に掲

げる書類を添付してください。 

  非居住者に係る外国税額控除の概要は、「外国税額控除を受けられる方へ（非居住者用）」（国税庁ホームペ

ージからダウンロードできます。）をご覧ください。 

 

２ この明細書の次の欄は、次により記載してください。 

 (1) 「１ 恒久的施設に係る外国所得税額の内訳」欄 

  イ 「本年中に納付する外国所得税額」の各欄は、本年において納付すべきことが確定した外国所得税額

（恒久的施設帰属所得につき課される外国所得税額に限られます。以下同じです。）について、外国所得

税が課されたことを証する書類及びその課された税が外国所得税に該当することについての説明を記載

した書類等、所規第 41 条第１項第１号及び第３号に掲げる書類を基礎として記載します。 

    なお、「相手国での課税標準」及び「左に係る外国所得税額」の各欄には、上段（   ）内に外貨に

よる金額を記載し、下段に邦貨に換算した金額を記載します。 

  ロ 「本年中に減額された外国所得税額」の各欄は、前年以前に適用を受けた外国税額控除の計算の基礎

となった外国所得税額が減額された場合に、その減額された外国所得税額について、外国所得税額が減

額されたことを証する書類等を基礎として記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

(ｲ) 「外国税額控除の計算の基礎となった年分」欄には、減額された外国所得税額について、前年以前

の確定申告において外国税額控除を適用した場合におけるその確定申告をした年分を記載します。 

(ﾛ) 「減額されることとなった日」欄には、その減額されることとなった金額が確定した日（減額され

ることとなった外国所得税に係る還付金の支払通知書等を受領した日）を記載しますが、実際に還付

金を受領した日を記載しても差し支えありません。 

(ﾊ) 「減額された外国所得税額」欄には、上段（   ）内に外貨による金額を記載し、下段に邦貨に

換算した金額を記載します。 

 (2) 「２ 本年の雑所得の総収入金額に算入すべき金額の計算」欄 

  イ この欄は、減額された外国所得税額が本年において納付した外国所得税額を超える場合（１のⒹの金

額がある場合）に記載します。 

    なお、その減額されることとなった日の属する年の前年以前７年内の各年において外国税額控除の適

用を受けた外国所得税額に限ります。 

  ロ 「㋺ ㋑から控除すべきⒹの金額」欄は、「㋑ 前年繰越額」から控除する「Ⓓ」欄の金額（最も古い

年分の㋑の金額から順次控除するものとし、それぞれの年分の㋑の金額を限度とします。）を書き、その

控除後の残額（㋩の金額）を繰り越された控除限度超過額として、４の「Ⓖ」、「Ⓗ」、「Ⓘ」欄にそれぞれ

転記します。 

ハ 「Ⓓ」欄の金額のうち、「Ⓔ」欄の金額を超える部分の金額は、その年分の雑所得の総収入金額に算入

します。 

 (3) 「３ 所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算」欄 

  イ 「①」欄には、申告書第一表の「税金の計算」欄の「再差引所得税額（基準所得税額）」欄の金額を転

記します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

67



ます。 

ロ 「②」欄には、３の「①」欄の金額に 2.1％の税率を乗じて計算した金額を記載します。 

  ハ 「③」欄には、所得税法第 165 条第１項の規定により準じて計算する所得税法第 70 条第１項若しくは

第２項（純損失の繰越控除）又は所得税法第 71 条（雑損失の繰越控除）の規定を適用しないで計算した

場合の、その年分の所得税法第 161 条第１項第１号及び第４号に掲げる国内源泉所得に係る所得金額を

記載します。 

    なお、２のⒻの金額がある場合には、その金額を雑所得の総収入金額に算入して上記の金額を計算し

ます。 

  ニ 「④」欄には、所得税法第 165 条第１項の規定により準じて計算する所得税法第 70 条第１項若しくは

第２項（純損失の繰越控除）又は所得税法第 71 条（雑損失の繰越控除）の規定を適用しないで計算した

場合の、その年分の国外所得金額を記載します。ただし、その国外所得金額がハの「所得総額③」を超

えるときは、「所得総額③」の金額を限度とします。  

なお、国外所得金額とは、恒久的施設帰属所得に係る所得金額のうち国外源泉所得に係る金額をいい、

２のⒻの金額がある場合には、その金額も含まれます。国外所得金額の計算に関する明細を適宜の様式

に記載して、この明細書に添付してください。 

  ホ 「⑤」欄には、「所得税額①」に「所得総額③」のうちに占める「調整国外所得金額④」の割合を乗じ

て計算した金額を記載します。 

ヘ 「⑥」欄には、「復興特別所得税額②」に「所得総額③」のうちに占める「調整国外所得金額④」の割

合を乗じて計算した金額を記載します。 

 (4) 「４ 外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算の明細」欄 

この欄は、本年において所得税法第 165 条の６第２項の規定による繰越控除余裕額の控除若しくは同条

第３項の規定による繰越控除限度超過額の控除を受けようとする場合、又は翌年以後に繰り越す控除余裕

額若しくは控除限度超過額を計算する場合に、次により記載します。 

イ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除限度額」の「道府県民税（㋥×12％又は

６％）」又は「市町村民税（㋥×18％又は 24％）」は、申告年分の翌年の１月１日における住所に応じて

該当する率に○を付して、その割合を㋥の金額に乗じて計算します。 

 道府県民税 市町村民税 

指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する方 12％ 18％ 

指定都市の区域内に住所を有する方 ６％ 24％ 

※ 指定都市とは、地方自治法第 252 条の 19 第１項の「政令で指定する人口五十万以上の市」（いわゆ

る政令指定都市）をいいます。 

※ 申告年分の翌年の１月１日において日本国内に住所を有しない場合は、０と記載します。 

  ロ 「本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算」の「控除余裕額」の各欄（㋦～㋻）には、「外国所

得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額に満たないときに記載し、「控除限度超過額㋕」欄

には、「外国所得税額㋷」の金額が「控除限度額」の「計㋠」の金額を超えるときに記載します。 

  ハ 「前３年以内の控除余裕額又は控除限度超過額の明細等」の各欄を記載する場合において、前３年以

内に納付すべきことが確定した外国所得税額を必要経費に算入した年分があるときは、その算入した年

分以前の各年分の控除余裕額又は控除限度超過額は、切り捨てられますので、注意してください。 

  ニ 「地方税計」には、「道府県民税」の金額と「市町村民税」の金額の合計額を記載します。 

  ホ 「控除余裕額」の「㋟本年使用額」欄には、本年において「控除限度超過額㋕」の金額がある場合に、

所得税、道府県民税及び市町村民税のそれぞれの控除余裕額の前年繰越額を、最も古い年分のものから

順次、かつ、同一年分のものについては所得税の前年繰越額、道府県民税の前年繰越額、市町村民税の

前年繰越額の順に控除限度超過額に充当するものとして計算した場合に計算される金額を記載します。 

また、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除余裕額のうち、次のヘの本書により前年から

繰り越された控除限度超過額に充当された金額（充当の順序は、所得税、道府県民税、市町村民税の順

とします。）を記載します。 

  へ 「控除限度超過額」の「㋡本年使用額」欄は、本年において「控除余裕額」の「計㋻」の金額がある場
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合に、控除限度超過額の前年繰越額を最も古い年分のものから順次控除余裕額に充当するものとして計

算した場合に計算される金額を記載します。 

    なお、この欄の「本年分」の欄には、本年発生分の控除限度超過額のうち上記ホの本書により前年か

ら繰り越された控除余裕額に充当された金額を記載します。 

ト 「所得税の控除限度額等」欄には、控除余裕額及び控除限度超過額が発生した年分について、その年

分の控除限度額及びその年分の翌年１月１日時点の住所の区分について記載します。なお、控除限度額

の記載に当たっては、その発生した年分の「外国税額控除に関する明細書」の「所得税の控除限度額」欄

の金額を転記します。 

 (5) 「５ 外国税額控除額等の計算」欄 

申告書第一表「税金の計算」欄の「外国税額控除等」欄の「区分」の□には、次の区分に応じそれぞ

れ次の数字を記入します。 

イ 外国税額控除のみ適用があり、かつ、「外国税額控除に関する明細書」の「復興財確法第 14 条第２

項による控除税額⑮」欄に金額がある場合には、「１」を記載します。 

ロ 外国税額控除及び分配時調整外国税相当額控除の両方の適用があり、かつ、「外国税額控除に関する

明細書」の「復興財確法第 14 条第２項による控除税額⑮」欄に金額がある場合又は「分配時調整外国

税相当額控除に関する明細書」の「(8) 復興財確法第 13 条の２の規定による控除額」欄に金額がある

場合には、「３」を記載します。 
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分配時調整外国税相当額控除に関する明細書 
（令和４年分以降用） 

（    年分）                       氏  名               
１ 特定口座の配当等（源泉徴収選択口座内配当等）及び未成年者口座の配当等に係る事項 

金融商品取引業者等 
の「名称」、「法人番号

又は所在地」 
種類 配当等の額 

源泉徴収税額 
（納付税額） 

［①］ 

上場株式配 
当等控除額 

［②］ 

控除所得税 
相当額 
［③］ 

控除外国所得 
税相当額等 
［②－③］ 

源泉徴収税額 
相当額 

［①＋③］ 

 特定 
未成年者 

円 円 円 円 円 円 

 特定 
未成年者 

      

 特定 
未成年者 

      

 特定 
未成年者 

      

合計額  (A)    (B) (C) 

２ 上記１以外の配当等に係る事項 

支払者又は支払の取扱

者の「名称」、「法人番

号又は所在地」 
種別等 配当等の額 源泉徴収税額 

［④］ 

通知外国税 
相当額 
［⑤］ 

通知所得税 
相当額 
［⑥］ 

支払確定又は 
支払年月日 

源泉徴収税額 
相当額 

［④＋⑥］ 

  円 円 円 円 
・  ・ 

円 

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

合計額  (D)  (E)   (F) 

３ 控除額等の計算 

  対象となる配当等の額（収入金額） 

（１の(A)＋２の(D)） 
 

  源泉徴収税額相当額 

（１の(C)＋２の(F)） 
 

  分配時調整外国税相当額控除額 

 （１の(B)＋２の(E)） 
 

  再差引所得税額（基準所得税額） 

（申告書㊸欄の金額） 

 

 

  復興特別所得税額 

（申告書㊹欄の金額） 
 

  所法第 93 条第１項の規定による控除額 ※ 

 （ と のうち、いずれか少ない方の金額） 
 

  分配時調整外国税相当額控除後の所得税額 

 （ － ） 
 

  復興財確法第 13 条の２の規定による控除額  

（ が⑹より大きい場合に（ －⑹）と のいずれか少ない方の金額）  
 

  分配時調整外国税相当額控除後の復興特別所得税額  

 （ － ） 
 

  分配時調整外国税相当額控除可能額 

 （ 及び の合計額） 
 

 

・ 申告書第二表「○所得の内訳

（所得税及び復興特別所得税

の源泉徴収税額）」欄の「収入

金額」欄に の金額を、「源泉

徴収税額」欄に の金額を転

記します。 

・ 「給与などの支払者の「名称」

及び「法人番号又は所在地」

等」欄には、 

「分配時調整外国税相当額控

除に関する明細書のとおり」

と記入します。 

・ 外国税額控除の適用を受け

ない場合には、 の金額を、申

告書第一表「税金の計算」欄の

「外国税額控除等」欄に転記

します。このとき、⑻の金額が

ある場合は、「外国税額控除

等」欄の区分の□に「２」を記

入します。 

・ 外国税額控除の適用を受け

る場合には、 、 及び の金

額を、「外国税額控除に関する

明細書」欄の５の⑨欄、⑩欄及

び⑲欄にそれぞれ転記しま

す。 

提
出
用 

○
こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

円 

※ 申告分離課税の所得がある

場合には、裏面の書き方の２
(3)を参照してください。 
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分配時調整外国税相当額控除に関する明細書 
（令和４年分以降用） 

（    年分）                       氏  名               
１ 特定口座の配当等（源泉徴収選択口座内配当等）及び未成年者口座の配当等に係る事項 

金融商品取引業者等 
の「名称」、「法人番号

又は所在地」 
種類 配当等の額 

源泉徴収税額 
（納付税額） 

［①］ 

上場株式配 
当等控除額 

［②］ 

控除所得税 
相当額 
［③］ 

控除外国所得 
税相当額等 
［②－③］ 

源泉徴収税額 
相当額 

［①＋③］ 

 特定 
未成年者 

円 円 円 円 円 円 

 特定 
未成年者 

      

 特定 
未成年者 

      

 特定 
未成年者 

      

合計額  (A)    (B) (C) 

２ 上記１以外の配当等に係る事項 

支払者又は支払の取扱

者の「名称」、「法人番

号又は所在地」 
種別等 配当等の額 源泉徴収税額 

［④］ 

通知外国税 
相当額 
［⑤］ 

通知所得税 
相当額 
［⑥］ 

支払確定又は 
支払年月日 

源泉徴収税額 
相当額 

［④＋⑥］ 

  円 円 円 円 
・  ・ 

円 

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

合計額  (D)  (E)   (F) 

３ 控除額等の計算 

 
  対象となる配当等の額（収入金額） 

（１の(A)＋２の(D)） 
 

  源泉徴収税額相当額 

（１の(C)＋２の(F)） 
 

  分配時調整外国税相当額控除額 

 （１の(B)＋２の(E)） 
 

  再差引所得税額（基準所得税額） 

（申告書㊸欄の金額） 

 

 

  復興特別所得税額 

（申告書㊹欄の金額） 
 

  所法第 93 条第１項の規定による控除額 ※ 

 （ と のうち、いずれか少ない方の金額） 
 

  分配時調整外国税相当額控除後の所得税額 

 （ － ） 
 

  復興財確法第 13 条の２の規定による控除額  

（ が⑹より大きい場合に（ －⑹）と のいずれか少ない方の金額）  
 

  分配時調整外国税相当額控除後の復興特別所得税額  

 （ － ） 
 

  分配時調整外国税相当額控除可能額 

 （ 及び の合計額） 
 

控 

用 

○
こ
の
用
紙
は 

 

で
す
。
申
告
に
は
、
必
ず 

 

を
使
っ
て
く
だ
さ
い
。

 控 

用 

 提
出
用 

・ 申告書第二表「○所得の内訳

（所得税及び復興特別所得税

の源泉徴収税額）」欄の「収入

金額」欄に の金額を、「源泉

徴収税額」欄に の金額を転

記します。 

・ 「給与などの支払者の「名称」

及び「法人番号又は所在地」

等」欄には、 

「分配時調整外国税相当額控

除に関する明細書のとおり」

と記入します。 

・ 外国税額控除の適用を受け

ない場合には、 の金額を、申

告書第一表「税金の計算」欄の

「外国税額控除等」欄に転記

します。このとき、⑻の金額が

ある場合は、「外国税額控除

等」欄の区分の□に「２」を記
入します。 

・ 外国税額控除の適用を受け

る場合には、 、 及び の金

額を、「外国税額控除に関する

明細書」欄の５の⑨欄、⑩欄及

び⑲欄にそれぞれ転記しま

す。 

円 

※ 申告分離課税の所得がある

場合には、裏面の書き方の２

(3)を参照してください。 
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書 き 方 

 
１ この明細書は、確定申告において所得税法第93条及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するために

必要な財源の確保に関する特別措置法（この明細書において「復興財確法」といいます。）第13条の２に規定する

分配時調整外国税相当額控除の適用を受ける場合に使用します。 

この場合には、所得税法施行規則（以下「所規」といいます。）第40条の10の２に掲げる分配時調整外国税相当

額を証する書類（租税特別措置法第８条の５第１項第２号から第７号までに掲げる利子等又は配当等のみに係る

ものを除きます。）を添付してください。 

 

２ この明細書の次の欄は、次により記載してください。 

  「１ 特定口座の配当等（源泉徴収選択口座内配当等）及び未成年者口座の配当等に係る事項」欄 

この欄は、金融商品取引業者等から交付を受けた租税特別措置法施行規則第18条の13の５第１項に規定する

特定口座年間取引報告書（以下「特定口座年間取引報告書」といいます。）又は同規則第18条の15の11第一項に

規定する未成年者口座年間取引報告書（以下「未成年者口座年間取引報告書」といいます。）を基礎として記載

します。なお、特定口座年間取引報告書及び未成年者口座年間取引報告書は、申告書に添付する必要はありま

せん。 

  「２ 上記１以外の配当等に係る事項」欄 

この欄は、所規第40条の10の２に掲げる分配時調整外国税相当額を証する書類（租税特別措置法第８条の５

第１項第２号から第７号までに掲げる利子等又は配当等のみに係るもので、分配時調整外国税相当額控除の適

用を受けるものに係るものを含みます。）を基礎として記載します。 

  「３ 控除額等の計算」欄 

イ 「⑹ 所法第93条第１項の規定による控除額」欄には、申告分離課税の所得がある場合は、次のⓐからⓒ

の場合に応じて、それぞれ次により記載します。 

ⓐ 申告書第一表の「税金の計算」欄の32から40及び42の金額（以下「税額控除額等」といいます。）がない

場合 申告書第三表の「税金の計算」欄の85、89、91、92の金額の合計額と「⑶ 分配時調整外国税相当

額控除額」欄の金額のうち、いずれか少ない方の金額 

ⓑ 税額控除額等がある場合で、その税額控除額等が申告書第三表の「税金の計算」欄の91の金額を超えな

い場合 税額控除額等を申告書第三表の「税金の計算」欄の85、86、87、88、90、89、91、92の順に差し

引き、その残額のうち申告書第三表の「税金の計算」欄の85、89、91、92の金額に相当する金額の合計額

と「⑶ 分配時調整外国税相当額控除額」欄の金額のうち、いずれか少ない方の金額 

ⓒ 税額控除額等がある場合で、その税額控除額等が申告書第三表の「税金の計算」欄の93の金額を超える

場合 「０」 

ロ 「⑻ 復興財確法第13条の２の規定による控除額」欄には、上記イⓐからⓒの場合に応じて「⑹ 所法第

93条第１項の規定による控除額」を記載した場合は、それぞれ次により記載します。 

（イ） 上記イⓐの場合 申告書第三表の「税金の計算」欄の85、89、91、92の金額の合計額に2.1％を乗じて

計算した金額と「⑶ 分配時調整外国税相当額控除額」欄の金額から「⑹ 所法第93条第１項の規定に

よる控除額」欄の金額を控除した残額のうち、いずれか少ない方の金額 

（ロ） 上記イⓑの場合 税額控除額等を申告書第三表の「税金の計算」欄の85、86、87、88、90、89、91、

92の順に差し引いた残額のうち申告書第三表の「税金の計算」欄の85、89、91、92の金額に相当する金

額の合計額に2.1％を乗じて計算した金額と「⑶ 分配時調整外国税相当額控除額」欄の金額から「⑹ 

所法第93条第１項の規定による控除額」欄の金額を控除した残額のうち、いずれか少ない方の金額 

（ハ） 上記イⓒの場合 「０」 
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                        氏 名             
 

試 験 研 究 費 の 額 ① 

円 税

額

控

除

割

合

の

計

算

 

⑦＝０の場合又は事業を開始し

た日の属する年である場合 
⑩ 0.085 

⑥＞10％かつ令和５年分以前

の場合の控除割増率 

（ ⑥ － 
10100 ） ×0 . 5  

（ 0. 1を超える場合は 0.1） 

⑪  控

除

対

象

試

験

研

究

費

の

額

の

計

算 

同上のうち特別試験研究費以外

の額 
②  

⑨＞9.4％かつ令和５年分以前の場合  10.145100  ＋（⑨ － 
9.4100 ）×0.35 ⑫  

①のうち一般試験研究費に係

る税額控除の対象とする特別

試験研究費の額 
③  ⑩ 及 び ⑫ 以 外 の 場 合 10.145100  －（ 9.4100  － ⑨）×0.175 

（ 0 . 0 2 未満 の 場合 は 0 . 0 2 ） 

⑬  

控 除 対 象 試 験 研 究 費 の 額 

（②＋③） 
④  

税 額 控 除 割 合 

（(⑩、⑫又は⑬)＋(⑩、⑫又は

⑬)×⑪） 

(小数点以下３位未満切捨て) 
(0.1又は0.14を超える場合は0.1又は0.14)  

⑭  

税 額 控 除 限 度 額 

（④×⑭） 
⑮ 

円 

平 均 売 上 金 額 ⑤  

調 整 前 事 業 所 得 税 額  ⑯  

試 験 研 究 費 割 合 

（①÷⑤） ⑥  

本

年

税

額

基

準

額

の

計

算 

令
和
５
年
分
以
前
の
場
合 

⑥＞10％の場合の特例加算割合 

（⑥ － 
10100 ）×２ 

（小数点以下３位未満切捨て） 

（0.1を超える場合は0.1） 

⑰  

㉖≧２％かつ①＞㉗の場合の

特例加算割合（0 . 0 5） 
⑱  

税

額

控

除

割

合

の

計

算 

増

減

試

験

研

究

費

割

合

の

計

算 
比 較 試 験 研 究 費 の 額 ⑦ 

円 
本 年 税 額 基 準 額 

（⑯×（0.25＋⑰＋⑱）） 
⑲  

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

⑮と⑲のうち少ない金額 
⑳ 

     

増 減 試 験 研 究 費 の 額 

（①－⑦） ⑧  

調整前事業所得税額超過構成額 ㉑  

増 減 試 験 研 究 費 割 合 

（⑧÷⑦） 
⑨  

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 

（⑳－㉑） 
㉒  

 

 

基準年比売上金額減少割合及び基準年試験研究費の額の計算 

本 年 分 の 売 上 金 額 ㉓  
基 準 年 比 売 上 金 額 減 少 割 合 

（㉕÷㉔） 
（㉔＝０の場合は０） 

㉖  

令 和 元 年 分 の 売 上 金 額 

（基準売上金額） 
㉔  

基 準 年 比 売 上 金 額 減 少 額 

（㉔－㉓） 
㉕  

令 和 元 年 分 の 試 験 研 究 費 の 額 

（基準年試験研究費の額） 
㉗  

一般試験研究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書 

（令和４年分以降用） 

年分 
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一般試験研究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書（ 令和４ 年分以降用）  

 

 こ の明細書は、 青色申告者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。） 第10条第１ 項に規定する試験研究費

の所得税額の特別控除の適用を 受ける場合に使用し ます。   

 こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、「 措法10」 と 記載し てく ださ い。  

 なお、 こ の特別控除は、 事業を廃止し た日の属する年分は受けら れませんので、 ご注意く ださ い。  

 

１  記載要領 

⑴        「 ①」 欄には、 本年分の必要経費に算入さ れる試験研究費の額を記載し ます。  

⑵ 「 ③」 欄には、 特別試験研究費に係る所得税額の特別控除を適用し ない特別試験研究費の額（『 特別試験研

究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ③」 欄と 同じ 金額） を記載し てく ださ い。  

⑶ 「 ⑤」 欄には、『 試験研究を行っ た場合の所得税額の特別控除における平均売上金額、 比較試験研究費の額

の計算に関する明細書』 の「 ⑤」 欄の金額を 記載し ます。  

⑷ 「 ⑦」 欄には、『 試験研究を行っ た場合の所得税額の特別控除における平均売上金額、 比較試験研究費の額

の計算に関する明細書』 の「 ⑩」 欄の金額を 記載し ます。  

⑸ 「 ⑭」 欄は、 令和４ 年分及び令和５ 年分については「 0. 1又は」 を消し 、 令和６ 年分以降については「 又は

0. 14」 を消し ます。  

  「 ⑯」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

     総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

 

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある場合には、 その控除後の残額）、 総

合課税の利子所得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第33条第３ 項第１ 号に掲げる所得に

係る部分、 雑所得の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第33条第３ 項第２ 号に掲げる 所得に係る 部分の２ 分の１ の金額

と 一時所得の２ 分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）  

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額をいい、 措法第10条から 第10条の

６ までの所得税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、 41の３ の２ ）、 政党等

寄附金特別控除（ 措法41の18）、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の２ ）、 公益社団法人等

寄附金特別控除（ 措法41の18の３ ）、 住宅耐震改修特別控除（ 措法41の19の２ ）、 住宅特定改修特別税額

控除（ 措法41の19の３ ）、 認定住宅等新築等特別税額控除（ 措法41の19の４ ）、 分配時調整外国税相当額

控除（ 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。） 93）、 外国税額控除（ 所法95）、 非居住者に係る分配時調整

外国税相当額控除（ 所法165の５ の３ ）、 非居住者に係る外国税額控除（ 所法165の６ ） 及び東日本大震

災の被災者等に係る 国税関係法律の臨時特例に関する 法律第10条から 第10条の４ までの所得税額の特

別控除などの規定を適用し ないで計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額と なり

ます。  

  「 ⑱」 欄には、 ㉖≧２ ％かつ①＞㉗の場合に「 0. 05」 を記載し ます。  

  「 ㉑」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑥」 欄のＢ の金額を記載し ま

す。  

 ⑼ 「 ㉓」、「 ㉔」 欄の売上金額と は、 棚卸資産（ 所得税法第２ 条第１ 項第16号） の販売その他事業と し て継続し

て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供に係る 収入金額と し ます。  

 ⑽ 「 ㉔」 欄には、 事業を開始し た日の属する年分が令和元年である場合には、 令和元年分の売上金額に12を乗

じ て、 こ れを令和元年において事業を営んでいた期間の月数で除し て計算し た金額を記載し ます。  

 ⑾ 「 ㉗」 欄には、 事業を開始し た日の属する年分が令和元年である場合には、 令和元年分の試験研究費の額に

12を乗じ て、 こ れを令和元年において事業を 営んでいた期間の月数で除し て計算し た金額を記載し ます。  

 

２  提出先 

 納税地の所轄税務署長 

 

３  根拠条文 

 措法第10条第１ 項、 第２ 項及び第３ 項 
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                                   氏 名            
 

試 験 研 究 費 の 額 ① 

円 
中 小 事 業 者 税 額 控 除 限 度 額 

（ ④×（ ⑫又は0. 12） ）  

⑬ 

 

円 

控

除

対

象

試

験

研

究

費

の

額

の

計

算

同上のう ち特別試験研究費以外の額 ②  調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑭  

①のう ち 中小事業者の試験研究費

に係る 税額控除の対象と する 特別

試験研究費の額 

③  本

年

税

額

基

準

額

の

計

算 

令

和

５

年

分

以

前

の

場

合 

⑦＞9. 4％の場合 ⑮      0. 35 

控 除 対 象 試 験 研 究 費 の 額 

（ ②＋③）  
④  

⑨＞10％の場合の特例加算割合 

（ ⑨－
ଵ ・

ଵ ・・
） ×２  

（ 小数点以下３ 位未満切捨て）  

（ 0. 1を 超える場合は0. 1）  

⑯  

税

額

控

除

割

合

の

計

算 

増

減

試

験

研

究

費

割

合

の

計

算

比 較 試 験 研 究 費 の 額 ⑤  

㉕≧２ ％かつ①＞㉖の場合の 

特 例 加 算 割 合 （ 0 . 0 5 ）  
⑰  

増 減 試 験 研 究 費 の 額 

（ ①－⑤）  
⑥  

増 減 試 験 研 究 費 割 合 

（ ⑥÷⑤）  
⑦  

本 年 税 額 基 準 額 

（ ⑭×（ （ ⑮、 （ 0. 25＋⑯） 又は0. 25） ＋⑰） ）  
⑱ 

円 

試
験
研
究
費
割
合
の
計
算 

平 均 売 上 金 額 ⑧ 

円 

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

（ ⑬と ⑱のう ち少ない金額）  
⑲  試 験 研 究 費 割 合 

（ ①÷⑧）  
⑨  

割 増 前 税 額 控 除 割 合  
ଵଶ

ଵ ・・
＋（ ⑦－

ଽ . ସ

ଵ ・・
 ） ×0. 35 

（ 0. 12未満の場合、 ⑤＝０ の場合又は事業を開始

した日の属する年である場合は0. 12）  

⑩  

調 整 前 事 業 所 得 税 額 超 過 構 成 額 ⑳  

⑨＞10％の場合の控除割増率  

（ ⑨－
ଵ ・

ଵ ・・
 ） ×0. 5 

（ 0. 1を超える場合は0. 1）  

⑪  

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 

（ ⑲－⑳）  
㉑  

税 額 控 除 割 合 

（ ⑩＋⑩×⑪）  
（ 小数点以下３ 位未満切捨て）  

（ 0. 17を超える場合は0. 17）  

⑫  

 

 

基準年比売上金額減少割合及び基準年試験研究費の額の計算 

本 年 分 の 売 上 金 額 ㉒  
基 準 年 比 売 上 金 額 減 少 割 合 

（ ㉔÷㉓）  
（ ㉓＝０ の場合は０ ）  

㉕  

令 和 元 年 分 の 売 上 金 額 

（ 基準売上金額）  
㉓  

基 準 年 比 売 上 金 額 減 少 額 

（ ㉓－㉒）  
㉔  

令 和 元 年 分 の 試 験 研 究 費 の 額 

（ 基準年試験研究費の額）  
㉖  

  

中小事業者の試験研究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書 

（ 令和４ 年分以降用）  

年分 
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中小事業者の試験研究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書 
（ 令和４ 年分以降用）  

 こ の明細書は、 青色申告者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第10条第４ 項に規定する中小事業者の試

験研究費の所得税額の特別控除の適用を受ける場合に使用し ます。   

 こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、 「 措法10」 と 記載し てく ださ い。  

 なお、 こ の特別控除は、 措法第10条第1項の適用を受ける年分又は事業を廃止し た日の属する年分は受けら れません

ので、 ご注意く ださ い。  

 

１  記載要領 

⑴       「 税額控除割合の計算⑤～⑫」 欄は、 令和４ 年分から 令和５ 年分の各年分の場合にのみ記載し ます。  

  なお、 開業１ 年目については、 「 ⑫」 欄は「 0. 12」 、 「 ⑮」 欄は「 0. 25」 と なり ますので、 「 ⑬」 欄の「 （ 又は

0. 12） 」 を消し 、 「 ⑱」 欄の「 （ 0. 25＋⑯） 又は0. 25」 を 消し ます。  

⑵ 「 ①」 欄には、 本年分の必要経費に算入さ れる試験研究費の額を記載し ます。  

⑶ 「 ③」 欄には、 特別試験研究費に係る所得税額の特別控除を適用し ない特別試験研究費の額（ 『 特別試験研究

費に係る所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ③」 欄と 同じ 金額） を記載し てく ださ い。  

⑷ 「 ⑤」 欄には、 『 試験研究を行っ た場合の所得税額の特別控除における平均売上金額、 比較試験研究費の額の

計算に関する明細書』 の「 ⑩」 欄の金額を記載し ます。  

  なお、 ０ の場合は、 「 ⑩」 欄に「 0. 12」 を記載し ます。  

⑸ 「 ⑧」 欄には、 『 試験研究を行っ た場合の所得税額の特別控除における平均売上金額、 比較試験研究費の額の

計算に関する明細書』 の「 ⑤」 欄の金額を記載し ます。  

⑹ 「 ⑭」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

     総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

 

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある場合には、 その控除後の残額） 、 総合課

税の利子所得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第33条第３ 項第１ 号に掲げる 所得に係る部

分、 雑所得の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。 ）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ち の所得税法第33条第３ 項第２ 号に掲げる所得に係る 部分の２ 分の１ の金額と 一

時所得の２ 分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。 ）  

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額を いい、 措法第10条から 第10条の６

までの所得税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、 41の３ の２ ） 、 政党等寄附

金特別控除（ 措法41の18） 、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の２ ） 、 公益社団法人等寄附金

特別控除（ 措法41の18の３ ） 、 住宅耐震改修特別控除（ 措法41の19の２ ） 、 住宅特定改修特別税額控除（ 措

法41の19の３ ） 、 認定住宅等新築等特別税額控除（ 措法41の19の４ ） 、 分配時調整外国税相当額控除（ 所得

税法（ 以下「 所法」 と いいます。 ） 93） 、 外国税額控除（ 所法95） 、 非居住者に係る分配時調整外国税相当

額控除（ 所法165の５ の３ ） 、 非居住者に係る 外国税額控除（ 所法165の６ ） 及び東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第10条から 第10条の４ までの所得税額の特別控除などの規定

を適用し ないで計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額と なり ま

す。  

⑺ 「 ⑰」 欄には、 ㉕≧２ ％かつ①＞㉖の場合に「 0. 05」 を記載し ます。  

⑻ 「 ⑳」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑥」 欄のＢ の金額を記載し ます。  

 ⑼ 「 ㉒」 、「 ㉓」 欄の売上金額と は、 棚卸資産（ 所得税法第２ 条第１ 項第16号） の販売その他事業と し て継続し て

行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供に係る収入金額と し ます。  

 ⑽ 「 ㉓」 欄には、 事業を開始し た日の属する年分が令和元年である場合には、 令和元年分の売上金額に12を乗じ

て、 こ れを令和元年において事業を営んでいた期間の月数で除し て計算し た金額を記載し ます。  

 ⑾ 「 ㉖」 欄には、 事業を開始し た日の属する年分が令和元年である場合には、 令和元年分の試験研究費の額に12

を乗じ て、 こ れを 令和元年において事業を営んでいた期間の月数で除し て計算し た金額を記載し ます。  

２  提出先 

 納税地の所轄税務署長 

３  根拠条文 

 措法第10条第４ 項、 第５ 項及び第６ 項 
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試験研究を行った場合の所得税額の特別控除における平均売上金額及び

比較試験研究費の額の計算に関する明細書 ◆

年分 氏 名

Ⅰ 平 均 売 上 金 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

年 分 売 上 金 額
12

事業を営んでいた月数

改 定 売 上 金 額

（②×③）

① ② ③ ④

売

上

調

整

年

分

年分

円

12
円

年分
12

年分
12

本

年

計

平 均 売 上 金 額

（④の計）÷（１＋売上調整年分数）
⑤

円

年 分 試 験 研 究 費 の 額
12

事業を営んでいた月数

改定試験研究費の額

（⑦×⑧）

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

調

整

対

象

年

分

年分

円

12
円

年分
12

年分
12

計

比 較 試 験 研 究 費 の 額

（⑨の計）÷（調整対象年分数）
⑩

円

（ ）

Ⅱ 比較試験研究費の額の計算に関する明細書
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試験研究を行った場合の所得税額の特別控除における平均売上金額及び 

比較試験研究費の額の計算に関する明細書 
 

１ 記載要領 

この明細書は、青色申告者が租税特別措置法（以下「措法」といいます。）第 10 条第１項又は第４項若しく

は令和３年改正前の租税特別措置法（以下「旧措法」といいます。）第 10 条第 1 項又は第 3項の規定の適用を

受ける場合に使用します。 

   この明細書は、この特別控除を受ける年分の確定申告書に添付してください。 

   なお、この特別控除は、事業を廃止した日の属する年分は受けられませんので、ご注意ください。 

  ⑴ 「①」及び「⑥」欄には、適用を受ける年分開始の日前３年以内に開始した各年分を記載します。 

  ⑵ 「②」欄の各欄及び「④」欄には、棚卸資産の販売その他事業として継続して行われる資産の譲渡及び

貸付け並びに役務の提供に係る収入金額を記載します。 

  ⑶ 「③」及び「⑧」欄の分母には、事業を営んでいた期間の月数を記載します。 

   (注) 「月数」は、暦に従って計算し、１月に満たない端数は１月とします。 

  

２ 提出先 

  納税地の所轄税務署長 

 

３ 根拠条文 

措法第 10 条、旧措法第 10 条 
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                                    氏 名            

資 

産 

区 

分 

租 税 特 別 措 置 法 第 1 0 条 の ３ 
第 １ 項 各 号 の 該 当 号 

① 第    号 第    号 第    号 第    号 第    号 

種 類 ②      

機 械 装 置 等 の 名 称 ③      

取 得 年 月 日 ④ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

指定事業の用に供した年月日 ⑤ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額 ⑥ 
円 円 円 円 円 

改 定 取 得 価 額 

（⑥又は⑥×
 75 
100） 

⑦      

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

翌 年 繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 
 

 
 

年 
 

 
 

分 
 

取 得 価 額 の 合 計 額 
（⑦の合計） 

⑧ 

円 

 

税 額 控 除 限 度 額 

（⑧×
 7 
100） 

⑨  

調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑩  

本 年 税 額 基 準 額 

（⑩×
 20 
100） 

⑪  

本 年 税 額 控 除 可 能 額 
(⑨と⑪のうち少ない金額) 

⑫  

調整前事業所得税額超過構成額 ⑬  

本 年 税 額 控 除 額 
（⑫－⑬） 

⑭  

 

前

年

繰

越

分 

差 引 本 年 税 額 基 準 額 残 額 
（⑪－⑫） 

⑮ 

円 

 

繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額 
（㉑の「  年分」(前年分)） 

⑯ 

 

同上のうち本年繰越税額控除可能額 
(⑮と⑯のうち少ない金額) 

⑰ 

 

調整前事業所得税額超過構成額 ⑱ 

 

本 年 繰 越 税 額 控 除 額 
（⑰－⑱） 

⑲  

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 
（⑭＋⑲） 

⑳  

 

年     分 

前 年 繰 越 額 又 は 
本 年 税 額 控 除 限 度 額 

本 年 控 除 可 能 額 
翌 年 繰 越 額 

（㉑－㉒） 

㉑ ㉒ ㉓ 

      年分 

（前 年 分） 

  円 (⑰の金額)          円 
 

本  年  分 
(⑨の金額) (⑫の金額) 外              円 

合 計 
   

機 械 装 置 等 の 概 要  
 

中小事業者が機械等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書  
 

 
 

 

（     ） 年分 
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中小事業者が機械等を取得し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

 

 こ の明細書は、 青色申告者である中小事業者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第10条の３ 第３ 項、 第４ 項

に規定する中小事業者が機械等を取得し た場合の所得税額の特別控除の適用を受ける場合に使用し ます。  

 こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、 「 措法10の３ 」 と 記載し てく ださ い。  
 

１  記載要領 

⑴ 「 ①」 欄の空欄には、 こ の規定の適用を受ける該当号を記載し ます。  

⑵ 「 ②」 欄及び「 ③」 欄には、 特定機械装置等の耐用年数省令別表第一又は別表第二に定める種類又は設備の名称を記

載し ます。  

⑶ 「 ⑥」 欄には、 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。 ） 第42条又は第43条の規定の適用を受けた資産については、 実

際の取得（ 製作） 価額から 国庫補助金等の金額を控除し た金額を記載し ます。  

⑷ 「 ⑦」 欄には、 措法第10条の３ 第１ 項第４ 号に掲げる減価償却資産については、 「 ⑥」 欄の金額に
75

  
100

を乗じ て計算

し た金額を記載し 、 同項第１ 号から 第３ 号に掲げる減価償却資産については、 「 ⑥」 欄の金額を転記し ます。  

⑸  「 ⑩」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

     総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある場合には、 その控除後の残額） 、 総合課税の利子所得・

配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第33条第３ 項第１ 号に掲げる所得に係る部分、 雑所得の合計額（ こ れら の

金額は、 損益通算前の金額になり ます。 ）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第33条第３ 項第２ 号に掲げる所得に係る部分の２ 分の１ の金額と 一時所得の２ 分

の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。 ）  

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額をいい、 措法第10条から 第10条の６ までの所得税額

の特別控除、 （ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、 41の３ の２ ） 、 政党等寄附金特別控除（ 措法41の18） 、

認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の２ ） 、 公益社団法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の３ ） 、 住宅耐震改

修特別控除（ 措法41の19の２ ） 、 住宅特定改修特別税額控除（ 措法41の19の３ ） 、 認定住宅等新築等特別税額控除（ 措法

41の19の４ ） 、 分配時調整外国税相当額控除（ 所法93） 、 外国税額控除（ 所法95） 、 非居住者に係る分配時調整外国税相

当額控除（ 所法165の５ の３ ） 、 非居住者に係る外国税額控除（ 所法165の６ ） 及び東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律（ 以下「 震災特例法」 と いいます。 ） 第10条から 第10条の４ までの所得税額の特別控除な

どの規定を適用し ないで計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額と なり ます。  

⑹ 「 ⑬」 欄には、 『 所得税の額から控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑩」 欄のＢ の金額を記載し ます。  

⑺ 「 ⑮」 欄には、 「 ⑪」 欄の金額から 「 ⑫」 欄の金額を控除し た額を記載し ます。  

  ただし 、 措法第10条の５ の２ 第３ 項の適用を受ける場合は『 特定中小事業者が経営改善設備を取得し た場合の所得税

額の特別控除に関する明細書』 の「 ⑫」 欄の金額を、 措法第10条の５ の３ 第３ 項の適用を受ける場合は『 特定中小事業

者が特定経営力向上設備等を取得し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ⑫」 欄の金額を当該額から 控除

し た後の額を記載し ます。  

⑻ 「 ⑱」 欄には、 『 所得税の額から控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑨」 欄のＢ の金額を記載し ます。  

⑼ 「 ㉓」 欄の外書には、 措法第10条の６ の所得税の額から 控除さ れる特別控除額の特例の規定の適用を受ける場合（ 震

災特例法第10条の４ などの規定により 読み替えて適用する場合を含みます。 ） に、 『 所得税の額から 控除さ れる特別控

除額に関する明細書』 の「 調整前事業所得税額超過構成額Ｂ 」 の各欄の金額を記載し ます。  

  こ の場合において、 「 合計」 欄の記載に当たっ ては、 こ の金額を含めて書きます。  

⑽ 「 機械装置等の概要」 欄には、 減価償却資産が特定機械装置等に該当するこ と の詳細を記載し ます。  
 

２  提出先 

 納税地の所轄税務署長 
 

３  根拠条文 

 措法第10条の３  
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平成
令和（　　　　　　年分）

83



 

特 別 修 繕 準 備 金 に 関 す る 明 細 書 

 

この明細書は、青色申告者が租税特別措置法（以下「措法」といいます。）第21条の規定による特定船舶に係

る特別修繕準備金、令和２年改正前の租税特別措置法（以下「令和２年改正前旧措法」といいます。）第20条の

３の規定による特定船舶に係る特別修繕準備金、平成23年12月改正前の租税特別措置法（以下「平成23年12月改

正前旧措法」といいます。）第20条の４の規定による特別修繕準備金又は平成23年12月改正法附則第50条第２項

から第５項までの規定による個人の準備金に関する経過措置の適用を受ける場合に使用します。 

この明細書は、これらの規定の適用を受ける年分の確定申告書に添付してください。 
 

１ 記載要領 

⑴  「①」欄には、船舶について１隻ごと、炉、ガスホルダー又は貯油槽については１基ごとに、その名称を

記載します。 

⑵  「②」欄には、本年がその特別の修繕を完了した日の属する年分である場合は、本年の特別の修繕を完了

した日及びその前の特別の修繕を完了した日を併せて記載します。 

⑶   平成25年１月１日において平成23年12月改正前旧措法第20条の４第３項に規定する特別修繕準備金の金

額を有する方が成25年分以後において平成23年12月改正法附則第50条第２項から第５項までの規定による

個人の準備金に関する経過措置の適用を受ける場合には、①及び②並びに「３ 平成23年12月改正法附則の

規定による総収入金額に算入する額の計算」の各欄を記載し、③から㉗までの各欄は記載を要しません。 

⑷  「③」欄には、前年末における特別修繕準備金の金額を記載します。 

⑸  「⑫」欄には、本年中において特別修繕準備金勘定へ繰り入れた金額を記載します。 

⑹  「⑬」欄は、①当該資産につき本年末までに特別修繕を行ったことがある場合には「、類似船舶から計算

した特別修繕費の額又は税務署長の認定した額」を消し、②当該資産（船舶に限ります。）につき本年末ま

でに特別修繕を行ったことがなく、かつ、当該資産の類似船舶につき本年末までに特別修繕を行ったことが

ある場合には「前回の特別修繕費の額、」及び「又は税務署長の認定した額」を消し、③①及び②以外の場

合には「前回の特別修繕費の額、類似船舶から計算した特別修繕費の額又は」を消します。 

⑺ 「⑯」欄は、次により記載します。 

㋐ 「積立期間の月数」には租税特別措置法施行令（以下「措令」といいます。）第13条《特定船舶に係る

特別修繕準備金》（平成26年改正前の措令及び平成23年12月改正前の措令（以下「旧措令」といいます。）

第12条の２に係る部分を含みます。）及び平成26年改正前の租税特別措置法施行規則（以下「旧措規」と

いいます。）第７条《特別修繕準備金》（平成23年12月改正前の租税特別措置法施行規則（以下「平成23

年12月改正前旧措規」といいます。）第７条の２に係る部分を含みます。）において資産別に定められて

いる月数を記載します。 

㋑ 「業務を行った期間の月数」には、本年がその特別の修繕を完了した日の属する年分である場合は、そ

の完了の日から本年末までの月数を記載します。 

㋒ 「積立期間の月数」及び「業務を行った期間の月数」の月数は、１月未満の端数が生じた場合には１月

として計算します。 

⑻  「㉑」欄は、各年の末日において、前年分から繰り越された準備金設定資産に係る特別修繕準備金の金額

のうちに当該準備金設定資産に係る特別の修繕の完了予定日として措令第13条第10項（旧措令第12条の２

第10項に係る部分を含みます。）で定める日の属する年の12月31日の翌日から２年を経過したものがある場

合には、当該経過した日の属する年の12月31日におけるこの明細書の「⑩」欄の金額を記載します。 

⑼ 「㉙」欄は、平成23年12月改正法附則第50条第２項に規定する中小企業者に該当する場合には「  ଵସ  又は」 

を消し、その他の場合には「又は   ଵଵ・  」を消します。 
２  提出先 

納税地を所轄する税務署長 

３  根拠条文 

措法第21条、令和２年改正前旧措法第20条の３、平成23年12月改正前旧措法第20条の４、措令第13条、旧措

令第12条の２、旧措規第７条、平成23年12月改正前旧措規第７条の２、平成23年12月所法等改正法附則第50条 
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（    年分）                氏 名             

促 進 区 域 ①      

承認地域経済牽引事業の内容 ②      

資

産

区

分 

種 類 ③      

構造、設備の種類又は区分 ④      

細 目 ⑤      

取 得 年 月 日 ⑥ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

承認地域経済牽引事業

の用に供した年月日 
⑦ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

取得価額又は製作価額 ⑧ 

円 円 円 円 円 

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算 

取 得 価 額 等 の 合 計 額 

(⑧の合計) 
⑨ 

円 

調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑬ 

円 

本 年 税 額 基 準 額 

（⑬×
ଶ・
ଵ・・） 

⑭ 

 

⑨のうち機械及び装置並びに

器 具 及 び 備 品 に 係 る 額 
⑩ 

 

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

（⑫と⑭のうち少ない額） 
⑮ 

 

⑩のうち地域の成長発展の基

盤強化に著しく資する事業の

用に供した ものに係る 額 

⑪ 

 

調 整 前 事 業 所 得 税 額 

超 過 構 成 額 
⑯ 

 

税 額 控 除 限 度 額 

（（⑩－⑪）×
ସଵ・・＋⑪×

ହଵ・・＋
（⑨－⑩）×

ଶଵ・・） 

⑫ 

 

所得税額の特別控除額 

（⑮ － ⑯） 
⑰ 

 

機 械 設 備 等 の 概 要 

 

地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書  
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地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

 

 こ の明細書は、 青色申告者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第10条の４ 第３ 項及び

令和元年改正前の租税特別措置法第10条の４ 第３ 項の規定の適用を受ける場合に使用し ます。  

 こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、 「 措法10の４ 」 と 記載し てく ださ い。  

  

１  記載要領 

⑴ 「 ③」 欄から 「 ⑤」 欄には、 特定事業用機械等の耐用年数省令別表第一、 別表第二又は別表第

三に定める種類、 構造又は区分、 細目を記載し ます。  

⑵ 「 ⑧」 欄には、 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。 ） 第42条又は第43条の規定の適用を 受け

た資産については、 実際の取得（ 製作） 価額から 国庫補助金等の金額を控除し た金額を記載し

ます。  

⑶ 「 ⑫」 欄は、 平成31年３ 月31日以前に特定事業用機械等を取得又は製作若し く は建設を し た場

合には、 「 ⑩×
4

100
＋（ ⑨－⑩） ×

2

100
」 で計算し た金額を記載し ます。  

⑷ 「 ⑬」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

     総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある 場合には、 その控除後

の残額）、 総合課税の利子所得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第

３ 項第１ 号に掲げる所得に係る部分、 雑所得の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額

になり ます。）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第３ 項第２ 号に掲げる所得に係る部分の金

額と 一時所得の２ 分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。） 

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額を いい、 措法第10条か

ら 第10条の６ までの所得税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、

41の３ の２ ）、 政党等寄附金特別控除（ 措法41の18）、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措

法41の18の２ ）、 公益社団法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の３ ）、 住宅耐震改修特別控除

（ 措法41の19の２ ）、 住宅特定改修特別税額控除（ 措法41の19の３ ）、 認定住宅等新築等特別

税額控除（ 措法41の19の４ ）、 分配時調整外国税相当額控除（ 所法93）、 外国税額控除（ 所法

95）、 非居住者に係る分配時調整外国税相当額控除（ 所法165の５ の３ ）、 非居住者に係る 外

国税額控除（ 所法165条の６ ） 及び東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例

に関する 法律第10条から 第10条の４ までの所得税額の特別控除などの規定を 適用し ないで

計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合

計額と なり ます。  

⑸ 「 ⑯」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑪」 欄のＢ の金

額を記載し ます。  

⑹ 「 機械設備等の概要」欄には、減価償却資産が特定建物等に該当するこ と の詳細を記載し ます。 

 

２  提出先 

 納税地の所轄税務署長 

 

３  根拠条文 

 措法第10条の４ 、 旧措法第10条の４ 、 令和元年改正法附則30 
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                   氏 名             

地方活力向上地域等特定業務施設 

整備計画の認定を受けた日 
①    ・  ・    ・  ・    ・  ・    ・  ・    ・  ・ 

計画の区分及び事業実施地域  ② 拡充型・移転型 拡充型・移転型 拡充型・移転型 拡充型・移転型 拡充型・移転型 

資

産

区

分 

種 類 ③      

構 造 又 は 区 分 ④      

細 目 ⑤      

取 得 年 月 日 ⑥    ・  ・    ・  ・    ・  ・    ・  ・    ・  ・ 

事業の用に供した年月日 ⑦    ・  ・    ・  ・    ・  ・    ・  ・    ・  ・ 

取 得 価 額 ⑧ 

円 円 円 円 円 

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算 

取 得 価 額 の 合 計 額 

( ⑧ の 合 計 ) 
⑨ 

円 

本 年 税 額 基 準 額 

 （ ⑫ × 2 0 / 1 0 0 ） 
⑬ 

円 

同上のうち移転型計画に係る額 ⑩ 

 

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

(⑪と⑬のうち少ない金額)  
⑭ 

 

税 額 控 除 限 度 額 

（（⑨－⑩）×4/100＋⑩×7/100） 
⑪ 

 

調 整 前 事 業 所 得 税 額 

超 過 構 成 額 
⑮ 

 

調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑫ 

 

所得税額の特別控除額 

（⑭ － ⑮） 
⑯ 

 

建 物 等 の 概 要 

 

地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

 （     ） 年分 
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地方活力向上地域等において特定建物等を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する 明細書 

 

 

 こ の明細書は、 青色申告者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第10条の４ の２ 第３ 項

の規定の適用を受ける場合に使用し ます。  

 こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、 「 措法10の４ の２ 」 と 記載し てく ださ い。  
 

１  記載要領 

⑴ 「 ②」 欄は、 次の区分に応じ て該当するも のを○で囲みます。  

・  「 拡充型」 …認定さ れた地方活力向上地域特定業務施設整備計画が拡充型計画（ 地域再生法

第17条の２ 第１ 項第２ 号に定める事業に関する計画） であり 、 かつ、 同号に規定する地方活力

向上地域内で取得等し た特定建物等を事業の用に供する場合 

・  「 移転型」 …認定さ れた地方活力向上地域特定業務施設整備計画が移転型計画（ 地域再生法

第17条の２ 第１ 項第１ 号に定める事業に関する計画） であり 、 かつ、 同法第５ 条第４ 項第５ 号

に規定する地方活力向上地域内で取得等し た特定建物等を事業の用に供する場合 

⑵ 「 ③」 欄から 「 ⑤」 欄には、 特定建物等の耐用年数省令別表第一、 別表第二又は別表第三に定

める種類、 構造又は区分、 細目を記載し ます。  

⑶ 「 ⑧」 欄には、 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。 ） 第42条又は第43条の規定の適用を 受け

た資産については、 実際の取得（ 建設） 価額から 国庫補助金等の金額を控除し た金額を記載し

ます。  

⑷ 「 ⑫」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

     総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある場合には、 その控除後

の残額）、 総合課税の利子所得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第

３ 項第１ 号に掲げる所得に係る 部分、 雑所得の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額

になり ます。）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第３ 項第２ 号に掲げる 所得に係る部分の２ 分

の１ の金額と 一時所得の２ 分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額にな

り ます。）  

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額を いい、 措法第10条か

ら 第10条の６ までの所得税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、

41の３ の２ ）、 政党等寄附金特別控除（ 措法41の18）、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措

法41の18の２ ）、 公益社団法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の３ ）、 住宅耐震改修特別控除

（ 措法41の19の２ ）、 住宅特定改修特別税額控除（ 措法41の19の３ ）、 認定住宅等新築等特別

税額控除（ 措法41の19の４ ）、 分配時調整外国税相当額控除（ 所法93）、 外国税額控除（ 所法

95）、 非居住者に係る分配時調整外国税相当額控除（ 所法165の５ の３ ）、 非居住者に係る 外

国税額控除（ 所法165の6） 及び東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関

する 法律第10条から 第10条の４ までの所得税額の特別控除などの規定を 適用し ないで計算

し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合

計額と なり ます。  

⑸ 「 ⑮」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑫」 欄のＢ の金

額を記載し ます。  

⑹ 「 建物等の概要」 欄には、 減価償却資産が特定建物等に該当するこ と の詳細を記載し ます。  
 

２  提出先 

 納税地の所轄税務署長 
 

３  根拠条文 

 措法第10条の４ の２  
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（    年分）                氏 名             

認 定 地 方 活 力 向 上 地 域 等 特 定 業 務 施 設 整 備 計 画 に 関 す る 事 項 

認 定 年 月 日 

（変更の認定年月日） 
・ ・ 

（   ・ ・  ） 

事 業 実 施 地 域   

平成 30 年改正法附則第 64 条第２項の規定の適用の有無 有  ・  無 

地 方 事 業 所 基 準 雇 用 者 数 に 係 る 本 年 税 額 控 除 額 の 計 算 

基 準 雇 用 者 数 
（付表「⑤の１」） 

① 
（マイナスの場合は０）人 

特

例

対

象

年

分

以

外

の

年

分

の

場

合 

特 定 新 規 雇 用 者 基 礎 数 

（③と付表「⑥」のうち少ない数）
⑲ 

          人 

地 方 事 業 所 基 準 雇 用 者 数 
（付表「⑤の２」） 

② 
（マイナスの場合は０） 

調整地方事業所基準雇用者数 
（①と②のうち少ない数） 

③ 
 

対象移転型特定新規雇用者数 

（⑲と付表「⑦」のうち少ない数） 
⑳  

調 整 前 事 業 所 得 税 額  ④ 
円

特

例

対

象

年

分

の

場

合 

適用年の開始の日の前日における雇用者の数 

（付表「③の１」－付表「④の１」） 
⑤ 

人 
非 新 規 基 準 雇 用 者 数 

（付表「⑫」） 
㉑  

基 準 雇 用 者 割 合 
（①÷⑤） 

⑥ 
 

給 与 等 支 給 額 
（付表「⑯」） 

⑦ 
円 

対象移転型非新規基準雇用者数  

（付表「⑬」） 
㉒  

比 較 給 与 等 支 給 額 
（付表「㉓」） 

⑧ 
 

税 額 控 除 限 度 額 

30万円×⑲＋20万円×（⑳＋㉑＋㉒） 
㉓ 

円 
特 定 新 規 雇 用 者 基 礎 数 
（③と付表「⑥」のうち少ない数） 

⑨ 
人 

対象移転型特定新規雇用者数 
（⑨と付表「⑦」のうち少ない数） 

⑩ 
 

本 年 税 額 基 準 額 

（④×
ଶ・
ଵ・・） 

㉔  
対象非特定新規雇用者数及び 

非新規基準雇用者数の合計 
（付表「⑩」＋付表「⑫」） 

⑪ 
 

対象移転型非特定新規雇用者数及び 

対象移転型非新規基準雇用者数の合計 

（付表「⑪」＋付表「⑬」） 
⑫ 

 
本 年 税 額 控 除 可 能 額 

（㉓と㉔のうち少ない金額） 
㉕  

税

額

控

除

限

度

額

の

計

算 

⑥≧0.08 若しくは⑥≧0.1 

又は⑤＝０の場合 
（6 0 万円×⑨＋5 0 万円×⑪） 

⑬ 
円 

本 年 税 額 控 除 可 能 額  

（⑱又は㉕） 
㉖  

0 . 0 5 ≦ ⑥ ＜ 0 . 0 8 の 場 合 
（30 万円×（⑨＋⑩）＋20 万円×（⑪＋

⑫×1.5）） 
⑭ 

 

⑥＜0.05 又は⑥＜0.1 の場合 
（30 万円×⑨＋20 万円×⑪） 

⑮  

調整前事業所得税額超過構成額  ㉗  
税 額 控 除 限 度 額 

（⑬、⑭又は⑮） 

（⑦＜⑧の場合は０） 
⑯ 

 

 
本 年 税 額 基 準 額 

（④×
ଶ・
ଵ・・） 

⑰ 
 
本 年 税 額 控 除 額 

（㉖－㉗） 
㉘  

 
本 年 税 額 控 除 可 能 額 
（⑯と⑰のうち少ない金額） 

⑱ 
 

地 方 事 業 所 特 別 基 準 雇 用 者 数 に 係 る 本 年 税 額 控 除 額 の 計 算 

基  準  年         年 
本

年

税

額

控

除

額

の

計

算

 

地 方 事 業 所 特 別 税 額 控 除 限 度 額 

（（30万円又は40万円）×（㉜－（㉜の内書））

＋（20万円又は30万円）×（㉜の内書）） 

㉝ 

円 

方
事
業
所
基
準
雇
用
者
数 

用
者
数
の
基
礎
と
な
る
地 

地
方
事
業
所
特
別
基
準
雇 

適

用

年 

      年 ㉙ 
内               人 差 引 本 年 税 額 基 準 額 残 額 

（（⑰又は㉔）－㉖） 
㉞  

      年 ㉚ 
内         本 年 税 額 控 除 可 能 額 

（㉝と㉞のうち少ない金額） 
㉟  

      年 ㉛ 
内 

調整前事業所得税額超過構成額 ㊱  

地 方 事 業 所 特 別 基 準 雇 用 者 数 
（㉙＋㉚＋㉛） 

㉜ 
（マイナスの場合は０） 

内 
本 年 税 額 控 除 額 

（㉟－㊱） 
㊲  

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額  
（㉘＋㊲） 

㊳  

 

地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の所得税額の特別控除に関する明細書 
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地方活力向上地域等において雇用者の数が増加し た場合の所得税額の特別控除に関する 明細書 

 

こ の明細書は、 青色申告者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。） 第10条の５ 第１ 項及び第２ 項の規定の適用を受ける場合に使用し

ます。  

こ の明細書は、 この特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、「 措法10の５ 」 と 記載し てく ださ い。  

なお、 明細書上の「 付表」 と は、 『 基準雇用者数等、 給与等支給額及び比較給与等支給額の計算に関する明細書（ 付表） 』 のこ と を

いいます。  

 

１  記載要領 

  「 ③」 欄には、「 ①」 欄がゼロである場合には、 記載を要し ません。  

  「 ⑫」 欄は、 平成30年改正法附則（ 以下「 附則」 と いいます。） 第64条第２ 項の規定の適用を受ける場合には「 ③≧0. 08若し く は」

を消し 、 その他の場合には「 若し く は③≧0. 1」 を消し て計算し ます。  

  「 ⑭」 欄は、 附則第64条第２ 項の規定の適用を受ける場合には「 ③＜0. 05又は」 を消し 、 その他の場合には「 又は③＜0. 1」 を

消し て計算し ます。  

  「 ⑮」 欄は、 附則第64条第２ 項の規定の適用を受ける場合には、「 ⑫又は⑭」 と し て記載し ます。  

  「 ⑯」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

     総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

 ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある場合には、 その控除後の残額）、 総合課税の利子所得・ 配

当所得、 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第３ 項第１ 号に掲げる所得に係る部分、 雑所得の合計額（ こ れら の金額

は、 損益通算前の金額になり ます。）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第33条第３ 項第２ 号に掲げる所得に係る部分の２ 分の１ の金額と 一時所得の２ 分の１

の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）  

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額をいい、 措法第10条から 第10条の６ までの所得税額

の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、 41の３ の２ ）、 政党等寄附金特別控除（ 措法41の18）、 認

定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の２ ）、 公益社団法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の３ ）、 住宅耐震改修特

別控除（ 措法41の19の２ ）、 住宅特定改修特別税額控除（ 措法41の19の３ ）、 認定住宅等新築等特別税額控除（ 措法41の19

の４ ）、 分配時調整外国税相当額控除（ 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。） 93）、 外国税額控除（ 所法95）、 非居住者に

係る分配時調整外国税相当額控除（ 所法165の５ の３ ）、 非居住者に係る外国税額控除（ 所法165の６ ） 及び東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する 法律第10条から 第10条の４ までの所得税額の特別控除などの規定を

適用し ないで計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額と なり ます。  

  「 ㉕」 欄は、 附則第64条第２ 項の規定の適用を受ける場合には、「 ㉓と ㉔」 と あるのは、「 ㉓と （ ⑰－『 地方活力向上地域等にお

いて特定建物等を取得し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ⑭」）」 と し て記載し ます。  

  「 基準年」 欄は、 措法第10条の５ 第２ 項の規定の適用を受ける又は受けた年を記載し ます。  

  「 地方事業所特別基準雇用者数の基礎と なる地方事業所基準雇用者数」 の各欄は、 措法10条の５ 第３ 項第14号に規定する計画の

認定を受けた日の属する年以後の各年ごと に、 付表の「 基準雇用者数等の計算に関する明細」 の各欄に準じ て計算し た数を記載し

ます。 その記載し た数のう ち、 措法10条の５ 第２ 項に規定する準地方活力向上地域内にある同条第３ 項第２ 号に規定する特定業務

施設に係る数を当該各欄の内書に記載し ます。  

こ の場合において、 前年以前のこ の明細書の写し 又はその計算に関する明細を適宜の用紙に記載し て添付し てく ださ い。  

  「 ㉞」 欄は、 措法第10条の４ の２ 第３ 項《 地方活力向上地域等において特定建物等を取得し た場合の所得税額の特別控除》 の適

用を受ける場合、「 ⑰－⑱」 と あるのは、「 ⑰－⑱－『 地方活力向上地域等において特定建物等を取得し た場合の所得税額の特別控

除に関する明細書』 の「 ⑭」」 と し て記載し ます。  

⑽ 「 ㉗」 欄及び「 ㊱」 欄には、 それぞれ『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑭」 欄及び「 ⑮」 欄のＢ の 

金額を記載し ます。  

 

２  提出先 

    納税地の所轄税務署長 

 

３  根拠条文 

   措法第10条の５  
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                       氏 名             

事 業 種 目 ①      

資

産

区

分 

種 類 ②      

設備等の種類又は区分  ③      

細 目 ④      

取 得 年 月 日 ⑤    ・   ・     ・   ・     ・   ・     ・   ・     ・   ・  

指定事業の用に供し た年月日 ⑥    ・   ・     ・   ・     ・   ・     ・   ・     ・   ・  

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額 ⑦ 
円 円 円 円 円 

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算 

取 得 価 額 の 合 計 額 

( ⑦ の 合 計 )  
⑧ 

円 

前
年
繰
越
分 

差 引 本 年 税 額 

基 準 額 残 額 

（ ⑪ － ⑫ ）  

⑮ 

円 

税 額 控 除 限 度 額 

（ ⑧ × 1 0 / 1 0 0 ）  
⑨ 

 繰 越 税 額 控 除 限 度 

超 過 額 

（ ㉑の「     年分」 ） 

⑯ 

 

調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑩ 
 同 上 の う ち 本 年 繰 越 

税 額 控 除 可 能 額 

( ⑮と ⑯のう ち少ない金額)

⑰ 

 

本 年 税 額 基 準 額 

（ ⑩ × 2 0 / 1 0 0 ）  
⑪ 

 

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

( ⑨と ⑪のう ち 少ない金額)  
⑫ 

 調 整 前 事 業 所 得 税 額 

超 過 構 成 額 
⑱ 

 

所 得 税 額 超 過 構 成 額 ⑬ 
 本 年 繰 越 税 額 控 除 額 

（ ⑰ - ⑱）  
⑲ 

 

本 年 税 額 控 除 額 

（ ⑫ － ⑬ ）  
⑭ 

 所得税額の特別控除額  

( ⑭ + ⑲)  
⑳ 

 

翌 年 繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算 

年  分 

前 年 繰 越 額 又 は  

本年税額控除限度額 
本年控除可能額 

翌 年 繰 越 額  

（ ㉑ － ㉒ ）  

㉑ ㉒ ㉓ 

     年分 

（ 前 年 分 ）  

円 （ ⑰の金額）        円 
 

本 年 分 
（ ⑨の金額）  （ ⑫の金額）  外           円 

合 計    

機 械 設 備 等 の 概 要  
 

  

特定中小事業者が特定経営力向上設備等を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

（      ）  年分  
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特定中小事業者が特定経営力向上設備等を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

 

 こ の明細書は、 青色申告書を提出する 個人が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第 10 条の５ の３ 第３ 項又は第４

項の規定の適用を 受ける 場合に使用し ます。  

 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、 「 措法 10 の５ の３ 」 と 記載し てく ださ い。  

 こ の明細書は、 こ の特別控除を 受ける 年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  
 

１  記載要領 

⑴ 「 ②」 欄、 「 ③」 欄及び「 ④」 欄には、 特定経営力向上設備等の耐用年数省令別表第一に定める 種類、 設備等の種類、

細目等を 記載し ます。  

⑵ 「 ⑦」 欄には、 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。） 第 42 条又は第 43 条の規定の適用を 受けた資産については、 実際

の取得（ 製作） 価額から 国庫補助金等の金額を 控除し た金額を記載し ます。  

⑶ 「 ⑩」 欄には、 次の算式によ り 計算し た額を 記載し ます。  

     総所得金額に係る 所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある 場合には、 その控除後の残額）、 総合課税の利子所

得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ち の所得税法第 33 条第３ 項第１ 号に掲げる 所得に係る 部分、 雑所得の合計額（ こ

れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第３ 項第２ 号に掲げる 所得に係る 部分の２ 分の１ の金額と 一時所得の２

分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）  

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額を いい、 措法第 10 条から 第 10 条の６ までの所得

税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法 41、 41 の３ の２ ）、 政党等寄附金特別控除（ 措法 41 の

18）、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法 41 の 18 の２ ）、 公益社団法人等寄附金特別控除（ 措法 41 の 18 の３ ）、

住宅耐震改修特別控除（ 措法 41 の 19 の２ ）、 住宅特定改修特別税額控除（ 措法 41 の 19 の３ ）、 認定住宅等新築等特別

税額控除（ 措法 41 の 19 の４ ）、 分配時調整外国税相当額控除（ 所法 93）、 外国税額控除（ 所法 95） 及び東日本大震災

の被災者等に係る 国税関係法律の臨時特例に関する法律（ 以下「 震災特例法」 と いいます。） 第 10 条から 第 10 条の４

までの所得税額の特別控除などの規定を 適用し ないで計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額と なり ます。  

⑷ 「 ⑪」 欄には、「 ⑩」 欄の金額に 
ଶ ・

ଵ ・・ を 乗じ た額を 記載し ます。  

  ただし 、 措法第 10 条の３ 第３ 項及び措法第 10 条の５ の２ 第３ 項の規定の適用を 受ける 場合は、 当該額から『 中小事業者

が機械等を取得し た場合の所得税額の特別控除に関する 明細書』 の「 ⑫」 欄の金額及び「 ⑰」 欄の金額並びに『 特定中小事

業者が経営改善設備を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する 明細書』 の「 ⑫」 欄の金額を 控除し た後の額を記載し ま

す。  

⑸ 「 ⑬」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ⑯」 欄のＢ の金額を記載し ます。  

⑹ 「 ⑮」 欄は、「 ⑪」 欄の金額から 「 ⑫」 欄の金額を 控除し た額を 記載し ます。  

ただし 、 措法第 10 条の３ 第３ 項及び第４ 項並びに措法第 10 条の５ の２ 第３ 項及び第４ 項の規定の適用を 受ける場合は、

当該額から 『 中小事業者が機械等を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ⑫」 欄の金額及び「 ⑰」 欄の

金額並びに『 特定中小事業者が経営改善設備を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する 明細書』 の「 ⑫」 欄の金額及び

「 ⑰」 欄の金額を 控除し た後の額を 記載し ます。  

⑺ 「 ⑱」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる 特別控除額に関する 明細書』 の「 ⑮」 欄のＢ の金額を記載し ます。  

⑻ 「 ㉓」 欄の外書には、 措法第 10 条の６ の所得税の額から 控除さ れる 特別控除額の特例の規定の適用を 受ける場合（ 震災

特例法第 10 条の４ などの規定によ り 読み替えて適用する 場合を 含みます。） に、『 所得税の額から 控除さ れる 特別控除額に

関する 明細書』 の「 調整前事業所得税額超過構成額Ｂ 」 の各欄の金額を 記載し ます。  

 こ の場合において、「 合計」 欄の記載に当たっ ては、 こ の金額を 含めて記載し ます。  

⑼ 「 機械設備等の概要」 欄には、 その設備が特定経営力向上設備等に該当する こ と の詳細を記載し ます。  
 

２  提出先 

 納税地の所轄税務署長 
 

３  根拠条文 

 措法第 10 条の５ の３  
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特定中小事業者が経営改善設備を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

 

                   氏 名 

経営の改善に関する指導及び助言を  
受けた認定経営革新等支援機関等の名称  

①    
 

 

事 業 名  ②    
 

 

資 
 

産 
 

区 
 

分 

 
③      

 
④      

 
⑤   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・ 

 ⑥   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・ 

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額  ⑦ 円 円 円 円 円 

 

本 
 
 

 

年 
 

 
 

分 

取 得 価 額 の 合 計 額 
（⑦の合計） ⑧ 

円 
前 

 

年 
 

繰 
 

越 
 

分 

差引本年税額基準額残額 
（⑪－⑫） ⑮ 

円 

税 額 控 除 限 度 額 
（⑧×７／100） ⑨  繰越税額控除限度超過額 

（㉑の「     年分」） ⑯  

調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑩  同上のうち本年繰越税額控除可能額 

（⑮と⑯のうち少ない金額）  
⑰  

本 年 税 額 基 準 額 
（⑩×20／100） ⑪  所 得 税 額 超 過 構 成 額 ⑱  

本 年 税 額 控 除 可 能 額 
（⑨と⑪のうち少ない金額）  

⑫  本 年 繰 越 税 額 控 除 額 
（⑰－⑱） ⑲  

所 得 税 額 超 過 構 成 額 ⑬  
所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 

（⑭＋⑲） 
⑳  

本 年 税 額 控 除 額 
（⑫－⑬） ⑭  

翌 年 繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算  

年    分 
前 年 繰 越 額 又 は 
本 年 税 額 控 除 限 度 額 本 年 控 除 可 能 額 等 

翌 年 繰 越 額 
（㉑－㉒） 

㉑ ㉒ ㉓ 

    年分 
（前年分） 

円

 
(⑰の金額)          円 

 
 

本  年  分 (⑨の金額) 

 

(⑫の金額) 

 

外               円 
 

合    計    

設 備 の 概 要 

 
 
 

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算 

種 類 
 

設 備 の 名 称

取 得 年 月 日

指定事業の用に供した年月日 

 （     ） 年分 

93



特定中小事業者が経営改善設備を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

 

 この明細書は、青色申告書を提出する個人が令和３年改正前の租税特別措置法（以下「旧措法」といいます。）第 10

条の５の２第３項又は第４項の規定の適用を受ける場合に使用します。 

 また、申告書第二表の「特例適用条文等」欄に、「旧措法 10 の５の２」と記載してください。 

 この明細書は、この特別控除を受ける年分の確定申告書に添付してください。 
 

１ 記載要領 

⑴ 「②」欄には、令和３年改正前の租税特別措置法施行令第５条の６の２又は令和３年改正前の租税特別措置法施

行規則第５条の 10 に規定する事業名を記載します。 

⑵ 「③」欄及び「④」欄には、経営改善設備の耐用年数省令別表第一に定める種類、構造の名称を記載します。 

⑶  「⑦」欄には、所得税法（以下「所法」といいます。）第 42 条又は第 43 条の規定の適用を受けた資産について

は、実際の取得（製作）価額から国庫補助金等の金額を控除した金額を記載します。 

⑷ 「⑩」欄には、次の算式により計算した額を記載します。 

     総所得金額に係る所得税額（※１） × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（※２）
  

ⅰ…事業所得、不動産所得、給与所得（所得金額調整控除の適用がある場合には、その控除後の残額）、総合課税

の利子所得・配当所得、総合課税の譲渡所得のうちの所得税法第 33 条第３項第１号に掲げる所得に係る部分、

雑所得の合計額（これらの金額は、損益通算前の金額になります。） 
ⅱ…総合課税の譲渡所得のうちの所得税法第 33 条第３項第２号に掲げる所得に係る部分の２分の１の金額と一時

所得の２分の１の金額の合計額（これらの金額は、損益通算前の金額になります。） 

※１ 上記の算式中の「総所得金額に係る所得税額」は、配当控除後の額をいい、措法第 10 条から第 10 条の６ま

での所得税額の特別控除、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除（措法 41、41 の３の２）、政党等寄附金特

別控除（措法 41の 18）、認定ＮＰＯ法人等寄附金特別控除（措法 41 の 18 の２）、公益社団法人等寄附金特別

控除（措法 41 の 18 の３）、住宅耐震改修特別控除（措法 41 の 19 の２）、住宅特定改修特別税額控除（措法

41の 19 の３）、認定住宅等新築等特別税額控除（措法 41の 19 の４）、分配時調整外国税相当額控除（所法 93）、

外国税額控除（所法 95）及び東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（以下「震

災特例法」といいます。）第 10 条の２から第 10 条の４までの所得税額の特別控除などの規定を適用しないで

計算した額です。 

※２ 上記の算式中の分母の「ⅰ＋ⅱ」は、純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額となります。 

⑸ 「⑪」欄は、「⑩」欄の金額に 
ଶ・
ଵ・・ を乗じた額を記載します。 

  ただし、措法第 10 条の３第３項の規定の適用を受ける場合は、当該額から『中小事業者が機械等を取得した場

合の所得税額の特別控除に関する明細書』の「⑫」欄の金額及び「⑰」欄の金額を控除した後の金額を記載します。 

⑹ 「⑬」欄には、『所得税の額から控除される特別控除額に関する明細書』の「⑱」欄のＢの金額を記載します。 

⑺ 「⑮」欄は、「⑪」欄の金額から「⑫」欄の金額を控除した金額を控除した額を記載します。 

  ただし、措法第 10 条の３第３項及び第４項の規定の適用を受ける場合は、『中小事業者が機械等を取得した場

合の所得税額の特別控除に関する明細書』の「⑫」欄の金額及び「⑰」欄の金額を、措法第 10 条の５の３第３項

の適用を受ける場合は、『特定中小事業者が特定経営力向上設備等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する

明細書』の「⑫」欄の金額を、当該額から控除した後の額を記載します。 

⑻ 「⑱」欄には、『所得税の額から控除される特別控除額に関する明細書』の「⑰」欄のＢの金額を記載します。 

⑼ 「㉓」欄の外書には、措法第 10 条の６の所得税の額から控除される特別控除額の特例の規定の適用を受ける場

合（震災特例法第 10 条の４などの規定により読み替えて適用する場合を含みます。）に、『所得税の額から控除さ

れる特別控除額に関する明細書』の「調整前事業所得税額超過構成額Ｂ」の各欄の金額を記載します。 

  この場合において、「合計」欄の記載に当たっては、この金額を含めて書きます。 

⑽ 「設備の概要」欄には、その設備が経営改善設備に該当することの詳細を記載します。 
 

２ 提出先 

  納税地の所轄税務署長 
 

３ 根拠条文 

 旧措法第 10 条の５の２、令和３年改正法附則第 28 条 

 

 

94



 

（    年分）          氏 名 
国内新規雇用者に対する給与等支給額 

（ ㉔ の Ａ ）－（ ㉔ の Ｂ ） ① 
（マイナスのときは０） 円 雇用者給与等支給増加重複控除額 

（付表⑫） ⑬ 円 

調 整雇用者給 与等支 給額 

（ ㉓ の Ａ ）－（ ㉓ の Ｂ ） 
② 

（マイナスのときは０） 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額 
（①と④のうち少ない金額）－⑬ ⑭ 

（マイナスのときは０） 

調整比較雇用者給与等支給額 
（ ㉛ ） ③ 

 
 

 

税

額

控

除

限

度

額

の

計

算 

⑫≧0.2 又は⑨＝⑪＞０の場合 

（⑭×
ଶ・
ଵ・・

） 
⑮ 

 

調整雇用者給与等支給増加額 
（ ② － ③ ） ④ 

（マイナスのときは０） 

増

加

割

合

の

計

算 

新

規

雇
用

者

給
与

等
支

給 

新規雇用者給与等支給額 
（㉕のＡ）－（㉕のＢ）＋（㉕のＣ）  ⑤ 

 
同 上 以 外 の 場 合 

（⑭×
ଵହଵ・・

） 
⑯ 

 

新規雇用者比較給与等支給額 

（ ㉜ ） ⑥ 
 

新規雇用者給与等支給増加額 
（ ⑤ － ⑥ ）  ⑦ 

（マイナスのときは０） 
税 額 控 除 限 度 額 

（⑮又は⑯） 
（⑧＜0.02 の場合は０） 

⑰ 

 

新規雇用者給与等支給増加割合 
（ ⑦ ÷ ⑥ ） 

（⑥＝０の場合は０） 
⑧  

の

計

算 

教

育

訓

練

費

増

加

割

合 

教 育 訓 練 費 の 額 ⑨ 
円 

調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑱  

比較教育訓練費の額 
（ ㊱ ） ⑩ 

 本 年 税 額 基 準 額 
（⑱×

ଶ・
ଵ・・

） ⑲  

教育訓練費増加額 
（ ⑨ － ⑩ ） ⑪ 

（マイナスのときは０） 
本 年 税 額 控 除 可 能 額 

（⑰と⑲のうち少ない金額） ⑳  

教育訓練費増加割合 
（ ⑪ ÷ ⑩ ） 

（⑩＝０の場合は０） 
⑫ 

 
調整前事業所得税額超過構成額 ㉑  
所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 

（⑳－㉑） 
㉒  

国 内 新 規 雇 用 者 に 対 す る 給 与 等 の 支 給 額 、 調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 明 細 
 

給 与 等 の 支 給 額 
Ａの給与等に充てるため他の者

から支払を受ける金額 
Ｂのうち雇用安定助成金額 

Ａ Ｂ Ｃ 

国内雇用者に対する給与等の支給額 ㉓    

同上のうち国内新規雇用者に係る金額 ㉔    

同上のうち一般被保険者に係る金額 ㉕    

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算 

適用年の前年分 ㉖ 年 分 
12 

㉖の月数 
㉗ 

12 

 
給 与 等 の 支 給 額 

Ａの給与等に充てるため他の者

から支払を受ける金額 
Ｂのうち雇用安定助成金額 

Ａ Ｂ Ｃ 

国内雇用者に対する給与等の支給額 ㉘    

同上のうち国内新規雇用者に係る金額 ㉙    

同上のうち一般被保険者に係る金額 ㉚    

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 
（（ ㉘ の Ａ ）－（ ㉘ の Ｂ ））× ㉗ 

㉛ 

（マイナスのときは０） 

新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 
（（ ㉚ の Ａ ）－（ ㉚ の Ｂ ）＋（ ㉚ の Ｃ ））× ㉗ 

㉜ 

（マイナスのときは０） 

比 較 教 育 訓 練 費 の 額 の 計 算 

適 用 年 の 前 年 分 教 育 訓 練 費 の 額 12 

㉝の月数 
比 較 教 育 訓 練 費 の 額 

（㉞×㉟） 

㉝ ㉞ ㉟ ㊱ 

年 分 

円 
12 
 

円 

 

  

国内新規雇用者に対する給与等の支給額が増加した場合の 

所得税額の特別控除に関する明細書 

（令和４年分以降用）  

所

得

税

額

の

特

別

控

除

額

の

計

算 
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国内新規雇用者に対する給与等の支給額が増加した場合の 

所得税額の特別控除に関する明細書 

（令和４年分以降用） 

 
 

この明細書は、青色申告者が令和４年改正前の租税特別措置法（以下「旧措法」といいます。）第10条の５の４第１項に規

定する給与等の支給額が増加した場合の所得税額の特別控除を受ける場合に使用します。 

この明細書は、この特別控除を受ける年分の確定申告書に添付してください。 

また、申告書第二表の「特例適用条文等」欄に、「措法10の５の４」と記載してください。 

 

１ 記載要領 

⑴ 「⑬」欄には、『雇用者給与等支給増加重複額の計算に関する明細書（付表）』の「⑫」欄の額を記載します。 

⑵ 「⑱」欄には、次の算式により計算した額を記載します。 

     総所得金額に係る所得税額（※１） × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（※２）
  

ⅰ…事業所得、不動産所得、給与所得（所得金額調整控除の適用がある場合には、その控除後の残額）、総合課

税の利子所得・配当所得、総合課税の譲渡所得のうちの所得税法第 33 条第３項第１号に掲げる所得に係る部

分、雑所得の合計額（これらの金額は、損益通算前の金額になります。） 
ⅱ…総合課税の譲渡所得のうちの所得税法第33条第３項第２号に掲げる所得に係る部分の２分の１の金額と一

時所得の２分の１の金額の合計額（これらの金額は、損益通算前の金額になります。） 

※１ 上記の算式中の「総所得金額に係る所得税額」は、配当控除後の額をいい、措法第10条から第10条の６

までの所得税額の特別控除、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除（措法41、41の３の２）、政党等寄附

金特別控除（措法41の18）、認定ＮＰＯ法人等寄附金特別控除（措法41の18の２）、公益社団法人等寄附金

特別控除（措法41の18の３）、住宅耐震改修特別控除（措法41の19の２）、住宅特定改修特別税額控除（措

法41の19の３）、認定住宅等新築等特別税額控除（措法41の19の４）、分配時調整外国税相当額控除（所得

税法93）、外国税額控除（所得税法95）及び東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律第10条から第10条の４までの所得税額の特別控除などの規定を適用しないで計算した額です。 

※２ 上記の算式中の分母の「ⅰ＋ⅱ」は、純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額となりま

す。 

⑶  「㉑」欄には、『所得税の額から控除される特別控除額の明細書』の「⑲」欄のＢの金額を記載します。 

⑷ 「㉟」欄は、各年のうちに事業を開始した日の属する年がある場合に記載します。その他の場合は、「㉞」欄の

金額を「㊱」欄に転記します。 

 

２ 提出先 

    納税地の所轄税務署長 

 

３ 根拠条文 

  旧措法第10条の５の４第１項 
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（     年分）           氏 名 

雇 用 者 給 与 等 支 給 額 

（  ㉕ ）  
① 

円 雇用者給与等支給増加重複控除額 

（ 付表㉕）  
⑫ 

円 

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 
（  ㉜ ）  

② 
 差引控除対象雇用者給与等支給増加額 

（ ③と ⑦のう ち 少ない金額） －⑫ 
⑬ 

（ マイナスのときは０ ）  

雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額 

（  ①－② ）  
③ 

（ マイナスのときは０）  

 

控

除

限

度

額

の

計

算

 

中

小

事

業

者

税

額

 

④≧0.025 の場合において、⑪

≧0.1 若し く は⑧＝⑩＞０ の

と き又は経営力向上要件を満

たすと き 

（ ⑬×
ଶହ

ଵ ・・
）  

⑭ 

  

雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合 

（  ③÷② ）  

（ ②＝０ の場合は０ ）  

④ 

 

同 上 以 外 の 場 合 

（ ⑬×
ଵହ

ଵ ・・
）  

（ ④＜0.015 の場合は０ ）  

⑮ 
 

支
給
増
加
額
の
計
算 

調
整
雇
用
者
給
与
等 

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 

（  ㉖ ）  
⑤ 

 

調整比較雇用者給与等支給額 

（  ㉝ ）   
⑥ 

 
中小事業者税額控除限度額  

（ ⑭又は⑮）  
⑯   

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額 

（  ⑤－⑥ ）  

（ ⑤＝０ の場合は０ ）  

⑦ 

（ マイナスのときは０）  
調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑰ 

 

の

計

算 

教

育

訓

練

費

増

加

割

合 

教 育 訓 練 費 の 額 ⑧ 
円 本 年 税 額 基 準 額 

（ ⑰×
ଶ ・

ଵ ・・
）  ⑱  

比 較 教 育 訓 練 費 の 額 

（  ㊲ ）  
⑨ 

 
本 年 税 額 控 除 可 能 額 

（ ⑯と ⑱のう ち少ない金額）  
⑲  

教 育 訓 練 費 増 加 額 

（ ⑧－⑨）  
⑩ 

（ マイナスのときは０）  
調 整 前 事 業 所 得 税 額 

超 過 構 成 額 
⑳ 

 

教 育 訓練 費増 加 割合 
（ ⑩÷⑨）  

（ ⑨＝０ の場合は０ ）  

⑪ 

 
所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 

（ ⑲－⑳）  
㉑ 

 

雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算 

国内雇用者に対する 給

与 等 の 支 給 額 

㉒の給与等に 充て る た め
他の者から 支払を 受け る
金 額 

㉓のう ち 雇用安定助成

金 額 

雇 用 者 給 与 等 支 給 額 

（  ㉒－㉓＋㉔ ）  

調整雇用者給与等支給額 

（ ㉒－㉓ ） 

㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ 

     円 円 円 （ マイ ナスのと きは０ ）   円 （ マイ ナスのと き は０ ）   円 

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算 

適 用 年 の 前 年 分 
国内雇用者に対する 給

与 等 の 支 給 額 

㉘の給与等に 充て る た め
他の者から 支払を 受け る
金 額 

㉙のう ち 雇用安定助成

金 額 

12 

㉗の月数 

㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ㉛ 

年 分 
     円 円 円 12 

 

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 
（（  ㉘－㉙＋㉚ ） × ㉛ ）  

㉜ 
（ マイ ナスのと き は０ ）         円 

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 

（（  ㉘－㉙ ） × ㉛ ）  
㉝ 

（ マイ ナスのと きは０ ）  

比 較 教 育 訓 練 費 の 額 の 計 算 

適 用 年 の 前 年 分  教  育  訓  練  費  の  額 
12 

㉞の月数 

比 較 教 育 訓 練 費 の 額 
（  ㉟×㊱ ）  

㉞ ㉟ ㊱ ㊲ 

年 分 
円 12 

        

円 

 

  

中小事業者の給与等の支給額が増加し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書 

（ 令和４ 年分以降用）  

 

 

所

得

税

額
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特
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控
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額

の

計

算 
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中小事業者の給与等の支給額が増加し た場合の所得税額の特別控除に関する 明細書 

（ 令和４ 年分以降用）  

 
 

こ の明細書は、 青色申告者が令和４ 年改正前の租税特別措置法（ 以下「 旧措法」 と いいます。） 第10条の５ の４ 第２

項に規定する中小事業者の給与等の支給額が増加し た場合の所得税額の特別控除を受ける場合に使用し ます。  

※ 中小事業者と は、 常時使用する従業員の数が千人以下の個人をいいます。  

こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、「 措法10の５ の４ 」 と 記載し てく ださ い。  

 

１  記載要領 

⑴ 「 ⑫」 欄には、『 雇用者給与等支給増加重複額の計算に関する 明細書（ 付表）』 の「 ㉕」 欄の額を 記載し ま

す。  

⑵ 「 ⑰」 欄には、 次の算式によ り 計算し た額を 記載し ます。  

     総所得金額に係る 所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある 場合には、 その控除後の残額）、

総合課税の利子所得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ち の所得税法第 33 条第３ 項第１ 号に掲げる

所得に係る 部分、 雑所得の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）  

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ち の所得税法第33条第３ 項第２ 号に掲げる所得に係る 部分の２ 分の１ の金

額と 一時所得の２ 分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）  

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る 所得税額」 は、 配当控除後の額を いい、 措法第10条から 第10

条の６ までの所得税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、 41の３ の２ ）、

政党等寄附金特別控除（ 措法41の18）、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の２ ）、 公益社

団法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の３ ）、 住宅耐震改修特別控除（ 措法41の19の２ ）、 住宅特定改

修特別税額控除（ 措法41の19の３ ）、 認定住宅等新築等特別税額控除（ 措法41の19の４ ）、 分配時調整

外国税相当額控除（ 所得税法93）、 外国税額控除（ 所得税法95） 及び東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する 法律第10条から 第10条の４ までの所得税額の特別控除など の規定

を 適用し ないで計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額と な

り ます。  

⑶  「 ⑳」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる 特別控除額に関する 明細書』 の「 ⑳」 欄のＢ の金額を 記載し ます。  

⑷ 「 ㊱」 欄は、 事業を開始し た日の属する 年がある 場合に記載し ます。 その他の場合は、「 ㉟」 欄の金額を

「 ㊲」 欄に転記し ます。  

 

２  提出先 

    納税地の所轄税務署長 

 

３  根拠条文 

  旧措法第10条の５ の４ 第２ 項 
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（    年分）                         氏 名           

旧措法第 10 条の５の４第１項の規定の適用を受ける場合 

調整雇用者給与等支給額 ① 

円 

 

対象移転型特定新規雇用者総数  ⑥ 

人 

適用年の 12 月 31 日における雇用者の数 ② 

人 

対象移転型非特定新規雇用者数 ⑦  

対象移転型非新規基準雇用者数 ⑧  

調整地方事業所基準雇用者数 ③ 

 

控 除 対 象 調 整 数 

（ ⑥ － ⑦ － ⑧ ） 
⑨ 

（マイナスのときは０） 

特 定 新 規 雇 用 者 基 礎 数 ④  

控 除 対 象 者 数 

（③と（④＋⑤＋⑨）のうち少ない数） 
⑩  

雇用者給与等支給増加重複基準額 

（（①÷②）× ⑩） 
⑪ 

円 

対 象 非特 定新 規 雇用 者 数 ⑤ 

 

雇用者給与等支給増加重複控除額

（ ⑪ × 
ଶ・
ଵ・・ ） 

⑫  

旧措法第 10 条の５の４第２項の規定の適用を受ける場合 

調整雇用者給与等支給額 ⑬ 

円 

 

移転型地方事業所基準雇用者数  ⑱ 
人 

対象移転型特定新規雇用者数 ⑲  

適用年の 12月 31日における雇用者の数  ⑭ 

人 

対象移転型非特定新規雇用者数 ⑳  

対象移転型非新規基準雇用者数 ㉑  

調整地方事業所基準雇用者数 ⑮ 

 

控 除 対 象 調 整 数 

（⑱－⑲－⑳－㉑） 
㉒ 

（マイナスのときは０） 

特 定 新 規 雇 用 者 基 礎 数 ⑯  
控 除 対 象 者 数 

（⑮と（⑯＋⑰＋㉒）のうち少ない数）  
㉓  

雇用者給与等支給増加重複基準額 

（（⑬÷⑭）× ㉓） 
㉔ 

円 

対象非特定新規雇用者数及び

非新規基準雇用者数の合計 
⑰ 

 

雇用者給与等支給増加重複控除額

（ ㉔ × 
ଶ・
ଵ・・ ） 

㉕  

 

雇用者給与等支給増加重複控除額の計算に関する明細書（付表） 

（令和４年分以降用） 

控

除

対

象

調

整

数

の

計

算

控

除

対

象

調

整

数

の

計

算
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雇用者給与等支給増加重複控除額の計算に関する 明細書（ 付表）  

 

こ の明細書（ 付表） は、 青色申告者が令和４ 年改正前の租税特別措置法（ 以下「 旧措法」 と いいます。） 第10条の５ の

４ 第１ 項《 給与等の支給額が増加し た場合の所得税額の特別控除》 又は同条第２ 項《 中小事業者の給与等の支給額が増

加し た場合の所得税額の特別控除》 の規定の適用を受ける場合に使用し ます。  

こ の明細書（ 付表） は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

 

１  記載要領 

 ⑴ 「 ①」 欄に、 旧措法第10条の５ の４ 第１ 項の適用を受ける場合には『 国内新規雇用者に対する 給与等の支給額

が増加し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ②」 欄の金額を記載し ます。  

 ⑵ 「 ②」 欄、 「 ⑤」 欄、「 ⑥」 欄、「 ⑦」 欄、「 ⑧」 欄、「 ⑭」 欄、「 ⑰」 欄、「 ⑱」 欄、「 ⑳」 欄及び「 ㉑」 欄に

はそれぞれ『 基準雇用者数等、 給与等支給額及び比較給与等支給額の計算に関する明細書（ 付表） 』 の「 ①の

１ 」 欄、 「 ⑩」 欄、 「 ②の３ 」 欄と 「 ⑤の３ 」 欄のう ち少ない数、 「 ⑪」 欄、 「 ⑬」 欄、 「 ①の１ 」 欄、 「 ⑩

」 欄と 「 ⑫」 欄の合計、 「 ⑤の３ 」 欄、 「 ⑪」 欄及び「 ⑬」 欄の数を記載し ます。  

 ⑶ 「 ③」 欄、「 ④」 欄、「 ⑮」 欄、「 ⑯」 欄及び「 ⑲」 欄にはそれぞれ『 地方活力向上地域等において雇用者の

数が増加し た場合の所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ③」 欄、「 ⑨」 欄又は「 ⑲」 欄、「 ③」 欄、「 ⑨」

欄又は「 ⑲」 欄及び「 ⑩」 欄又は「 ⑳」 欄の数を記載し ます。  

 ⑷ 「 ⑬」 欄に、 旧措法第10条の５ の４ 第２ 項の適用を受ける場合には『 中小事業者の給与等の支給額が増加し

た場合の所得税額の特別控除に関する明細書』 の「 ⑤」 欄の金額を記載し ます。  

 ⑸ 「 控除対象調整数の計算」 の各欄は、 旧措法第10条の５ 第２ 項の規定の適用を受ける場合に記載し ます。 こ

の場合において、 「 ⑦」 欄、 「 ⑧」 欄及び「 ⑲」 欄から「 ㉑」 欄までの各欄は、 旧措法第10条の５ 第１ 項の規

定の適用を受ける場合にのみ記載し ます。  

 

２  提出先 

納税地の所轄税務署長 

 

３  根拠条文 

旧措法第10条の５ の４  
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所得税の額から控除される特別控除額に関する明細書 

 
                                                    

調 整 前 事 業 所 得 税 額 超 過 額 の 計 算  

本 年 税 額 控 除 可 能 額 ① 
(㉝のＡ)           円 所 得 税 の 額 か ら 控 除 

さ れ る 特 別 控 除 額 
(①と③のうち少ない金額) 

④ 
円 

本 年 分 の 調 整 前 
事 業 所 得 税 額 

② 

 

 

調整前事業所得税額超過額 
(①－④) 

⑤ 

 

本 年 税 額 基 準 額 

②×
100
90

 ③  

調 整 前 事 業 所 得 税 額 超 過 構 成 額 の 明 細 

措法第 1 0 条の 6 

第１項各号の該当号 
年    分 

本年税額控除可能額 調整前事業所得税額超過構成額 

Ａ Ｂ 

第１号又は第２号 本 年 分  ⑥ 円 円 

第３号 本 年 分  ⑦   

令３旧第４号 本 年 分  ⑧   

第４号 
前年繰越分      年分 ⑨   

本 年 分  ⑩   

第５号 本 年 分  ⑪   

第６号 本 年 分  ⑫   

第７号 本 年 分  
⑬   

⑭   

第８号 
前年繰越分      年分 ⑮   

本 年 分  ⑯   

令３旧第９号 
前年繰越分      年分 ⑰   

本 年 分  ⑱   

第９号 本 年 分  ⑲   

第10号 本 年 分  ⑳   

第11号 本 年 分  ㉑   

第12号 本 年 分  

㉒   

㉓   

㉔   

令２旧第13号 本 年 分  ㉕   

第13号      

震災特例法第10条

第３項若しくは第

４項、第10条の２

第３項若しくは第

４項又は第10条の

２の２第３項若し

くは第４項 

前年繰越分 

     年分 ㉖   

     年分 ㉗   

     年分 ㉘   

     年分 ㉙   

計 ㉚   

本 年 分  ㉛   

震災特例法第10条

の３第１項、第10

条の３の２第１項

又は第10条の３の

３第１項 

本 年 分  ㉜   

合計   ㉝ 
 （⑤の金額） 

 
  

（    年分） 氏  名                    
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所得税の額から控除される特別控除額に関する明細書 

 
この明細書は、個人が租税特別措置法（以下「措法」といいます。）第10条の６の規定の適用を受ける場合（震災特例法第10

条の４などの規定により読み替えて適用する場合を含みます。）に使用します。 

この明細書は、この規定の適用を受ける年分の確定申告書に添付してください。 

 

１ 記載要領 

⑴ 「調整前事業所得税額超過構成額Ｂ」欄の各欄には、「調整前事業所得税額超過額⑤」の金額が控除可能期間（措法第10

条の６第１項に規定する控除可能期間をいいます。）の最も長いものから順次成るものとした場合に同項に規定する調整前

事業所得税額超過額を構成する部分の金額を記載します。 

⑵ 「本年税額控除可能額Ａ」の各欄は次の金額を記載します。 

⑥ 「一般試験研究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書」の⑳欄（試験研究費の総額に係る所得税額の特別控除

に関する明細書）の⑲欄）又は、「中小事業者の試験研究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書」の⑲欄（令和

３年分以前は⑱欄）の金額 

⑦ 「特別試験研究費に係る所得税額の特別控除に関する明細書」の⑨欄の金額 

⑧ 「高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑫欄の金額 

⑨ 「中小事業者が機械等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑰欄の金額 

⑩ 「中小事業者が機械等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑫欄の金額 

⑪ 「地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」

の⑮欄の金額 

⑫ 「地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑭欄の金額 

⑬ 「地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の㉖欄の金額 

⑭ 「地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の㉟欄の金額 

⑮ 「特定中小事業者が特定経営力向上設備等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑰欄の金額 

⑯ 「特定中小事業者が特定経営力向上設備等を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑫欄の金額 

⑰ 「特定中小事業者が経営改善設備を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑰欄の金額 

⑱ 「特定中小事業者が経営改善設備を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑫欄の金額 

⑲ 「国内新規雇用者に対する給与等の支給額が増加した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑳欄（「給与等

の引上げ及び設備投資を行った場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の㉒欄）の金額 

⑳ 「中小事業者の給与等の支給額が増加した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑲欄（「中小事業者が給与

等の引上げを行った場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑲欄）の金額 

㉑ 「認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑰欄の金額 

㉒ 「事業適応設備を取得した場合等の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑯欄の金額 

㉓ 「事業適応設備を取得した場合等の所得税額の特別控除に関する明細書」の㉓欄の金額 

㉔ 「事業適応設備を取得した場合等の所得税額の特別控除に関する明細書」の㉚欄の金額 

㉕ 「革新的情報産業活用設備を取得した場合の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑱欄の金額 

㉚ 「特定復興産業集積区域において機械等を取得した場合の所得税額の特別控除、企業立地促進区域等において機械等

を取得した場合の所得税額の特別控除又は避難解除区域等において機械等を取得した場合の所得税額の特別控除に関す

る明細書」の⑱欄の金額 

㉛ 「特定復興産業集積区域において機械等を取得した場合の所得税額の特別控除、企業立地促進区域等において機械等

を取得した場合の所得税額の特別控除又は避難解除区域等において機械等を取得した場合の所得税額の特別控除に関す

る明細書」の⑬欄の金額 

㉜ 「特定復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用した場合の所得税額の特別控除、企業立地促進区域等において

避難対象雇用者等を雇用した場合の所得税額の特別控除又は避難解除区域等において避難対象雇用者等を雇用した場合

の所得税額の特別控除に関する明細書」の⑩欄の金額 

 

２ 提出先 

  納税地の所轄税務署長 

 

３ 根拠条文 

  措法第10条の６、震災特例法第10条の４第１項 等  
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              氏 名 

事 業 種 目 ①      

 

 

種 類 ②      

構造、 用途、 設備の種類又は区分 ③      

細 目 ④      

取 得 年 月 日 ⑤  ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・  

事 業 の 用 に 供 し た 年 月 日 ⑥   ・  ・   ・  ・   ・  ・    ・  ・   ・  ・  

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額 ⑦ 
円 円 円 円 円 

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算  

⑦のう ち⑥が令和４ 年３ 月 31 日以前

で あ る も の に 係 る 額 の 

合 計 額 

⑧ 

円 
税 額 控 除 限 度 額 

((⑧＋(⑨－⑩))×15/100 

+ (⑩+ (⑪－⑫))×9/100 

+⑫×5/100+⑬×3/100) 

⑭ 

円 

⑦のう ち ⑥が令和４ 年４ 月１ 日から

令和５ 年３ 月 31 日までの間であるも

の に 係 る 額 の 合 計 額 

⑨  調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑮ 

 

同上のう ち 条件不利地域以外の地域

内において事業の用に供し た特定基

地局用認定設備に 係る 額の合計額 

⑩  
本 年 税 額 基 準 額 

（ ⑮×20/100）  
⑯ 

 

⑦のう ち ⑥が令和５ 年４ 月１ 日から

令和６ 年３ 月 31 日までの間であるも

の に 係 る 額 の 合 計 額 

⑪  
本 年 税 額 控 除 可 能 額 

（ ⑭と ⑯のう ち 少な い 金額）  
⑰ 

 

同上のう ち 条件不利地域以外の地域

内において事業の用に供し た特定基

地局用認定設備に 係る 額の合計額 

⑫  調整前事業所得税額超過構成額  ⑱ 

 

⑦のう ち ⑥が令和６ 年４ 月１ 日から

令和７ 年３ 月 31 日までの間であるも

の に 係 る 額 の 合 計 額 

⑬  

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 

（ ⑰ － ⑱ ）  

 

⑲ 

 

機 械 設 備 等 の 概 要  

 

認定特定高度情報通信技術活用設備を 取得し た 場合の所得税額の特別控除に 関す る 明細書

資

産

区

分

（      ）  年分 
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認定特定高度情報通信技術活用設備を 取得し た場合の所得税額の特別控除に関する 明細書 

 

 

 こ の明細書は、 青色申告者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第10条の５ の５ 第３ 項及び

令和４ 年改正前の租税特別措置法（ 以下「 旧措法」 と いいます。 ） 第10条の５ の５ 第３ 項に規定する 認定

特定高度情報通信技術活用設備を取得し た場合の所得税額の特別控除の適用を受ける場合に使用し ます。  

 こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。  

 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、 「 措法10の５ の５ 」 と 記載し てく ださ い。  

１  記載要領 

⑴ 「 ②」 欄から 「 ④」 欄には、 生産性向上設備等の耐用年数省令別表第一、 別表第二又は別表第三に

定める種類、 構造、 設備の種類、 細目等を記載し ます。  

⑵ 「 ⑦」 欄には、 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。 ） 第42条又は第43条の規定の適用を受けた資

産については、 実際の取得（ 製作） 価額から 国庫補助金等の金額を控除し た金額を記載し ます。  

⑶  「 ⑮」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

   総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）
  

ⅰ…事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある場合には、 その控除後の残

額）、 総合課税の利子所得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第３ 項第１

号に掲げる所得に係る部分、 雑所得の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。） 

ⅱ…総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第33条第３ 項第２ 号に掲げる 所得に係る部分の２ 分の１

の金額と 一時所得の２ 分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。） 

※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る所得税額」 は、 配当控除後の額をいい、 措法第10条から

第10条の６ までの所得税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法41、 41の

３ の２ ）、 政党等寄附金特別控除（ 措法41の18）、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法41の

18の２ ）、 公益社団法人等寄附金特別控除（ 措法41の18の３ ）、 住宅耐震改修特別控除（ 措法41

の19の２ ）、 住宅特定改修特別税額控除（ 措法41の19の３ ）、 認定住宅等新築等特別税額控除（ 措

法41の19の４ ）、 分配時調整外国税相当額控除（ 所法93）、 外国税額控除（ 所法95）、 非居住者に

係る分配時調整外国税相当額控除（ 所法165の５ の３ ）、 非居住者に係る外国税額控除（ 所法165

の６ ） 及び東日本大震災の被災者等に係る 国税関係法律の臨時特例に関する法律第10条から 第

10条の４ までの所得税額の特別控除などの規定を適用し ないで計算し た額です。  

※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計

額です。  

⑷ 「 ⑱」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ㉑」 欄のＢ の金額を記

載し ます。  

⑸ 「 機械設備等の概要」 欄には、 減価償却資産に該当するこ と の詳細を記載し ます。  

 

２  提出先 

 納税地の所轄税務署長 

 

３  根拠条文 

措法第10条の５ の５ 、 旧措法第10条の５ の５  
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  事業適応設備を 取得し た場合等の所得税額の特別控除に関する 明細書 

 

 

租税特別措置法第１ ０ 条の５ の６  

第 ７ 項 か ら 第９ 項 ま で の 該 当項 
① 第   項 第   項 第   項 第   項 第   項 

事 業 種 目 ②      

工
程
効
率
化
等
設
備
等
の
明
細 

 

情
報
技
術
事
業
適
応
設
備
及
び
生
産 

資 
 

産 
 

区 
 

分 

種 類 ③      

構造、 用途、 設備

の 種 類 又 は 区 分 
④      

細 目 ⑤      

取 得 年 月 日 ⑥ ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  

事業の用に供し た

年 月 日 
⑦ ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  

取 得価額又 は製作価額 ⑧ 
円 円 円 円 円 

資
産
の
明
細  

 

事
業
適
応
繰
延 

支 出 年 月 日 ⑨ ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  ・   ・  

支 出 し た 金 額 ⑩ 

円 円 円 円 円 

所  得  税  額  の  特  別  控  除  額  の  計  算 

調 整 前 事 業 所 得 税 額 ⑪ 

円 
事
業
適
応
繰
延
資
産 

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

( ㉑と ㉒のう ち少ない金額)  
㉓ 

円 

情

報

技

術

事

業

適

応

設

備 

取 得 価 額 の 合 計 額 

（ ⑧のう ち情報技術事業適応設備に係る額
の合計額)  

⑫  調整前事業所得税額超過構成額 ㉔  

⑫のう ち 産業競争力の強化に著し く 資する  

情報技術事業適応の用に供するも のに係る額 
⑬  

本 年 税 額 控 除 額 

（  ㉓ － ㉔ ）  
㉕  

税 額 控 除 限 度 額 

( ⑫－⑬) ×  ＋⑬×  
⑭  生

産

工

程

効

率

化

等

設

備

等 

取 得 価 額 の 合 計 額 

( ⑧のう ち 生産工程効率化等設備等に係る 額の合計額)  
㉖  

本 年 税 額 基 準 額 

⑪ × 
⑮  

㉖ の う ち エ ネ ル ギ ー の 利 用 に よ る 環 境 へ の 負 荷 の 

低 減 に 著 し く 資 す る も の に 係 る 額 
㉗  

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

( ⑭と ⑮のう ち少ない金額)  
⑯  

生産工程効率化等設備等税額控除限度額 

（ ㉖－㉗） ×  ＋㉗×   
㉘  

調整前事業所得税額超過構成額 ⑰  
本 年 税 額 基 準 額 残 額 

⑪×  －⑯－㉓ 
㉙  

本 年 税 額 控 除 額 

（  ⑯ － ⑰ ）  
⑱  

本 年 税 額 控 除 可 能 額 

( ㉘と ㉙のう ち少ない金額)  
㉚  

事

業

適

応

繰

延

資

産 

支 出 し た 金 額 の 合 計 額 

( ⑩の合計)  
⑲  調整前事業所得税額超過構成額 ㉛  

⑲のう ち 産業競争力の強化に 著し く 資する 

情報技術事業適応を 実施する ために利用する 
ソ フ ト ウ エ ア の そ の 利用 に 係 る 費 用 の 額 

⑳  
本 年 税 額 控 除 額 

(  ㉚ － ㉛ )  
㉜  

繰 延 資 産 税 額 控 除 限 度 額 

（ ⑲－⑳） ×  ＋⑳× 
㉑  

所 得 税 額 の 特 別 控 除 額 

（  ⑱ ＋ ㉕ ＋ ㉜ )   ㉝  
本 年 税 額 基 準 額 残 額 

⑪×  －⑯ 
㉒  

機  械  設  備  等  の  概  要 

 

 

 

氏 名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  年分 （    ）  

20 
100 

3 
100 

5 
100 

20 
100 

3 
100 

5 
100 

20 
100 

5 
100 

10 
100 
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事業適応設備を 取得し た場合等の所得税額の特別控除に関する明細書 

 

 

 こ の明細書は、 青色申告者である中小事業者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。） 第 10 条の５ の６ 第７ 項～

第９ 項に規定する事業適応設備を取得し た場合等の所得税額の特別控除の適用を受ける場合に使用し ます。   

 こ の明細書は、 こ の特別控除を受ける年分の確定申告書に添付し てく ださ い。   
 また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に、「 措法 10 の５ の６ 」 と 記載し てく ださ い。   

  
１  記載要領  

⑴ 「 ①」 欄の空欄には、 こ の規定の適用を受ける該当項を記載し ます。   
⑵ 「 ③」 欄、「 ④」 欄及び「 ⑤」 欄には、 事業適応設備等の耐用年数省令別表第一又は別表第二に定める 種類、 構造

等の種類、 細目等を記載し ます。   
⑶ 「 ⑧」 欄には、 所得税法（ 以下「 所法」 と いいます。） 第 42 条又は第 43 条の規定の適用を受けた資産については、

実際の取得（ 製作） 価額から 国庫補助金等の金額を控除し た金額を記載し ます。  

⑷ 「 ⑪」 欄には、 次の算式により 計算し た額を記載し ます。  

  

 

ⅰ… 事業所得、 不動産所得、 給与所得（ 所得金額調整控除の適用がある 場合には、 その控除後の残額）、 総合課税の利子

所得・ 配当所得、 総合課税の譲渡所得のう ち の所得税法第 33 条第３ 項第１ 号に掲げる 所得に係る 部分、 雑所得の合計

額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）   
ⅱ… 総合課税の譲渡所得のう ちの所得税法第 33 条第３ 項第２ 号に掲げる所得に係る 部分の２ 分の１ の金額と 一時所得の

２ 分の１ の金額の合計額（ こ れら の金額は、 損益通算前の金額になり ます。）   
※１  上記の算式中の「 総所得金額に係る 所得税額」 は、 配当控除後の額を いい、 措法第 10 条から 第 10 条の６ までの所得

税額の特別控除、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除（ 措法 41、 41 の３ の２ ）、 政党等寄附金特別控除（ 措法 41 の

18）、 認定Ｎ Ｐ Ｏ 法人等寄附金特別控除（ 措法 41 の 18 の２ ）、 公益社団法人等寄附金特別控除（ 措法 41 の 18 の３ ）、 住

宅耐震改修特別控除（ 措法 41 の 19 の２ ）、 住宅特定改修特別税額控除（ 措法 41 の 19 の３ ）、 認定住宅等新築等特別税

額控除（ 措法 41 の 19 の４ ）、 分配時調整外国税相当額控除（ 所法 93）、 外国税額控除（ 所法 95）、 非居住者に係る 分配

時調整外国税相当額控除（ 所法 165 の５ の３ ）、 非居住者に係る外国税額控除（ 所法 165 の６ ） 及び東日本大震災の被災

者等に係る 国税関係法律の臨時特例に関する 法律（ 以下「 震災特例法」 と いいます。） 第 10 条から 第 10 条の４ までの所

得税額の特別控除などの規定を適用し ないで計算し た額です。   
※２  上記の算式中の分母の「 ⅰ＋ⅱ」 は、 純損失や雑損失の繰越控除前の黒字の所得金額の合計額と なり ます。   

⑸  「 ⑰」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ㉒」 欄のＢ の金額を記載し ます。   

⑹ 「 ㉔」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ㉓」 欄のＢ の金額を記載し ます。   

⑺ 「 ㉛」 欄には、『 所得税の額から 控除さ れる特別控除額に関する明細書』 の「 ㉔」 欄のＢ の金額を記載し ます。     

⑻  「 機械装置等の概要」 欄には、 減価償却資産が事業適応設備等に該当するこ と の詳細を記載し ます。   

  
２  提出先  

納税地の所轄税務署長  

  
３  根拠条文  

措法第 10 条の５ の６   

総所得金額に係る所得税額（ ※１ ）  × 
事業所得の金額 

ⅰ＋ⅱ（ ※２ ）  
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受
付
印

（

令
和
四
年
分
以
降
用）

納 管

事 業

住 民

資 産

総 合

分 離

検 算

通 信
日付印

年月日

・ ・

一 連
番 号

○･

○･

○･

○
又
は
○
の
記
入
を
お
忘
れ
な
く
。

44

45

49

51

52

Ｌ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

年 月 日

整

理

欄

区
分

異
動

補
完

確
認

名
簿

管
理整理欄

●

●

●

税

金

の

計

算

届

出

延

納

の

○

○

○

○

○

30

31

32

33

34

配 当 控 除

課税さ れる 所得金額
（ ○－○）12 29

又 は 第 三 表 の ○93

災 害 減 免 額

区

分

区

分

又は第三表
上の○に対する 税額30

本年分で差し 引く 繰越損失額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

申告期限までに納付する金額

変動･臨時所得金額

還付さ れる税金（ ○ － ○）49 50

差 引 所 得 税 額

（ 特定増改築等）
住宅借入金
等特別控除

政党等寄附金等特別控除

復 興 特 別 所 得 税 額
（ ○－○）41 42

再差引所得税額（ 基準所得税額）

所得税及び復興特別所得税の額

外国税額控除等

源 泉 徴 収 税 額

予 定 納 税 額
（ 第１ 期分・ 第２ 期分）

申 告 納 税 額

収

入

金

額

等

所

得

金

額

等

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額

事

業

雑

総
合
譲
渡

短 期

長 期

配 当

一 時

事

業

営 業 等

農 業

給 与

勤労学生、 障害者控除

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

23

24

25

26

27

28

29

小規模企業共済等掛金控除

青 色 分 離 損 失 修 正 特 農

令 和 年
１ 月 １ 日
の 住 所

フ リ ガナ

氏 名

種類
特農の
表 示

電話
番号 － －

職業 屋号・ 雅号 世帯主の氏名 世帯主と の続柄

〒 －

（

単
位
は
円）

総 合 譲 渡 ・ 一 時
○＋｛（ ○＋○）×／ ｝ケ コ サ 1

2

区

分

不 動 産

利 子

配 当

雑

区

分

未納付の源泉徴収税額

雑所得・ 一時所得等の
源泉徴収税額の合計額

○ － ○ － ○ － ○ － ○31 32 33 34 35

－ ○ － ○ － ○ － ○ － ○36 37 38 39 40（ ）

（ ○－○－○－○）45 46 47 48

●

●（ ○＋○）43 44

（ ○×2. 1％）43

国 出

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

○35

○～ 37

○38

○～ 40

○21

○～ 22

○19

○～ 20

社 会 保 険 料 控 除

生 命 保 険 料 控 除

地 震 保 険 料 控 除

基 礎 控 除

○から ○ま で の計13 24

雑 損 控 除

寄 附 金 控 除

合 計
（ ○ ＋ ○ ＋ ○ ＋ ○）25 26 27 28

配 偶 者
（ 特別）控除

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

41

42

43

44

45

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

そ

の

他

配偶者の合計所得金額

専従者給与（ 控除）額の合計額

区

分医療費控除

公 的 年 金 等

業 務

そ の 他

⑦から ⑨までの計

青色申告特別控除額

受

取

場

所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

郵便局

名 等

預 金

種 類

普 通 当 座 貯 蓄

口座番号
記号番号

納税準備

個人番号

納める 税金

第
一
表

公的 年 金等 以外 の
合 計 所 得 金 額

区

分給 与

区

分

○46

○～ 47

扶 養 控 除

区

分

○17

○～ 18

区

分

区
分
２

区
分
１

区
分
２

区
分
１

第 ３ 期 分
の 税 額

業 務

その他

区

分

自宅･勤務先･携帯

住宅耐震改修
特 別 控 除 等

生年
月日 ・ ・

整理
番号

合 計
（ ①から ⑥までの計＋○＋○）10 11

令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税 申告書

税務署長

令和 年 月 日

区

分

区

分営業等

農 業

不動産

区

分

公 的 年 金 等

銀行
金庫 組合
農協 漁協

本店 支店
出張所
本所 支所

・
・

・

・

区
分
２

区
分
１

寡婦､ ひと り 親控除

納税地
（ マイナンバー）

現在の
住 所

又は

居 所

事業所等

振替継続希望

修
正
申
告

修正前の第３ 期分の税額
（ 還付の場合は頭に△を 記載）

第３ 期分の税額の増加額

公金受取口座登録の同意 公金受取口座の利用
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○

こ
の
用
紙
は
控
用
で
す
。

○ 収受事実を 確認さ れたい方は、 収受日付印を 押な つ
し ま すので 、 申告書提出時に請求し てく ださ い（ 内容
を 証明する も のではあり ま せん。 ）。
※ 所得金額の証明が必要な 方は、 納税証明書を ご 利

用く ださ い。

○･

○･

○･

○
又
は
○
の
記
入
を
お
忘
れ
な
く
。

44

45

49

51

52

○ こ の申告書を 提出さ れる 方は、 住民税・ 事業税の申告書を 提出
する 必要があり ま せん。

●

●

●

税

金

の

計

算

届

出

延

納

の

○

○

○

○

○

30

31

32

33

34

配 当 控 除

課税さ れる 所得金額
（ ○－○）12 29

又 は 第 三 表 の ○93

災 害 減 免 額

区

分

区

分

又は第三表
上の○に対する 税額30

本年分で差し 引く 繰越損失額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

申告期限までに納付する金額

変動･臨時所得金額

還付さ れる税金（ ○ － ○）49 50

差 引 所 得 税 額

（ 特定増改築等）
住宅借入金
等特別控除

政党等寄附金等特別控除

復 興 特 別 所 得 税 額
（ ○－○）41 42

再差引所得税額（ 基準所得税額）

所得税及び復興特別所得税の額

外国税額控除等

源 泉 徴 収 税 額

予 定 納 税 額
（ 第１ 期分・ 第２ 期分）

申 告 納 税 額

収

入

金

額

等

所

得

金

額

等

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額

事

業

雑

総
合
譲
渡

短 期

長 期

配 当

一 時

事

業

営 業 等

農 業

給 与

勤労学生、 障害者控除

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

23

24

25

26

27

28

29

小規模企業共済等掛金控除

青 色 分 離 損 失 修 正 特 農

令 和 年
１ 月 １ 日
の 住 所

フ リ ガナ

氏 名

種類
特農の
表 示

電話
番号 － －

職業 屋号・ 雅号 世帯主の氏名 世帯主と の続柄

〒 －

（

単
位
は
円）

総 合 譲 渡 ・ 一 時
○＋｛（ ○＋○）×／ ｝ケ コ サ 1

2

区

分

不 動 産

利 子

配 当

雑

区

分

未納付の源泉徴収税額

雑所得・ 一時所得等の
源泉徴収税額の合計額

○ － ○ － ○ － ○ － ○31 32 33 34 35

－ ○ － ○ － ○ － ○ － ○36 37 38 39 40（ ）

（ ○－○－○－○）45 46 47 48

●

●（ ○＋○）43 44

（ ○×2. 1％）43

国 出

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

○35

○～ 37

○38

○～ 40

○21

○～ 22

○19

○～ 20

社 会 保 険 料 控 除

生 命 保 険 料 控 除

地 震 保 険 料 控 除

基 礎 控 除

○から ○ま で の計13 24

雑 損 控 除

寄 附 金 控 除

合 計
（ ○ ＋ ○ ＋ ○ ＋ ○）25 26 27 28

配 偶 者
（ 特別）控除

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

41

42

43

44

45

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

そ

の

他

配偶者の合計所得金額

専従者給与（ 控除）額の合計額

区

分医療費控除

公 的 年 金 等

業 務

そ の 他

⑦から ⑨までの計

青色申告特別控除額

受

取

場

所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

郵便局

名 等

預 金

種 類

普 通 当 座 貯 蓄

口座番号
記号番号

納税準備

個人番号

納める 税金

第
一
表

公的 年 金等 以外 の
合 計 所 得 金 額

区

分給 与

区

分

○46

○～ 47

扶 養 控 除

区

分

○17

○～ 18

区

分

区
分
２

区
分
１

区
分
２

区
分
１

第 ３ 期 分
の 税 額

業 務

その他

区

分

自宅･勤務先･携帯

住宅耐震改修
特 別 控 除 等

生年
月日 ・ ・

整理
番号

合 計
（ ①から ⑥までの計＋○＋○）10 11

令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税 申告書

税務署長

令和 年 月 日

区

分

区

分営業等

農 業

不動産

区

分

公 的 年 金 等

銀行
金庫 組合
農協 漁協

本店 支店
出張所
本所 支所

・
・

・

・

区
分
２

区
分
１

寡婦､ ひと り 親控除

納税地
（ マイナンバー）

現在の
住 所

又は

居 所

事業所等

振替継続希望

修
正
申
告

修正前の第３ 期分の税額
（ 還付の場合は頭に△を 記載）

第３ 期分の税額の増加額

公金受取口座登録の同意 公金受取口座の利用

※ 個人番号は複写さ れま せん

108



（

令
和
四
年
分
以
降
用）

○
第
二
表
は
、
第
一
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
○
国
民
年
金
保
険
料
や
生
命
保
険
料
の
支
払
証
明
書
な
ど
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
添
付
書
類
台
紙
な
ど
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

一連
番号

整

理

欄

申告
区分

所得
種類

特例適
用条文

法
条
の

年 月 日

の

申告等
年月日

申告
期限項 号 年 月 日

令和

○ 住民税・ 事業税に関する 事項

所得の種類 収 入 金 額 必 要 経 費 等 差 引 金 額

整理
番号

年分の の 申告書所 得 税 及 び
復興特別所得税

○ 所得の内訳（ 所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

所得の種類 収 入 金 額 源泉徴収税額

○48

○ 総合課税の譲渡所得、 一時所得に関する事項（ ○）11

事
業
税

開始・ 廃止
月
日

他都道府県の事務所等

番

号

所得

金額

寡婦

死別
離婚

生死不明
未 帰 還

非 課 税 所 得 な ど
損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

前年中の
開（ 廃）業

不動産所得から 差し 引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

屋 号

住 所

氏 名
フ リ ガナ

円 円

円

円円円

円

事業用資産の譲渡損失など

第
二
表

円

都道府県

条例指定寄附
住

民

税
円 円 円 円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 う ち年末調整等以外

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新 個 人 年 金 保 険 料

旧 個 人 年 金 保 険 料

介 護 医 療 保 険 料

円 円

損害を受けた資産の種類など損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

・ ・

損害金額
保険金な ど で
補 頡 さ れ る
金 額

差引損失額の
う ち 災害関連
支 出 の 金 額

円 円 円

源泉徴収税額の合計額

種 目

○ 寄附金控除に関する 事項（ ○）28

○ 雑損控除に関する事項（ ○）26

生

命

保
険

料

控

除

15○

ひと り 親

勤労学生

年調以外かつ
専 修 学 校 等

障害者
特別

障害者

特例適用

条 文 等

○ 配偶者や親族に関する 事項（ ○～○）20 23

非上場株式の

少 額 配 当 等

給与、 公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

市区町村

条例指定寄附

共同募金､日赤

その他の寄附

都道府県､市区町村
への寄附

（ 特例控除対象）特別徴収 自分で納付

障 害 者

同一国外障 特障

続 柄氏 名 生 年 月 日

・ ・
明･大

昭･平

個 人 番 号

氏
名

上記の配偶者・ 親族・ 事業専従者

のう ち 別 居の 者の 氏名 ・ 住 所
氏
名

所得税で控除対象配偶者

な ど と し た 専 従 者
給
与

住
所

円

○ 事業専従者に関する 事項（ ○）57

事 業 専 従 者 の 氏 名 個 人 番 号 続 柄 生 年 月 日 従事月数･程度･仕事の内容 専従者給与（ 控除）額
円明･大

昭･平 ・ ・

年調

国外居住

地 震 保 険 料

旧 長 期 損 害 保 険 料

料

控

除

地
震
保
険

16○

円 円

円 円

調整

住 民 税

明･大

昭･平 ・ ・

別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

配偶者

非居住者

の 特 例

配当割額

控 除 額

株式等譲渡

所得割額控除額

円 円 円 円

その他

社

会

保

険

料

控

除

特定配当等・ 特定
株式等譲渡所得の
全 部 の 申 告 不 要

寄附先の

名 称 等
寄 附 金

円

給与などの支払者の「 名称」
及び「 法人番号又は所在地」等

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

13 14○○

本人に関

する事項

（ ○～○）17 20

国外

障 害 者

障 特障

続 柄退職所得のある 配偶者・ 親族の氏名 生 年 月 日

明･大

昭･平

個 人 番 号

ひと り 親

寡婦・ ひと り 親

寡婦
・ ・

円

退職所得を 除く 所得金額

税理士署名・ 電話番号

（ － － ）
税理士法書面提出

33条の230条

その他

調整
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○

こ
の
用
紙
は
控
用
で
す
。

令和

○ 住民税・ 事業税に関する 事項

所得の種類 収 入 金 額 必 要 経 費 等 差 引 金 額

整理
番号

年分の の 申告書所 得 税 及 び
復興特別所得税

○ 所得の内訳（ 所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

所得の種類 収 入 金 額 源泉徴収税額

○48

○ 総合課税の譲渡所得、 一時所得に関する事項（ ○）11

事
業
税

開始・ 廃止
月
日

他都道府県の事務所等

番

号

所得

金額

寡婦

死別
離婚

生死不明
未 帰 還

非 課 税 所 得 な ど
損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

前年中の
開（ 廃）業

不動産所得から 差し 引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

屋 号

住 所

氏 名
フ リ ガナ

円 円

円

円円円

円

事業用資産の譲渡損失など

第
二
表

円

都道府県

条例指定寄附
住

民

税
円 円 円 円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 う ち年末調整等以外

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新 個 人 年 金 保 険 料

旧 個 人 年 金 保 険 料

介 護 医 療 保 険 料

円 円

損害を受けた資産の種類など損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

・ ・

損害金額
保険金な ど で
補 頡 さ れ る
金 額

差引損失額の
う ち 災害関連
支 出 の 金 額

円 円 円

源泉徴収税額の合計額

種 目

○ 寄附金控除に関する 事項（ ○）28

○ 雑損控除に関する事項（ ○）26

生

命

保
険

料

控

除

15○

ひと り 親

勤労学生

年調以外かつ
専 修 学 校 等

障害者
特別

障害者

特例適用

条 文 等

○ 配偶者や親族に関する 事項（ ○～○）20 23

非上場株式の

少 額 配 当 等

給与、 公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

市区町村

条例指定寄附

共同募金､日赤

その他の寄附

都道府県､市区町村
への寄附

（ 特例控除対象）特別徴収 自分で納付

障 害 者

同一国外障 特障

続 柄氏 名 生 年 月 日

・ ・
明･大

昭･平

個 人 番 号

氏
名

上記の配偶者・ 親族・ 事業専従者

のう ち 別 居の 者の 氏名 ・ 住 所
氏
名

所得税で控除対象配偶者

な ど と し た 専 従 者
給
与

住
所

円

○ 事業専従者に関する 事項（ ○）57

事 業 専 従 者 の 氏 名 個 人 番 号 続 柄 生 年 月 日 従事月数･程度･仕事の内容 専従者給与（ 控除）額
円明･大

昭･平 ・ ・

年調

国外居住

地 震 保 険 料

旧 長 期 損 害 保 険 料

料

控

除

地
震
保
険

16○

円 円

円 円

調整

住 民 税

明･大

昭･平 ・ ・

別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

16国外障 特障
・ ・

明･大

昭･平･令
年調 調整別居

配偶者

非居住者

の 特 例

配当割額

控 除 額

株式等譲渡

所得割額控除額

円 円 円 円

その他

社

会

保

険

料

控

除

特定配当等・ 特定
株式等譲渡所得の
全 部 の 申 告 不 要

寄附先の

名 称 等
寄 附 金

円

給与などの支払者の「 名称」
及び「 法人番号又は所在地」等

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

13 14○○

本人に関

する事項

（ ○～○）17 20

国外

障 害 者

障 特障

続 柄退職所得のある 配偶者・ 親族の氏名 生 年 月 日

明･大

昭･平

個 人 番 号

ひと り 親

寡婦・ ひと り 親

寡婦
・ ・

円

退職所得を 除く 所得金額

税理士署名・ 電話番号

（ － － ）
税理士法書面提出

33条の230条

その他

調整

※ 個人番号は複写さ れま せん

※ 個人番号は複写さ れま せん

※ 個人番号は複写さ れま せん

※ 個人番号は複写さ れま せん

※ 個人番号は複写さ れま せん

※ 個人番号は複写さ れま せん

※ 個人番号は複写さ れま せん

※ 個人番号は複写さ れま せん
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（

令
和
四
年
分
以
降
用）

○

第
三
表
は
、
申
告
書
の
第
一
表
・
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

一 連

番 号

整

理

欄

Ａ Ｂ Ｃ

Ｄ Ｅ Ｆ

申 告 等 年 月 日

通
算

取得
期限

特例
期間

資
産

入
力

申告
区分

税

金

の

計

算

収

入

金

額

所

得

金

額

税

金

の

計

算

そ

の

他

措 法

措 法

措 法

所 法

所 法

所 法

の

の

の

震 法

震 法

震 法

本年分の から

株
式
等

先
物
取
引

（ 分離課税用）

第
三
表

氏 名
フ リ ガナ

住 所

屋 号

分

離

課

税

短
期
譲
渡

長

期

譲

渡

一 般 分

軽 減 分

一 般 分

特 定 分

軽 課 分

先 物 取 引

山 林

退 職

分

離

課

税

短
期
譲
渡

長

期

譲

渡

一 般 分

軽 減 分

一 般 分

特 定 分

軽 課 分

退 職

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

シ

ス

セ

ソ

タ

チ

ツ

テ

ト

ナ

ニ

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

総合課税の合計額 ○12
（ 申告書第一表の○）12

所得から 差し 引かれる金額 ○29
（ 申告書第一表の○）29

課
税
さ
れ
る
所
得
金
額

○

○○

○○

○

○

○

○

○○○

12

66

68

71

73

74

75

76

67

69

72

70

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対応分

○

○

○

○

○

○

○

○

77

78

79

80

81

82

83

84

税

額

○

○

○

○

○

○

○

○

77

78

79

80

81

82

83

84

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

○ ○85 92から までの合計

○

○

○

○

○

○

○

○

○

85

86

87

88

89

90

91

92

93

差し 引く 繰越損失額

翌年以後に繰り 越さ れる

損 失 の 金 額

94

95

96

97

98

○

○

○

○

○

特 例 適 用 条 文

法 条

条
の

条
の

条
の

項

項

項

項

号

号

号

号

○ 分離課税の短期・ 長期譲渡所得に関する事項

区 分 所得の生ずる場所 必 要 経 費
差 引金 額

特別控除額

特別控除額の合計額 ○

○ 退職所得に関する 事項

退 職 所 得 控 除 額

翌年以後に繰り 越さ れる

損 失 の 金 額

差し 引く 繰越損失額

74○

円 円 円

円

差し 引く 繰越損失額

本年分の から73○

（ ）収入金額
－必要経費

山 林

配
当
等

（ 申告書第一表の○に転記）31

本年分の ○○71 72、 から

申告書令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税

収 入 金 額

円

上場株式等の配当等

上場株式等の譲渡

一般株式等の譲渡

先 物 取 引

上場株式等の配当等

上場株式等の譲渡

一般株式等の譲渡

整 理

番 号

○ 上場株式等の譲渡所得等に関する事項

上場株式等の譲渡所得等の
源 泉 徴 収 税 額 の 合 計 額

（ 単位は円）

差 引 金 額 の 合 計 額 ○99

○

100

101

区 分

一 般

短 期

特 定
役 員

111



税

金

の

計

算

収

入

金

額

所

得

金

額

税

金

の

計

算

そ

の

他

措 法

措 法

措 法

所 法

所 法

所 法

の

の

の

震 法

震 法

震 法

○

こ
の
用
紙
は
控
用
で
す
。

本年分の から

株
式
等

先
物
取
引

（ 分離課税用）

第
三
表

氏 名
フ リ ガナ

住 所

屋 号

分

離

課

税

短
期
譲
渡

長

期

譲

渡

一 般 分

軽 減 分

一 般 分

特 定 分

軽 課 分

先 物 取 引

山 林

退 職

分

離

課

税

短
期
譲
渡

長

期

譲

渡

一 般 分

軽 減 分

一 般 分

特 定 分

軽 課 分

退 職

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

シ

ス

セ

ソ

タ

チ

ツ

テ

ト

ナ

ニ

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

総合課税の合計額 ○12
（ 申告書第一表の○）12

所得から 差し 引かれる金額 ○29
（ 申告書第一表の○）29

課
税
さ
れ
る
所
得
金
額

○

○○

○○

○

○

○

○

○○○

12

66

68

71

73

74

75

76

67

69

72

70

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対応分

○

○

○

○

○

○

○

○

77

78

79

80

81

82

83

84

税

額

○

○

○

○

○

○

○

○

77

78

79

80

81

82

83

84

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

対 応 分

○ ○85 92から までの合計

○

○

○

○

○

○

○

○

○

85

86

87

88

89

90

91

92

93

差し 引く 繰越損失額

翌年以後に繰り 越さ れる

損 失 の 金 額

94

95

96

97

98

○

○

○

○

○

特 例 適 用 条 文

法 条

条
の

条
の

条
の

項

項

項

項

号

号

号

号

○ 分離課税の短期・ 長期譲渡所得に関する事項

区 分 所得の生ずる場所 必 要 経 費
差 引金 額

特別控除額

特別控除額の合計額 ○

○ 退職所得に関する 事項

退 職 所 得 控 除 額

翌年以後に繰り 越さ れる

損 失 の 金 額

差し 引く 繰越損失額

74○

円 円 円

円

差し 引く 繰越損失額

本年分の から73○

（ ）収入金額
－必要経費

山 林

配
当
等

（ 申告書第一表の○に転記）31

本年分の ○○71 72、 から

申告書令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税

収 入 金 額

円

上場株式等の配当等

上場株式等の譲渡

一般株式等の譲渡

先 物 取 引

上場株式等の配当等

上場株式等の譲渡

一般株式等の譲渡

整 理

番 号

○ 上場株式等の譲渡所得等に関する事項

上場株式等の譲渡所得等の
源 泉 徴 収 税 額 の 合 計 額

（ 単位は円）

差 引 金 額 の 合 計 額 ○99

○

100

101

区 分

一 般

短 期

特 定
役 員

112



第
四
表
一（ ）

フ リ ガ ナ

氏 名

整 理
番 号

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｆ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

２ 損益の通算

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
円

所 得 の 種 類 所得の生ずる 場所等 必要経費等
差 引 金 額

（ ○ － ○ ）Ａ Ｂ
特別控除額 損失額又は所得金額

譲

渡

短

期

長

期

分離

譲渡

総合

譲渡

分離

譲渡

総合

譲渡

一 時

山 林

上場株式等
の配当等

先物取引

円円円円

円

円

円円

円

特例適用条文

所 得 の 種 類

円円円円円

○

○

○

○

○

○

○

○

経 常 所 得

譲

渡

短
期

長

期

総合譲渡

分離譲渡
（ 特定損失額）

総合譲渡

一 時

山 林

退 職

損 失 額 又 は 所 得 金 額 の 合 計 額

第

１

次

通

算

第

２

次

通

算

第

３

次

通

算

○Ａ ○Ｂ ○Ｃ ○Ｄ ○Ｅ収 入 金 額

○Ｂ○Ａ 通 算 前 第 １ 次 通 算 後 ○Ｃ 第 ２ 次 通 算 後 ○Ｄ 第３ 次通算後 ○Ｅ 損失額又は所得金額

経 常 所 得 （ 申告書第一表の○から ○までの計＋○の合計額）１ ６ 10

令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税 （ 損失申告用）申告書

上場株式等
の 譲 渡

一般株式等
の 譲 渡

区分等

○
円円

○
分離課税の譲渡所得の

特別控除額の合計額

上場株式等の譲渡所得等の

源泉徴収税額の合計額

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78 79

80

66

68

69

70

71

72

73

○シ

○ス

○セ

○ソ

○タ

現在の住所
又は

居 所
事 業 所 等

１ 損失額又は所得金額

円円

Ｄ

退

職

一般

短期

特定
役員

円円

資産 整理欄

（

令
和
四
年
分
以
降
用）

一 連

番 号
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○

こ
の
用
紙
は
控
用
で
す
。

第
四
表
一（ ）

フ リ ガ ナ

氏 名

整 理
番 号

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｆ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

２ 損益の通算

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
円

所 得 の 種 類 所得の生ずる 場所等 必要経費等
差 引 金 額

（ ○ － ○ ）Ａ Ｂ
特別控除額 損失額又は所得金額

譲

渡

短

期

長

期

分離

譲渡

総合

譲渡

分離

譲渡

総合

譲渡

一 時

山 林

上場株式等
の配当等

先物取引

円円円円

円

円

円円

円

特例適用条文

所 得 の 種 類

円円円円円

○

○

○

○

○

○

○

○

経 常 所 得

譲

渡

短
期

長

期

総合譲渡

分離譲渡
（ 特定損失額）

総合譲渡

一 時

山 林

退 職

損 失 額 又 は 所 得 金 額 の 合 計 額

第

１

次

通

算

第

２

次

通

算

第

３

次

通

算

○Ａ ○Ｂ ○Ｃ ○Ｄ ○Ｅ収 入 金 額

○Ｂ○Ａ 通 算 前 第 １ 次 通 算 後 ○Ｃ 第 ２ 次 通 算 後 ○Ｄ 第３ 次通算後 ○Ｅ 損失額又は所得金額

経 常 所 得 （ 申告書第一表の○から ○までの計＋○の合計額）１ ６ 10

令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税 （ 損失申告用）申告書

上場株式等
の 譲 渡

一般株式等
の 譲 渡

区分等

○
円円

○
分離課税の譲渡所得の

特別控除額の合計額

上場株式等の譲渡所得等の

源泉徴収税額の合計額

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78 79

80

66

68

69

70

71

72

73

○シ

○ス

○セ

○ソ

○タ

現在の住所
又は

居 所
事 業 所 等

１ 損失額又は所得金額

円円

Ｄ

退

職

一般

短期

特定
役員

円円

114



○

○

○

○

第
四
表
二

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

山 林 所 得 に 係 る 被 災 事 業 用 資 産 の 損 失 額

山 林 以 外 の 所 得 に 係 る 被 災 事 業 用 資 産 の 損 失 額

資
産
の
損
失
額

被

災

事

業

用

所 得 の 種 類

山 林

山
林
以
外

営業等・ 農業

不 動 産

損 害 金 額 ○Ｂ
保険金などで
補頡さ れる 金額 （ ○－○）Ａ Ｂ被災事業用資産の種類など 損害の原因 損害年月日

円円

年 分 損 失 の 種 類 ○Ａ 前年分までに引きき れなかっ た損失額 ○Ｂ 本年分で差し 引く 損失額

円円
Ａ

純

損

失

年

（ ３ 年前）

年が青色の場合

年が白色の場合

山林以外の所得の損失

山 林 所 得 の 損 失

変 動 所 得 の 損 失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

居住用財産に係る 通算後譲渡損失の金額

雑 損 失

Ｂ

純

損

失

年

（ ２ 年前）

年が青色の場合
山林以外の所得の損失

山 林 所 得 の 損 失

変 動 所 得 の 損 失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

居住用財産に係る 通算後譲渡損失の金額

Ｃ

純

損

失

年が青色の場合
山林以外の所得の損失

山 林 所 得 の 損 失

変 動 所 得 の 損 失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

居住用財産に係る 通算後譲渡損失の金額

雑 損 控 除 、 医 療 費 控 除 及 び 寄 附 金 控 除 の 計 算 で 使 用 す る 所 得 金 額 の 合 計 額

雑 損 失

雑 損 失

年が白色の場合

年が白色の場合

（ ）

○Ａ

翌年分以後に繰り 越し て差し 引かれる損失額（ ○ － ○）Ａ Ｂ○Ｃ

３ 翌年以後に繰り 越す損失額

４ 繰越損失を 差し 引く 計算

年

（ 前年）

・ ・

・ ・

・ ・

青 色 申 告 者 の 損 失 の 金 額

居 住 用 財 産 に 係 る 通 算 後 譲 渡 損 失 の 金 額

変 動 所 得 の 損 失 額

○Ｃ 差 引 損 失 額

令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税 （ 損失申告用）申告書

５ 翌 年 以 後 に 繰 り 越 さ れ る 本 年 分 の 雑 損 失 の 金 額

６ 翌年以後に繰り 越さ れる 株式等に係る 譲渡損失の金額

７ 翌年以後に 繰り 越さ れる 先物取引に 係る 損失の金額

本年分の一般株式等及び上場株式等に係る 譲渡所得等から 差し 引く 損失額

本 年 分 の 上 場 株 式 等 に 係 る 配 当 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

本 年 分 の 先 物 取 引 に 係 る 雑 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

整 理
番 号

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

一 連

番 号

（

令
和
四
年
分
以
降
用）

○
第
四
表
は
、
申
告
書
の
第
一
表
・
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

資産 整理欄
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○

こ
の
用
紙
は
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用
で
す
。

○

○

○

○

第
四
表
二

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

山 林 所 得 に 係 る 被 災 事 業 用 資 産 の 損 失 額

山 林 以 外 の 所 得 に 係 る 被 災 事 業 用 資 産 の 損 失 額

資
産
の
損
失
額

被

災

事

業

用

所 得 の 種 類

山 林

山
林
以
外

営業等・ 農業

不 動 産

損 害 金 額 ○Ｂ
保険金などで
補頡さ れる 金額 （ ○－○）Ａ Ｂ被災事業用資産の種類など 損害の原因 損害年月日

円円

年 分 損 失 の 種 類 ○Ａ 前年分までに引きき れなかっ た損失額 ○Ｂ 本年分で差し 引く 損失額

円円
Ａ

純

損

失

年

（ ３ 年前）

年が青色の場合

年が白色の場合

山林以外の所得の損失

山 林 所 得 の 損 失

変 動 所 得 の 損 失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

居住用財産に係る 通算後譲渡損失の金額

雑 損 失

Ｂ

純

損

失

年

（ ２ 年前）

年が青色の場合
山林以外の所得の損失

山 林 所 得 の 損 失

変 動 所 得 の 損 失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

居住用財産に係る 通算後譲渡損失の金額

Ｃ

純

損

失

年が青色の場合
山林以外の所得の損失

山 林 所 得 の 損 失

変 動 所 得 の 損 失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

居住用財産に係る 通算後譲渡損失の金額

雑 損 控 除 、 医 療 費 控 除 及 び 寄 附 金 控 除 の 計 算 で 使 用 す る 所 得 金 額 の 合 計 額

雑 損 失

雑 損 失

年が白色の場合

年が白色の場合

（ ）

○Ａ

翌年分以後に繰り 越し て差し 引かれる損失額（ ○ － ○）Ａ Ｂ○Ｃ

３ 翌年以後に繰り 越す損失額

４ 繰越損失を 差し 引く 計算

年

（ 前年）

・ ・

・ ・

・ ・

青 色 申 告 者 の 損 失 の 金 額

居 住 用 財 産 に 係 る 通 算 後 譲 渡 損 失 の 金 額

変 動 所 得 の 損 失 額

○Ｃ 差 引 損 失 額

令和 年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税 （ 損失申告用）申告書

５ 翌 年 以 後 に 繰 り 越 さ れ る 本 年 分 の 雑 損 失 の 金 額

６ 翌年以後に繰り 越さ れる 株式等に係る 譲渡損失の金額

７ 翌年以後に 繰り 越さ れる 先物取引に 係る 損失の金額

本年分の一般株式等及び上場株式等に係る 譲渡所得等から 差し 引く 損失額

本 年 分 の 上 場 株 式 等 に 係 る 配 当 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

本 年 分 の 先 物 取 引 に 係 る 雑 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

整 理
番 号

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

116



117



118
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Ȟ ȴ ȥ ȱ ɀ ȩ Ⱥ ȯ Ȟ◌ೊ ൰ɦ ɬ ă ઔ ܄� ! ! ࣞ ოĪ ! ! ī

Ȝ Ʉ ȹ Ɉ Ɉ ɉ༃Ⴈ Ⴠယ ◌ૢ� ஒ ઔ ஒ◌ຶ ◌ຶ

Ɉ ࣸ Ɉ ȭ Ɉ Ʌ ȱ ɀ ࡬ ◌ो ધ ੪໘ �ɬ ・ᅎ

Ʌ ȱ ɀ ȩ Ⱥ ȯ Ȟ ࡇ డ ਠ ஙฤ ๒ ・ ă

Ɉ ࣸ Ɉ Ʌ Ȥ Ȟ ɀ ȫ ࡬ઔ ஒ ◌ो ધ ◌ૢ� ಮ ୦ ଞ த ◌ି◌ຶŦ ! Ă ・ ɬ ɥ

ā !・ ・ ・ ・ ・ ɘ ・ ɭ ă
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ɉჀ ܄�Ķ ķ! ! ઔ !Ķ Ī ࣞ Ɉო !īķ

Ȟ ȴ ȥ ȱ ɀ ȩ Ⱥ ȯ Ȟ◌ೊ ൰ɦ ɬ ă ઔ ܄� ! ! ࣞ ოĪ ! ! ī

Ȝ Ʉ ȹ Ɉ Ɉ ɉ༃Ⴈ Ⴠယ ◌ૢ� ஒ ઔ ஒ◌ຶ ◌ຶ

Ɉ ࣸ Ɉ ȭ Ɉ Ʌ ȱ ɀ ࡬ ◌ो ધ ੪໘ �ɬ ・ᅎ

Ʌ ȱ ɀ ȩ Ⱥ ȯ Ȟ ࡇ డ ਠ ஙฤ ๒ ・ ă

Ɉ ࣸ Ɉ Ʌ Ȥ Ȟ ɀ ȫ ࡬ઔ ஒ ◌ो ધ ◌ૢ� ಮ ୦ ଞ த ◌ି◌ຶŦ ! Ă ・ ɬ ɥ

ā !・ ・ ・ ・ ・ ɘ ・ ɭ ă

ɂ Ɉ Ʌ Ⱦ Ȟ ɀოၛ ။ෙ◌ා ෙ◌ා ங ശ� ・ᇆ

ɉ ȴ ȧ ࣞ Ƞ ɉ ༃Ⴠ ო ◌ၫ ◌ိ◌ૢ� ஒ દ ஒ ટ ஒ ౺◌ຶ ◌ຶ ◌ຶā Ă ・ ・ ɬ ɓ ɬ ・ Ă ・ 37ᆹ

ȥ ɂ Ɉ Ȧ ɂ Ʉ ȱ ȹ◌ྼၛ ။◌ॢ ෙ◌ා ෙ◌ා ங ശ�Ǎ ɣ Ă ɤ ɘ ăᇆ ᅟ

Ȣ ȫ ɀ Ʌ Ⱦ Ȟ ɀ Ɉ ɞ ࣸ◌ྩ ◌ྼ ◌ྣ ༃ ࡬ ၛෙ◌ා࡬  େ◌ ◌ॄ ଲ  ◌ॢ  ś ā ɬ ・ Ă ・ ・ ɞ Ă ・ᅟ

ȱ Ʉ ȫ Ɋ Ʉ ȵෙ◌ා�ɬ ɦ ɤ ɘ ɭ ă

Ʉ Ƀ Ɉ ȱ ɀ ȱ Ʉ ȫ Ɋ Ʉ ȵၛ ။ෙ◌ා ◌ಃ ங େ◌ ங ங ശś ā ɞ ・ Ć ɬ ・ ɦ ɤ ɘ ɭ ăᆴ ᇆ ᆅ
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（
令
和
元
年
分
以
降
用
）

（ 注）社会保険診療報酬が5,000万円を超えた場合又は医業及び歯科医業から生ずる収入金額が7,000万円を超えた場合は、租税特別措置法第26条の規定により計算し た金額を必要経費と すること はできません。
　 　 なお、7 ,000万円の判定については、Ⓒ＋Ⓓ＋Ⓔの合計額で行うこと になります。
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記載
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130



フ リ ガ ナ

氏 名

整 理
番 号

第
四
表
付
表
一（ ）

３ 翌年以後に繰り 越す損失額

こ の付表は、 震災特例法第５ 条（（ 雑損失の繰越控除の特例））、 第７ 条（（ 純損失の繰越控除の特例）） の規定の適用を受ける方が、
申告書第四表（ 損失申告用） の「 ３ 翌年以後に繰り 越す損失額」､「 ４ 繰越損失を差し 引く 計算」 又は「 ５ 翌年以後に繰り 越
さ れる本年分の雑損失の金額」 に代えて使用し ます。

青 色 申 告 者 の 損 失 の 金 額
被災純損失以外の純損失金額

被 災 純 損 失 金 額

円

居 住 用 財 産 に 係 る 通 算 後 譲 渡 損 失 の 金 額

変 動 所 得 の 損 失 額

被

災

事

業

用

資

産

の

損

失

額

所得の種類
被 災 事 業 用

資産の種類など
損害の原因 損害年月日 ○Ａ 損害金額 ○Ｂ

保険金などで

補頡される金額
○ （ ○ － ○）Ｃ Ａ Ｂ差引損失額

山 林 所 得 に 係 る 被 災 事 業 用 資 産 の 損 失 額

山林以外の所得に 係る 被災事業用 資産の損失額

山

林

以

外

営業等

・ 農業

不動産

山 林

・ ・

・ ・

・ ・

被災純損失以外の純損失金額

被 災 純 損 失 金 額

被災純損失以外の純損失金額

被 災 純 損 失 金 額

円

円

う ち 棚 卸 資 産 震 災 損 失 額

う ち 固 定 資 産 震 災 損 失 額

う ち 固 定 資 産 震 災 損 失 額

う ち 固 定 資 産 震 災 損 失 額

○

○

○

○

’

’

”

’

’

’

’

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

現在の住所
又は

居 所
事 業 所 等

申告書 付表（ 損失申告用）

（ 東日本大震災の被災者の方用）
令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

81

81

82

83

84

84

84

85

85

86

86

87

87

88

88

資産 整理欄

一 連

番 号

（

令
和
四
年
分
以
降
用）

131



Ａ 純
損
失

山林以外

山 林

特 定 雑 損 失

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

Ｃ

純

損

失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

山林以外

山 林

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失

年が青色の場合

年が白色の場合

雑
損
失

変 動 所 得 の 損 失

被災純損失

以外の損失

山林以外

山 林

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

○

○

○

年 分 損 失 の 種 類 ○Ａ 前年分までに引きき れなかっ た損失額 ○Ｂ 本年分で差し 引く 損失額 翌年分以後に繰り 越し て差し 引かれる損失額（ ○ － ○）Ａ Ｂ○Ｃ

整 理
番 号

第
四
表
付
表
二（ ）

申告書 付表（ 損失申告用）

（ 東日本大震災の被災者の方用）
令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

○ 円雑 損 控 除 、 医 療 費 控 除 及 び 寄 附 金 控 除 の 計 算 で 使 用 す る 所 得 金 額 の 合 計 額

５ 翌 年 以 後 に 繰 り 越 さ れ る 本 年 分 の 雑 損 失 の 金 額

○ 円

’ 円○

特定雑損失以外の雑損失の金額

特 定 雑 損 失 の 金 額

円

円

Ｄ

純

損

失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

山林以外

山 林

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失

年が青色の場合

年が白色の場合

雑
損
失

変 動 所 得 の 損 失

被災純損失

以外の損失

山林以外

山 林

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

円

雑
損
失

Ｅ

純

損

失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

山林以外

山 林

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失

年が青色の場合

年が白色の場合

雑
損
失

変 動 所 得 の 損 失

被災純損失

以外の損失

山林以外

山 林

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

円

円

本年分の一般株式等及び上場株式等に係る譲渡所得等から 差し 引く 損失額

本 年 分 の 上 場 株 式 等 に 係 る 配 当 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

本 年 分 の 先 物 取 引 に 係 る 雑 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

円

円

４ 繰越損失を 差し 引く 計算

（ 5年前）

年

（ 3年前）

年

（ 2年前）

年

（ 前年）

年

Ｂ 純
損
失

山林以外

山 林

特 定 雑 損 失

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

雑
損
失

（ 4年前）

年

円

89

90

91

92

93

93

○
こ
の
付
表
は
、
申
告
書（

第
一
表
・
第
二
表）

及
び
第
四
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

一 連

番 号

資産 整理欄

（

令
和
四
年
分
以
降
用）
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○

こ
の
用
紙
は
控
用
で
す
。

フ リ ガ ナ

氏 名

整 理
番 号

第
四
表
付
表
一（ ）

３ 翌年以後に繰り 越す損失額

こ の付表は、 震災特例法第５ 条（（ 雑損失の繰越控除の特例））、 第７ 条（（ 純損失の繰越控除の特例）） の規定の適用を受ける方が、
申告書第四表（ 損失申告用） の「 ３ 翌年以後に繰り 越す損失額」､「 ４ 繰越損失を差し 引く 計算」 又は「 ５ 翌年以後に繰り 越
さ れる本年分の雑損失の金額」 に代えて使用し ます。

青 色 申 告 者 の 損 失 の 金 額
被災純損失以外の純損失金額

被 災 純 損 失 金 額

円

居 住 用 財 産 に 係 る 通 算 後 譲 渡 損 失 の 金 額

変 動 所 得 の 損 失 額

被

災

事

業

用

資

産

の

損

失

額

所得の種類
被 災 事 業 用

資産の種類など
損害の原因 損害年月日 ○Ａ 損害金額 ○Ｂ

保険金などで

補頡される金額
○ （ ○ － ○）Ｃ Ａ Ｂ差引損失額

山 林 所 得 に 係 る 被 災 事 業 用 資 産 の 損 失 額

山林以外の所得に 係る 被災事業用 資産の損失額

山

林

以

外

営業等

・ 農業

不動産

山 林

・ ・

・ ・

・ ・

被災純損失以外の純損失金額

被 災 純 損 失 金 額

被災純損失以外の純損失金額

被 災 純 損 失 金 額

円

円

う ち 棚 卸 資 産 震 災 損 失 額

う ち 固 定 資 産 震 災 損 失 額

う ち 固 定 資 産 震 災 損 失 額

う ち 固 定 資 産 震 災 損 失 額

○

○

○

○

’

’

”

’

’

’

’

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

現在の住所
又は

居 所
事 業 所 等

申告書 付表（ 損失申告用）

（ 東日本大震災の被災者の方用）
令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

81

81

82

83

84

84

84

85

85

86

86

87

87

88

88
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○

こ
の
用
紙
は
控
用
で
す
。

Ａ 純
損
失

山林以外

山 林

特 定 雑 損 失

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

Ｃ

純

損

失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

山林以外

山 林

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失

年が青色の場合

年が白色の場合

雑
損
失

変 動 所 得 の 損 失

被災純損失

以外の損失

山林以外

山 林

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

○

○

○

年 分 損 失 の 種 類 ○Ａ 前年分までに引きき れなかっ た損失額 ○Ｂ 本年分で差し 引く 損失額 翌年分以後に繰り 越し て差し 引かれる損失額（ ○ － ○）Ａ Ｂ○Ｃ

整 理
番 号

第
四
表
付
表
二（ ）

申告書 付表（ 損失申告用）

（ 東日本大震災の被災者の方用）
令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

○ 円雑 損 控 除 、 医 療 費 控 除 及 び 寄 附 金 控 除 の 計 算 で 使 用 す る 所 得 金 額 の 合 計 額

５ 翌 年 以 後 に 繰 り 越 さ れ る 本 年 分 の 雑 損 失 の 金 額

○ 円

’ 円○

特定雑損失以外の雑損失の金額

特 定 雑 損 失 の 金 額

円

円

Ｄ

純

損

失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

山林以外

山 林

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失

年が青色の場合

年が白色の場合

雑
損
失

変 動 所 得 の 損 失

被災純損失

以外の損失

山林以外

山 林

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

円

雑
損
失

Ｅ

純

損

失

被災事業用

資産の損失

山林以外

山 林

山林以外

山 林

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失

年が青色の場合

年が白色の場合

雑
損
失

変 動 所 得 の 損 失

被災純損失

以外の損失

山林以外

山 林

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

円

円

本年分の一般株式等及び上場株式等に係る譲渡所得等から 差し 引く 損失額

本 年 分 の 上 場 株 式 等 に 係 る 配 当 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

本 年 分 の 先 物 取 引 に 係 る 雑 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

円

円

４ 繰越損失を 差し 引く 計算

（ 5年前）

年

（ 3年前）

年

（ 2年前）

年

（ 前年）

年

Ｂ 純
損
失

山林以外

山 林

特 定 雑 損 失

被 災 純 損 失 （ 青 ・ 白 ）

雑
損
失

（ 4年前）

年

円

89

90

91

92

93

93
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公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算書 

（    年分）                                氏 名                

 この計算書は、公的年金等に係る雑所得がある方で、各種の所得の損失額（赤字）を他の各種の所得の黒字から差し引く方が、
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額を計算する場合に使用します。書き方については裏面を読んでください。 

１ 損失額又は所得金額 

A 
公的年金等に係る雑所得以外の経常所得 
（申告書第一表の「①から⑥までの合計額」及び「⑧及び⑨の合計額（赤字のときは０）」の合計額）①  

所得の種類  Ⓐ 差引金額 Ⓑ 「譲渡」の通算後 Ⓒ 特別控除額 Ⓓ 損失額又は所得金額 

B 

譲 
 

渡 

短 

期 

分離譲渡 
円 円

 ②  

総合譲渡   
円

③  

長 

期 

分離譲渡 
 

 ④  

総合譲渡   
円

⑤  

一 時  
（赤字のときは０） 

 ⑥  

C 山 林   ⑦  

D 退 職 
円

 ⑧ 
（赤字のときは０） 

E 

一般株式等 
の 譲 渡    ⑨  

上場株式等 
の 譲 渡    ⑩  

上場株式等 
の 配 当 等 

（赤字のときは０）    円

 ⑪  

F 先物取引等    ⑫ 
（赤字のときは０） 

２ 損益の通算 

所 得 の 種 類 Ⓐ 通 算 前 Ⓑ 第１次通算後 Ⓒ 第２次通算後 Ⓓ 第３次通算後 Ⓔ 損失額又は所得金額

A 公 的 年金 等 に係 る  

雑所得以外の経常所得 ① 
円

第

１

次

通

算 

円

第

２

次

通

算 

円

第

３

次

通

算 

円 円

B 

譲 
 

渡 

短
期 

総合譲渡 ③      

長 

期 

分離譲渡 

（特定損失額） 
④ △     

総合譲渡 ⑤      

一 時 ⑥     

C 山 林  ⑦     

D 退 職  ⑧    

損 失 額 又 は 所 得 金 額 の 合 計 額  ⑬  

３ 公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算 

  
② 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円   ⑪ 欄 の 金 額 円 

  
④ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円   ⑫ 欄 の 金 額 円 

  
⑨ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円   
⑬ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円 

  
⑩ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円   
公的年金等に係る雑所
得以外の合計所得金額 
（ ～ の合計の金額）  

（ 申 告 書 第 一 表 の○5 5 欄に転記します。） 

円 
 

円 

円 

135



書 き 方 
 

１ 「損失額又は所得金額」の各欄 
⑴ 「Ａ 公的年金等に係る雑所得以外の経常所得」欄 

申告書第一表の「①から⑥までの合計額」及び「⑧及び⑨の合計額（赤
字のときは０）」の合計額を記入します。なお、所得金額調整控除の適用
がある場合は、⑥の代わりに『確定申告の手引き』10 頁の「Ｃ－Ｆ」の
金額を合計します。 

 
⑵ 「Ｂ 譲渡・一時」欄 

分離課税の土地建物等に係る譲渡所得や総合課税の譲渡所得、一時所
得がある場合に記入します。 
イ 「Ⓐ 差引金額」欄 

「分離譲渡」の各欄には『譲渡所得の内訳書（確定申告書付表兼計算
明細書）【土地・建物用】』に記載した収入金額から必要経費等の金額を
差し引いた金額を、「総合譲渡」の各欄には「譲渡資産の収入金額」か
ら「譲渡資産の取得費など（注）」を差し引いた後の金額を、それぞれ
記入します。 

（注）譲渡資産の取得費（既に必要経費として算入した金額を除きます。）
から償却費相当額を差し引いた金額及び資産の譲渡に際して直接要
した費用などの合計額をいいます。 

ロ 「Ⓑ 譲渡の通算後」欄 
ａ 「譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄は、次により記入します。 

・ 「譲渡」の「Ⓐ 差引金額」欄の金額が全て赤字（０を含みます。）
又は黒字（０を含みます。）の場合には、「Ⓐ 差引金額」欄の金額
をそのまま転記します。 

・ 「譲渡」の「Ⓐ 差引金額」欄の金額に赤字と黒字がある場合に
は、次の順序で差し引き、差引後の金額を記入します（赤字の場合
には金額の頭部に△を付して記入します。）。 
ⅰ 「短期・分離譲渡」の赤字は、「長期・分離譲渡」の黒字から

差し引きます。 
（注）それでも引ききれない「短期・分離譲渡」の赤字は、損益

の通算をすることはできません。 
ⅱ 「長期・分離譲渡」の赤字は、「短期・分離譲渡」の黒字から

差し引きます。 
（注）引ききれない「長期・分離譲渡」の赤字は、特定損失額（「居

住用財産の譲渡損失」又は「特定居住用財産の譲渡損失」の金
額をいいます。以下同じです。）の金額を除き、損益の通算を
することはできません。 

ⅲ 「総合譲渡」の赤字は他の「総合譲渡」の黒字から差し引きま
す（「分離譲渡」の黒字から差し引くことはできません。）。ただ
し、「長期・分離譲渡」の赤字のうち、損益の通算の対象となる
特定損失額がある場合には、「総合譲渡」、「長期・分離譲渡」（特
定損失額）の赤字の順に、「総合譲渡」の黒字から差し引きます。
この場合、「短期」→「長期」の順に差し引きます。 

ｂ 「一時」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄は、「一時所得の収入金額」から
「収入を得るために支出した金額」を差し引いた後の金額（赤字のと
きは０）を記入します。 

ハ 「Ⓒ 特別控除額」欄 
ａ 「総合譲渡」の「Ⓒ 特別控除額」欄は、次により記入します。 

・ 「総合譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額の合計額が 50 万
円までの場合…それぞれ「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額（赤字のと
きは０）を記入します。 

・ 「総合譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額の合計額が 50 万
円を超える場合…「短期」→「長期」の順に、それぞれ「総合譲渡」
の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額を記入します。ただし、「短期」と
「長期」の合計額は 50 万円が限度になります。 

ｂ 「一時」の「Ⓒ 特別控除額」欄は、「Ⓑ 譲渡の通算後」の金額が
50 万円までの場合にはその金額を、50 万円を超える場合には 50 万
円を記入します。 

ニ 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄 
 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄には、「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額か
ら「Ⓒ 特別控除額」欄の金額を差し引いた金額を次により記入します。 
ａ 「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額が全て赤字（０を含みます。）の場合
には次により記入します。 
・ 「総合譲渡」欄には、「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の赤字をそのまま転
記します。 

・ 「分離譲渡」欄には、「０」を記入します。ただし、「長期・分離
譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の赤字のうち、特定損失額がある
場合には、その赤字を転記します。 

ｂ 「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額が全て黒字（０を含みます。）の場合
には、そのまま転記します。 

ｃ 「Ⓑ 譲渡の通算後」の「譲渡」欄が赤字で「一時」欄が黒字の場
合には、「譲渡」欄の赤字のうち「総合譲渡」、「長期・分離譲渡」（特
定損失額に限ります。）欄の赤字を、特別控除後の「一時」欄の黒字
から差し引き、差引後の金額を記入します。 
 それでも引ききれない「総合譲渡」、「長期・分離譲渡」（特定損失
額）欄の赤字がある場合には、引ききれない赤字を金額の頭部に△を
付して記入します。また、上記以外の「分離譲渡」欄の赤字がある場
合には「０」を記入します。 

⑶ 「Ｃ 山林」欄 
 山林所得がある場合に、『山林所得収支内訳書（計算明細書）』で計算し
た山林所得金額を記入します。山林所得金額は、収用等により土地などが
買い取られた場合の 5,000 万円の特別控除の特例（措法 33条の４）など
を受けている方は、特別控除後の金額を記入します。 

⑷ 「Ｄ 退職」欄 
退職所得がある場合に記入します。 

イ 「Ⓐ 差引金額」欄 
退職所得の収入金額の合計額から退職所得控除額（注）を差し引いた

金額を記入します。 
（注）計算方法については、『確定申告の手引き』等をご覧ください。 
ロ 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄 

退職所得金額を記入します。 
（注）計算方法については、『確定申告の手引き』等をご覧ください。 

 
⑸ 「Ｅ 一般株式等の譲渡・上場株式等の譲渡・上場株式等の配当等」欄 
 「一般株式等の譲渡」欄及び「上場株式等の譲渡」欄は、分離課税の株
式等の譲渡に係る事業所得や譲渡所得、雑所得がある場合に記入します。 
 「上場株式等の配当等」欄は、分離課税の上場株式等に係る配当所得等
がある場合に記入します。 
イ 「上場株式等の配当等」の「Ⓐ 差引金額」欄 

分離課税の上場株式等に係る配当所得等の収入金額の合計額から、
分離課税の上場株式等に係る配当所得を生ずべき元本を取得するため
に要した負債の利子（株式を買ったり出資をしたりするために借り入
れた負債の利子に限ります。ただし、有価証券の譲渡による所得に係る
ものは除きます。）の額を差し引いた金額（赤字のときは０）を記入し
ます。 

ロ 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄 
ａ 「一般株式等の譲渡」欄及び「上場株式等の譲渡」欄には、『株式
等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書』の「１ 所得金額の計算」
の「一般株式等」又は「上場株式等」の⑪欄の金額（「上場株式等の
譲渡」欄にあっては、赤字のときは『令和＿年分の所得税及び復興特
別所得税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算
及び繰越控除用）』の⑤欄の金額の頭部に△を付した金額）を、それ
ぞれ転記します。ただし、『株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明
細書（特定権利行使株式分及び特定投資株式分がある場合）』を使用
されている方は、その「１ 所得金額の計算」の「一般株式等」又は
「上場株式等」の⑮欄の金額（赤字のときは『令和＿年分の所得税及
び復興特別所得税の確定申告書付表（特定投資株式に係る譲渡損失
の損益の計算及び繰越控除用）』の⑩欄（一般株式等）又は⑫欄（上
場株式等）の金額の頭部に△を付した金額）を転記します。 

ｂ 「上場株式等の配当等」の欄には、「Ⓐ 差引金額」欄の金額を転記
します。ただし、本年分の上場株式等に係る譲渡損失の金額を同年分
の分離課税の上場株式等に係る配当所得等の金額の計算上控除（損
益の通算）する場合は、『令和＿年分の所得税及び復興特別所得税の
確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控
除用）』の⑥欄の金額又は『令和＿年分の所得税及び復興特別所得税
の確定申告書付表（特定投資株式に係る譲渡損失の損益の計算及び
繰越控除用）』に係る付表の⑬欄の金額を転記します。 

⑹ 「Ｆ 先物取引」欄 
 分離課税の先物取引に係る事業所得や譲渡所得、雑所得がある場合に、
『先物取引に係る雑所得等の金額の計算明細書』の「合計」の⑫欄の金額
（赤字のときは０）を「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄に転記します。 

 
２ 損益の通算 
⑴ 「Ⓐ 通算前」の各欄、「山林」の「Ⓑ 第１次通算後」欄及び「退職」

の「Ⓒ 第２次通算後」欄 
 「１ 損失額又は所得金額」の各欄の金額を転記します。ただし、「④」
欄は、「１ 損失額又は所得金額」の「④」欄が黒字（０を含みます。）の
場合には転記しません。 

⑵ 「Ⓑ 第１次通算後」の各欄 
イ 「Ⓐ 通算前」のＡ、Ｂ欄の金額がともに赤字か黒字の場合…「Ⓐ 通

算前」欄の金額をそのまま転記します。 
ロ 「Ⓐ 通算前」のＡ欄の金額が赤字でＢ欄の金額が黒字の場合…Ａ欄

の赤字をＢの③から⑥欄の順に差し引きます。引ききれないためＡ欄
の赤字が残ったときは、残った赤字の金額を頭部に△を付して記入し、
Ｂ欄の黒字が残ったときは、残った黒字の金額を記入します。 

ハ 「Ⓐ 通算前」のＡ欄の金額が黒字でＢ欄の金額が赤字の場合…Ｂ欄
の赤字をＡ欄の黒字から差し引きます。引ききれないためＢ欄の赤字
が残ったときは、残った赤字の金額を頭部に△を付して記入し、Ａ欄の
黒字が残ったときは、残った黒字の金額を記入します。 

⑶ 「Ⓒ 第２次通算後」の各欄 
イ 「Ⓑ 第１次通算後」のＡ、Ｂ、Ｃ欄の金額がともに赤字か黒字の場

合…「Ⓑ 第１次通算後」欄の金額をそのまま転記します。 
ロ 「Ⓑ 第１次通算後」のＡ、Ｂ欄の金額が赤字で、Ｃ欄の金額が黒字

の場合…Ａ、Ｂ欄の赤字を「経常所得」→「譲渡」の順にＣの黒字から
差し引き、その差引後の金額を のハと同様に、「Ⓒ 第２次通算後」欄
に記入します。 

ハ 「Ⓑ 第１次通算後」のＡ、Ｂ欄の金額が黒字で、Ｃ欄の金額が赤字
の場合…Ｃ欄の赤字を、①から⑥欄の順に差し引き、その差引後の金額
を のハと同様に、「Ⓒ 第２次通算後」欄に記入します。 

⑷ 「Ⓓ 第３次通算後」の各欄 
イ 「Ⓒ 第２次通算後」のＡ、Ｂ、Ｃ欄の金額が赤字で、Ｄ欄の金額が

黒字の場合…Ａ、Ｂ欄の赤字を「経常所得」→「譲渡」の順にＤ欄の黒
字から差し引き、次にＣ欄の赤字をその残ったＤ欄の黒字から差し引
き、その差引後の金額を のハと同様に、「Ⓓ 第３次通算後」欄に記入
します。 

ロ イ以外の場合……「Ⓒ 第２次通算後」欄の金額をそのまま転記しま
す。 

⑸ 「Ⓔ 損失額又は所得金額」の各欄 
イ 「Ⓓ 第３次通算後」の「譲渡・長期・総合譲渡」欄の金額と「一時」

欄の金額の合計額が黒字の場合…「Ⓔ 損失額又は所得金額」の「譲渡・
長期・総合譲渡、一時」欄には、「Ⓓ 第３次通算後」の「譲渡・長期・
総合譲渡」欄の金額と「一時」欄の金額の合計額に 0.5 を乗じた金額を
書き、他は、「Ⓓ 第３次通算後」欄の金額を転記します。 

ロ イ以外の場合…「Ⓓ 第３次通算後」欄の金額を転記します。 
⑹ 「損失額又は所得金額の合計額」 欄 
 「Ⓔ 損失額又は所得金額」の各欄の損失額又は所得金額を合計し、そ
の金額が黒字の場合にはそのまま記入し、赤字の場合には金額の頭部に
△を付して記入します。 

 
３ 公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算 

⑴～ 欄については「１ 損失額又は所得金額」の各欄の金額を、 欄に
ついては「２ 損益の通算」の⑬の金額を、それぞれ転記します。 

 欄の金額（ から までの合計額）が、公的年金等に係る雑所得以外の
合計所得金額となりますので、申告書第一表の○55 欄に転記してください。 
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(

外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)

企業集団等所得課税規定の適用を 受
け る 外国関係会社の該当 ・ 非 該 当

14

税 引 前 当 期 利 益

営 業 利 益

11

10

( ●●●●●●●●●円)

請 求 権 等 勘 案 合 算 割 合
( ④ ｢ 27 ｣ 、 ⑤ ｢ 8 ｣ 又 は ⑥ ｢ 10 ｣ )

17

％

( ●●●●●●●●●円)

( ●●●●●●●●●円)

( ●●●●●●●●●円)

資 本 金 の 額 又 は 出 資 金 の 額

( ●●●●●●●●●円)

％ ％

％

( ●●●●●●●●●円)

貸借対照表、 損益計算書、 株主

資本等変動計算書、 損益金処分

表、 勘定科目内訳明細書、 本店

所在地国の法人所得税に関する

法令によ り 課さ れる 税に関する

申告書の写し 、 企業集団等所得

課税規定の適用がないも のと し

た場合に計算さ れる 法人所得税

の額に関する 計算の明細書及び

その計算の基礎と なる 書類●●

( ●●●●●●●●●円)

該当・ 非該当該当・ 非該当

( ●●●●●●●●●円)

( ●●●●●●●●●円) ( ●●●●●●●●●円)

％％

添 付 書 類

12

( ●●●●●●●●●円) ( ●●●●●●●●●円)

9

( ●●●●●●●●●円) ( ●●●●●●●●●円)

利 益 剰 余 金

所 得 に 対 す る 租 税 の 負担 割合
● ( 付 表 ２ ｢ 39 ｣ 又 は ｢ 40 ｣ ) ●

( ●●●●●●●●●円)

営 業 収 益 又 は 売 上 高

貸借対照表、 損益計算書、 株主

資本等変動計算書、 損益金処分

表、 勘定科目内訳明細書、 本店

所在地国の法人所得税に関する

法令によ り 課さ れる 税に関する

申告書の写し 、 企業集団等所得

課税規定の適用がないも のと し

た場合に計算さ れる 法人所得税

の額に関する 計算の明細書及び

その計算の基礎と なる 書類●●

13

％

該当・ 非該当

特定外国関係会社
・

対象外国関係会社
・

外国金融子会社等以外の
部分対象外国関係会社

・
外国金融子会社等

％

課

税

対

象

金

額

等

の

状

況

適用対象金額、 部分適用対象金額又は
金 融 子 会 社 等 部 分 適 用 対 象 金 額
( ④ ｢ 25 ｣ 、 ⑤ ｢ 7 ｣ 又 は ⑥ ｢ 9 ｣ )

16

課 税 対 象 金 額 、 部 分 課 税 対 象 金 額
若 し く は 金 融 子 会 社 等 部 分 課 税 対
象 金 額 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
( ④ ｢ 28 ｣ 、 ⑤ ｢ 9 ｣ 又 は ⑥ ｢ 11 ｣ )

18

( ●●●●●●●●●円) ( ●●●●●●●●●円)

％

15

00･   00･00
a

00･   00･00

●

外

国

関

係

会

社

の

名

称

等

●

5

7

( ●●●●●●●●●円)

8

主 た る 事 業

6

特定外国関係会社
・

対象外国関係会社
・

外国金融子会社等以外の
部分対象外国関係会社

・
外国金融子会社等

特定外国関係会社
・

対象外国関係会社
・

外国金融子会社等以外の
部分対象外国関係会社

・
外国金融子会社等

1

00･   00･00
a

00･   00･00

貸借対照表、 損益計算書、 株主

資本等変動計算書、 損益金処分

表、 勘定科目内訳明細書、 本店

所在地国の法人所得税に関する

法令によ り 課さ れる 税に関する

申告書の写し 、 企業集団等所得

課税規定の適用がないも のと し

た場合に計算さ れる 法人所得税

の額に関する 計算の明細書及び

その計算の基礎と なる 書類●●

株 式 等 の 保 有 割 合

の

所

在

●

●

た

る

事

務

所

本

店

又

は

主

国 名 又 は 地 域 名 2

事 業 年 度

①添付対象外国関係会社の名称等に関する 明細書

外 国 関 係 会 社 の 区 分

　 　 　 　 　 年分
氏名

00･   00･00
a

00･   00･00

所 在 地 3

名 称

4
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添付対象外国関係会社の名称等に関する明細書 

 

１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の４ 第11項｟ 居住

者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠ の規定の適用を受ける場合に記載し ます。  

２  「 株式等の保有割合８ 」 は、 「 ②添付対象外国関係会社に係る株式等の保有割合等に関する明細

書（ 付表１ ） 」 の「 ５ 」 及び「 ６ 」 の株式等保有割合の合計、 同表「 ７ 」 及び「 ８ 」 の議決権保有

割合の合計又は同表「 ９ 」 及び「 10」 の請求権保有割合の合計のいずれかの割合を記載し ます。  

ただし 、居住者と 措法第40条の４ 第２ 項第１ 号に規定する外国関係会社と の間に同項第５ 号に規

定する実質支配関係がある場合には、 記載を要し ません。  

３  「 添付書類15」 に掲げら れている書類その他参考と なる べき 事項を記載し た書類を、 確定申告書

に添付し て提出し ます。  

  なお、「 企業集団等所得課税規定の適用がないも のと し た場合に計算さ れる法人所得税の額に関

する計算の明細書及びその計算の基礎と なる書類」 については、 令和元年分以降の確定申告書を提

出する場合にのみ、 添付が必要と なり ます。  

４  居住者が措法第40条の７ 第11項｟ 特殊関係株主等である居住者に係る 特定外国法人の課税対象

金額等の総収入金額算入｠ の規定の適用を受ける場合には、こ の明細書に所要の調整をし て記載し

ます。  
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　 　 　 　 　 年分
氏名

居

住

者

等

株

主

等

の

株

式

等

保

有

割

合

等

あ

　
同

族

株

主

グ

ル

ー

プ

の

株

式

等

保

有

割

合

等

あ

居

住

者

・

内

国

法

人

等

あ

実質支配関係

12 13 14 15 16 17

本 人
％ ％ ％

有 ・  無

氏 名 又 は 名 称 住所又は本 店所 在地 株 式 等 保 有 割 合 議 決 権 保 有 割 合 請 求 権 保 有 割 合

％ ％ ％ ％％

そ の 他

3 4

合 計

そ の 他

5 6 7 8 9 10

. 外 国 関 係 会 社 の 名 称 . 1 事 業 年 度 2
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

氏名又は名称 住所又は本店所在地
株 式 等 保 有 割 合 議 決 権 保 有 割 合 請 求 権 保 有 割 合

実質支配関係

直 接 間 接 直 接 間 接 直 接 間 接

11

本 人
％

有 ・  無

同 族 株 主 グ ル ー プ
（ 本 人 を 除 く 。 ）

合 計
％ ％ ％

(

外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)

②添付対象外国関係会社に係る 株式等の保有割合等
に関する 明細書（ 付表１ ）
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添付対象外国関係会社に係る株式等の保有割合等に関する 明細書（ 付表１ ）  

 
１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の４ 第11項｟ 居住

者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠ の規定の適用を受ける場合に記載し ます。  

２  「 直接５ 」 の各欄は、 措法第40条の４ 第２ 項第１ 号に規定する外国関係会社（ 以下「 外国関係会

社」 と いいます。） の同号イ に規定する居住者等株主等 （ 以下「 居住者等株主等」 と いいます。） の

その外国関係会社に係る同項第１ 号イ ( 1) に規定する直接保有株式等保有割合を 記載し 、「 間接６ 」

は、 その外国関係会社の居住者等株主等のその外国関係会社に係る同号イ ( 1) に規定する間接保有

株式等保有割合を 記載し ます。 こ の場合において、 こ れら の割合の計算に関する明細を別紙に記載

し て添付し ます。   

３  「 直接７ 」 の各欄は、 外国関係会社の居住者等株主等のその外国関係会社に係る措法第40条の４

第２ 項第１ 号イ ( 2) に規定する直接保有議決権保有割合を記載し 、「 間接８ 」 は、 その外国関係会社

の居住者等株主等のその外国関係会社に係る 同号イ ( 2) に規定する 間接保有議決権保有割合を 記載

し ます。 こ の場合において、 こ れら の割合の計算に関する明細を別紙に記載し て添付し ます。 ただ

し 、 同号イ ( 1) 又は( 3) に掲げる 割合が100分の50を 超える場合には、 その記載及び添付を 要し ませ

ん。   

４  「 直接９ 」 の各欄は、 外国関係会社の居住者等株主等のその外国関係会社に係る措法第40条の４

第２ 項第１ 号イ ( 3) に規定する直接保有請求権保有割合を記載し 、「 間接10」 は、 その外国関係会社

の居住者等株主等のその外国関係会社に係る 同号イ ( 3) に規定する 間接保有請求権保有割合を 記載

し ます。 こ の場合において、 こ れら の割合の計算に関する明細を別紙に記載し て添付し ます。 ただ

し 、 同号イ ( 1) 又は( 2) に掲げる 割合が100分の50を 超える場合には、 その記載及び添付を 要し ませ

ん。   

５  「 14」 から「 16」 までの各欄は、 措法第40条の４ 第１ 項第４ 号に規定する同族株主グループに属

する者の外国関係会社に係る同項第１ 号イ から ハまでに掲げる割合を記載し ます。こ の場合におい

て、 こ れら の割合の計算に関する明細を記載し た書類及び租税特別措置法施行規則（ 以下「 措法規

則」 と いいます。 ） 第18条の20第36項第７ 号｟ 居住者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠ に

掲げる書類を添付し ます。   

６  上記２ ないし ５ のほか、 措法規則第18条の20第36項第６ 号に掲げる 書類を添付し ます。  

７  居住者が措法第40条の７ 第11項｟ 特殊関係株主等である居住者に係る 特定外国法人の課税対象

金額等の総収入金額算入｠ の規定の適用を受ける場合には、こ の明細書に所要の調整をし て記載し

ます。  
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(

外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)
③添付対象外国関係会社に係る外国関係会社の区分及び

所得に対する 租税の負担割合の計算に関する明細書（ 付表２ ）　 　 　 　 　 年分
氏名

外 国 金 融 子 会 社 等 で あ る こ と 21 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

本 店 所 在 地 国 に お い て 事 業 の 管 理 、 支 配 及 び 運 営 を 自 ら 行 う 外 国 関 係 会 社 で あ る こ と 15

2

統 括 会 社 特 例 の 適 用 11 有 ・ 無

( 2) の 事 業 年 度 が 特 定 清 算 事 業 年 度 で あ る こ と

19

20

該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

清 算 外 国 金 融 子 会 社 等 で あ る こ と

1

9 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

ペ ー パ ー ・ カ ン パ ニ ー

主た る 事業を 行う に 必要と 認め ら れる 固定施設を 有す る 外 国関 係会 社で な い こ と 3

● ● 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社 の 判 定 ● ●

特 定 外 国 関 係 会 社 及 び 対 象 外 国 関 係 会 社 以 外 の 外 国 関 係 会 社 で あ る こ と 18 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

外国関係会社の事業年度が平成31年４ 月１ 日以後に開始する 場合において、 非関連者等収入保険料の合計額の収
入保険料の合計額に対する 割合が10％未満であり 、 かつ、 非関連者等支払再保険料合計額の関連者等収入保険料
の合計額に対する 割合が50％未満である 外国関係会社である こ と ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

有 ・ 無

航 空 機 リ ー ス 子 会 社 特 例 の 適 用

外 国 金 融 持 株 会 社 特 例 の 適 用 12

非関連者基
準●●●●

非 関 連 者 取 引 割 合 が 50 ％ を 超 え る 外 国 関 係 会 社 で あ る こ と 16 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

所在地国基
準●●●●

主 と し て 本 店 所 在 地 国 に お い て 事 業 を 行 う 外 国 関 係 会 社 で あ る こ と 17 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

● ● 対 象 外 国 関 係 会 社 の 判 定 ● ●

経

済

活

動

基

準

事 業 基 準

株式等若し く は債券の保有、 無形資産等の提供又は船舶若し く は航空機の貸付けを主たる事業と する
外国関係会社でないこ と

10

実 体 基 準 本店所在地国において 主たる 事業を 行う に必要と 認めら れる 固定施設を 有する 外国関係会社で ある こ と

本 店 所 在 地 国 に お い て
課 さ れ る 外 国 法 人 税 の 額

所 得 の 額 に 応 じ て 税 率 が
高 く な る 場 合 に 納 付 し た
も の と み な さ れ る 税 額

納 付 し た も の と み な し て
本 店 所 在 地 国 の 外 国 法 人 税
の 額 か ら 控 除 さ れ る 額

本 店 所 在 地 国 外 に お い て
課 さ れ る 外 国 法 人 税 の 額

37

租 税 の 額
a( ( 34) か ら ( 37) ま で の 合 計 額 ) a

38

36

39

％

租

税

の

額

の

計

算

34

本

店

所

在

地

国

の

外

国

法

人

税

の

額

( 33) が 零 又 は 欠 損 金 額 と
な る 場 合 の 租 税 の 負 担 割 合

28

30

32

当

期

の

所

得

金

額

加

　
　
算

当 期 の 決 算 上 の
利 益 又 は 欠 損 の 額

損 金 の 額 に 算 入 し
た 支 払 配 当 等 の 額

損 金 の 額 に 算 入 し
た 外 国 法 人 税 の 額

非 課 税 所 得 の 金 額

保 険 準 備 金 繰 入
限 度 超 過 額

保 険 準 備 金
取 崩 不 足 額

小 計 29

23

27

● 所 得 に 対 す る 租 税 の 負 担 割 合 の 計 算 ●

所

得

の

金

額

の

計

算

22

35

％

本 店 所 在 地 国 に お
け る 課 税 所 得 金 額

24

25

26

所 得 の 金 額
( ( 22) 又 は ( 23) ) ＋ ( 29) － ( 32)

33

所 得 に 対 す る 租 税 の 負 担 割 合
( 38)
( 33)31

減

　
算

収 益 配 当 等 の 額

益 金 の 額 に 算 入 し た
還 付 外 国 法 人 税 の 額

小 計

総資産額に対する 一定の受動的所得の金額の割合が30％を 超える 外国関係会社( 総資産額に対す
る 一定の資産の額の割合が50％を 超え る も のに限る 。 ) で ある こ と ○○○○○○○○○○○○

8 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

キ ャ ッ シ ュ ・ ボ ッ ク ス

本店所在地国に おいて 事業の管理、 支配及び運営を 自ら 行う 外国関係会社で な いこ と 4 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

外 国 子 会 社 の 株 式 等 の 保 有 を 主 た る 事 業 と す る 一 定 の 外 国 関 係 会 社 で な い こ と 5 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

特定子会社の株式等の保有を 主た る 事業と する 等の一定の外国関係会社で な い こ と

40

6 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

● 添 付 対 象 外 国 関 係 会 社 に 係 る 外 国 関 係 会 社 の 区 分 に 関 す る 明 細 ●

● ● 特 定 外 国 関 係 会 社 の 判 定 ● ●

該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

外 国 関 係 会 社 の 名 称

不動産の保有、 石油その他の天然資源の探鉱等又は社会資本の整備に関する 事業の遂行上
欠く こ と のでき ない機能を 果たし ている 等の一定の外国関係会社でないこ と ●●●●●●

● ● ● ●

7

該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

14 該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

管 理 支 配
基 準 ● ●

13 有 ・ 無

事 業 年 度

該 当 ・ 非 該 当 ・ 未 判 定

事 業 基 準
の 特 例 Ｑ
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添付対象外国関係会社に係る外国関係会社の区分及び 

所得に対する租税の負担割合の計算に関する明細書（ 付表２ ）  

 

１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の４ 第11項｟ 居住者の外

国関係会社に係る所得の課税の特例｠ の規定の適用を受ける場合に記載し ます。  

２  「 収益配当等の額30」 の記載に当たっ ては、 次に掲げる 外国関係会社（ 措法第40条の４ 第２ 項第１ 号

に規定する外国関係会社をいいます。 以下同じ です。） の区分に応じ それぞれ次に定めると こ ろにより ま

す。   

⑴ 租税特別措置法施行令（ 以下「 措法令」 と いいます。） 第39条の17の２ 第２ 項第１ 号イ ｟ 外国関係会 

社に係る 租税負担割合の計算｠ に掲げる 外国関係会社 同号イ ( 1) に掲げる 所得の金額から 除かれる

同号イ ( 1) に規定する配当等の額を記載し ます。  

⑵ 措法令第39条の17の２ 第２ 項第１ 号ロに掲げる外国関係会社 同号ロ ( 5) に規定する配当等の額を 

記載し ます。   

３  「 所得の金額33」 の記載に当たっ ては、 次に掲げる外国関係会社の区分に応じ それぞれ次に次に定め

ると こ ろにより ます。   

⑴ 措法令第39条の17の２ 第２ 項第１ 号イ に掲げる外国関係会社 「 ( 22) 又は」 を消し ます。   

⑵ 措法令第39条の17の２ 第２ 項第１ 号ロに掲げる外国関係会社 「 又は( 23) 」 を消し ます。   

４  措法令第25条の22の２ 第２ 項第４ 号｟ 外国関係会社に係る租税負担割合の計算｠ に規定する場合に該

当する と きは、「 所得の額に応じ て税率が高く なる場合に納付し たも のと みなさ れる 税額35」 は、  所得

の額に応じ て高く なるその本店所在地国（ その本店又は主たる事務所の所在する国又は地域をいいます。

以下同じ です。） の外国法人税（ 法人税法第69条第１ 項｟ 外国税額の控除｠ に規定する外国法人税をいい

ます。 以下同じ です。） の税率のう ち最高税率を用いて算定し た税額から「 本店所在地国において課さ れ

る外国法人税の額34」 の金額を控除し た残額を記載すると と も に、 その用いた最高税率を同欄の括弧の

中に記載し ます。   

５  「 本店所在地国外において課さ れる外国法人税の額37」 は、 外国関係会社がその本店所在地国以外の

国又は地域において課さ れた外国法人税の額から 「 収益配当等の額30」 の金額（ その国又は地域に所在

する法人から 受ける配当等の額に限り ます。） に対し て課さ れた外国法人税の額を控除し た残額を記載し

ます。   

６  措法令第25条の22の２ 第２ 項第５ 号に規定する場合に該当すると き は、「 ( 33) が零又は欠損金額と なる

場合の租税の負担割合40」 の記載に当たっ ては、  次に掲げる外国関係会社の区分に応じ それぞれ次に定

めると こ ろ により ます。 こ の場合には、「 34」 か ら 「 39」 までの各欄の記載は要し ません。   

⑴ 措法令第39条の17の２ 第２ 項第１ 号イ に掲げる外国関係会社 その外国関係会社の主たる事業に係 

る収入金額（ その収入金額が「 収益配当等の額30」 の金額である場合には、 その外国関係会社のその

収入金額以外の収入金額） から 所得が生じ たと し たと きにその所得に対し て適用さ れる本店所在地国

の外国法人税の税率を記載し ます。   

⑵ 措法令第39条の17の２ 第２ 項第１ 号ロに掲げる外国関係会社 「 ０ 」 と 記載し ます。   

７  居住者が措法第40条の７ 第11項｟ 特殊関係株主等である 居住者に係る特定外国法人の課税対象金額等

の総収入金額算入｠ の規定の適用を受ける場合には、 こ の明細書に所要の調整をし て記載し ます。  
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加

算

④特定外国関係会社又は対象外国関係会社の
適用対象金額等の計算に関する 明細書

10

15

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

（ 円 ）

欠 損 金 額 の 内 訳

事 業 年 度
控 除 未 済 欠 損 金 額 当 期 控 除 額

翌 期 繰 越 額
●●●●( 29) －( 30) ●●●●

29 30 31

減

算

課 税 対 象 金 額

●●● ( ( 25) -( 26) ) ×( 27) ●●●
28

当 期 中 に 納 付 す る こ と と な る
法 人 所 得 税 の 額

23

小 計 11
当期中に還付を 受け る こ と と な る
法 人 所 得 税 の 額

14

基 準 所 得 金 額
●●● ( 4) ＋( 11) －( 20) ●●●

4

8

24

22

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

2512

特定部分対象外国関係会社株式
等の特定譲渡に係る 譲渡利益額

13 調 整 金 額 26

適 用 対 象 金 額
● ( 21) － ( 22) － ( 23) ＋ ( 24) ●

21

7

17

5

合 計

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

請 求 権 等 勘 案 合 算 割 合 27
％

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

　 　 　 　 　 年分
氏名

計

9
繰 越 欠 損 金 の 当 期 控 除 額
● ●●● ( ( 30) の計 ) ● ● ●●

外 国 関 係 会 社 の 名 称 1 事 業 年 度 2
・ 　 　 　 ・
・ 　 　 　 ・

適 用 対 象 金 額 及 び 課 税 対 象 金 額 等 の 計 算

所 得 計 算 上 の 適 用 法 令 3 本邦法令・ 外国法令 16

減

算

(

外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)

当 期 分

18

6 19

20小 計

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

控 除 対 象 配 当 等 の 額

益金の額に算入した法人所得税の還付額

損金の額に算入し た法人所得税の額

当期の利益若しく は欠損の額又は所得金額
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特定外国関係会社又は対象外国関係会社の適用対象金額等の計算に関する明細書 

 
１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の４ 第１ 項｟ 居住

者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠ の規定の適用を受ける場合に記載し ます。  

２  「 当期の利益若し く は欠損の額又は所得金額４ 」 は、 措法第40条の４ 第２ 項第２ 号に規定する特

定外国関係会社若し く は同項第３ 号に規定する対象外国関係会社に係る 租税特別措置法施行令（ 以

下「 措法令」 と いいます。） 第39条の15第１ 項第１ 号若し く は第２ 項本文｟ 適用対象金額の計算｠

の規定により 計算し た所得の金額若し く は欠損の金額を記載し ます。 こ の場合において、 その金額

の計算に関する明細を別紙に記載し て添付し ます。  

３  「 損金の額に算入し た法人所得税の額５ 」 は、 措法令第39条の15第１ 項第２ 号若し く は第２ 項第

８ 号に掲げる金額を記載し ます。  

４  「 益金の額に算入し た法人所得税の還付額12」 は、 措法令第39条の15第１ 項第３ 号若し く は第２

項第15号に掲げる 金額を記載し ます。  

５  「 特定部分対象外国関係会社株式等の特定譲渡に係る譲渡利益額13」 は、 措法令第39条の15第１

項第５ 号若し く は第２ 項第18号に掲げる 金額を記載し ます。  

６  「 控除対象配当等の額14」 は、 措法令第39条の15第３ 項に規定する控除対象配当等の額を記載し

ます。 こ の場合において、 その金額の計算に関する明細を 別紙に記載し て添付し ます。  

７  「 調整金額26」 は、 措法令25の19第１ 項に規定する調整金額を記載し ます。 こ の場合において、

その金額の計算に関する明細を別紙に記載し て添付し ます。  

８  「 請求権等勘案合算割合27」 は、 措法令第25条の19第２ 項第１ 号｟ 課税対象金額の計算等｠ に定

める割合を記載し ます。 こ の場合において、 その割合の計算に関する明細を別紙に記載し て添付し

ます。  

９  居住者が措法第40条の７ 第１ 項｟ 特殊関係株主等である居住者に係る 特定外国法人の課税対象

金額等の総収入金額算入｠ の規定の適用を受ける場合には、こ の明細書に所要の調整をし て記載し

ます。  
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( 　    　 　 　 　   円)

特 定 所 得 の 金 額 の 計 算

( 35) に 係 る 直 接 費 用 の 額 の 合 計 額 38

剰 余 金 の 配 当 等 の 額 の 合 計 額 10

44

18

( 15) の う ち ( 14) に 含 ま れ る 金 額

( 10) のう ち 持株割合25％以上等の子法人か
ら 受け る 剰余金の配当等の額あ あ あ あ あ

( 11) のう ち 支払法人において 損金算入さ れ
る 剰 余 金 の 配 当 等 の 額 あ あ あ あ

11

12

( 13) に 係 る 直 接 費 用 の 額 の 合 計 額

( 13) －( 14) －( 19)
( マイ ナスの場合は０ )

( 13) に 係 る 株 式 等 の 帳 簿 価 額

( 18)

13

( 41) のう ち ヘッ ジ 取引と し て 行っ た一定の
デ リ バテ ィ ブ 取引に 係る 損益の額あ あ あ

42

14

( 10) －( ( 11) －( 12) )

デ

リ

バ

テ

ィ

ブ

取

引

に

係

る

損

益

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 に 係 る 損 益 の 額 41

( 41) －( ( 42) ＋( 43) ＋( 44) ＋( 45) ＋( 46) ) 47

( 41) のう ち短期売買商品等損失額を減少さ せる ため
に行っ た 一定のデリ バテ ィ ブ取引に係る 損益の額
( ( 42) に 該 当 す る も の を 除 く 。 ) あ

43

17

16

当 期に 支 払 う 負債 利子 の額 の合 計額

2

有

価

証

券

の

譲

渡

損

益

( 33) に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額 36

( 36) のう ち 持株割合25％以上の法人の株式
等の譲渡に係る 対価の額の合計額に係る 原
価の額の合計額ああああああああああああ

37

( 35) －( ( ( 36) －( 37) ) ＋( 38) ) 39

一 単 位 当 た り の 帳 簿 価 額 の 算 出 の 方 法 40
移動平均法

総平均法

部 分 課 税 対 象 金 額
ああああaああああ( 7) ×( 8) あ ああ ああaあああ

9

( 48) のう ち その行う 事業( 投機的な取引を 行
う 事業を 除く 。 ) に係る 業務の通常の過程に
お い て 生 ず る 外 国 為 替 差 損 益 の 額 あ あ

49

部 分 適 用 対 象 金 額
あああああああああ( 3) ＋( 6) あああああああああ

7

％

( 41) のう ち 一定の商品先物取引業者等が行
う 一定の商品先物取引に係る 損益の額( ( 42)
から ( 45) ま で に該当する も のを 除く 。 ) あ

46

( 51) －( 52)

( 51) のう ち ヘッ ジ 取引と し て 行っ た一定の
取引に 係る 損益の額あ あ あ あ あ あ あ あ あ

52

そ の他の金融所得に 係る 損益の額( ( 20) 、
( 29) 、 ( 32) 、 ( 39) 、 ( 47) 又は( 50) に該当す
る も のを 除く 。 ) あ あ あ あ あ あ あ あ あ あ

51

53

( 48) －( 49) 50

( 21) のう ち 一定の棚卸資産の販売から 生ずる 利子の額( ( 24) に

該当する も のを 除く 。 ） （ 外国関係会社の事業年度が令和２

年 ４ 月 １ 日 以 後 に 開 始 す る 場 合 に 限 る 。 ） ● ● ● ●

24

( 58) －( 59)
( マイ ナスの場合は０ )

60

当期に収入し た、 又は収入すべき こ と の確定し た収
入保険料( 当該収入保険料のう ち 払い戻し た、 又は
払い 戻す べ き も のを 除く 。 ) ● ●●●●●●●

54

( 54) ＋( 55) －( 56)
( マイ ナスの場合は０ )

57

当期に支払っ た、 又は支払う べき こ と の確
定し た支払保険金の額の合計額●●●●●

58

当期に収入し た、 又は収入すべき こ と の確
定し た 再保険返戻金●●●●●●●●●

55

当期に収入し た、 又は収入すべき こ と の確
定し た再保険金の額の合計額●●●●●●

59

当期に支払っ た、 又は支払う べき こ と の確
定し た再保険料及び解約返戻金の合計額●

56

( 21) の う ち 一 定 の 割 賦 販 売 等 に 係 る 利 子 の 額

( 21) のう ち 一定の貸金業者が行う 金銭の貸
付 け に 係 る 利 子 の 額 あ あ あ あ あ あ あ あ

損
益
あ
あ
あ
あ
あ

有
価
証
券
の
譲
渡

け
に
係
る
収
益
あ

有
価
証
券
の
貸
付

受

取

利

子

等

25

23

( 33) のう ち 持株割合25％以上の法人の株式
等の譲渡に 係る 対価の額の合計額あ あ あ

34

( 30) に 係 る 直 接 費 用 の 額 の 合 計 額 31

( 30) －( 31)
( マイ ナスの場合は０ )

32

22

27

21

月

１

日

以

後

に

開

始

す

る

場

合

に

限

る

。

）

保

険

所

得

（

外

国

関

係

会

社

の

事

業

年

度

が

平

成

●

年

４
( 57) －( 60) 61

有価証券の譲渡に 係る 対価の額の合計額

( 27) －( 28)
( マイ ナスの場合は０ )

有価証券の貸付けによ る 対価の額の合計額 30

29

( 33) －( 34) 35

26

( 21) のう ち 業務の通常の過程において 生ず
る 預 貯 金 利 子 の 額 あ あ あ あ あ あ あ あ あ

( 27) に 係 る 直 接 費 用 の 額 の 合 計 額

( 21) のう ち一定のグループフ ァ イ ナン スに係る 利子
の額( ( 23) に該当する も のを 除く 。 ) ●●●●●●

33

28

( 21) －( ( 22) ＋( 23) ＋( 24) ＋( 25) ＋( 26) )

×

そ
の
他
の
金
融
所
得

外

国

為

替

差

損

益

( 15) －

氏名
　 　 　 　 　 年分

部 分 適 用 対 象 損 失 額 の 当 期 控 除 額

( 39) ＋ ( 47) ＋ ( 50) ＋ ( 53) ＋ ( 61) ＋ ( 90)
ああああaあ( マ イ ナス の場合は０ ) ああaあああ

受 取 利 子 等 の 額 の 合 計 額

( 16)

負

債

利

子

配

賦

額

( マイ ナスの場合は０ )

19

( 20) ＋ ( 29) ＋ ( 32) ＋ ( 70) ＋ ( 80) ＋ ( 98)

15

20

総 資 産 の 帳 簿 価 額

・ 　   　 ・
・ 　   　 ・

⑤外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る
部分適用対象金額及び特定所得の金額等の計算に関する明細書

（ 次ページに続き ます。 ）

（

外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分
）

事 業 年 度

部 分 適 用 対 象 金 額 及 び 部 分 課 税 対 象 金 額 等 の 計 算

( 4) －( 5) 6

1

請 求 権 等 勘 案 合 算 割 合

3

4

5

8

外国金融子会社等以外の部分対象外
国関係会社の名称●●●●●●●●

( 41) のう ち 一定の金利ス ワッ プ 等に係る 損
益の額( ( 43) に該当する も のを 除く 。 ) ああ

45

外 国 為 替 差 損 益 の 額 48

( 41) のう ち 先物外国為替契約等に相当する
契約に基づく デリ バテ ィ ブ 取引に係る 損益
の額( ( 43) に該当する も のを 除く 。 ) あああ

剰

余

金

の

配

当

等
( 17)

・

31
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75

77

固 定 資 産 ( 無 形 資 産 等 を 除 く 。 ) の
貸 付 け に よ る 対 価 の 額 の 合 計 額 あ あ

62

( 62) のう ち 主と し て そ の本店所在地国におい
て 使用に 供さ れる 固定資産( 不動産及び不動
産の上に 存する 権利を 除く 。 ) の貸付けによ
る 対価の額( ( 65) に 該当す る も のを 除く 。 )

63

無 形 資 産 等 の 使 用 料 の 合 計 額 72

( 62) のう ち その本店所在地国にある 不動産及
び不動産の上に 存す る 権利の貸付け に よ る
対価の額( ( 65) に該当する も のを 除く 。 ) ●

本邦法令・ 外国法令

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

( ( 94) ＋( 95) ＋( 96) ) ×50％

( 72) －( ( 73) ＋( 74) ＋( 75) ) 76

( 91) －( 92)
( マイ ナスの場合は０ )

93

総 資 産 の 帳 簿 価 額 94

償 却 費 計 算 上 の 適 用 法 令 81 本邦法令・ 外国法令

( 76) －( 79)
( マイ ナスの場合は０ )

80

( 76) に 係 る 直 接 費 用 の 額 の 合 計 額 ( ( 78)
に 該当 す る も のを 除 く 。 ) ● ● ●● ●●

合 計

( 72) のう ち部分対象外国関係会社が使用を 許諾
さ れその事業の用に供する無形資産等の使用料

控除未済部分適用対象損失額

99

当 期 控 除 額

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

計

当 期 分

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

所

得

控

除

の

金

額

( 66) に 係 る 償 却 費 の 額 68

( 67) ＋( 68) 69 ( 86) のう ち 部分対象外国関係会社が取得を
し その事業の用に供する 無形資産等の譲渡
に 係る 対価の額に 係る 原価の額の合計額

88

( 66) －( 69)
( マイ ナスの場合は０ )

70

( 85) に 係 る 直 接 費 用 の 額 の 合 計 額 89

償 却 費 計 算 上 の 適 用 法 令 71

部 分 適 用 対 象 損 失 額 の 内 訳

翌 期 繰 越 額
あ あ あ あ あ ( 99) －( 100) あ あ あ あ

100

( 93) －( 97)
( マイ ナスの場合は０ )

人 件 費 の 額 95

96

97

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

( 76) に 係 る 償 却 費 の 額 78

( 77) ＋( 78) 79

( 82) －( ( 83) ＋( 84) )

( 10) ＋( 21) ＋( 30) ＋( ( 33) －( 36) ) ＋( 41) ＋( 48) ＋( 51) ＋
( 61) ＋( 62) ＋( 72) ＋( ( 82) －( 86) ) 92

84

● ● 特 定 所 得 の 金 額 の 計 算 （ 続 き ） ● ●

固

定

資

産

の

貸

付

け

に

係

る

収

益

無

形

資

産

等

の

譲

渡

損

益

( 82) のう ち 部分対象外国関係会社が自
ら 行 っ た 研 究 開 発 の 成 果 に 係 る 無 形
資 産 等 の譲 渡 に 係 る 対 価 の 額 ● ● ●

無

形

資

産

等

の

使

用

許

諾

に

係

る

収

益

( 72) のう ち 部分対象外国関係会社が自ら 行っ
た研究開発の成果に係る 無形資産等の使用料 73

異

常

所

得

税 引 後 当 期 利 益 の 額 91

( 72) のう ち 部分対象外国関係会社が取得を し
そ の事業の用に 供す る 無形資産等の使用料

74

83

67

( 86) のう ち 部分対象外国関係会社が自ら 行っ
た 研究開発の成果に 係る 無形資産等の譲渡
に 係 る 対 価 の 額 に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額

87

98

(
外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)

101

( 66) に 係 る 直 接 費 用 の 額 の 合 計 額 ( ( 68)
に 該 当 す る も の を 除 く 。 ) ● ● ● ● ●

減 価 償 却 費 の 累 計 額

( 85) －( ( ( 86) －( 87) －( 88) ) ＋( 89) ) 90

無形資産等の譲渡に係る 対価の額の合計額

( 62) －( ( 63) ＋( 64) ＋( 65) ) 66

( 82) に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額 86

85

64

( 62) のう ち一定の要件を 満たす部分対象外国関
係会社が行う 固定資産の貸付けによる対価の額

65

82

事 業 年 度

( 82) の う ち 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社 が
取得を し そ の事業の用に 供する 無形資
産等の譲渡に係る 対価の額●●●●●
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外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る 

部分適用対象金額及び特定所得の金額等の計算に関する明細書 

 
１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の４ 第６ 項｟ 居住者の外国関

係会社に係る 所得の課税の特例｠ の規定の適用を 受ける 場合に記載し ます。  

２  「 請求権等勘案合算割合８ 」 は、 租税特別措置法施行令（ 以下「 措法令」 と いいます。） 第25条の19第２ 項第

１ 号｟ 課税対象金額の計算等｠ に定める 割合を 記載し ます。 こ の場合において、 その割合の計算に関する 明細

を 別紙に記載し て添付し ます。  

３  「 ⑽のう ち 持株割合25％以上等の子法人から 受ける剰余金の配当等の額11」 は、 措法第40条の４ 第６ 項第１

号イ に掲げる 他の法人から 受ける 剰余金の配当等（ 法人税法第23条第１ 項第１ 号｟ 受取配当等の益金不算入｠

に規定する 剰余金の配当、利益の配当又は剰余金の分配を いい、同項第２ 号に規定する金銭の分配を 含みます。

以下同じ です。） の額を 記載し ます。  

４  「 総資産の帳簿価額17」 は、 措法令第25条の22の３ 第６ 項第１ 号｟ 部分適用対象金額の計算等｠ に掲げる 金

額を 記載し ます。  

５  「 ( 13) に係る 株式等の帳簿価額18」 は、 措法令第25条の22の３ 第６ 項第２ 号に掲げる金額を記載し ます。  

６  「 ( 21) のう ち 一定の貸金業者が行う 金銭の貸付けに係る 利子の額23」 は、 金銭の貸付けを 主たる 事業と する

部分対象外国関係会社（ 措法第40条の４ 第２ 項第６ 号に規定する 部分対象外国関係会社を いい、 措法第40条の

４ 第２ 項第７ 号に規定する 外国金融子会社等を 除き ます。 以下同じ です。）（ 金銭の貸付けを 業と し て行う こ と

につき その本店所在地国（ その本店又は主たる 事務所の所在する 国又は地域を いいます。 以下同じ です。） の法

令の規定によ り その本店所在地国において免許又は登録その他こ れら に類する 処分を 受けている も のに限り ま

す。） でその本店所在地国においてその役員又は使用人がその行う 金銭の貸付けの事業を 的確に遂行する ため

に通常必要と 認めら れる 業務の全てに従事し ているも のが行う 金銭の貸付けに係る 利子の額を記載し ます。  

７  「 ( 21) のう ち 一定の割賦販売等に係る 利子の額24」 は、 措法令第25条の22の３ 第８ 項第１ 号に掲げる 利子の

額を 記載し ます。  

８  「 ( 21) のう ち 一定の棚卸資産の販売から 生ずる 利子の額( ( 24) に該当する も のを除く 。 ) 25」 は、 措法令第25

条の22の３ 第８ 項第２ 号に掲げる 利子の額を 記載し ます。 ただし 、 居住者が令和２ 年改正法第15条の規定によ

る 改正前の措法第40条の４ 第６ 項｟ 居住者の外国関係会社に係る 所得の課税の特例｠ の規定の適用を 受ける 場

合には、 記載し ません。  

９  「 ( 21) のう ち一定のグループフ ァ イ ナン スに係る 利子の額（ ( 23) に該当する も のを 除く 。） 26」 は、 措法令第

25条の22の３ 第８ 項第３ 号及び第４ 号に掲げる 利子の額を 記載し ます。  

10 「 ( 41) のう ち ヘッ ジ取引と し て行っ た一定のデリ バティ ブ取引に係る 損益の額42」 は、 租税特別措置法施行

規則（ 以下「 措法規則」 と いいます。） 第18条の20第23項各号｟ 居住者の外国関係会社に係る 所得の課税の特例

｠ に掲げる デリ バティ ブ取引等（ 措法規則第18条の20第23項各号列記以外の部分に規定する デリ バティ ブ取引

等を いいます。 以下同じ です。） に係る 利益の額又は損失の額（ 措法規則第18条の20第24項の規定の適用を受け

る 場合には、 その事業年度において行っ た全てのデリ バティ ブ取引等に係る 利益の額又は損失の額） を 記載し

ます。  

11 「 ( 41) のう ち 短期売買商品等損失額を 減少さ せるために行っ た一定のデリ バティ ブ取引に係る 損益の額（ ( 42)

に該当する も のを 除く 。） 43」 は、 法人税法第61条第１ 項｟ 短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益｠ に規
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定する短期売買商品等に相当する 資産の価額の変動に伴っ て生ずる おそれのある損失を減少さ せる ために行っ

たデリ バティ ブ取引（ 法人税法第61条の５ 第１ 項｟ デリ バティ ブ取引に係る 利益相当額又は損失相当額の益金

又は損金算入等｠ に規定する デリ バティ ブ取引を いいます。 以下同じ です。） に係る 利益の額又は損失の額（ 措

法規則第18条の20第33項において準用する同条第29項の規定の適用を 受ける 場合には、 その事業年度において

行っ た全てのデリ バティ ブ取引に係る 利益の額又は損失の額） を 記載し ます。  

12 「 ( 41) のう ち一定の金利スワッ プ等に係る 損益の額（ ( 43) に該当する も のを 除く 。） 45」 は、 法人税法第61条

の５ 第１ 項に規定する その他財務省令で定める 取引に係る 利益の額又は損失の額を 記載し ます。  

13 「 ( 41) のう ち 一定の商品先物取引業者等が行う 一定の商品先物取引に係る 損益の額（ ( 42) から ( 45) までに該

当するも のを 除く 。） 46」 は、 その本店所在地国の法令に準拠し て商品先物取引法第２ 条第22項各号｟ 定義｠ に

掲げる行為に相当する 行為を 業と し て行う 部分対象外国関係会社（ その本店所在地国においてその役員又は使

用人がその行う その行為に係る事業を 的確に遂行する ために通常必要と 認めら れる 業務の全てに従事し ている

も のに限り ます。） が行う 同条第13項に規定する 外国商品市場取引及び同条第14項に規定する 店頭商品デリ バ

ティ ブ取引に相当する 取引に係る 利益の額又は損失の額を 記載し ます。  

14 「 その他の金融所得に係る損益の額（ ( 20) 、 ( 29) 、 ( 32) 、 ( 39) 、 ( 47) 又は( 50) に該当するも のを除く 。） 51」

は、 措法第40条の４ 第６ 項第１ 号から 第６ 号までに掲げる 金額に係る 利益の額又は損失の額（ こ れら に類する

利益の額又は損失の額を 含みます。） を 生じ さ せる 資産の運用、 保有、 譲渡、 貸付けその他の行為によ り 生ずる

利益の額又は損失の額（ こ れら の各号に掲げる 金額に係る 利益の額又は損失の額を 除き ます。） を 記載し ます。 

15 「 ( 51) のう ち ヘッ ジ取引と し て行っ た一定の取引に係る 損益の額52」 は、 措法規則第18条の20第31項におい

て準用する 同条第23項各号に掲げる デリ バティ ブ取引等（ 措法規則第18条の20第31項において準用する 同条第

23項各号列記以外の部分に規定する デリ バティ ブ取引等を いいます。以下同じ です。） に係る利益の額又は損失

の額（ 措法規則第18条の20第31項において準用する 同条第24項の規定の適用を 受ける 場合には、 その事業年度

において行っ た全てのデリ バティ ブ取引等に係る 利益の額又は損失の額） を 記載し ます。  

16 「 ( 62) のう ち 一定の要件を満たす部分対象外国関係会社が行う 固定資産の貸付けによる 対価の額65」 は、 措

法令第25条の22の３ 第20項各号に掲げる 要件に該当する部分対象外国関係会社（ 措法第40条の４ 第２ 項第６ 号

に規定する 部分対象外国関係会社を いい、 措法第40条の４ 第２ 項第７ 号に規定する 外国金融子会社等を 除き ま

す。） が行う 措法第40条の４ 第６ 項第８ 号に規定する固定資産の貸付け（ 不動産又は不動産の上に存する 権利を

使用さ せる 行為を 含みます。） によ る 対価の額を 記載し ます。  

17 「 ( 72) のう ち 部分対象外国関係会社が自ら 行っ た研究開発の成果に係る 無形資産等の使用料73」、「 ( 72) のう

ち 部分対象外国関係会社が取得を し その事業の用に供する 無形資産等の使用料74」 及び「 ( 72) のう ち 部分対象

外国関係会社が使用を 許諾さ れその事業の用に供する 無形資産等の使用料75」 には、 それぞれ措法令25の22の

３ 第20項第１ 号、 第２ 号及び第３ 号に規定する 使用料（ こ れら の規定に該当する使用料であるこ と を 明ら かに

する 書類を 保存し ている 場合における 当該使用料に限り ます。） の額を 記載し ます。  

18 「 総資産の帳簿価額94」 は、 措法令第25条の22の３ 第28項に規定する 総資産の帳簿価額を 記載し ます。  

19 「 減価償却費の累計額96」 は、 措法令第25条の22の３ 第29項に規定する 償却費の累計額を 記載し ます。  

20 居住者が措法第40条の７ 第１ 項｟ 特殊関係株主等である 居住者に係る 特定外国法人の課税対象金額等の総収

入金額算入｠ の規定の適用を 受ける 場合には、 こ の明細書に所要の調整を し て記載し ます。  
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本邦法令・ 外国法令

( 18) 又は( 19)
％

( 32) ＋( 33)

23

⑥外国金融子会社等に係る 金融子会社等部分適用対象金額
及び特定所得の金額等の計算に関する 明細書

　 　 　 　 　 年分
氏名

24

( 31) －( 34)
( マイ ナスの場合は０ )

35

外

国

金

融

子

会

社

等

に

係

る

異

常

な

水

準

の

資

本

に

係

る

所

得

( 22)

( 27) のう ち その本店所在地国にある 不
動産及び不動産の上に存する 権利の貸
付けによ る 対価の額( ( 30) に該当する も
のを 除く 。 ) ●●●●●●●●●●●●

29

( 5) －( 6) 7

特 定 所 得 の 金 額 の 計 算

11

( 　 　            　 　 円)

12

( 12) －( 13)
( マイ ナスの場合は０ )

25

再保険契約に伴い積み立て な いこ と と
し た責任準備金に相当する も のの額及
び支払備金に相当する も のの額の合計
額 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

21

( 31) に係る 直接費用の額の合計額( ( 33)
に該当するも のを 除く 。 ) ●●●●●●

32

( 20) 又は( ( 20) ＋( 21) ) 22

( 31) に 係 る 償 却 費 の 額 33

固

定

資

産

の

貸

付

け

に

係

る

収

益

固定資産( 無形資産等を 除く 。 ) の貸付
けによ る 対価の額の合計額●●●●●

27

34

( 27) のう ち 主と し て その本店所在地国
において使用に供さ れる固定資産( 不動
産及び 不動産の上に 存す る 権利を 除
く 。 ) の貸付けによ る 対価の額( ( 30) に
該当する も のを 除く 。 ) ●●●●●●

28

償 却 費 計 算 上 の 適 用 法 令 36

外 国 金 融 機 関 で あ る 場 合
● ● ( 14) － ( ( 15) ＋ ( 16) ) ● ●
●●( マ イ ナス の場合は０ ) ●●

18

14

事業年度終了時における 貸借対
照表に計上さ れて いる 総負債の
帳簿価額●●●●●●●●●●

13

9

金 融 子 会 社 等 部 分 適 用 対 象 損 失 額 の 当 期 控 除 額

● ● ● ● ｢ 78 の 計 ｣ ● ● ● ●
6 請 求 権 等 勘 案 合 算 割 合 10

％

26

（ 次ページに続き ます。 ）

外国金融持株会社等で ある 場合
●( 14) －( ( 15) ＋( 16) ＋( 17) ) ●
●●( マ イ ナス の場合は０ ) ●●

19

( 27) のう ち 一定の要件を 満たす部分対
象外国関係会社が行う 固定資産の貸付
けによ る 対価の額●●●●●●●●●

30

事業年度終了時における 貸借対照表に
計上さ れて いる 総資産の帳簿価額●●

( 12)
20

( 27) －( ( 28) ＋( 29) ＋( 30) ) 31

親

会

社

等

資

本

持

分

相

当

額

事業年度終了時における 貸借対
照表に計上さ れて いる 総資産の
帳簿価額●●●●●●●●●●

金 融 子 会 社 等 部 分 課 税 対 象 金 額
● ● ● ● ● ● ( 9) × ( 10) ● ● ● ● ● ●

事業年度終了時における 貸借対
照表に計上さ れて いる 利益剰余
金の額●●●●●●●●●●●
( 零を 下回る 場合はその零を 下回る 額)

15

当該事業年度以前の各事業年度
において 利益剰余金の額を 減少
し て 資本金の額等を 増加し た場
合のそ の増加し た 金額●●●●

16

● ● ● ● ( 55) ● ● ● ●
● ● ● ● ( マ イ ナ ス の 場 合 は ０ ) ● ● ● ●

5
金 融 子 会 社 等 部 分 適 用 対 象 金 額
●●●( ( 8) と ( 26) のいずれか多い金額) ●●●

( 25) ×10%

( ( 18) 又は( 19) ) －( 24)
( マイ ナスの場合は０ )

本店所在地国の法令に基づき 下
回る こ と ので き な い資本の額の
２ 倍に相当する 金額●●●●●

　
が
　
％
を
超
え
る
場
合

事業年度終了時における 貸借対
照表に計上さ れて いる 特定外国
金融機関の株式等及び他の外国
金融持株会社等の株式等の帳簿
価額●●●●●●●●●●●●

17

(

外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)

金 融 子 会 社 等 部 分 適 用 対 象 金 額 及 び 金 融 子 会 社 等 部 分 課 税 対 象 金 額 等 の 計 算

● ● ● ● ( 35) ＋ ( 45) ＋ ( 76) ● ● ● ● 4 ( 4) ＋( 7) 8

外 国 金 融 子 会 社 等 の 名 称 1 事 業 年 度 2
・       ・
・       ・

外 国 金 融 子 会 社 等 の 区 分 3 外国金融機関　 ・ 　 外国金融持株会社等

( 23)

70
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( 47) の う ち 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社
が 自 ら 行 っ た 研究 開 発 の 成 果 に 係る
無 形 資 産 等 の 譲 渡 に 係 る 対 価 の 額

無 形 資 産 等 の 譲 渡 に
係 る 対 価 の 額 の 合 計 額

74

75

( 50) － ( ( ( 51) － ( 52) － ( 53) ) ＋ ( 54) )

( 50) に 係る 直接費用の額の合計額

( 51) の う ち 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社
が 取 得 を し そ の 事 業 の 用 に 供 す る
無 形 資 産 等 の 譲 渡 に 係 る 対 価 の
額 に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額

( 51) の う ち 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社
が 自 ら 行 っ た 研 究 開 発 の 成 果 に
係 る 無 形 資 産 等 の 譲 渡 に 係 る 対 価
の 額 に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額

( 47) に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額

65

当 期 分

a 合 aaaaa 計 a

当 期 控 除 額

78

控 除 未 済 金 融 子 会 社 等
部 分 適 用 対 象 損 失 額

77

・ 　      　 ・
・ 　      　 ・

・ 　      　 ・
・ 　      　 ・

・ 　      　 ・
・ 　      　 ・

・ 　      　 ・
・ 　      　 ・

・ 　      　 ・
・ 　      　 ・

・ 　      　 ・
・ 　      　 ・

49

50

51

52

( 68) に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額

翌 期 繰 越 額
● ● ● ( 77) － ( 78) ● ● ●

79

54

55

( 56) －( 70)
( マイ ナスの場合は０ )

( 71) －( 75)
( マイ ナスの場合は０ )

76

総 資 産 の 帳 簿 価 額 72

減 価 償 却 費 の 累 計 額

計

42

・ 　      　 ・
・ 　      　 ・

無

形

資

産

等

の

使

用

許

諾

に

係

る

収

益

( 37) のう ち部分対象外国関係会社が使用を 許諾さ れそ
の 事 業 の 用 に 供 す る 無 形 資 産 等 の 使 用 料

事 業 年 度

無

形

資

産

等

の

譲

渡

損

益

本邦法令・ 外国法令

( 47) －( ( 48) ＋( 49) )

( 47) の う ち 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社
が 取 得 を し そ の 事 業 の 用 に 供 す る
無 形 資 産 等 の 譲 渡 に 係 る 対 価 の 額

所

得

控

除

の

金

額 ( ( 72) ＋( 73) ＋( 74) ) ×50％

44

48

73

金 融 子 会 社 等 部 分 適 用 対 象 損 失 額 の 内 訳

45

53

人 件 費 の 額

71

支 払 を 受 け る 無 形 資 産 等
の 使 用 料 の 合 計 額

67

69

( 57) ＋( 58) ＋( 59) ＋( ( 60) －( 61) ) ＋( 62)
＋( 63) ＋( 64) ＋( 65) ＋( 66) ＋( 67) ＋( ( 68)
－ ( 69) ) ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

70

無 形 資 産 等 の 譲 渡 に 係 る
対 価 の 額 の 合 計 額

68

46

47

41

37 税 引 後 当 期 利 益 の 額

( 60) に 係 る 原 価 の 額 の 合 計 額

66

43

61

保 険 所 得 の 金 額

異

常

所

得

56

固定資産( 無 形資産等を 除く 。 ) の
貸 付 け に よ る 対 価 の 額 の 合 計 額

62

外 国 為 替 差 損 益 の 額

無 形 資 産 等 の 使 用 料 の 合 計 額

( 37) の う ち 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社 が 自 ら 行 っ た
研 究 開 発 の 成 果 に 係 る 無 形 資 産 等 の 使 用 料

( 37) の う ち 部 分 対 象 外 国 関 係 会 社 が 取 得 を し
そ の 事 業 の 用 に 供 す る 無 形 資 産 等 の 使 用 料

償 却 費 計 算 上 の 適 用 法 令

( 41) －( 44)
( マイ ナスの場合は０ )

( 42) ＋( 43)

( 41) に 係 る 償 却 費 の 額

( 41) に 係る 直接費用の額の合計額
( ( 43) に 該 当 す る も の を 除 く 。 )

( 37) －( ( 38) ＋( 39) ＋( 40) ）

(
外
国
関
係
会
社
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)

38
支 払 を 受 け る 剰 余 金 の 配
当 等 の 額 の 合 計 額

57

59
有 価 証 券 の 貸 付 け に よ る
対 価 の 額 の 合 計 額

40

5839 受 取 利 子 等 の 額 の 合 計 額

特 定 所 得 の 金 額 の 計 算 （ 続 き ）

有 価 証 券 の 譲 渡 に 係 る
対 価 の 額 の 合 計 額

60

そ の他の金融所得に 係る 損益 の額 64

デ リ バテ ィ ブ 取引に 係る 損益 の額

63
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外国金融子会社等に係る金融子会社等部分適用対象金額 

及び特定所得の金額等の計算に関する明細書 

 
１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の４ 第８ 項｟ 居住

者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠ の規定の適用を受ける場合に記載し ます。  

２  「 請求権等勘案合算割合10」 は、 租税特別措置法施行令（ 以下「 措法令」 と いいます。） 第25条の

19第２ 項第１ 号｟ 課税対象金額の計算等｠ に定める割合を 記載し ます。 こ の場合において、 その割

合の計算に関する 明細を別紙に記載し て添付し ます。  

３  「 ( 20) 又は( ( 20) ＋( 21) ) 22」 は、 部分対象外国関係会社（ 措法第40条の４ 第８ 項各号列記以外の

部分に規定する部分対象外国関係会社をいいます。 以下同じ です。 ) が保険業を行う 部分対象外国

関係会社に該当する場合には「 ( 20) 又は」 を消し 、 その他の場合には「 又は( ( 20) ＋( 21) ) 」 を消し

ます。  

４  「 24」 から 「 26」 の各欄は、「 23」 の割合が70％以下である場合には、 記載を要し ません。  

５  「 ( 27) のう ち一定の要件を満たす部分対象外国関係会社が行う 固定資産の貸付けによる対価の額

30」 は、「 ⑤外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る部分適用対象金額及び特定所得

の金額等の計算に関する明細書」 の記載要領16に準じ て記載し ます。  

６  「 ( 37) のう ち部分対象外国関係会社が自ら 行っ た研究開発の成果に係る無形資産等の使用料38」、

「 ( 37) のう ち部分対象外国関係会社が取得をし その事業の用に供する無形資産等の使用料39」 及び

「 ( 37) のう ち 部分対象外国関係会社が使用を 許諾さ れその事業の用に供する 無形資産等の使用料

40」 には、 それぞれ措法令25の22の３ 第20項第１ 号、 第２ 号及び第３ 号に規定する使用料（ こ れら

の規定に該当する 使用料である こ と を 明ら かにする 書類を 保存し ている 場合における 当該使用料

に限り ます。） の額を記載し ます。  

７  「 総資産の帳簿価額72」 は、「 ⑤外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る部分適用

対象金額及び特定所得の金額等の計算に関する明細書」 の記載要領18に準じ て記載し ます。  

８  「 減価償却費の累計額74」 は、「 ⑤外国金融子会社等以外の部分対象外国関係会社に係る 部分適

用対象金額及び特定所得の金額等の計算に関する明細書」 の記載要領19に準じ て記載し ます。  

９  居住者が措法第40条の７ 第８ 項｟ 特殊関係株主等である居住者に係る 特定外国法人の課税対象

金額等の総収入金額算入｠ の規定の適用を受ける場合には、こ の明細書に所要の調整をし て記載し

ます。  
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⑦特定課税対象金額等がある 場合の外国法人から 受ける 配当等の
総収入金額不算入額の計算に関する明細書

間 接 特 定 課 税 対 象 金 額 10

( ⑧の｢19｣） ●●●●●● ( 12) のイ ( 12) のロ ( 12) のハ

　 　 　 　 　 年分
氏名

　 　 　 　 　 　 年分

（ 前　 年）

合 計

計

本 年 分

( 15)

　 　 　 　 　 　 年分

（ ２ 年前）

翌 年 繰 越 額
●●●●●●●( 16) －( 17) ●●●●●●●

本 年 控 除 額前 年 繰 越 額 又 は 本 年 発 生 額

年 分

　 　 　 　 　 　 年分

（ ３ 年前）

16 17

総 収 入 金 額 不 算 入 額
● ● ● ● ● ● ( 8) ＋ ( 11) ● ● ● ● ● ●

18

14 本 年 発 生 額
( ④ ( ｢ 26 ｣ - 「 27 」 ) 、 ⑤ ｢ 7 ｣ 又 は ⑥ ｢ 9 ｣ ) × ( 14)

15

（ ( 16) の「 本年分」 に転記し ます。 ）％

13

●

特

定

課

税

対

象

金

額

の

明

細

●

( 　 　 　 　 　 　 　 　 円)

計・ 　 　 　 ・

● 差 引 ●
● ●●●●●( 10) － ( 11) ● ●●●●●

イ

● 差 引 ●
● ● ● ● ● ● ( 7) － ( 8) ● ● ● ● ● ●

9

( ( 6) ) と ( 7) の う ち 少 な い 金 額

ロ

3

4

在
●
●
●

務
所
の
所

主
た
る
事

本
店
又
は

国 名 又 は 地 域 名

所 在 地

外 国 法 人 の 名 称

・ 　 　 　 ・

1

外 国 法 人 の 事 業 年 度 2
・ 　 　 　 ・
・ 　 　 　 ・

・ 　 　 　 ・ ・ 　 　 　 ・5配 当 日

6剰 余 金 の 配 当 等 の 額

特 定 課 税 対 象 金 額

請 求 権 等 勘 案 直 接
保 有 株 式 等 の 保 有 割 合

( ( 6) -( 8) ) と ( 10) の う ち 少 な い 金 額

8

( 16) の合計 ( 9) のイ

11

( 9) のハ

ロ

7

12

イ

( 　 　 　 　 　 　 　 　 円)( 　 　 　 　 　 　 　 　 円) ( 　 　 　 　 　 　 　 　 円)

ハ

( 9) のロ

ハ
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特定課税対象金額等がある場合の外国法人から 受ける配当等の 

総収入金額不算入額の計算に関する明細書 

 
１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の５ 第１ 項又は第

２ 項｟ 居住者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠ の規定の適用を 受ける 場合に記載し ます。 

２  「 特定課税対象金額７ 」 は、 措法第40条の５ 第１ 項各号に掲げる合計額（ 以下「 特定課税対象金

額」 と いいます。） を記載し ます。 なお、 特定課税対象金額を 有し ない場合には、「 ７ 」 から 「 ９ 」

までの各欄は記載を要し ません。  

３  「 間接特定課税対象金額10」 は、 措法第40条の５ 第２ 項第１ 号又は第２ 号に規定する金額（ 以下

「 間接特定課税対象金額」 と いいます。） を記載し ます。なお、間接特定課税対象金額を有し ない場

合には、「 10」 から 「 12」 までの各欄は記載を 要し ません。  

４  「 請求権等勘案直接保有株式等の保有割合14」 は、「 ２ 」 の事業年度終了の時における 租税特別措

置法施行令第25条の23第１ 項｟ 剰余金の配当等の額の控除｠ に規定する 割合を記載し ます。  

５  居住者が措法第40条の８ 第１ 項又は第２ 項｟ 特殊関係株主等である居住者に係る 特定外国法人

の課税対象金額等の総収入金額算入｠ の規定の適用を受ける場合には、こ の明細書に所要の調整を

し て記載し ます。  
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間接配当等
a○( 11) －( 12) ○a

　 年分
（ ２ 年前）

　 　 　 　 　 年分
氏名

4

3

配 当 日 の 属 す る 年 7 前二年内の各年分のう ち 最も 古い も の○

本事
店務
又所
はの
主所
た在
る ○

8

国 名 又 は 地 域 名

● 年 分 ●

外 国 法 人 の 名 称

間 接 特 定 課 税 対 象 金 額 の 明 細

年●●

外国法人が他の外国法人
から 剰余金の配当等を 受
け た 日○○○○○○○○

5

6

間 接 特 定 課 税 対 象 金 額
a ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ( ( 13) の 合 計 と ( 18) の 合 計 の う ち 少 な い 金 額 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ a

19

○ 合 計 ○

　 年分
（ 前年）

計

● 本 年 分 ●

○ 合 計 ○

1 他 の 外 国 法 人 の 名 称

所 在 地

2

9

⑧間接特定課税対象金額の計算に関する 明細書

外国法人が他の外国法人か
ら 受けた 剰余金の配当等の
額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

請求権勘案直接保有株式等
の 保 有 割 合 ○ ○ ○ ○ ○

( 11) のう ち 特例適用配当等
の 額 ● ● ● ● ● ● ● ●

a ○ ( 9) × ( 10) ○ a

本事
店務
又所
はの
主所
た在
る ○

国 名 又 は 地 域 名

所 在 地

年分●●

10 12 1311

他の外国法人に係る課税対
象金額等

間接保有割合 a ○ ( 14) × ( 15) ○ a
( 16) のう ち特例適用配当等
の額

a ○ ( 16) -( 17) ○ a

14 15 16 17 18
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間接特定課税対象金額の計算に関する明細書 

 
１  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の５ 第２ 項｟ 居住

者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠ の規定の適用を受ける場合に記載し ます。  

２  「 外国法人が他の外国法人から 受けた剰余金の配当等の額９ 」 は、 租税特別措置法施行令（ 以下

「 措法令」 と いいます。） 第25条の23第３ 項各号｟ 特定課税対象金額及び間接特定課税対象金額の

計算等｠ に掲げる 剰余金の配当等の額については、 記載し ません。  

３  「 請求権勘案直接保有株式等の保有割合10」 は、 措法令第25条の23第４ 項に規定する 直近配当基

準日における同項に規定する割合を記載し ます。  

４  「 ⑾のう ち特例適用配当等の額12」 は、 措法第40条の５ 第２ 項第１ 号に規定する前二年内の各年

分に係る特例適用配当等の額を合計し た金額を記載し ます。  

５  「 間接保有割合15」 は、 措法令第25条の23第６ 項若し く は第７ 項に規定する割合を記載し ます。 

６  「 ⒃のう ち特例適用配当等の額17」 は、 措法第40条の５ 第２ 項第２ 号ロ に規定する前二年内の各

年分に係る特例適用配当等の額を合計し た金額を記載し ます。  

７  居住者が措法第40条の８ 第１ 項又は第２ 項｟ 特殊関係株主等である居住者に係る 特定外国法人

の課税対象金額等の総収入金額算入｠ の規定の適用を受ける場合には、こ の明細書に所要の調整を

し て記載し ます。  
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(

外
国
関
係
法
人
の
平
成
三
十
年
四
月
一
日
以
後
開
始
事
業
年
度
分

)
氏名

特 殊 関 係 内 国 法 人 の 状 況

名 称 1 事 業 年 度 3
・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

本店又は主たる 事務所の所在地 2 特 定 関 係 が 生 じ た 日 4 ・ 　 　 ・

　 　 　 　 　 年分
⑨特殊関係内国法人及び添付対象外国関係法人

の状況等に関する 明細書

特 殊 関 係 株 主 等 の 状 況

氏 名 又 は 名 称
居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人の区分あ ああ あ あ

氏 名 又 は 名 称
居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人の区分あ ああ あ あ

5 6 7 8

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

本 人
居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

添 付 対 象 外 国 関 係 法 人 の 状 況

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人ああ ああ あ あ あ あ

居住者・ 非居住者・ 内国法人
・ 外国法人あ あ ああ あ あ あ あ

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

名 称
本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在

事 業 年 度
国名又は地域名 所 在 地

9 10 11

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

12

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・

・ 　 　 ・
・ 　 　 ・
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特殊関係内国法人及び添付対象外国関係法人の状況等に関する明細書 

 
  こ の明細書は、 居住者が租税特別措置法（ 以下「 措法」 と いいます。 ） 第40条の７ 第11項｟ 特殊

関係株主等である 居住者に係る 外国関係法人に係る 所得の課税の特例｠ の規定の適用を 受ける 場

合に記載し ます。  

こ の場合において、措法第40条の７ 第２ 項第２ 号に規定する 特殊関係内国法人並びに同条第１ 項

に規定する特殊関係株主等及び外国関係法人について、同項に規定する株式等の保有を通じ たこ れ

ら の者の関係を系統的に図示し た書類を別紙に記載し て添付し ます。  
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雑損失の金額の計算書 
                                                    

 

  この計算書は、災害により住宅や家財などに被害を受け、雑損失の金額のうちに災害関連支出がある場合に使用します。 

  なお、損失額の合理的な計算方法により損失額を計算する場合には、「被災した住宅、家財等の損失額の計算書」を併せて使用します。 
 

１ 損害の原因等  

損害の原因  損害年月日 ・  ・ 

 

２ 災害関連支出の内訳  

原

状

回

復

の

た

め

の

支

出 

区 

分 

支 払 先 の 

名称・所在地等 

工事 

内容 
支払年月日 支払金額 

支 払 金 額 の 内 訳 
Ａ 原状回復の 

 ための支出額 

（ハ×30％＋イ） 

イ 原状回復 

のため の 

支出金額 

ロ 資本的支 

 出の金額 

ハ イとロの 

 区 分 が 困 

  難な金額 

   ・ ・ 
円 円 円 円 円 

 
  ・ ・      

 
  ・ ・      

 
  ・ ・      

 
  ・ ・      

 
  ・ ・      

 
  ・ ・      

 
  ・ ・      

合       計     

取

壊

し

、

除

去

等

の

費

用 
区 

分 

支 払 先 の 

名称・所在地等 

工事 

内容 
支払年月日 Ｂ 支払金額 

 

 
  ・ ・ 

円 

 
  ・ ・  

 
  ・ ・  

 
  ・ ・  

 
  ・ ・  

 
  ・ ・  

 
  ・ ・  

 
  ・ ・  

 
  ・ ・  

合       計  

 

氏 名                 

→申告書第二表「雑損控除に関する事項」の「損害

の原因」欄及び「損害年月日」欄にそれぞれ転記

します。 

【備 考】 

（     ） 年分  
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  ３ 損失額の計算 
 

区      分 住   宅 家   財 車   両   Ｃ 合 計 

損 害 金 額 
（「被災した住宅、家財等の損失額の計算書」を使用した場合には⑤、⑫、⑱の  
金額をそれぞれ「住宅」、「家財」又は「車両」の欄に記入します。）  

① 

円 円 円 円 円 円 

原 状 回 復 の た め の 支 出 額 
（２のＡ欄の各区分ごとの金額） 

②       

①と②のいずれか大きい方の金額 ③       

③から差し引く保険金等で補てんされる金額 
（③の金額を超える場合は③の金額） 

④ 

（   ） （   ） （   ） （   ） （   ） （    ） 

③ − ④ ⑤       

原状回復に係る災害関連支出の金額（② - ①）
(赤字のときは０、⑤の金額を限度) 

⑥ 
      

取 壊 し 、 除 去 等 の 額 の 合 計 額 
（２のＢ欄の各区分ごとの金額） 

⑦       

⑦から差し引く保険金等で補てんされる金額 
（⑦の金額を超える場合は⑦の金額） 

⑧ 
（   ） （   ） （   ） （   ） （   ） （    ） 

⑦ − ⑧ ⑨ 
      

災 害 関 連 支 出 の 金 額 （ ⑥ ＋ ⑨ ） ⑩       

損 失額 の 計（  ①  ＋  ⑩  ） ⑪       

 
 

４ 雑損失の金額（雑損控除額）の計算 
 

 損害金額等の全体 

損害金額（(③のＣ)＋(⑦のＣ)） ⑫ 
                      円 

 
保険金などで補てんされる金額 
（ (④ の Ｃ)  ＋ (⑧ の Ｃ) ） 

⑬ 
 

 
差 引 損 失 額 （  ⑫  −  ⑬  ） ⑭ 

 

所 得 金 額 ⑮  

⑮ × 0.1 ⑯  

⑭ − ⑯ ⑰ 
（赤字のときは０） 

差引損失額のうち災害関連支出の金額（⑩） ⑱  

⑱ − 50,000円 ⑲ 
（赤字のときは０） 

 
雑 損 失 の 金 額 
（⑰と⑲のいずれか多い方の金額） 

⑳  

 

雑 損 控 除 額 
（⑮と⑳のいずれか少ない方の金額） 

○21 
 

翌年以後に繰り越す雑損失の金額 
（ ⑳ − ⑮ ） 

○22 
（赤字のときは０） 

 
 

→申告書第一表「雑損控除」欄に転 
  記します。 

←⑮に分離課税の土地建物等の譲渡 
 所得の金額が含まれている場合に 
 は、この計算書の「書き方」をご 
 覧ください。 

→⑫の金額を申告書第二表「雑損控除
に関する事項」の「損害金額」欄に
転記します。 

→⑬の金額を申告書第二表「雑損控除
に関する事項」の「保険金などで補
塡される金額」欄に転記します。 

←この計算書の「書き方」をご覧く 
  ださい。 

→申告書第二表「雑損控除に関する事
項」の「差引損失額のうち災害関連
支出の金額」欄に転記します。 
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書  き  方 
 

 
 この計算書は、確定申告書、修正申告書又は更正請求書と一緒に提出してください。 

 記載に当たっては、次の点に注意してください。 

 

１ 損害の原因等 

  「損害の原因」欄には「○○地震」などと、「損害年月日」にはその損害が生じた年月日を記入します。 

 

２ 災害関連支出の内訳 

 (1) 災害関連支出となる支出について、それぞれ「原状回復のための支出」及び「取壊し、除去等の費用」に区分して、それぞ

れ「支払先の名称・所在地等」、「工事内容」、「支払年月日」、「支払金額」を記入します。 

 (2) 「区分」欄は、損害を受けた資産ごとに、「住宅」、「家財」、「車両」などと記入します。 

 (3) 「Ａ 原状回復のための支出額」欄は「支払金額の内訳」のイの金額とハ×30％の金額の合計額を区分ごとに記入します。 

 

３ 損失額の計算 

  原状回復のための支出をした住宅や車両などが２以上ある場合は、該当欄を分割するなどして各々記入してください。 

 (1) 「損害金額」①欄には、「住宅」・「家財」・「車両」などの資産の被災直前の時価を基に計算した損害額（保険金等を差

し引く前の金額）を記入します。 

   なお、「被災した住宅、家財等の損失額の計算書」を利用された方は、当該計算書の⑤、⑫、⑱欄の金額が被災直前の時価

を基に計算した損害額となります。 

 (2) 「原状回復のための支出額」②欄 

   「２ 災害関連支出の内訳」において記入した区分ごとのＡ欄の金額を、それぞれの区分に応じその金額を転記します。 

 (3) 「③から差し引く保険金等で補てんされる金額」④欄 

   原状回復のための支出に対して保険金等で補てんされる金額を記入します（③欄の金額が限度となります。）。 

   なお、受け取るべき保険金等の金額を括弧内に記入します。 

 (4) 「取壊し、除去等の額の合計額」⑦欄 

   「２ 災害関連支出の内訳」において記入した「取壊し、除去等の費用」の区分ごとのＢ欄の金額を、それぞれの区分に応

じその金額を転記します。 

 (5) 「⑦から差し引く保険金等で補てんされる金額」⑧欄 

   取壊し、除去等のための支出に対して保険金等で補てんされる金額を記入します（⑦欄の金額が限度となります。）。 

   なお、受け取るべき保険金等の金額を括弧内に記入します。 

 

４ 雑損失の金額（雑損控除額）の計算 

 (1) 「損害金額」⑫欄 

   災害に係る損失金額でないその他の損失金額がある場合には、右側の「左のうち、その他の雑損失の金額」欄にその金額を

記入します。 

 (2) 「所得金額」⑮欄 

申告書第一表の⑫欄の金額       円＋退職所得金額       円＋山林所得金額       円 

＋申告分離課税の所得金額（特別控除前）       円 ＝ 所得金額       円 

   なお、前年以前から繰り越された繰越損失がある場合の⑮欄の金額は、繰越控除後の金額となります。 

(3) 「雑損控除額」㉑欄 

   ⑮欄に分離課税の土地建物等の譲渡所得の金額が含まれている場合には、特別控除後の分離課税の土地建物等の譲渡所得の

金額を基に４(2)で計算した「所得金額」と⑳欄の金額のいずれか少ない方の金額を記入します。 

(4) 「翌年以後に繰り越す雑損失の金額」㉒欄 

   ⑮欄に分離課税の土地建物等の譲渡所得の金額が含まれている場合には、特別控除後の分離課税の土地建物等の譲渡所得の

金額を基に４(2)で計算した「所得金額」を⑳欄の金額から差し引いた金額を記入します。 
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被災した住宅、家財等の損失額の計算書 
 

住 所                                  氏 名                          

損害年月日 ． ． 損害の原因   

住 宅 ・ 家 財 等 の 損 失 額 の 計 算 

住 宅 の 種 類 住宅・その他（    ） 住宅・その他（    ） 

住    宅    の    区    分  平屋・二階建・その他（    ） 平屋・二階建・その他（    ） 

住    宅    の    構    造  
木造・鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 

鉄骨造・その他（    ） 
木造・鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 

鉄骨造・その他（    ） 

住 宅 の 取 得 年 月       年     月     年    月 

住 宅 の 床 面 積  ㎡ ㎡ 

被    害    の    区    分  
 全壊・流失・埋没・倒壊・半壊 
・一部破損・床上浸水   ㎝・床下 

全壊・流失・埋没・倒壊・半壊 
・一部破損・床上浸水    ㎝・床下 

浸 水 時 間 ２４時間以上 ・ ２４時間未満 ２４時間以上 ・ ２４時間未満 

土 砂 ( 海 水 ) の 流 入 有  ・  無 有  ・  無 

１

住

宅

の

損

失

額 

⑴ 取  得  価  額  等  が  明  ら  か  な  場  合 
  住    宅    の    取    得    価    額 

① 円 円 

⑵ ⑴     以     外     の     場     合 
  １㎡ 当 た り の 工 事 費 用 × 総 床 面 積 

② 
      千円/㎡ ×      ㎡ 

      ＝                円 

       千円/㎡ ×       ㎡ 

       ＝                 円 
（① ・ ② ） × ０ ． ９ × 償 却 率 （     ） 

×経過年数（    年） ③   

被 災 直 前 の 時 価 相 当 額 （ （① ・ ② ） － ③ ） ④   

損 害 額 （ ④ × 被 害 割 合 （   ％ ） ） ⑤   

保 険 金 な ど で 補 て ん さ れ る 金 額 ⑥   

差 引 損 失 額 （ ⑤ － ⑥ ） ⑦   

２

 

家

 
財

 

の

 

損

 

失

 

額

 

⑴ 取  得  価  額  等  が  明  ら  か  な  場  合 
  家 財 の 時 価 の 合 計 額  ( 別 紙 か ら 転 記 ) ⑧           円 

⑵  
 
⑴以

外の

場合 

家 族 構 成 別 家 財 評 価 額

（世帯主の年齢   歳 ： 夫婦 ・ 独身 ）
⑨ 

          円 

生 計 を 一 に す る 親 族 に よ る 加 算 額  
大人（18歳以上の者）１人につき1,300,000円 

 子供（18歳未満の者）１人につき  800,000円 
⑩ 

大 人 1 , 3 0 0 , 0 0 0 円 ×   人＝           円 
子 供    8 0 0 , 0 0 0 円 ×   人 ＝           円 
計                         円 

被 災 直 前 の 時 価 相 当 額 （ ⑨ ＋ ⑩ ） ⑪ 円 

損害額（（⑧・⑪）× 被害割合（  ％）） ⑫  

保 険 金 な ど で 補 て ん さ れ る 金 額 ⑬  

差 引 損 失 額 （ ⑫ － ⑬ ） ⑭  

 

普     通   ・   軽     の  区 分 普    通     ・    軽 普    通     ・    軽 

３ 
 

車  

両  

の  

損  

失  

額 

取      得    年    月         年        月            年        月 

車 両 の 取 得 価 額 ⑮ 円 円 

⑮ × ０ ． ９ × 償 却 率 × 経 過 年 数 
           （     ） （     年） ⑯   

被 災 直 前 の 時 価 相 当 額 （ ⑮ － ⑯ ） ⑰   

損 害 額 （ ⑰ × 被 害 割 合 （   ％ ） ） ⑱   

保 険 金 な ど で 補 て ん さ れ る 金 額 ⑲   

差 引 損 失 額 （ ⑱ － ⑲ ） ⑳   

差   引   損   失   額   の   合  計 （ ⑦ ＋ ⑭ ＋ ⑳ ） ○21   
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書  き  方 
 

１ この計算書は、災害による被害を受けたことにより、雑損控除の適用を受けようとする方が、個々に損失額を計算するこ

とが困難な場合に、一定の算定方式により、損失額を計算するためのものです。 

 

２ 各欄の記載に当たっては、次の点に注意してください。 

「 損 害 年 月 日 」 欄 ： 災害の始まった日を記載してください。 

「 損 害 の 原 因 」 欄 ： 「○○地震」などと記入します。 

「 住 宅 の 種 類 」 欄 ： 該当するものを○で囲んでください。 

「住宅の区分」、「住宅の構造」欄： 該当するものを○で囲んでください。 

なお、三階建て以上又は地下階のある住宅については、「住宅の区分」欄の「その

他」を○で囲み、( )内に｢○階建て｣又は「地下階あり」と記載してください。 

｢住宅の取得年月 ｣ 欄： 住宅の取得年月を記載してください。 

｢ 住 宅 の 床 面 積 ｣ 欄 ： 住宅の総床面積を記載してください。 

｢ 被 害 の 区 分 ｣ 欄 ： 該当する事項を○で囲んでください。 

なお、床上浸水の場合には、床板上の浸水の高さを記載してください。 

｢ 浸 水 時 間 ｣ 欄 ： 浸水した時間で該当する事項を○で囲んでください。 

「土砂(海水)の流入」欄： 土砂(海水)の流入の有無(床上・床下を問いません)について、該当するものを○で

囲んでください。 

｢住宅・家財等の損失額の計算｣欄 

イ 「１ 住宅の損失額｣欄： 被災した住宅ごとにそれぞれ記載してください。 

住宅の取得時期及び取得価額が明らかな場合は(1)に記載してください。 

住宅の取得時期及び取得価額が明らかでない場合は(2)により計算してください。 

②欄の１㎡当たりの工事費用は、参考４を参照してください。 
③欄の償却率は、参考１の構造の区分に応じた償却率を記載します。 

経過年数に、６月以上の端数がある場合は１年とし、６月に満たない端数は切り捨

てます。 

④欄の計算に当たっては、参考１の耐用年数を全て経過していても、被災資産の取

得価額の５％に相当する金額は残ります。 
⑤欄の被害割合については、参考３を参照してください。 

ロ ｢２ 家財の損失額｣欄： 家財の個々の取得時期及び取得価額が明らかな場合は(1)に記載してください。 

家財の個々の取得時期及び取得価額が明らかでない場合は(2)により計算してくだ

さい。 

なお、(1)による場合は、別紙「被災した家財の個別明細書」により計算し、当該

別紙の「⑤時価」の「合計」欄の金額を転記してください。 

⑨欄の家族構成別家財評価額は、参考５を参照してください。 

⑫欄の被害割合については、参考３を参照してください。 

ハ ｢３ 車両の損失額｣欄： 被災した車両(生活に通常必要でないものを除きます。)ごとに記載してください。 

なお、「普通・軽の区分」欄は、該当するものを○で囲んでください。 

⑯欄の償却率は、参考２の種類の区分に応じた償却率を記載します。 

経過年数に、６月以上の端数がある場合は１年とし、６月に満たない端数は切り捨

てます。 

⑰欄の計算に当たっては、参考３の耐用年数を全て経過していても、被災資産の取

得価額の５％に相当する金額は残ります。 
⑱欄の被害割合については、参考３を参照してください。 

ニ ｢保険金などで補てんされる金額｣欄： 保険金や共済金、損害賠償金などの支払を受ける場合に、その支払を受ける金額が

その対象となった被災した資産の区分(住宅、家財、車両の区分)ごとに判明すると

きはその被災した資産の区分ごとに、判明しないときは被災財産の被害額等により

配分したところにより、記載してください。 
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参考１：住宅の構造別耐用年数表 

構     造 耐用年数 償却率 

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造 70年 0.015 

れんが造、石造又はブロック造 57年 0.018 

金属造 

骨格材の肉厚４mm超 51年 0.020 

骨格材の肉厚３mm超４mm以下 40年 0.025 

骨格材の肉厚３mm以下 28年 0.036 

木造又は合成樹脂造 33年 0.031 

木骨モルタル造 30年 0.034 

（注１）耐用年数は、通常の耐用年数を1.5倍したものとなっています。 

（注２）償却率は、旧定額法で記載しています。 

（注３）上記以外の資産の償却率については、税務署にお問い合わせください。 

 

参考２：車両の種類別耐用年数表 

種     類 耐用年数 1.5倍した年数 償却率 

普通自動車 ６年 ９年 0.111 

軽自動車 ４年 ６年 0.166 

 
参考３：被害割合表 

区分 被害区分 
被害割合 

摘要 
住宅 家財 

損壊 

全壊・流失・埋没・倒壊 

100 100 

被害住宅の残存部分に補修を加えても、再び住宅として使

用できない場合 

（倒壊に準ずるものを含む） 

住宅の主要構造部の被害額がその住宅の時価の 50％以上

であるか、損失部分の床面積がその住宅の総床面積の70％

以上である場合 

半壊 50 50 

住宅の主要構造部の被害額がその住宅の時価の 20％以上

50％未満であるか、損失部分の床面積がその住宅の総床面

積の 20％以上 70％未満で残存部分を補修すれば再び使用

できる場合 

一部破損 5 5 
住宅の主要構造部の被害が半壊程度には達しないが、相当

の復旧費を要する被害を受けた場合 

浸水 

床 上 

1.5ｍ以上 

平屋 
80 

(65) 

100 

(100) 

・海水や土砂を伴う場合には上段の割合を使用し、それ以

外の場合には、下段のかっこ書の割合を使用します。 

なお、長期浸水（24 時間以上）の場合には、各割合に15％

を加算した割合を使用します。 

・「床上」とは、床板以上をいい、二階のみ借りている場合

は、「床上」を「二階床上」と読み替え平屋の割合を使用

します。 

・「二階建以上」とは、同一人が一階、二階以上とも使用し

ている場合をいいます。 

二階建以上 
55 

(40) 

85 

(70) 

床 上 

１ｍ以上 

1.5ｍ未満 

平屋 
75 

(60) 

100 

(100) 

二階建以上 
50 

(35) 

85 

(70) 

床 上 

50cm 以上 

１ｍ未満 

平屋 
60 

(45) 

90 

(75) 

二階建以上 
45 

(30) 

70 

(55) 

床 上 

50cm 未満 

平屋 
40 

(25) 

55 

(40) 

二階建以上 
35 

(20) 

40 

(25) 

床 下 
15 

(0) 
－ 

（注）車両に係る被害割合については、上記を参考に、例えば、「補修を加えても再び使用できない場合」には被害割合を100％とする

など、個々の被害の状況を踏まえ適用します。 
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参考４：地域別・構造別の工事費用表（１㎡当たり）【令和４年分用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）該当する都道府県の工事費用が全国平均を下回る場合は、全国平均の工事費用を用いています。 

 

参考５：家族構成別家財評価額 

世帯主の年齢 夫 婦 独 身 

歳 

     ～ 29 

万円 

500 

万円 

 

 

300 

 30 ～ 39 800 

 40 ～ 49 1,100 

50 ～   1,150 

  （注１）大人（年齢18歳以上）１名につき130万円を加算し、子供（年齢18歳未満）１名につき80万円を加算します。 

  （注２）配偶者と死別している場合は、「家族構成別家財評価額」の「夫婦」欄を使用し、大人１名分（130万円）を差し引いて計算

します。 

04.11 

（単位︓千円）

木造
鉄骨鉄筋

コンクリート造
鉄筋

コンクリート造
鉄骨造

173 284 265 256
札幌局 北海道 187 304 265 256

⻘森 175 284 301 256
岩手 182 284 265 256
宮城 173 284 265 256
秋田 175 284 293 256
山形 180 284 265 256
福島 178 284 333 256
茨城 173 284 265 256
栃木 173 284 265 256
群馬 173 284 265 256
埼玉 173 284 273 264
新潟 185 284 265 256
⻑野 190 570 354 256
千葉 173 344 265 261
東京都 173 364 327 309
神奈川 173 284 292 285
山梨 187 284 300 256
富山 184 284 265 256
石川 180 284 265 257
福井 177 284 265 262
岐阜 174 284 265 256
静岡 180 284 265 256
愛知 173 284 265 259
三重 184 284 265 263
滋賀 173 284 265 256
京都 177 284 265 269
大阪 173 284 265 256
兵庫 173 333 265 256
奈良 173 284 265 256
和歌山 173 284 265 256
鳥取 180 284 265 256
島根 182 284 265 256
岡山 184 284 265 256
広島 173 284 265 256
山口 179 284 265 256
徳島 178 284 276 256
香川 188 284 265 256
愛媛 173 284 265 256
高知 185 284 265 256
福岡 173 295 265 256
佐賀 173 284 265 256
⻑崎 176 284 265 256
熊本 177 284 265 256
大分 173 284 265 256
宮崎 173 284 265 256
⿅児島 174 284 265 256

沖縄所 沖縄 180 284 265 279

熊本局

⾦沢局

名古屋局

大阪局

広島局

高松局

福岡局

全国平均（注）

仙台局

関東信越局

東京局
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( 別 紙 ) 
 

被災した家財の個別明細書 
(この用紙は、「被災した住宅、家財等の損失額の計算書」の２(1)を計算する場合に使用します。) 

 

①   品     名 ②取得年月 ③ 取 得 価 額 ④(③×0.9×償却率×経過年数) ⑤ 時  価(③－④) 

       年   月 

・ 
円 円 円 

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

 ・    

合    計     
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第 号（   整理番号   ）

印
殿

更正決定等をすべきと認められない旨の通知書

　下記の内容について、国税に関する実地の調査を行った結果、更正決定等をすべきと認

められませんので通知します。

記

税　目 更正決定等をすべきと認められない課税期間等 （参考）　調査対象期間

日

税 務 署 長

-
年 月

備　考

( ) のうち ( ) 目

（
納
税
地
）

（
氏
名
）

172



氏名 殿

税　目 更正決定等をすべきと認められない課税期間等 （参考）　調査対象期間

( ) のうち ( ) 目

別
 

紙
備　考

173



第 号 （整理番号）

年 月 日

-

印
税務署長

年分所得税及び復興特別所得税の減額申請の承認通知書

殿

年分所得税及び復興特別所得税の予定納税額の減額

申請については、次のとおり承認します。

この結果、この通知による承認後の予定納税額は、下の表の太い枠内のようになります。

日付でされたあなたが 年 月

区　　　　　　分 Ａ　承認前の額 Ｂ　承認後の額 Ｃ
差引減少額

（ Ａ － Ｂ ）

申 告 納 税 見 積 額

円 円 円

枚目

本
表
の
一
の
二

05.3

( ) 枚のうち ( ) 　

合　　　計

予 定 納 税 額

第　１　期

第　２　期

174



175



 

 

 

（ ）枚のうち（ ）枚目 

 

 

 

 

特
農 

 

青
・
白 
 

区       分 Ⓐ      前の額 Ⓑ     後の額 Ⓒ 増減（△印）差額 
（ Ⓑ － Ⓐ ） 

所 
 

得 
 

金 
 

額 

             所 得  ① 円 円 

 

             所 得  ②   

             所 得  ③   

             所 得  ④   

             所 得  ⑤   

         計   (総 所 得 ) ⑥   円 

             所 得  ⑦    

所 得  ⑧    

             所 得  ⑨    

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

 
社 会 保 険 料 
小 規 模 企 業 共 済 等 掛 金 控  除  ⑩ 

   

  生 命 保 険 料 、 地 震 保 険 料 控 除  ⑪   

 障害者、寡婦、ひとり親、勤労学生控除  ⑫   

 配 偶 者 （ 特 別 ） 控 除  ⑬   

 扶 養 控 除  ⑭   

 基 礎 控 除  ⑮   

 ⑩ か ら ⑮ ま で の 計  ⑯   

 雑 損 、 医 療 費 （ 特 例 ） 控 除  ⑰   

  寄 附 金 控 除  ⑱   

 所 得 控 除 額 の 計  ⑲   

課 税 さ れ る 

所 得 金 額 

総   所 得  ⑳   

所 得  ㉑   

 ⑲ の 金 額 を 

⑥、⑦、⑧、⑨ 

から順に控除 

所 得  ㉒   

所 得  ㉓   

算
出
税
額 

⑳ に 対 す る 税 額  ㉔   

㉑ に 対 す る 税 額  ㉕   

㉒ に 対 す る 税 額  ㉖   

㉓ に 対 す る 税 額  ㉗   

計  ㉘   

所得税額から

差し引かれる 

金 額 

控 除  ㉙   

控 除  ㉚   

控 除  ㉛   

 
 

差 引 所 得 税 額 （ ㉘ － ㉙ － ㉚ － ㉛ ） 
（引ききれないときは0） 

㉜   

 災害減免額、所得税に係る外国税額控除額等  ㉝   

   ㉞   

 所 得 税 に 係 る 源 泉 徴 収 税 額  ㉟   

 
 

再 差 引 所 得 税 額 （ ㉜ － ㉝ － ㉞ － ㉟ ） 
（引ききれないときは0） 

 ㊱   

 ㊱ × ２．１％  ㊲   

 申 告 納 税 見 積 額 （ ㊱ ＋ ㊲ ）  ㊳   
円 

予定納税額 
第 １ 期   ㊴    

第 ２ 期   ㊵    

別 表（減額申請の承認通知書用）     年分 （整理番号） 

                             氏名       殿   
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( ) 枚目

殿

　

計 ㋦

( ) 枚のうち

付
表
の
十
二

道 府 県 民 税 ㋠
本 年 分

所 得 税 ㋣

㋷

道 府 県 民 税

市 町 村 民 税

地 方 税 計

　　 翌年１月１日
　　  時点の住所
      □指定都市
      □一般市

計

市 町 村 民 税

年分
所 得 税

合 計

所 得 税

道 府 県 民 税

（前年）
市 町 村 民 税

道 府 県 民 税
　　 翌年１月１日
　　  時点の住所
      □指定都市
      □一般市（２年前）

市 町 村 民 税

年分
所 得 税

地 方 税 計

道 府 県 民 税
　　 翌年１月１日
　　  時点の住所
      □指定都市
      □一般市

市 町 村 民 税
（３年前）

地 方 税 計

㋹ 翌 年 繰 越 額

及び本年発生額 （ ㋾ － ㋻ ） 及び 本年 発生 額 （ ㋵ － ㋟ ）

年分
所 得 税

年 分 区 分
控 除 余 裕 額 控 除 限 度 超 過 額 所 得 税 の

控 除 限 度 額 等㋾ 前 年 繰 越 額
㋻ 本 年 使 用 額

㋕ 翌 年 繰 越 額 ㋵ 前 年 繰 越 額
㋟ 本 年 使 用 額

外 国 所 得 税 額 ㋬
（㋬－㋭）

３　翌年への繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の金額

㋦計 ㋭ （㋣＋㋠＋㋷）

（㋑＋㋺＋㋩＋㊁）

控 除 限 度 超 過 額 ㋸

㋷

㋣
（１の⑤の金額） （㋑－㋬）

復 興 特 別 所 得 税 ㋺ 道 府 県 民 税
㋠

（㋑×12％又は６％）

市 町 村 民 税 ㊁
（（㋭－㋬）と㊁の

いずれか少ない方の金額）

（㋑×18％又は24％）
計

㋩
いずれか少ない方の金額）

市 町 村 民 税

２　本年分の控除余裕額又は控除限度超過額の計算

控
除
限
度
額

所 得 税 ㋑

控
除
余
裕
額

所 得 税

（１の⑥の金額） （（㋑＋㋺＋㋩－㋬）と㋩の

道 府 県 民 税

復興特別所得税の
控 除 限 度 額

　　　　　④

⑥（ ② ×      )

　　　　　③

所 得 税 の
控 除 限 度 額

　　　　　④

⑤（ ① ×      )

　　　　　③

翌年へ繰り越す外国所得税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算書

所 得 総 額 ③

調 整 国 外 所 得 金 額 ④

１　所得税及び復興特別所得税の控除限度額の計算

所 得 税 額 ①

復 興 特 別 所 得 税 額 ②

氏名年分

円

円 円

円 円 円 円 円

円 円 円

円

㋸
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